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平成２２年第９回香美市議会定例会会議録（第１号） 

招集年月日 平成２２年１２月８日（水曜日） 

招集の場所 香美市議会議場   

会議の日時 １２月８日水曜日（会期第１日） 午前 ９時０２分宣告 

出席の議員 

   １番  有 元 和 哉      １２番  島 岡 信 彦 

   ２番  矢 野 公 昭      １３番  依 光 美代子 

   ３番  山 﨑 眞 幹      １４番  山 﨑 龍太郎 

   ４番  利 根 健 二      １５番  大 岸 眞 弓 

   ５番  爲 近 初 男      １６番  片 岡 守 春 

   ６番  千 頭 洋 一      １７番  石 川 彰 宏 

   ７番  濱 田 百合子      １８番  竹 内 俊 夫 

   ８番  山 崎 晃 子      １９番  前 田 泰 祐 

   ９番  織 田 秀 幸      ２０番  山 本 芳 男 

  １０番  比与森 光 俊      ２１番  小 松 紀 夫 

  １１番  竹 平 豊 久      ２２番  西 村  成 

欠席の議員 

 な  し  

説明のため会議に出席した者の職氏名 

 【市長部局】 

  市 長  門  槇 夫   商 工 観 光 課 長  髙 橋 千 恵 

  副 市 長  明 石   猛   建 設 都 計 課 長  宮 地 和 彦 

  会計管理者兼会計課長  野 島 恵 一   下 水 道 課 長  佐々木 寿 幸 

  広域分権担当参事  奥 宮 政 水   環 境 課 長  横 谷 勝 正 

  総 務 課 長  法光院 晶 一   健康づくり推進課長  凢 内 一 秀 

  企 画 課 長  濵 田 賢 二   地 籍 調 査 課 長  竹 内   敬 

  庁舎建設担当参事  前 田 哲 雄   林 政 課 長  舟 谷 益 夫 

  財 政 課 長  後 藤 博 明   《香北支所》 

  収 納 管 理 課 長  阿 部 政 敏   支 所 長  二 宮 明 男 

  防 災 対 策 課 長  吉 村 泰 典   地 域 振 興 課 長  今 田 博 明 

  住 民 課 長  山 﨑 綾 子   《物部支所》 

  保 険 課 長  岡 本 明 弘   支 所 長  岡 本 博 臣 

  税 務 課 長  髙 橋   功   地 域 振 興 課 長  西 村 博 之 

  福 祉 事 務 所 長  小 松 美 公    

  農政課長兼農業委員会事務局長  中 井   潤    

 【教育委員会部局】 
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  教 育 長  時 久 惠 子   幼 保 支 援 課 長  山 﨑 泰 広 

  教 育 次 長  鍵 山 仁 志   生 涯 学 習 課 長  田 島 基 宏 

  学校教育課長兼学校給食ｾﾝﾀｰ所長  和 田   隆   

 【消防部局】 

  消 防 長  竹 村   清 

 【その他の部局】 

  水 道 課 長  久 保 和 昭 

職務のため会議に出席した者の職氏名 

  議 会 事 務 局 長  小 松 清 貴   議会事務局書記  野 邑 裕 永 

市長提出議案の題目 

 議案第 ８３号 平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号） 

 議案第 ８４号 平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 議案第 ８５号 平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 議案第 ８６号 平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 議案第 ８７号 平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第 

         ２号） 

 議案第 ８８号 平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算（第 

         ３号） 

 議案第 ８９号 平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 議案第 ９０号 奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部を改正する 

         条例の制定について 

 議案第 ９１号 香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の 

         制定について 

 議案第 ９２号 香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定 

         について 

 議案第 ９３号 香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の 

         制定について 

 議案第 ９４号 香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条例の一部を改 

         正する条例の制定について 

 議案第 ９５号 香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一部を改正す 

         る条例の制定について 

 議案第 ９６号 香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第 ９８号 香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定について 

 議案第 ９９号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

 議案第１００号 香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ 

         いて 
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 議案第１０１号 香美市林業事務所設置条例の制定について 

 認定第  １号 平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第  ２号 平成２１年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい 

         て 

 認定第  ３号 平成２１年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ 

         いて 

 認定第  ４号 平成２１年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳出決 

         算の認定について 

 認定第  ５号 平成２１年度香美市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定に 

         ついて 

 認定第  ６号 平成２１年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第  ７号 平成２１年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入歳出決算 

         の認定について 

 認定第  ８号 平成２１年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

         の認定について 

 認定第  ９号 平成２１年度香美市介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入 

         歳出決算の認定について 

 認定第 １０号 平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ 

         いて 

議員提出議案の題目 

 な  し 

議事日程 

平成２２年第９回香美市議会定例会議事日程 

（会期第１日目 日程第１号） 

平成２２年１２月８日（水） 午前９時開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定について 

 日程第３ 諸般の報告 

   １．議長の報告 

   ２．行財政改革推進特別委員会委員長の報告 

   ３．議会改革推進特別委員会委員長の報告 

   ４．市長の報告 

     （１）行政の報告並びに提案理由の説明 

 日程第４ 議案第 ８３号 平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号） 

 日程第５ 議案第 ８４号 平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２ 

              号） 
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 日程第６ 議案第 ８５号 平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第 

              ３号） 

 日程第７ 議案第 ８６号 平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補正予算 

              （第２号） 

 日程第８ 議案第 ８７号 平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補 

              正予算（第２号） 

 日程第９ 議案第 ８８号 平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補 

              正予算（第３号） 

 日程第10 議案第 ８９号 平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 

              ２号） 

 日程第11 議案第 ９０号 奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部 

              を改正する条例の制定について 

 日程第12 議案第 ９１号 香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正 

              する条例の制定について 

 日程第13 議案第 ９２号 香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する 

              条例の制定について 

 日程第14 議案第 ９３号 香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正 

              する条例の制定について 

 日程第15 議案第 ９４号 香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条例 

              の一部を改正する条例の制定について 

 日程第16 議案第 ９５号 香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一 

              部を改正する条例の制定について 

 日程第17 議案第 ９６号 香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定につい 

              て 

 日程第18 議案第 ９８号 香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定について 

 日程第19 議案第 ９９号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 

 日程第20 議案第１００号 香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する条例 

              の制定について 

 日程第21 議案第１０１号 香美市林業事務所設置条例の制定について 

 日程第22 認定第  １号 平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 日程第23 認定第  ２号 平成２１年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の 

              認定について 

 日程第24 認定第  ３号 平成２１年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

              の認定について 

 日程第25 認定第  ４号 平成２１年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計 

              歳入歳出決算の認定について 



 

－5－ 

 日程第26 認定第  ５号 平成２１年度香美市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決 

              算の認定について 

 日程第27 認定第  ６号 平成２１年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定 

              について 

 日程第28 認定第  ７号 平成２１年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳 

              入歳出決算の認定について 

 日程第29 認定第  ８号 平成２１年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）歳 

              入歳出決算の認定について 

 日程第30 認定第  ９号 平成２１年度香美市介護保険特別会計（介護サービス事業 

              勘定）歳入歳出決算の認定について 

 日程第31 認定第 １０号 平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

              の認定について 

会議録署名議員 

 ７番、濱田百合子君、８番、山崎晃子君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前 ９時００分 開会） 

○議長（西村 君）   改めましておはようございます。ただいまの出席議員は２２

人です。定足数に達していますので、これから平成２２年第９回香美市議会定例会を開

会します。 

  これから日程に入りますが、その前に平成２２年第９回香美市議会定例会の開会に当

たり一言ごあいさつを申し上げます。 

  朝夕が一段と寒くなってまいりましたが、議員各位、執行部には、年末を控え何かと

多忙の中を本会議、定例会にご出席をいただきましてまことにありがとうございます。 

  去る１１月２０日に初めての議会改革推進特別委員会を開催していただき、議会基本

条例の制定を目指すことを委員の全員賛成で決定をしていただき、基本的な審査項目の

決定もされ、これから本格的な議会改革に取り組むことになりました。後ほど特別委員

長よりご報告をいただくことになっております。 

  また、今問題になっている地方議員年金のことでありますが、先月の議員協議会で全

国市議会議長会の考え方につきまして事務局長からご報告をいたしましたが、その後、

去る１２月４日の高知新聞に総務政務官が、１２月３日、市町村合併に伴う議員数の減

少で財政破綻が見込まれる地方議員年金制度を来年６月１日に廃止し、これまでの掛金

総額及び特別掛金の８０％を一時金として現職議員に支払うなどとする政府の法案概要

を全国都道府県議会、全国市議会、全国町村議会の３議長会に提出したわけであります。

昨年提出していた掛金の最高６４％を上回ったことにより廃止の方向で動くことは確実

であろうかと思われます。また、全国市議会議長会の、市議会議員共済会より、過日文

書が、通知があっておりますので、議員各位にも配付してありますのでご確認をいただ

きたいと思います。 

  さて、本日の議会定例会に市長から提出されている議案等につきましては、平成２２

年度香美市一般会計補正予算（第３号）を含む１８件であります。また、追加案件につ

きましては、市長より２件、議員提出の請願等２件、意見書案４件が予定されておりま

す。後ほど市長の提案につきましては提案理由の説明がありますので、議員各位におい

ては慎重な審査と審議の上、それぞれの議案等に対し適切な議決を賜りますようにお願

いをいたします。 

  また、議員各位におかれましては、一般質問につきましても質問の要旨を明確に質問

され、議員の品位を重んじ円滑な議事運営に各段のご協力を賜りますようにお願いを申

し上げまして開会に当たり私のごあいさつといたします。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則の定めるところにより、今期定例会を通じて５番、爲近

初男君、６番、千頭洋一君の両君（後に「７番、濱田百合子君、８番、山崎晃子君」と
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訂正あり）を指名しますのでよろしくお願いいたします。 

  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

  本件については、１２月３日の議会運営委員会で協議をいただいておりますので、委

員長から報告を求めます。議会運営委員会委員長、前田泰祐君。 

○議会運営委員会委員長（前田泰祐君）   おはようございます。議会運営委員会から

ご報告を申し上げます。 

  本日招集されました平成２２年第９回香美市議会定例会の運営につきまして、去る１

２月３日に開催をいたしました議会運営委員会の協議の結果を報告いたします。 

  まず、会期につきましては、お手元にお配りしました会期及び会議（審査）の予定表

のとおり、本日から１２月２１日までの１４日間としました。なお、会議が順調に運ん

だ場合の繰り上げての閉会と会期の延長を必要とする場合については、議長に一任をす

ることになりました。 

  続きまして、会期中の会議ですが、本日は今期定例会に付議された提出議案の提案理

由の説明までといたします。ただし、早期に発注し本年度内完成を図るため本日議決を

必要とする議案第８６号は、委員会付託を省略し本会議で採決まで行います。また、議

案第９７号は、取り下げの申し出があっておりますのでご連絡をいたします。次に、過

日の第７回定例会において継続審査となっておりました平成２１年度一般会計並びに特

別会計の決算の認定については、本日各常任委員会の審査報告から採決まで行います。 

  会期２日目、９日から会期６日目、１３日までは、休日並びに議案精査のため休会と

しました。 

  会期７日目、１４日から会期９日目、１６日までの３日間は、一般質問を予定してお

ります。 

  会期１０日目、１７日は、議案質疑の後、議案等の各案件は各常任委員会への付託と

なります。付託となります案件は常任委員会での質疑がありますので、所属の委員会外

の議案質疑を行うようお願いをしておきます。 

  会期１１日目から１３日目までの３日間は、休日並びに議案審査整理のため休会とな

ります。 

  会期１４日目の最終日２１日は、各常任委員会の付託案件の審査報告と採決並びに追

加案件がありますので、委員会の付託を省略して本会議方式の議題とします。追加案件

として条例案が本日までに１件追加の申し出がありましたので条例案２件、意見書案４

件が提出される予定であります。 

  次に、請願、陳情、発議、意見書案等について協議を行いました。請願第１号は総務

常任委員会へ、陳情第１３号については産業建設常任委員会へそれぞれ付託することと

なりました。続いて、意見書案が４件提出されておりましたのでこの取り扱いについて

協議した結果、意見書案第１６号と意見書案第１９号は提出者を所管の常任委員長、賛

成者を他の常任委員長とし、全会一致を目指して提案することに決定をいたしました。



 

－8－ 

その他の意見書案についても最終日に追加案件として上程をされる予定です。 

  次に、一般質問の通告は、会期２日目、９日の木曜日午前１０時までにお願いをいた

します。一般質問の通告内容でありますが、質問の趣旨が十分にわかるように具体的に

記入の上提出をお願いいたします。 

  次に、議会運営委員会で協議したその他の協議事項についてご報告をいたします。 

  本日、本会議終了後、議員協議会を開催をします。 

  以上、議会運営委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 君）   議会運営委員会委員長の報告を終わります。 

  お諮りします。今期定例会の会期は、委員長報告のとおり本日から１２月２１日まで

の１４日間としたいと思います。これにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 君）   異議なしと認めます。よって、会期は、本日から１２月２１

日までの１４日間と決定しました。 

  なお、会期中の会議の予定につきましては、先ほど議会運営委員会委員長からも報告

がありましたが、お手元にお配りしております予定表のとおりであります。 

【会期及び会議（審査）の予定表 巻末に掲載】 

  日程第３、諸般の報告を行います。 

  初めに議長の報告をします。 

  平成２２年第８回議会臨時会において決定いたしましたＴＰＰ（環太平洋連携協定交

渉）に対する意見書については、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係の各大

臣へそれぞれ送付をいたしました。 

  次に、今期定例会の議会運営委員会までに議長あてに請願１件、陳情１件が提出され

ています。この件につきましては、先ほどの議会運営委員会委員長の報告にありました

ように、議会運営委員会の決定のとおり所管の常任委員会に付託いたしましたので報告

いたします。 

  次に、監査委員から例月出納検査報告書が提出されています。 

  その他の報告事項につきましては、お配りしました議長報告書のとおりであります。 

  次に、行財政改革推進特別委員会の協議の推移、進捗状況等について委員長から報告

を求めます。行財政改革推進特別委員会委員長、山﨑龍太郎君。 

○行財政改革推進特別委員会委員長（山﨑龍太郎君）    おはようございます。１４番、

山﨑龍太郎です。 

  新体制にての行財政改革推進特別委員会を１１月２４日開催いたしました。議題は、

１点目、住宅新築資金等貸付金の滞納整理の状況について、２点目、市営住宅使用料等

の滞納整理等の状況について、３点目、防犯灯整備の調査結果と補助制度の検討状況に

ついて、４点目、特別委員会の今後の会議の進め方についてであります。審査の経過及

び結果について順次報告いたします。 
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  １点目、住新の滞納整理等の状況についてでは、５月末、出納閉鎖時における平成２

１年度実績報告及び債務者全体の資料提示を受け質疑を行いました。 

  競売等法的措置後の滞納を抱える債務者について、その後の支払いに展望がない状況

について、高齢、収入減少等にて手だてがないとのこと。また、年間支払いなしの現状

については、新築、宅地資金のいずれかの優先にて一方が未払いになっている。ほか債

務者死亡後の相続人が支払えない状況にあるとの説明があり、新しいメンバーより事業

全体の概要について説明を求める発言があり資料提示等をいたしました。平成２２年度

現在の完済は、滞納なしで２件、滞納ありで２件とのこと。本委員会が８月５日付提言

した相続権者の増大や競売後の返済能力の欠如など諸事情についても勘案し迅速な滞納

処理を検討する時期に来ているのではないかとの、この点についてのとらえ方は、破産

申し立て等も多くなってきている状況もある。また、数件不納欠損もある。回収できな

い場合は県の助成制度も探る。あわせて債権管理条例での判断も行うとの見解でありま

した。 

  ２点目、市営住宅使用料等の滞納整理等の状況についてでは、駐車場使用料等を含め

た徴収率は出納閉鎖時点において現年分は微増、滞納分は下がっている。現年滞納者数

１２名、滞納月数４６カ月、収入未済額８３万５,２４７円、住宅使用料、水道料とも

に未納の方は滞納者の半数強であるとのこと。 

  ３点目、防犯灯整備の調査結果と補助制度の検討状況についてでは、調整方針の概要、

現在と調整案の取り扱い比較、経費関連について説明を受け質疑を行いました。 

  直営分は、香北５２９基、宝町８４基、自治会分１,５２４基。調整案は、設置時、

補助を受ける場合は認定申請を要す。防犯灯台帳整備を行う。電気料は１００％補助。

灯部のＬＥＤ化を推進し、修繕についてはＬＥＤ灯上限３万円で全額補助、蛍光灯は上

限１万円で半額補助とのこと、試算では３２５万円の予算増が見込まれる。ＬＥＤ化推

進の自治会発注、直営分発注の手順、予算等について詳細にわたり質疑を行いました。 

  ４点目、特別委員会の今後の会議の進め方についてでは、定例議会間において最低１

回は開催する。住新及び市営住宅の審査については、滞納整理の方針も確立した現状か

ら毎回の審査としない。ほか今後の審査事項等について協議を行いました。 

  以上で行財政改革推進特別委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 君）   行財政改革推進特別委員会委員長の報告を終わります。 

  ただいまの行財政改革推進特別委員会委員長の報告に対する質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

○議長（西村 君）   質疑がないようでありますのでこれで質疑を終わります。 

  続きまして、議会改革推進特別委員会の協議の推移、進捗状況等について報告を行い

ます。議会改革推進特別委員会委員長、小松紀夫君。 

○議会改革推進特別委員会委員長（小松紀夫君）   おはようございます。それでは、

本年第７回の定例会におきまして設置をされました議会改革推進特別委員会が、去る１
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１月３０日に第１回目の委員会を開会いたしましたので、その協議内容と決定事項につ

きましてご報告をいたします。 

  まずは、今後特別委員会で審査をするべき項目につきまして協議を行いました。協議

の結果、１０項目の審査項目を決定をいたしましたので順次ご報告をいたします。 

  項目１としまして適正な議員定数についてでございますが、本市も合併をして５年目

に突入をしており、一定一体感も醸成をされてきたことも踏まえながら、同規模の他市

との比較や本市の地理的状況も勘案し検討していきたいと考えております。 

  項目２は、一般質問の方式についてでございます。現在行われております総括質問方

式のほかに一問一答方式や反問権等々につきまして検討をしてまいりたいと考えており

ます。 

  項目３は、会派制の研究、検討についてでございます。 

  項目４は、政務調査費についてでございます。 

  項目５は、提出議案に対する執行部の提案理由の説明についてでございまして、この

件につきましては、執行部への提言という形になろうと考えております。 

  項目６は、常任委員会の活性化についてでございます。 

  項目７は、意見書の取り扱いについてでございます。 

  項目８は、市民に対する議会報告会の開催についてでございます。 

  項目９は、議会基本条例の制定についてでございます。 

  項目１０は、適正な議員報酬についてでございまして、この項目につきましては特別

委員会の委員外から申し入れのあった事項でございまして、協議の結果、審査項目に上

げるということで決定をいたしました。 

  以上が決定をいたしました審査項目でございますけれども、今後も新たな項目が提案

をされましたらその都度協議をしまして審査項目に加えていきたいというふうに考えて

いるところでございます。 

  次に、審査のスケジュールにつきまして協議をいたしました。 

  まず、各項目の審査スケジュールを決定する前提といたしまして議会基本条例の取り

扱いについて協議をいたしました。 

  議会改革の先進地の例を見てみますと、議会基本条例制定をする以前から議会改革を

継続してやれることから改革をしていくと、そういうことを行うことを積み重ねていっ

て、そして、その先にこれらの議会改革を継続するために条例として改革の理念と成果

を制度化していく、いわゆる改革先行型の事例、これは議会基本条例制定第１号の栗山

町等の事例でございます。また、他市における先進的な議会改革を条例に盛り込んでま

ず条例の制定をすると、その条例の制定を契機として議会改革に取り組むことを目指し

ていく条例先行型、この二通りがございます。 

  そこで、協議の結果、本市議会におきましては改革先行型を選択し、できることから

改革を実践して最終的に議会基本条例を制定することといたしました。その後の協議の
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結果、議会基本条例制定の期限を平成２４年３月末とし、個別の審査項目のスケジュー

ルにつきましては正・副委員長で協議をし、次回の特別委員会にスケジュール案として

提案をすることといたしました。 

  以上、第１回目の議会改革推進特別委員会の報告といたします。 

○議長（西村 君）   議会改革推進特別委員会委員長の報告を終わります。 

  ただいまの議会改革推進特別委員会委員長の報告に対する質疑を行います。質疑はあ

りませんか。 

○議長（西村 君）   質疑がないようですので、これで質疑を終わります。  

  日程第４、議案第８３号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）から日程

第２１、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定についてまで、以上１８件

を一括議題とします。 

  行政の報告並びに議案第８３号から議案第１０１号までの提案理由の説明を求めます。

槇夫君。 

槇夫君）    おはようございます。本日ここに平成２２年第９回香美市議

会定例会を招集いたしましたところ、議員各位におかれましては年の瀬を控えまして何

かとご多忙の中ご参集いただきましてまことにありがとうございます。議員の皆様方に

は常に市政の運営に対し、また住民福祉の向上に対しましてご指導、ご努力をいただい

ておりますことに心から感謝を申し上げる次第でございます。 

  さて、先月３０日から１２月２日までの間、ＪＡ土佐香美組合長、専務、また園芸部

の三役の皆さん方と、そして、仙頭香南市長と私とで首都圏及び中部、関西圏の拠点市

場調査と各荷受業者に対する農産物有利販売促進要請、いわゆるトップセールスを実施

いたしてきました。それぞれの管内で丸高会議を行い、産地側から生産状況をつなぎ、

市場側から各品目の市況や消費者動向などの説明を受け、情報の交流を行うとともに有

利販売への努力の依頼をしてまいりました。特に本市物部町特産のユズにつきましては、

これから冬至に向けての出荷の最盛期に入ることから強力に要請をしてまいりました。

物部産ユズは、長年の栽培努力の結果、品質ともにブランド品として市場の人気が高く、

これからも自信を持って栽培に取り組んでいただきたいとのお話を聞くことができまし

た。市場は常に安全で安心できる農産物の安定した出荷を求めており、今回の市場調査

は産地側と市場、また各荷受機関とのさらなる信頼関係の構築ができたというふうに思

っております。 

  そして、もう１点、今、政府が新たな農業政策として打ち出してきております環太平

洋戦略的経済連携協定、いわゆる例外なき関税撤廃を目指すＴＰＰ参加への協議につき

ましては、余りにも唐突であります。まして将来の食料自給率５０％を目指した政策の

推進中にこのような政策を表明することには大きな矛盾を感じるとともに、就農者の農

業に対する意欲を阻害するばかりでなく、これからの我が国の、我が日本の国の形、あ

り方にも大きく関係することであり断じて看過できない問題であると認識をいたしてお



 

－12－ 

ります。先の議会で可決されました、政府に提出したＴＰＰ交渉に反対する意見書に全

く同調いたすものであります。 

  それでは、お手元にお配りをいたしております諸般の報告並びに提案理由の説明を申

し上げます。 

  総務課から、新採用職員の試験につきまして、１２月５日に職員採用２次試験の作文

及び面接を実施し合格者の決定を行いました。 

  企画課から、姉妹都市交流につきましては、１０月１６日、１７日に開催されました

第２９回刃物まつりに姉妹都市北海道積丹町並びに福井県あわら市の訪問団が来市され、

それぞれの地域の特産品のＰＲと販売を通じ市民との交流が図られました。 

  財政課から、新庁舎建設に係る進捗状況についてでございますが、建設本体工事は現

在屋上及び外装工事がほぼ完了し、屋上階にはキュービクル式高圧受電設備や空調室外

機が設置されました。外装工事では一部の足場解体が始まっており、今月中にすべての

足場が取り外され、今後内装工事が本格化します。建設本体の進捗率は、１１月末の時

点で約７０％となっております。庁舎移転計画について準備を進めておりますが、事務

用脇机の不足分を新規に購入するため債務負担行為補正を本議会に提案をいたしており

ます。 

  福祉事務所から、福祉体育大会の開催が１１月１４日に行われました。香美市福祉体

育大会２０１０を開催をいたしまして、高齢者、障害者、福祉関係者など２７０名が参

加し、スポーツを通じて親睦を深めました。 

  民生委員・児童委員及び主任児童委員の改選につきまして、１２月１日の一斉改選に

よりまして新任４５名、再任７６名、総数１２１名の体制となりました。なお、現時点

で後任の委員が決まっていない地区が６地区、主任児童委員が１名不足しておりますが、

今後不足する委員の確保に努めていくとともに、１２月１日より就任されました委員の

皆様には地域福祉の担い手として大いに活躍をいただきたいと存じております。 

  商工観光課から、八王子公園の公衆トイレにつきましては、１０月末日に完成をいた

しました。この施設は平成２１年度地域活性化・きめ細かな臨時交付金を活用して整備

したものでございまして、総事業費１,２２０万７,０００円、多目的トイレを兼ね備え、

周囲の景観にも配慮し、八王子公園にふさわしい施設となっております。 

  建設都計課から、土木関係でございますが、道路改良工事におきまして市道有谷線、

猪野々西線、後入線は発注済みでございます。年度内完了を目指しております。 

  物部町地区の市道３路線、根木屋、山崎、大栃につきましては、道整備交付金事業を

活用しまして整備しております。追加補正予算を本議会へ提案をいたしております。 

  がけくずれ住家防災対策事業は、１４件すべて発注済みでございます。災害復旧事業

の道路・河川につきましては、補助災害、単独を含め物部町３件、香北町９件、土佐山

田町６件、合わせて１８件発生し、うち６件が発注済みであり、残り１２件は発注準備

中です。 
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  健康づくり推進課から、子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌ワクチンの接種について、

国の平成２２年度補正予算によりまして、これらの３つのワクチンの接種を支援するた

めの子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金による基金が県に設置をされ助

成が行われることとなりました。本市としましても本年度内にこの３つのワクチンの接

種支援を始めるため本議会へ補正予算を提案をいたしております。 

  林政課から、有害鳥獣被害につきましては、平成２２年４月１日から１１月２２日ま

での有害鳥獣による被害状況、有害鳥獣捕獲数及び被害防止さくの設置状況につきまし

ては下の表のとおりでございますので見ておっていただきたいというふうに思います。 

  林業振興につきましては、１１月末までに間伐実施各事業で保育間伐１００.１８ヘ

クタール、搬出間伐２,７１５立方メートルが完了し、現在３・四半期を実施中であり

ます。 

  環境先進企業との協働の森づくり事業により、市有林の森林整備促進のためパートナ

ーズ協定を締結している団体と下の表のとおり地域交流事業を実施いたしましたのでご

らんいただきたいと思います。 

  また、１１月２０日には、緑の募金を活用した香美市支部実施事業として、香北町五

百蔵の香美森林組合の所有林におきまして、大宮小学校５年生の児童対象に体験林業教

室を開催をしまして、児童たちは森林、林業への関心を深めました。 

  森林土木事業につきましては、道整備交付金事業により林道３路線、御在所線、押谷

線、影仙頭線の舗装工事を平成２４年度から２カ年で実施する予定でございましたが、

国が平成２３年度に当該事業の廃止を決定いたしましたので実施計画を見直し、平成２

２年度の追加補正予算として本議会へ提案をいたしております。なお、工事の施工につ

きましては、平成２３年度への繰り越しを予定をいたしております。 

  学校教育課から、市授業研究会の開催につきまして、全国学力・学習状況調査や標準

学力検査結果を踏まえまして、児童・生徒の思考力、判断力、表現力を高める意見交流

のあり方につきまして授業改善の研究を推進しております。本年度は、国語科、算数・

数学科について、講師・アドバイザーとして２人の大学教授と東部教育事務所指導主事

に年間を通してご指導をいただいております。通算４回、延べ８校において公開授業を

実施し、授業改善の研究とともにその成果と課題を全小・中学校で共有し学力の向上を

図っております。 

  幼保支援課から、保育園建設につきまして、あけぼの保育園建設工事の進捗状況は、

建物の骨組みなど躯体工事が完了し、屋根工事もほぼ完了したほか、外構・水道工事に

つきましても作業工程は順調に進んでおります。全体工事としまして約５０％の進捗率

となっております。今後は内装や電気設備、機械設備の各工事へ本格的に着手いたしま

す。 

  生涯学習課から、芸術祭、体育大会につきましては、第５回香美市芸術祭は、短歌会、

俳句会を皮切りに芸能大会や文化展、社交ダンス発表会などが行われました。市民の皆
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さんを初め多くの皆さん方が芸術の秋を満喫されました。 

  香美市体育大会は、９月から１０月にかけて開催をされました。バレーボール、バド

ミントン、ペタンクなど８種目が実施をされました。市内全域から総数３６０名の参加

者が、競技を通して親睦を深めるとともに心地よい汗を流しました。 

  消防課から、平成２２年１月１日から１０月３１日までの火災、救急及び救助出動件

数につきまして報告をいたしております。昨年同期と比較しまして火災が３件、救急出

動が８６件減少しております。また一方、救助出動４件の増加しております。以下、表

をごらんをいただきたいと思います。 

  県中央地区消防操法大会につきましては、１０月１７日、県中央地区消防操法大会が

開催され、ポンプ自動車の部に美良布分団、小型ポンプの部に新改分団が出場し、それ

ぞれの訓練の成果を存分に発揮し、新改分団は敢闘賞を受賞いたしました。 

  防災体験コーナーの実施につきましては、１０月１７日、１８日に開催をされ、工科

大学祭に防災・救急コーナーを設け、消火器やＡＥＤの取り扱いについて多くの方に体

験をいただきました。 

  全国火災予防運動につきましては、１１月９日から１５日にかけ秋の全国火災予防運

動が展開をされました。期間中、消防団がそれぞれの所管区域内で防火宣伝を実施、ま

た、１０日には、消防署前において土佐山田幼稚園児によるマーチングの演奏を行い火

災予防を呼びかけをいたしました。 

  続きまして、今期定例会における議案について提案説明を申し上げます。 

  まず、議案第８３号は、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）です。今回

の補正予算の規模は、歳入歳出予算の総額に３億２,２０２万５,０００円を追加し、歳

入歳出予算それぞれ１６９億２,９２０万１,０００円といたしました。 

  概要は、歳入では固定資産税の追加、普通地方交付税の追加、道整備交付金の追加、

林道整備事業費補助金の追加、過疎債の追加、臨時財政対策債の減額が主なものです。 

  歳出では、先月の第８回議会臨時会によりましてご承認いただきました給与改定など

による給与費の減額、総額で４,８４４万４,０００円なりますが、それと市役所駐車場

用地購入費の追加、林道整備費の追加、道路新設改良費の追加が主なものとなっており

ます。 

  議案第８４号から議案第８９号は、各特別会計の平成２２年度補正予算でございます。 

  次に、議案第９０号から議案第９６号は、各条例の一部を改正する条例の制定であり

ます。 

  議案第９７号の基金条例の制定につきましては、いま少し時間を要することが判明を

いたしましたため、本議案は取り下げ、欠番とさせていただくことになります。なお、

このことに伴いまして、議案書の一般会計補正予算関係の差しかえが多量に発生をいた

しましたことに対しまして、ご迷惑をおかけいたしましたことをおわびを申し上げます。 

  議案第９８号は、当該条例に定める定住助成事業において、物部町区域のみを対象と
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した事業でございますが、合併後５年間を経過したことにより条例を廃止する条例の制

定を行うものであります。 

  議案第９９号は、市道根木屋上線の道路利用者の安全確保、各種行政・福祉サービス

向上のため、早急に災害防除対策が必要であるため総合整備計画を提案するものであり

ます。 

  議案第１００号、香美市課等の組織再編に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に

ついてと、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定につきましては、関連す

る議案でございますので、一括して当該議案に係る説明を、若干説明をさせていただき

ます。 

  当該議案につきましては、基本としましては新しい庁舎の完成後における行政事務執

行のために再編を行うものであります。現在の組織機構につきましては、合併時におけ

ます事情も織り込みながら編成をされたことであります。その事情の１つ目は人事にお

いて降格をしないということ、２つ目として狭隘な事務所スペースと分散する事務所へ

の対応、そして３つ目として合併前に旧３町村間での事務事業統合のための調整は行っ

ておりましたが、なお合併前に想定されなかったことや細部にわたっての調整を行うた

め合併後において一定の期間を要するといったことなどによるものでございます。こう

した合併時に優先された事情においては、それぞれ事務所スペースと分散庁舎に関して

は新庁舎完成により解消されることと事務事業の均一化もおおむね整ったことから、ま

た、人事についても定数管理も勘案しながら編成が必要であるとの観点から提案のよう

な組織編成を行うものであります。 

  今回の再編に当たりましては、行政事務に求められる機能を重視しながら、なお香美

市ならではといった特徴も織りまぜての組織再編を行うとし、特に住民サービスの観点

からワンストップサービス化への対応として関連業務の統合編成と原則として同一フロ

アへの配置を、そして、効率的かつ合理的な組織運営を追求するという点から組織設計

を心がけたところでございます。特に住民のコミュニティーと暮らしに係る業務をまち

づくり推進課に集積した点と、産業振興課の設置については、産業対策への連携機能を

常在化するため農林、商工観光の一体化を図ったものであります。なお、この中で本市

の行政施策においての通常の林業対策を推進するため林業事務所を設置することといた

しました。 

  以上、平成２２年度香美市一般会計補正予算など議案１８件の提案説明を終わり、な

お、詳細につきましては、それぞれ担当職員から説明を申し上げます。議員各位におか

れましては、審査の上、適切なるご決定をよろしくお願いを申し上げます。ありがとう

ございました。 

○議長（西村 君）   これで市長の行政の報告並びに提案理由の説明を終わります。 

  先ほど議会運営委員会委員長から報告がありましたが、議案第８６号は、本日、他の

案件と分離し、会議規則第３７条第３項の規定により委員会付託を省略し本会議方式に
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より審議、採決をしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 君）   異議なしと認めます。よって、そのように決定をいたしまし

た。 

  これから日程第７、議案第８６号、平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補

正予算（第２号）を議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。下水道課長、佐々木寿幸君。 

○下水道課長（佐々木寿幸君）   おはようございます。議案第８６号を提案させてい

ただきます。 

  議案第８６号、平成２２年度香美市農業集落排水特別会計補正予算（第２号） 

  平成２２年度香美市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

  第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８,４４９万２,０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３億２２７万１,０００円とする。 

  ２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  （地方債の補正） 

  第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

  平成２２年１２月８日提出、香美市長 槇夫 

  提案理由 

  農業集落排水施設費に変更の必要が生じたため、補正予算を調製したので、地方自治

法第２１８条第１項の規定により提案する。 

  以下につきましては、議案８６－１６ページにあります提案説明書に補足説明を加え

提案理由とさせていただきます。 

  平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）提案説明書 

  今回の補正予算の規模は、歳入歳出予算の総額に８,４４９万２,０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ３億２２７万１,０００円としました。 

  補正予算の概要は、次のとおりです。 

  （歳入） 

  ３款 国庫支出金 

  農業集落排水事業費補助金３,５００万円を追加しました。 

  ５款 一般会計繰入金 

  一般会計繰入金５９万２,０００円を追加しました。 

  ８款 市債 

  農業集落排水事業債２,４５０万円、過疎対策事業債２,４４０万円の総額４,８９０
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万円を追加しました。 

  （歳出） 

  １款 農業集落排水事業費 

  農業集落排水施設費で８,４４９万２,０００円を追加しました。人事異動等による職

員給与費の追加並びに工事請負費及び補償、補填、賠償金の追加によるものです。 

  先の６月議会におきまして、国における平成２３年度の予算への不透明さから管渠工

事から終末処理場の本体工事への予算の組み替えを採決いただいたところでございます

が、その後８月３０日に発表されました平成２３年度の内閣府の概算要求におきまして、

この農業集落排水事業が属します地域再生基盤強化交付金が何の通知もなく急遽全面的

に廃止ということになりました。本課の所管におきましては、この逆川の農業集落排水

事業と浄化槽設置交付金事業の２事業について交付金の事業そのものが廃止をされると

いうふうなことになっております。その後、県を通じまして、平成２２年度に若干の余

裕があるので補正要望を受け付けるというふうな旨の通知がありまして、この逆川農業

集落排水事業で平成２３年度、来年度ですが、予定しておりました中で国庫補助対象分

に係るものすべてを要望するという形で要望いたしましたところ、一昨日１２月６日付

でこの補正の要望分全額が内示をされました。それによりまして今回補正予算を提案さ

せていただいておるわけであります。なお、事業の実施に際しましては、県道改良工事

との工法及び工程の調整が必要でございまして、年度内完成を目指し１日も早い契約及

び執行が必要であるため本日の採決をお願いしたところでございますけれども、場合に

よりましては他工事との工期調整がございますので、次年度への繰り越しというような

ことも十分に視野に入れて事業は進めていきたいと考えております。 

  詳細につきまして議案８６－１１ページをお願いいたします。１５節の工事請負費の

中でございますが、前回補正をいただきました終末処理場施設建設工事、入札残、入札

減が出まして３,１１０万円、これを管渠のほうに持ってくるというふうな形で今回

７,９００万円の増額ということで総計、逆川汚水管渠敷設工事１億１,０１０万円の補

正となっております。 

  内訳につきましては、補助分といたしまして延長約１,０００メートル、これがマン

ホールポンプ１カ所及び圧送管のパイ、直径ですが５０ミリから７５ミリが４００メー

ター及び自然流化管といたしましてプラスチックリブパイプ、ＰＲＰ管が６００メータ

ー、パイ１５０ミリでございます。それと、起債単独分といたしまして、補助分に接続

していく末端部分でございますけれどもこの部分がＬ４００メートル、これはプラスチ

ックリブパイプ、パイ１５０ミリの管になっております。以上を予定しております。 

  今回のこの補正及び国庫補助の分の先食いというか先取りによりまして、逆川におけ

る管渠布設工事につきましては、次年度、残り４６０メートル程度を残すものとなって

おります。 

  以上でございます。ご審議よろしくお願いいたします。 
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○議長（西村 君）   説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）   丁寧な説明をいただいたわけですが、説明の中でですわ

ね、突然に国の交付金が廃止されたって言われましたかね？なんか交付金が廃止された

と聞いて平成２３年度予定していた分を、県のほうで残ってた分があったのでそれを申

請して平成２３年度工事分を前倒してやることになったというふうに私は受け取ったわ

けですけれども、実際、ただ、国庫補助金として議案８６－８ページには農業集落排水

事業費補助金としては３,５００万円は入ってきますわね。その先ほど県から入るお金

というのはどれに当たるのか、その点と、その交付金が廃止されたというちょっと中身

について再度説明をお願いします。 

○議長（西村 君）   下水道課長、佐々木寿幸君。 

○下水道課長（佐々木寿幸君）    はい。県を通じて募集のあった分で県費が入るわけ

ではございません。県を通じて国のほうに補正の要望をしていただいたということでご

ざいます。 

  また、内閣府の概算要望につきましては、私のほうではちょっとわかりませんので、

山﨑議員のほうがよりお詳しいのではないかと思います。 

（笑い声あり） 

○議長（西村 君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村 君）   ほかに質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村 君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから議案第８６号、平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

２号）を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８６号は、原案のとおり可決されました。 

  次に、平成２２年第７回議会定例会で継続審査に付してありました日程第２２、認定

第１号、平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてから日程第３１、認

定第１０号、平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

まで、以上１０件を一括の議題とします。 

  これから総務常任委員会、産業建設常任委員会、教育厚生常任委員会の各委員長の報

告を求めます。総務常任委員会委員長、島岡信彦君。 

○総務常任委員会委員長（島岡信彦君）   総務常任委員会に付託された議案を審査し

た結果をご報告いたします。 
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  第７回定例会において継続審査となっておりました認定第１号、平成２１年度香美市

一般会計歳入歳出決算の認定でありますが、既に連合審査会において質疑は終了してお

りますので、直ちに採決に入り、結果、賛成多数をもって認定するものと決定いたしま

した。 

  これで総務常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 君）   次に、産業建設常任委員会委員長、千頭洋一君。 

○産業建設常任委員会委員長（千頭洋一君）    産業建設常任委員会が平成２２年第７

回定例会において付託を受け、継続審査となっておりました平成２１年度会計の決算は、

認定第２号、認定第３号、認定第４号及び認定第５号の４件でございます。去る平成２

２年１１月９日、委員７名全員出席のもと審査を行いましたので、その経過と結果をご

報告いたします。 

  まず、認定第２号、平成２１年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついてを議題として、質疑に入りました。 

  「水道施設集中監視装置を新規取りつけた後の監視の影響、また違ったところは。」

との問いに対しまして、「水道施設集中監視装置更新工事は、金額にして８,９７７万

５,０００円で、従来あったアナログ形式の監視装置はタンスぐらいの大きな装置が３

つあり、これをデジタル化し、通信装置を変え、北庁舎に配置したサーバーに情報がリ

アルタイムで２４時間３６５日、市内３６施設からの水位等の情報が入手できる。従来

は、異常等があれば電話回線等で水道課の監視装置により警報で宿直室のブザーを鳴ら

し職員に電話連絡をして対応していたものであるが、デジタル的に２４時間３６５日、

常時集中監視ができ、現在では、異常発生等は職員携帯電話等に通報されるとともに、

ＩＤ、パスワードを入れればインターネットで職員が自宅のパソコンで状況を監視でき

るようになり、故障に対する情報と作業の負荷が軽減し迅速に対応できるようになっ

た。」との答弁。「修繕費が原水及び浄水費、配水及び給水費に計上されているが、１

１節、需用費と１５節、工事請負費にあり、その仕分けは。」との問いに対し、「１款、

事業費、１項、簡易水道費、１目、原水及び浄水費、これは取水から浄水までの経費で、

２目、配水及び給水費、これは配水費用と家庭への水を供給する費用で、３目、総係費

は総務的な経費を計上している。この３つの目で水道事業を行っている。１１節、需用

費の中の修繕費は常時発生する漏水とか小さな修繕費で、１５節、工事請負費の施設修

繕は大きな工事の請負に係る修繕費である。」と答弁。「３目、１２節、役務費の電話

料等の中身は何か。」の問いに対しまして、「全額電話料である。中央監視装置から専

用回線電話通話料と一般電話料を含めて各施設からの情報伝達の電話料と、中央監視装

置設置時に職員に携帯電話を持たせ緊急対応をしている電話料。」との答弁。「工事請

負費の施設修繕で、神母ノ木地区の配水管布設工事等は来年度も工事をしていく予定が

あるか。」に対しまして、「市内各水道施設については、昭和４０年代、昭和５０年代

と施工年度が古くなり経年老朽化が進んでおり、その中の配水給水施設修繕工事の漏水
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等対策に１,５６３万５,０００円、山田堰簡易水道の神母ノ木地区の配水管布設工事は

工科大前の県道４３５メーター、農業集落排水事業に伴う逆川地区の布設工事と中央監

視装置を施工した。特に施工が古く痛んでいる神母ノ木地区については有収水比率、こ

れは配水池から水が出た量と家庭で使用した量との比率ですが、漏水する比率が大きい

ので山田堰簡水の神母ノ木地区については以前から実施しており、今後についても商店

街に向けて実施したいと考えている。今後、対岸の談議所についても検討している。各

施設の有収水比率の大きい、いわゆる漏水の大きいところを中心に今後も検討し施工し

てかなければならないと考えている。」と答弁。 

  以上の質疑を経て、ほかに質疑もなく、採決の結果、認定第２号は全員賛成をもって

原案のとおり認定すべきものと決定いたしました。 

  次に、認定第３号、平成２１年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定

についてを議題とし、審査を行いました。 

  「工事請負費の横堀川浚渫工事はどんな工事か。」の問いに対しまして、「横堀川は

宝町３丁目、４丁目のあたりから、上井川から始まりまして西町駅まで市街地を走って

いる川で、浦戸湾東部流域下水道の土佐山田処理区分の雨水と位置づけされている。雨

水管渠及び現在、途中から河川のようになっているが雨水排水路であり下水道課で維持

管理をしている。横堀川は市街地を流れており、勾配も緩く泥等がたまる。全線を３分

割し３年に１回浚渫工事を行っている事業である。将来的には新しく計画されている新

町西町線の底を、ＪＲの下を通り佐々木歯科のところへ雨水管渠を、でつなぐ計画であ

り、現在の西町駅方面に向かっている河川も同じように浚渫しながら、維持管理をしな

がら使用している。雨の管の整備ととらえていただければよい。」と答弁。「基本計画

策定委託料、業務の内容は。」の問いに対して、「浦戸湾東部流域下水道の土佐山田処

理区分は、４４０ヘクタールが全体計画で、その半分２１０ヘクタール程度が市街化区

域で、ほぼ平成２１年度をもって整備が終了するということで、今後新たに平成２２年

度以降の認可区域の拡大及び全体計画区域の再度見直し等も含め、基本計画を策定する

ことにより、国庫補助金の対象事業を策定していくための委託業務を設計のコンサルタ

ントに委託、４４０ヘクタールの全体の部分と新たな認可区域を追加していく事業であ

る。」と答弁。「神母ノ木地区の平成２２年度以降の検討はされたか。」との問いに対

しまして、決算の状況案の３２ページの平成２１年度公共下水道事業土佐山田処理区分

の図面を参照に説明。「市街化区域で現在供用開始区域は平成２０年度までの斜線部分

で、平成２１年度施工のチェッカーフラッグのようなところは現在供用開始されている

ところである。平成２２年度以降の施工認可は通常おおむね７年程度で整備ができると

ころを認可区域として追加していくということが国土交通省から示されている。まず、

香美警察署の東側、ＪＲを跨線橋で越している北側、あけぼの街道の間に約２０戸の住

宅団地がありそこの区域、また、八王子と前山の向陽台に囲まれていた区域、これは調

整区域、あけぼの街道を中心に南北を、かがみの育成園の付近も調整区域であり認可区
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域に入れている。市街化区域内で最後に残る一番東の区域、楠目地区の部分であるが、

ここは自然流下を予定しているが再度検討の必要がある。国道部分については、ＪＡ土

佐香美のＡコープ付近を境に東向きに勾配が逆転している。再度、今回検討した。神母

ノ木地区は、全体計画４４０ヘクタールの中の一番東の端の区域で、神母ノ木地区につ

いては圧送管により浦戸湾東部流域の本管に持っていくことが必要である。ただ、神母

ノ木地区だけを見ると香我美製材所方面に自然流下で、ある程度は取ってもこれる。現

在計画しているのは、工業団地の工業用水の取水施設が片地川の右岸、物部川の合流地

点、その付近に、近くにマンホールポンプを設け、一たん神母ノ木地区のを自然流下で

集めたものをここでポンプで香我美橋を添架して談議所のほうに持っていく。そこから

山田堰へおりていく旧道の交差点まで持っていき、そこから一たん自然流下で睦月電機、

それから高知スチロールと山田堰が管理する舟入川に２車線の道路がある。そこを自然

流下して下流まで持っていき、なおかつ楠目小学校下まで行き、その付近で再度マンホ

ールを設けて商店街まで上げてくる計画が全体計画の中にあり、その中で今後７年間程

度で整備をしたいということで平成２４年以降施工するということで追加部分がこの塗

りつぶした部分で今回計画したものである。」と答弁。「下水道事業は旧土佐山田町時

代からの計画であり、現地説明もなく、その時代から神母ノ木地区も過疎化等随分状況

が変わってきた。今後の見通しは。」の問いに対して、「下水道審議会を立ち上げ、前

回下水道料金を上げる際に人口登記等も含めて調査した上で４４０ヘクタールについて

は、浄化槽と下水道を比較した場合、下水道事業がより効果的であるという結論から現

在の状況になっている。浦戸湾東部流域下水道は昭和５８年から始まり、処理場及び幹

線管渠が既にできており、そこの部分には神母ノ木地区も含めた形で計画がなされてい

る。高知市、南国市、香美市、当時の旧土佐山田町で４４０ヘクタールを下水道に接続

するということで、極端な異例がない限りこの計画がなされており、昭和５８年当時、

広報等を通じ地域住民には周知している。この計画の見直しの時点では地域説明会はし

ていない。工事の段階で各地区で工事に入る前に毎年説明会をし、受益者負担金及び使

用料についてのご理解をいただいている状況である。」と説明。 

  以上の質疑を経て、ほかに質疑もなく、採決の結果、認定第３号は、全員賛成をもっ

て原案のとおり認定すべきものと決定いたしました。 

  認定第４号、平成２１年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳出決算

の認定についてを議題とし、審査を行いました。 

  結果、特段の質疑もなく、本案につきましては、採決の結果、認定第４号は、全員賛

成をもって原案のとおり認定すべきものと決定いたしました。 

  次に、認定第５号、平成２１年度香美市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認

定についてを議題とし、審査を行いました。 

  「８款、使用料及び手数料で、まだ事業が始まっていないのに督促手数料はどういう

性格のものか。」との問いに対しまして、「督促手数料については受益者分担金と、こ
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れは供用開始前３年間で集める。供用開始した時点では受益者分担金徴収はもう終わっ

ている。１年目に接続すれば２分の１をお返しするという制度になっており、既に受益

者分担金は徴収している。その関係で出てきたものである。」と答弁。「２款、公債費

の利子のみ支払いになっているが、元本の支払いはないのか。」の問いに対して、「通

常、公債費の支払いは５年間据え置きになっており、その間は利子等のみの支払いで、

それ以降については元本、利子支払いを通常取り扱っている。」と答弁。「主要な施策

の成果の中で１名反対者がありと記載があるが、合意形成が成り立ってこの事業が始ま

ったと聞いていたがなされていなかったか。」との問いに対し、「特別な大きな意見の

相違があったのか。」との問いに対し、「この方については、当初、同意の判もいただ

いていて事業が始まったわけですが、龍河洞地域の一番上流の方で、「私は判を押した

覚えがない。」と言い、書類を見せたが、「私は判を押した覚えがない。わしはずっと

反対だった。」との一点張りで、当課としては反対の方がおれば、龍河洞については現

在浄化槽を使っており、その手前でもし反対者がいればその手前でとめる以外にはない。

それ以外は、皆様が全員で使ってくれるということでしたら管渠整備ができる。浄化槽

を１人でも使うということになれば、２００人程度の浄化槽を常時動かしていなければ

ならず、そこについては二重の投資はできず整備ができないとお話ししている。現在推

進協議会の皆様がこの１名の方を説得していただいている状況で、全員の同意があって

初めて始まった事業であり、反対の方がいればその路線についてはできなくなる状況で

ある。」と答弁。 

  以上の質疑を経て、ほかに質疑もなく、採決の結果、認定第５号は、全員賛成でもっ

て原案のとおり認定すべきものと決定いたしました。 

  以上で産業建設常任委員会が付託を受けた継続審査の報告を終わります。 

○議長（西村 君）   暫時１０分間休憩します。 

（午前１０時１６分 休憩） 

（午前１０時３０分 再開） 

○議長（西村 君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  教育厚生常任委員会委員長、依光美代子君。 

○教育厚生常任委員会委員長（依光美代子君）   １３番、依光美代子でございます。

教育厚生常任委員会の報告をいたします。 

  本委員会が付託をされた案件は、第７回定例会において継続審査となった平成２１年

度の各会計の決算の認定である、認定第６号、認定第７号、認定第８号、認定第９号、

認定第１０号の５件であります。以下、審査の経過と結果を順次報告いたします。 

  認定第６号、平成２１年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定についてを議

題として質疑に入りました。 

  質疑はなく、採決の結果、認定第６号は、全員賛成をもって原案のとおり認定すべき
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ものと決定しました。 

  認定第７号、平成２１年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入歳出決算の

認定についてを議題とし、質疑に入りました。 

  「２３８ページの保険給付費の１項、療養諸費の不用額が約６,２００万円発生して

いる。昨年度の不用額は約１,３００万円である。前年度と比較すると不用額が大きい

が想定の範囲内か。予算の積算根拠について。」の問いに、「予算は毎年１１月に前年

の実績に基づき、毎年一、二％の伸びを見込み若干多目に組んでいる。見込みが違った

ということで不用額が多くなった。」「主要な施策の４７ページに、国保の高額療養費

が増額となっており一人一人の重症化を防ぐことが大きな課題であるとなっているが、

どのような疾病が医療費を押し上げているか分析ができているのか。」の問いに、「高

額療養費の要因は、緊急手術や心臓、脳の疾患、そして透析患者である。透析患者の医

療費は１人約５００万円から６００万円かかっている。透析患者になるのを防ぐため本

年度から香美市独自に特定健診にクレアチニン検査を追加している。早期発見により早

目に保健指導を行い透析とならないように取り組む。この検査は、平成２３年度からは

県下統一して取り組む予定である。」「その予算はどれだけ見込んでいるのか。」の問

いに、「検査料と郵送料。」、この郵送料は本市が独自のために必要であるということ

であります。「それで、１件あたり３００円の追加費用が必要である。」 

  以上で質疑を終え、採決の結果、認定第７号は、全員賛成をもって原案のとおり認定

すべきものと決定しました。 

  認定第８号、平成２１年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算の

認定についてを議題とし、質疑に入りました。 

  「２５８ページの地域支援事業の中の介護予防事業、包括的支援事業・任意事業とは

どのような事業か。」の問いに、「介護予防事業とは、虚弱高齢者を対象に行う特定高

齢者施策と一般高齢者対象の施策の二通りである。介護のお世話にならないよう予防の

ための運動教室などを行う事業で、社会福祉協議会に委託をしている。包括的支援事業

とは、独自に行っている事業で、本所や各支所の受付窓口へ嘱託職員を置き高齢者から

の相談を受けたり訪問などをする事業である。任意事業とは、介護認定の４や５の人を

自宅で介護する場合に介護用品代補助として月５,０００円を限度に年間６万円を限度

に補助する事業と、事業所サービスを利用しない人に対して住宅改修の計画書作成など

を行う事業である。」次に、「２５７ページの保険料に不納欠損約４３０万円が発生し

ている。この不納欠損が次の保険料にはね返るのではないか、それともこれぐらいの不

納欠損は折り込み済みか。」との問いに、「介護保険料は、サービスにかかった費用を

国、県、市町村の負担金と保険料収入によるものである。介護保険料金は、保険料収入

がどれぐらいあるかを見込み計算をしています。入らない分、いわゆる不納欠損や未済

額も加味して計算を行っています。」 

  以上で質疑を終え、採決の結果、認定第８号は、全員賛成をもって原案のとおり認定
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すべきものと決定しました。 

  認定第９号、平成２１年度香美市介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳

出決算の認定についてを議題とし、質疑に入りました。 

  「介護保険サービス事業を保険事業となぜ別会計にしているのか、サービス収入を持

って運営をしているのになぜ別でないといけないのか。」「それは、サービス事業勘定

を介護保険の特別会計や一般会計で処理している自治体もあるが、香美市は国の準則に

基づいてやっている。サービス給付費の中の計画を立てる分だけ別立てにしたほうがわ

かりやすいからである。」 

  以上で質疑を終え、採決の結果、認定第９号は、全員賛成をもって原案のとおり認定

すべきものと決定しました。 

  認定第１０号、平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてを議題として質疑に入りました。 

  「短期者証４８名の期間は個々に違うのか。」の問いに、「１０月末現在で全員が同

じ３カ月の短期者証である。」「その短期者証は本人の申請か、それとも自動的に送る

のか。」の問いに、「全員郵送で送っている。」 

  以上で質疑を終え、採決の結果、認定第１０号は、全員賛成をもって原案のとおり認

定すべきものと決定しました。 

  以上で教育厚生常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 君）   これで常任委員会委員長の報告を終わります。 

  これから委員長に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ２１番、小松紀夫君。 

○２１番（小松紀夫君）    ２１番、小松でございます。総務常任委員会委員長にお伺

いをいたします。 

  認定第１号のですね平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてのご報

告の中で賛成多数ということでございましたですけれども、反対をされた委員がおられ

るということでございますけれども、監査報告も踏まえた上で予算の執行上どの部分に

ついて、その執行につきまして反対なのか、また、その理由についての討論等はござい

ませんでしたでしょうか、お伺いします。 

○総務常任委員会委員長（島岡信彦君）   お答えします。 

  反対の討論はございませんでした。当初予算の中で反対なされたので決算も反対した

のではと考えております。僕的には思います。  

  以上です。 

○議長（西村 君）   委員長、個人的な見解はいきませんで。 

○総務常任委員会委員長（島岡信彦君）    反対の討論はございませんでした。 

○議長（西村 君）   はい。ほかに質疑はありませんか。  

○議長（西村 君）   質疑がないようでありますので、これで質疑を終わります。 



 

－25－ 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

  討論がありますので、まず、初めに、原案に反対の方の発言を許します。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    １５番、大岸眞弓です。日本共産党とくらしと福祉を守る

会を代表し、認定第１号、平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてに

対し不認定の討論を行います。 

  当初予算が提案されました際、私たちは、学校給食費の保護者負担増につながる予算

案に対し財政調整基金を繰り入れて対応すべきだとの修正案を提出いたしました。なぜ

なら、学校給食は、教育の一環であることが学校給食法の中でも明確にうたわれていま

す。特に２００８年に学校給食法の改正が完了し、新法では給食の中心的役割を戦後の

子どもたちの栄養改善から食育に移し、学校が食育の実践者になること、給食を生きた

教材として食育に配慮した授業を行うことのほかに社会性の涵養や栄養、健康、自己管

理能力の形成など、子どもたちの健全育成に資するため学校給食の果たすべき役割を明

らかにしています。こうしたとき民間委託方式を続け、食材費の高騰をそのまま保護者

負担に転嫁することは認められないということがまず１点です。 

  もう１点として、準要保護の児童・生徒が年々ふえていく中で、学校給食費の値上げ

は逆に滞納世帯の増加につながるのではないかという点が危惧されたことにあります。

平成２１年度決算の指数で見ると、学校給食費は前年度より収納済額で約５４６万

１,０００円の増となりましたが、同時に収納未済額も１０７万４,０００円ふえました。

そして、学校給食費の収入率は９７.２％から９６.４％に落ちており、やはり滞納がふ

えてきつつあるのが現状です。 

  一方、監査委員の報告によれば、一般会計決算の状況は実質収支で約８億２,３００

万円の黒字で前年度を大きく上回り、４億１,０００万円余りが基金への積み立てとな

りました。また、市債の状況も県下的にはよいほうであるとの説明があり、結果的に見

ても喫緊の課題として学校給食費を引き上げる必要があったのか。また、自助努力で保

護者負担回避するという選択肢がなかったのか再考の必要があると考えます。 

  日本は、長引く不況と国の社会保障費抑制路線の中で所得再配分機能がうまく働いて

おりません。ＯＥＣＤ１７カ国の貧困改善率の平均は５３ .８％ですが、日本は１

８.２％と最も低く、これが国民全体の閉塞感の要因ともなっています。先日、市民団

体で暮らしと国保の何でも相談会を県下一斉に開いた際、本市におきましても貧困に行

き詰まりもう死のうと思っていたという方が複数おられたことに改めて驚きました。こ

うした貧困層への大きな打撃となる市民負担の引き上げは熟考されるとともに、新年度

の予算編成は、貯蓄重視ではなく医療や教育や福祉など市民生活の根底を支えるもので

あるよう要請し討論といたします。 

○議長（西村 君）   次に、原案に賛成の方の発言を許します。討論はありません

か。 
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○議長（西村 君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから認定第１号、平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてを採

決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。賛成多数であります。よっ

て、認定第１号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第２号、平成２１年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定

についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第２号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第３号、平成２１年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認

定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第３号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第４号、平成２１年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第４号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第５号、平成２１年度香美市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第５号は、原案のとおり認定されました。 
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  これから認定第６号、平成２１年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定につ

いてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第６号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第７号、平成２１年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入歳

出決算の認定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第７号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第８号、平成２１年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳

出決算の認定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第８号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第９号、平成２１年度香美市介護保険特別会計（介護サービス事業勘

定）歳入歳出決算の認定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第９号は、原案のとおり認定されました。 

  これから認定第１０号、平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定についてを採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第１０号は、原案のとおり認定されました。 

  ここでちょっとお諮りいたします。開会のとき、日程第１、会議録署名議員の指名に
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おいて、会議録署名議員は、会議規則の定めるところにより、今期定例会を通じて５番、

爲近初男君、６番、千頭洋一君の両君をご指名申し上げましたが、ミスプリントが判明

いたしましたので、先ほどの日程第１の会議録署名議員の指名内容を削除し、改めて７

番、濱田百合子君、８番、山崎晃子君の両君を指名したいと思いますが、これにご異議

ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 君）   異議なしと認めます。よって、そのように決定をいたしまし

た。ご両君はよろしくお願いをいたします。  

  これで本日の日程はすべて終わりました。 

  次の会議は１２月１４日火曜日の午前９時から開会いたします。 

  本日はこれで散会いたします。 

（午前１０時５０分 散会） 
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議事の経過 

（午前 ９時００分 開会） 

○議長（西村 成君）   改めましておはようございます。ただいまの出席議員は２２

人です。定足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程は、お手元にお配りをしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして順次質問を許します。 

  ９番、織田秀幸君。 

○９番（織田秀幸君）   おはようございます。９番の織田でございます。議長のお許

しをいただきましたので、通告に従いまして３点についてお伺いをいたします。 

  本第９回定例会、１５名が一般質問で登壇をいたします。私も初めて抽せんとはいえ

一番バッターになりました。野球でいうたら一番バッターはホームランとか長打とかそ

ういった、まあいうたら大きな当たりではなしにバントヒットでも構わないので出塁、

塁に出る、そういったことがほんに大事になってくるんじゃないかと思います。どうか

３球三振、空振りで終わらないように私も３点について質問をさせていただきますので

よろしくお願いをいたします。 

  １点目は、環境と教育、学習についてお伺いをいたします。 

  学校の耐震化、これ順調に進んでおります。また、明年も計画予定という、そういう

形で順調に耐震化が進んでおります。この学校の耐震化は、児童・生徒が長時間過ごす

場としての安心、安全のそういった確保につながってまいります。また、地域の避難場

所としての拠点ともなります。こうした耐震化が進む中、新たに太陽光発電システムの

設置も進められております。本県は日照時間が全国平均でも１位という、そういった利

点があります。すなわち電力としての需要はもちろんでありますが、エネルギー、環境

教育の教材として活用することで未来を担っていく児童・生徒のエネルギーや環境に対

する興味、関心を喚起し、きちんと考え行動する人材の育成、そういったものに少しで

もつなげることができるのではないか、そのように思っています。 

  そこで、教育委員会としてこの太陽光発電システム設置に伴い、それぞれ各学校に対

してどのような取り組み計画を示していくのか、その点についてお伺いをいたします。 

  また、現在山田小の４８キロワット、これはかなり中規模いうんですかね、大型の太

陽光発電ですが、それから大栃中、大宮小の１０キロワットと鏡野中学も含めて７校の

設置、また推進をされておりますが、導入予定の未定、入ってない学校についてもこれ

私は学習、勉強のために系統連係を行わない、すなわち電力さんとのつなげ、そういっ

たもんは外して教材として小さな、小規模、１０キロでも３キロでも構いませんがそう

いった太陽光発電を設置をし、そして教育に活用していく、そういうその特化、そうい

う形でまた考えていっていただけたらと、そのように思っております。 

  そして、次に、保育園では来年の４月開園に向けてあけぼの保育園が着々と進行に、

進んでおりますが、保育園おいては全園がエアコン設置、そういう流れになってまいり
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ました。これは小学校と保育園と一緒には、イコールではいけないわけなんですけんど、

小学、中学になったら夏休み期間があるわけですけんど、小・中学校にあっては特別教

室、その特別教室にもエアコンが設置されてない、そういった状況がございます。皆さ

んに資料をですね一覧表でお回ししておりますが、これまたチェックしていただいて、

もし違っておればまた指摘をしていただけたらと思います。 

  それで、その中で繁藤の小・中学校については扇風機もないような状態であります。

繁藤においては、今年度は小学生７名、中学生が１０名で、来年度は小学生５名、中学

生９名に減るとのことでありましたが、これは児童・生徒数に関係なく学習環境の改善、

そういったものが必要でないかと、そのように思っております。エアコンがない、そう

いった時代であればともかく、今や子どもたちにおいてもまさにデスクワークといいま

すかＯＡ機器の取り扱い、そういったものも重要となっています。高温多湿の高知にあ

っては夏場の学習意欲の低下、そういったものが本当に懸念されるわけであります。児

童・生徒の学力向上に向けた学習環境、これは大変大事である、そのように思うわけで

あります。どうか特別教室及び低学年の普通教室にエアコンの設置は必要であると、私

はそのように思っておりますが、その点についての見解を学校教育課長お願いをいたし

ます。 

  ２点目、森林・林業再生プランいうことで、今、香美森林、物部森林の執行部の方、

そしてまた林政課の舟谷課長はひいとい置きくらい、毎晩のように遅くまで座談会、そ

ういう形で地域を回られております、大変頑張っておられます。どうかひとつ、風邪ひ

いて熱が出て寝込んだ、そんなことのないように気をつけていただいてしっかりと地域

の声をまた吸い上げていただきたいと思いますが、この事業は林野庁の公募によりまし

て香美、物部両森林組合が全国の５地域の１つに選ばれたわけであります。森林整備に

欠かせない作業道の開設、そして間伐作業システムを改善することで健全な森林の構築

を図るものであります。承知のとおり本市における森林面積は総面積の８８％を占めて

おります。そして、国有林が２８％、民有林が７２％となっています。また、この人工

林の割合も、これは高知県が全国一になってます、人工林の割合がですね。本市におい

てもこの人工林の割合は７５％と高く、この多くが適正な森林整備が必要となっていま

す。しかし、木材価格の低迷が森林経営をはばみ山に手が入らない状況をつくってしま

いました。このことは森林所有者にだけ改善を求めるものではなく、国や県も現状をし

っかりと把握して早期の改善に努めなければならない。しかし、多くが民有林のため所

有者の許可や境界の確認にかなりの労力、作業が必要となり本当に困難をきわめている、

そういったことが現状じゃないかと思います。 

  こうした中、森林所有者の協力はもとより地域ぐるみでの話し合いにより改善を図ろ

うとするものだと見ておりますが、この再生プラン、地区座談会で意見集約、森林所有

者からどのような声がたくさんあったのか。また、その声に対して行政としてどのよう

な取り組み、そういったものを考えているのかまたお聞かせ願いたいと、そんなふうに
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思っております。その点よろしくお願いをいたします。 

  次、３点目、これはプレミアム付商品券についてお伺いをいたします。 

  先にですね、こうやって新聞折り込みで香美ｉｎｇ商品券という形で折り込みが入っ

ておりました。これ私もたまたま目にしたわけなんですが、去る１１月の１日のこれは

月曜日です。１０時より１０％プレミアムつきの商品券が販売をされました。これは１

万１,０００円分を１セットとして１万円で販売、購入できるもんで、これは有効期限

が明年の１月３１日となっております。年末年始の出費がかさむときにこの香美市で使

ってくださいよと、これ１人が５口の５万円分まで購入でき限定２,０００セットの早

い者勝ちとなっております。景気低迷により先行き感が不透明、そういった昨今にあっ

て、先ほど述べましたように年末年始は市民の出費もかさむ時期でもあります。このタ

イミングでの１０％の割安感は市民にとっての高評価は間違いないと、そのように思い

ます。しかし、これ発売日が月曜日であったために買うことができなかったとか、もう

少しそのセット数をふやしてほしかったとか、そういった少数意見ではありますがそう

いったことは私も耳にしました。本市は大型量販店がありません。どうしても車を持っ

ておるとか若い人なんかについては市外での買い物いうんですかね、そういったものを

強いられる場合がありますが、本市で調達できるものについてはなるべく本市でとの、

私自身もそういった思いはあります。こうした意味においても本市商工会にて商品券

２,０００セットが販売されましたが、それはもう即日完売とのことであります。この

山田においてはもう３時ぐらいには全部売り切れておったとかいったようなこともお聞

きしております。これは消費者心理に対するカンフル剤的な効果はもう確実であり、目

をみはるものがあるんではないかと、そのように思っております。さまざまな補助制度

がある中地域、この限定された商品券は地域活性化の即効薬、そういった効果があんの

ではないか、そのように思います。何とかこれ市の補助が２００万円になっております

が、課長、２００万円と言わいでももうちょっと張り切って、５００万円までは言わん

ですけんど、３００万円ぐらいまた増額をしていただいたらいう、これは私の個人の思

いですので。 

  以上１回目、３点についてお伺いいたしました。誠意ある答弁よろしくお願いをいた

します。１回目終わります。 

○議長（西村 成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター所長（和田 隆君）   おはようございます。織田

議員のご質問にお答えしたいと思います。 

  まず、環境教育、学習環境問題の件ですけれども、太陽光発電システムについてどの

ような取り組みを学校で計画するのか、そして、今後未導入の学校についてはどのよう

な形で進めるのかというご質問でありますけれども、まず、地球温暖化対策の有効な手

段の１つとして挙げられているのが太陽光発電システムの設置ということです。それで、

温室効果ガスの削減、児童・生徒への環境教育の充実、地域住民への啓発を図るという
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ようなことを目的に今年度山田小学校へは約、容量約５０キロワット、楠目小学校へは

３０キロワット、鏡野中学校２０キロワット、大宮小学校１０キロワット、香北中学校

３０キロワット、大栃小学校３０キロワット、そして大栃中学校１０キロワットの太陽

光発電システムの設置を進めているところです。 

  子どもたちに太陽光発電システムを実物の教材として活用することにより、エネルギ

ーや環境問題への取り組みを身近で実感させ関心を高めていきたいと考えています。気

象現象、日照時間とか温度ですけれども、それを数値化することによって自然エネルギ

ーの関係を学習したり学校でのエネルギー負荷、そして家庭でのエネルギーの使い方を

学習するなど暮らしの工夫を学んでもらいたいとも思っています。また、学校、地域、

近隣住民や保護者等と協力した参加型の環境学習もできるのではないかと考えていると

ころです。 

  今回の導入については、政府の経済危機対策の平成２１年度補正予算が成立し、その

中でスクールニューディール構想が推進されました。それに伴い地方向けの臨時交付金

が手厚く盛り込まれ、地方公共団体の財政負担が大幅に軽減され、市においてもこの支

援策を活用する運びとなりました。未導入の学校については市の耐震化も控えており太

陽光発電システムを見送った経緯がありますが、導入した学校との連携を行い、太陽光

発電システムの効果、意義について授業の一環としてまた活用もしていきたいと考えて

います。今後の未設置の学校への導入については、耐震改修工事の進捗の状況、そして

国の補助金制度の流れ、そして太陽光発電システム設置校の活用の状況等を見ながら、

また研究課題というところです。 

  ２点目の質問のエアコンの設置に関することでありますけれども、地球温暖化の影響

から今年の夏は特に暑い日が続きました。子どもたちも厳しい状況の中で学習をしてき

たことと思います。今年度は楠目小学校と舟入小学校の保健室にエアコンを設置をしま

した。普通教室には天井扇、そして特別教室にはエアコンの設置を現在進めているとこ

ろです。普通教室等へのエアコンの設置については、香美市内の小・中学校は建築年次

が古く学校施設の耐震化や老朽化した外壁の改修など学校施設整備の緊急かつ重要な課

題もあり、地球温暖化の傾向や環境への配慮等、総合的に見きわめていく必要があると

考えています。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    織田議員の森林・林業再生プラン地区座談会での意見集

約及びその対応策についてお答えいたします。 

  座談会はあさって１２月１６日が最終日であと２カ所となりました。きのうまでの香

美市内の１６カ所で実施しました地区座談会での森林所有者の貴重なご意見などは、集

約いたしまして香美、物部両組合が実施しています森林・林業再生プラン実践事業の中

で今後１０年間の香美地域実践計画に反映させていくのはもとより国に対しましてもあ
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りのままその声を報告することになっております。 

  特に意見の中で多かったことを数点発表させていただきます。「関税撤廃、ＴＰＰへ

の参加によりまして林業への影響があるのではないかと懸念している。」「材価が上が

らないと施業意欲が上がらず間伐も進まない。」「外材をとめるとか、何とか材価を上

げる方法はないか、このままでは山村の１次産業は生きていけないし、間伐おくれが原

因の災害もなくなることはない。」「不在所有者や管理放棄などで管理のできなくなっ

た山は法的に管理したり買い上げたり国に返納するような仕組みを考えてもよいのでは

ないか。」「現時点で山主としては林業に関しての恩恵を余り感じていない。地域に住

む人の現状にもっと目を向け、山、林業への位置づけをもっと考えてもらいたい。」

「努力して育てた山から収入が入るような政策をお願いしたい。」それから「一生懸命

植林した山が伐期を迎えているのに切り捨て間伐の補助を打ち切られたら間伐したくて

もできない。」「搬出間伐に補助金を集中させる国の方針は現実を無視している。」と

か出されております。ほかにいろいろ意見もございましたが、その中でも管理放棄の山

についてでございますが、このことにつきましては１１月３０日の森林・林業基本政策

検討委員会の最終取りまとめの報告によりますと、所有者にかわって意欲ある者が施業

代行を行いやすくする仕組みや、必要な路網、作業道の設置に当たっての土地の使用に

ついて所有者が不明の場合でも対応できるよう手続の改善を図るなど条件整備を行う必

要があるとしております。 

  それから、切り捨て間伐についてはですね、国のほうが補助しないような方針を出さ

れておりますが、もし次の制度で国の支援を得られなかった場合は、切り捨て間伐につ

いて県単位補助事業が現在もございます。みどりの環境整備支援事業と言いまして、３

齢級から７齢級の切り捨て間伐に対しまして定額でございますが間伐でヘクタール当た

り２万９,０００円、除伐でヘクタール当たり５万円の積み上げの補助事業ございます。

この事業を環境面から森林環境税などを活用して拡充するように要請していきたいと考

えております。 

  また、そのほかのたくさんの意見、集約された内容につきましては、今後、次年度以

降に向けて具体的に出される国、県の意向を伺いながら森林組合で取り組めるもの、さ

らに国、県に対して要望しなくてはならないことや市独自で取り組む必要があること等、

見きわめながらその対応策を時間軸で検討しなくてはならないと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）   おはようございます。ご質問にお答えする前に１０

月議会に欠席しましたことを深くおわび申し上げます。 

  それでは、織田議員のプレミアム付商品券についてお答えいたします。 

  香美市商工会におきまして、香美市内の参加店舗での使用に限定した商品券を発行す

ることにより消費者の利便を図るとともに消費者流出対策の一助として、あわせて香美
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市商工業の振興に資することを目的に香美市内の参加店舗での使用に限定したプレミア

ム付商品券が発行されました。１０％のプレミアム部分を香美市が補助しまして総額

２,２００万円、２,０００セットの商品券を１１月１日１０時から商工会で発売したと

ころ、午前中にはほとんど売れまして午後３時には完売いたしました。商品券は４８５

人の方が購入いたしまして１人当たりは平均４.１セットでした。今回香美市商工会と

しても初めての試みでどのような展開になるかが不明でしたが大変好評を得ることがで

きました。その結果、新しい顧客の来店があったことや香美市外への店舗へ流出するこ

との歯どめになったことなど地域の活性化に効果がありました。 

  増額を含む今後の対応ですけれども、商工会は、平成２３年度は総額３,０００万円

の１０％プレミアムつき商品券の発行を計画しており、当初予算の助成金申請を受けて

おります。商工観光振興補助金要綱は限度額が２００万円ですのでその範囲内で助成す

ることになります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ９番、織田秀幸君。 

○９番（織田秀幸君）    ９番、織田でございます。前向きのご答弁をいただきまして、

２回目の質問をさせていただきます。 

  まず、第１点目の環境教育に対しては、本当に和田課長もですね一生懸命頑張ってい

きたい、そういった意味合いの先ほど答弁がございました。これ私も太陽光発電、これ

はもう前にも本市においても補助金は出せんのですかいう、そういった質問もさせてい

ただきました。以前は１キロワット当たり大体７０万円ぐらいやったんが、それが大分

値段も下がっていって現在は６０万円ぐらいで購入いうんですか、そしてまた、国の補

助、それもキロワット当たり７万円の補助が継続、現在も続いておりますし、そして、

これは個人の戸建ていうんか個人の家庭ですが売価、もう四国電力では１キロワット２

４円をそれを４８円で買っていただけるいうことで、最近はディスプレー、本当にきれ

いなカラー版のディスプレーがついておりまして現在の電力供給、それは発電がどれば

あの今データ、そういったものがデジタル式の数字で如実にぱっとわかりますし、そし

て、どればあの消費を現在しておるか、また、何月にはどればあの蓄電があったとかそ

ういったものが本当に一目瞭然できれいにわかる。子どもたちがそういった学習、勉強

を通じて、家庭に帰って夕飯の団らんの折にそういった話をした場合に、やはりお父さ

んやお母さんもですねまたエコとか省エネ、そういった問題にも関心を持っていただけ

るのじゃないかと思いますが、これは執行部の皆さん、我が家に太陽光発電を設置して

おるいう、そういう方おいでになりますか？おりませんか。 

（教育長挙手） 

○９番（織田秀幸君）    ああ、教育長、うん、環境課長はしてないかね？ 

（笑い声あり） 

○９番（織田秀幸君）    私も金があったらもうぜひ今は設置をしたいと思うておりま
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すから、余り我が家も新しゅうないもんであれなんですが、何とか設置に向けて私も頑

張りたいと思っております。 

  これは太陽光パネル、新庁舎にも１５キロ、ちょっと前田参事に少ないんじゃないん

かいうて言いましたけどスペースがないということで１５キロワットが設置予定になっ

ております。子どもたちが夏休み期間、これは日々の発電量、これが天候による違い、

また春とか夏とか気温が違うときにどればあの、同じ容量でどればあの発電量があると

か、いろんな意味でこれはもう本当に勉強になるんではないかと思います。そうした夏

休みの自由研究の一環として、先ほど課長が言っておりました父兄、ＰＴＡを巻き込ん

だそういう学習、そういう体制に持っていきたいいう、ぜひとも推進をお願いしたい思

いますし、また、これ中学校にあってはこのモジュール、なぜ電気が発生するのか、そ

ういったものを目で見、そしてさわり、そして学習することによって大きく向上につな

がるんではないかと。これは半導体で成分がシリコンいう、そういう形で電気が発生す

る、そういう流れの中でまた一歩深い見地から中学生なんかはまた勉強をしていただい

たと思います。 

  これ私が、そして、系統連携、電力さんとつながずに、ただ、そういう小規模の太陽

光発電を設置して研究の勉強の材料に特化いう形で質問させていただきましたが、今、

課長は全部が全部どうなるやらわからんぜよと。しかしながら、それぞれの小学校、そ

れぞれの中学校と連携をとりながら、そういった学習成果をまたともどもに香美市の学

校においては共有し合ういう、そういう今答弁があったように思います。どうかこの太

陽光パネルのこの設置によって大きく生徒の環境、またＣＯ２、そういったものの削減

につながる。そして、温暖化いうんはなぜ起きているか、そういったことも含めてこれ

はまた勉強をしていただいたら思います。地球は平均気温１５度なんですがね、この地

球を取り巻く大気圏、主にＣＯ２、二酸化炭素、そしてＣＨ４、メタンガスですがね、

そういったものが大気を取り巻く、太陽の光によってそういった二酸化炭素、メタンガ

スがその温度を吸収するわけなんです。それがだんだんふえることによって温度が上が

っていくいう、そういう流れになっております。今後自動車も電気自動車とかそういっ

たものも含め、また森林整備等も含めてこの温暖化現象にストップ、待ったをかける、

そういった意味でこの環境学習、勉強にまた力を入れていただきたい思います。 

  そして、この、和田課長にはですね特別教室のエアコン設置状況で、これ確かに予算

的なもんもありますし、その補助制度そういったものをにらんで検討をしていく、そう

いう話でありましたが、私が質問で上げたように繁藤の小学校、中学校、確かに児童・

生徒数が少ない。これ見たら扇風機もないような状態であります。我々大人、この議会

でもそうですが、窓をあけて扇風機で回してもなかなか集中力そういったものがかなり

厳しいものがあるように思いますし、今年の世相を反映する漢字一文字、これはもう暑

いいう猛暑の「暑」、暑いいう字が選ばれたいう、これはどんな意味合いがあるにせよ、

また、高知は特に暑い県でありますんで何とか特別教室については精いっぱい前向きに
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頑張っていただいたら思いますが、これ課長の段階でストップしてしもうたら一切そう

いった設備いうんですか、そんなものはできないのやないかと私は思っております。

我々議員として、地域にはそれぞれ校区、学校の、決められた学校がありますが、我々

が子どもたちの応援できる、それは朝の見回りとか交通安全の日の見回り、もうそれぐ

らいのことしかできません、はっきり。どうかそういう意味において本当に子どもたち

の学習環境、そういったものはまた一生懸命努力をしていただきたい思いますし、そし

て、学校の現場の先生方の声もまたしっかりと聞いていただいて設置の方向に向けて何

とかお願いしたいと思いますが、この点について再度答弁をお願いいたします。 

  舟谷課長、森林・林業再生プラン、本当に１１月の８日、久保高井の公会堂から始ま

って１６日、明後日の中央公民館で座談会があります。私もＴＰＰですか、米が７７

８％いうね、そういう関税がかかっておるいう、これ木材はどうして関税そういったも

のがかからんかと、安い外材の輸入によって日本の森林の現状、現在に至っとんじゃな

いんか、そういうような懸念もしておるわけなんです。どうか、大変じゃろう思います

けんど頑張っていただきたい思いますんで、答弁は要りません。またよろしくお願いを

いたします。 

  最後髙橋課長、商工会は３,０００万円ですか、そしてうちが２,０００万円ですか、

ちょっと計算がややこしゅうなるんじゃないですかね、補助。いや、うちが２００万円、

商工会が３,０００万円規模でまたプレミアム出したいと。何とか３００万円やったら

また１０％のそういったもんにつながる思いますが、課長としてこれはどうしょうもな

らんぞと、そういう思いですか？本当にこの地域の、今本当にもう経済の低迷感そうい

ったことを考えたら、なかなか農業にしても林業にしても厳しい状況があります。地元

で消費をしていく、これは本当に購入される市民の皆さんにとっても本当に喜ばしいこ

とではないんかと、そんなに思っております。何とか３００万円に向けてお願いしたい

思いますが、議長のほうからそういう質問をするないうて言われて、そうですけんど、

その点お願いしてこれで質問を終わりますのでよろしくお願いをいたします。 

○議長（西村 成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター所長（和田 隆君）   織田議員の２回目のご質問

にお答えをいたします。 

  特別教室へのエアコンですけれども、件ですけれども、学校教育課のほうもですね、

先ほどもちょっとお話ししましたけど普通教室には天井扇、扇風機をつける、そして特

別教室にはエアコンを設置していきたいということで、歩みは非常に遅いかもわかりま

せんけれどもそういう形で進めております。 

  それで、普通教室にエアコンという話もありますけれども、１００を超す普通教室が

ありますので、すぐに設置は難しいかもわかりませんけれども、暑さ対策として水分を

十分子どもさんとっていただくとか、汗をよくふいたり風通しをよくするような形も指

導しながら進めていきたいと思っていますのでよろしくお願いします。 
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  以上です。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）   織田議員のプレミアム付商品券について２回目の質

問にお答えいたします。 

  香美市の補助金の増額をとのご質問でございますが、今回香美市がプレミアム分の負

担をしまして、商工会は印刷費等の諸経費を負担しております。しかし、諸経費も予算

より安価にできたと聞いておりますし、２％の換金手数料をいただいておりますので実

質商工会も潤っている面もございます。増額をしていく場合は、商工会にもある程度の

プレミアム分を負担していただきたいと考えております。 

  ちなみに先行しております他市町村ですけれども、初回はプレミアム分を自治体が負

担をしておりまして、その後は５割補助という例も多数ございます。現行の限度額２０

０万円で事業継続をお願いするものです。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   織田秀幸君の質問が終わりました。 

  次に、８番、山崎晃子君。 

○８番（山崎晃子君）    ８番、くらしと福祉を守る会の山崎晃子です。私は、住民の

皆さんの声を大切にし、その思いを真っすぐ届けられるよう丁寧な質問に努力いたしま

す。市長並びに関係担当者から率直で誠実な答弁をいただきますよう求めまして、通告

に従い質問いたします。 

  初めに、地域で安心して暮らしていくために民生委員についてお伺いいたします。 

  去る１２月１日、全国一斉に民生委員・児童委員及び主任児童委員の改選が行われま

した。高知新聞によりますと１日時点で県内では９市町で計７８人が欠員、３年前の前

回改選時の３２人から大幅にふえ民生委員不足が深刻化しているとの記事が掲載されて

いました。民生委員の役割は、高齢や障害のある方、母子世帯などの要援護者の生活の

生活相談、行政情報の提供や証明事務、要援護者台帳の作成など多岐にわたります。ま

た、独居高齢者の増加や住民同士のつながりが希薄になってきた今日、高齢者の見守り

や児童虐待への対応など地域住民と密着した民生委員の活動に依存する部分が多く、そ

のことが民生委員の役割をますます広範囲に及ぼす結果となっています。私は、民生委

員不足について２００８年の６月議会でも質問いたしましたが、そのときの福祉事務所

長の答弁では、民生委員のなり手が不足している状況がある。改選時期がわかっている

ので事前に話し合いをしておくことも必要。支所や社協事務局と連携をとりながら進め

る。必要に応じて民生委員の担当地区の区割りも検討するというものでした。 

  そこで、このことに関し４点お伺いいたします。 

  まず、１点目ですが、諸般の報告によりますと本市は新任４５名、再任７６名、総数

１２１名の新体制で、後任の委員が決まっていない地区が６地区、主任児童委員が１名

不足しているとのことでした。本市の定員及び欠員の状況を各町別にお聞かせください。
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また、選出基準についてもお聞かせください。 

  ２点目に、欠員についてですが、民生委員が不足するということは地域の福祉力の低

下を招くことにつながり抜本的かつ早急な対策が求められます。欠員が生じる大きな理

由として責任が重い、業務が多過ぎる、高齢者ばかりでなり手がいないなどが上げられ

るようです。さらには個人情報保護という壁が立ちふさがるなど活動に困難な状況が増

していることも敬遠される要因になっているとも聞きます。また、少子高齢化が進み、

地域の結びつきなどが弱まれば弱まるほどお年寄りや子どもたちへの目配りや声かけな

どが必要になりますが、そうした状況が逆に民生委員のなり手を減らし活動を困難にし

ているという声も聞きます。このようなことは今後の地域福祉の推進にも影響してくる

のではないでしょうか。本市の欠員になった要因や背景について、また、欠員となった

地域への当面の対応についてお聞かせください。 

  ３点目に、今後の対策についてですが、私はこのままの状態ですと今後も欠員の地区

がふえてくるのではないかと危惧しています。高知市では、市の元職員に立候補するよ

う呼びかけているとの記事がありました。また、県内では定員を削減した自治体もある

ようですが、私は広大で急峻な地形の香美市の場合は民生委員の定員を削減することは

ますます悪い方向に向かうものと推測されることから避けるべきだと思っています。香

美市の長期的展望を含めて今後の対策についてどのような認識でどのような計画をお持

ちなのかお聞かせ願いたいと思います。 

  ４点目に、活動補助についてですが、民生委員・児童委員の業務は多岐にわたってお

り活動に要する時間も長くなってきています。それらの活動に対する活動費補助につい

て本市の規準はどのようになっているのかお聞かせください。 

  次に、介護、福祉、医療に関してお伺いいたします。 

  初めに、介護保険制度についてです。 

  厚生労働省の社会保障審議会介護保険部会は、２０１２年度の介護保険制度改定に向

けて意見書をまとめました。その基本的な論点として地域包括ケアの実現が挙げられて

います。地域包括ケアは、介護を中心に医療や多様な生活支援を含む包括的な高齢者ケ

アとして、団塊の世代が後期高齢期を迎える２０２５年に向けて実現させていく課題と

して構想されたものです。しかし、今回打ち出された内容は、給付の重点化の名で軽度

者を保険給付の対象から外す方向が示されています。意見書は、要支援者を市町村の判

断で介護保険サービスの対象から外し市町村任せの地域支援事業に移す仕組みの検討を

求めています。そして、今後の検討課題として軽度の要介護者を介護保険から外すこと

も挙げています。また、利用者への負担増として年間所得２００万円以上の高齢者の利

用料を現行の１割から２割負担への引き上げが示され、今後の検討課題として要支援者

と軽度の要介護者の２割負担も示されています。さらに特別養護老人ホームなどの施設

の相部屋の居住費を月５,０００円値上げすることも求めています。２００５年の法改

正で施設の食費、居住費は保険給付から外され自己負担となりました。相部屋について
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は光熱水費が自己負担とされ、室料は保険給付の対象に残りましたが今回この部分も保

険給付から外す方向です。このことは居住費の負担が重く個室に入れない低所得者が相

部屋にも入れなくなると懸念する声が聞かれます。低所得者向けに施設の食費、居住費

を軽減する補足給付の支給要件を厳しくし、資産や家族の負担能力まで問題にすること

も検討しています。介護保険の在宅サービスを使う前提となる利用計画は毎月の作成が

必要で現在自己負担は無料となっていますが、これを要介護者は月１,０００円、要支

援者は月５００円の有料化にする案も示されました。介護労働者の賃上げのために２０

１１年度までの時限措置として全額国費で実施されている処遇改善交付金については、

事業所への介護報酬の引き上げで代替する方向です。そして、公費負担割合６割への引

き上げは見送られ、介護保険料の平均月５,０００円以上の値上げか、保険料の引き上

げを抑えるには利用者の負担増か給付削減しかないと決めつけ高齢者に新たな負担を強

いる内容になっています。 

  今、高齢者と呼ばれている人は、長年にわたってはかり知れない苦労をして社会に貢

献してきた方々です。そうした高齢者が安心できる介護制度を実現することを強く望む

ものです。今回厚生労働省がまとめた意見書の内容が実施された場合、香美市の利用者

への影響についてどのように認識されているのか見解をお聞かせください。 

  次に、あったかふれあいセンター事業についてお伺いいたします。 

  あったかふれあいセンター事業は、人口が少ない中山間地域では福祉サービスが高齢

者、障害者といった縦割りになると利用者が集まらず事業が展開されづらいことを受け

て、県が小規模多機能型の福祉拠点として構想したものです。提供サービスは介護予防、

障害者の支援、子どもや母親の集いの場など地域のニーズに応じた事業展開をすること

が求められており、地域コニュニティーを維持、再生するねらいもあります。 

  私は、だれもが住みなれた地域で安心して暮らしていけるように地域に見合った地域

福祉の仕組みについて何かよい方法はないかと考えていたところこの県の構想を知り、

ぜひ成功させてほしいという思いから期待を込めて１年前に質問させていただきました。

そのときの答弁では、本年度より２カ年ということで要望しており、社会福祉協議会に

委託をして市内全域において高齢者が集える場所を整備し、おためしデイ、緊急ヘルプ、

見守り支援、緊急預かりなど介護保険制度、高齢者福祉一般施策で対応できない問題対

応の事業を実施し、新たに必要な制度の調査研究をする事業展開を予定しているとのこ

とでした。また、物部地区では、高齢者の集いを中心として見守り活動を兼ねた配食サ

ービス事業なども計画しているとのことでした。事業開始から半年が経過したところで

すが、この半年間の事業の実施状況とどのような効果があらわれてきたのか、その成果

についてお伺いいたします。また、今後の取り組みにおける課題などがありましたらお

聞かせください。 

  次に、介護、福祉、医療に関する相談対応について２点お伺いいたします。 

  １点目に、介護、福祉、医療の現場において対応に苦慮する事例についてですが、例
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えば判断能力がない方の場合で、身寄りがなく現金も持っていないなどの場合に現場で

頭を悩ますことがあります。病院への入院、施設への入所、アパートへの入居などに際

し身元保証人がいないこと、現金を持ち合わせていないことなどが大きな壁になること

がたびたびあります。以前私がケアマネージャーとして仕事をしていたときにも大変困

ったことがありました。判断能力が低下されている方で、体調を崩され入院しなければ

ならなくなったときに医療機関より入院時の身元保証人を要請されたことがありました。

その方はひとり暮らしで身内は１人もいませんでした。どこのだれに相談すればいいの

かわからず、私が個人的に保証人になることはできても一個人が保証人となって対応す

ることが果たしてよいことなのかどうかの判断に悩みました。そして、このような場合

に公的機関の支援体制があればえいがと思いました。 

  近年は家族の形も変わり、遺骨の引き取り手がいないなど家族関係が非常に軽薄化し

ており、身内がいても保証人や金銭の立てかえなどは断るケースも出てきているようで

す。すべて行政でということではありませんが、だれも援助する身寄りがいない場合な

どについては市としても積極的にかかわり、関係機関などと連携を図りながら支援体制

を構築しておくべきと考えます。現段階で行える市の援助策等がありましたらお聞かせ

ください。 

  ２点目に、休日や時間外の対応についてですが、日常生活の中での困り事はいつ発生

するかわかりません。福祉、介護に関すること、ＤＶ被害、ホームレス、生活苦などの

相談ごとは土日や祭日、時間帯も関係なく夜間などに緊急に対応しなければならないこ

ともたびたびあります。民間支援者の話では、そんなときに限り市役所などの公的機関

は休みで結果的に休日が明けるまで個人的に対応することになるとのことです。しかし、

個人的な対応には限界があります。こんなときに公的に対応してくれる機関があればと

歯がゆい気持ちなることがたびたびあるそうです。現在香美市でこのような緊急時に対

応する体制はどうなっているのでしょうか。土日などの休日や夜間などの緊急時に対応

する部署として考えられるのは福祉事務所、地域包括支援センター、社会福祉協議会な

どではないかと思われますが、これらの部署はどのような機関とどのような連携のもと

でどのような方法で緊急時に対応できる体制を整えているのでしょうか。また、そのほ

かにも休日や時間外に対応できる窓口などがあればその部署についてもお聞かせいただ

ければと思います。 

  次に、国民健康保険の一部負担金減免及び猶予の取り扱い要綱に関してお伺いいたし

ます。 

  私たちが開設していますくらしの相談所には、最近医療費の一部負担金の支払いに困

っているという相談が多く寄せられています。Ａさんのケースでは、支所を通じて担当

課に問い合わせてもらったところ、この方の場合は規定された項目に該当しないという

ことで適用されなかったと聞きました。この相談者Ａさんのケースをご本人了解のもと

で簡単にご説明しておきます。 
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  Ａさんは５０歳代の方でご商売をされておりますが、１年間の売り上げから仕入れ代

金や必要経費を差し引くと残る所得は年間４０万円を下回っています。その中から国保

税などどうしても支払わなければいけない費用を支払った残りで生活されています。月

額にすると２万５,０００円前後が生活費となるわけですが、Ａさんは腎臓が悪く定期

的な検査と薬の服用が欠かせません。その費用は月によっても違うそうですが、多いと

きは月額２万円から２万５,０００円ぐらいになることもあるそうです。この方は生活

保護を受けていません。車に乗れなくなると仕入れにも行けないことや、店の灯を消し

たくない、続けられる限り続けたいとの思いから今日まで一度も生活保護の申請をする

こともなくぎりぎりの状態で頑張っておられます。 

  香美市では、特別な事情がある場合に医療機関で支払う一部負担金を減免または猶予

する制度を要綱で定めています。この取り扱い要綱を見てみますと、第３条の第２項に

「当該世帯の実収入月額が基準世帯費の１３０％以下の世帯」となっています。しかし

ながら、この条件を下回る低所得世帯であってももう１つ別にクリアしなければいけな

い条件があります。その１つ目が、「震災、風水害、火災その他これらに類する災害に

より死亡若しくは重度障害者となり、又は資産に重大な損害を受けたとき」、２つ目が、

「干ばつ、冷寒、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これらに類する理由により

収入が減少したとき。」、３つ目に、「事業又は業務の休廃止、失業等により、その年

の収入が当該年の前年の収入に比べ３０％以上減少したとき。」、４つ目に、「前３号

に掲げる事由に類する事由があったとき。」となっています。この４項目のいずれかに

該当していなければ、たとえ生活保護基準以下の低所得であっても一部負担金減免及び

猶予は適用されないという大変門戸の狭い制度となっています。香美市では適用実績も

ほとんどなく、これでは形だけ整えた制度であり、本当に困っている市民には大きな壁

が立ちはだかった利用価値の少ない制度であると言わざるを得ません。しかも、３点目

の条件である「事業又は業務の休廃止、失業等により、その年の収入が当該年の前年の

収入に比べ３０％以上減少したとき。」という項目に関しては、今年の９月１３日に厚

生労働省の保険局長が出した通知とも食い違っています。９月の保険局長通知では、こ

の３点目の条件設定は「事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著しく減少したと

き。」としか定められていません。この保険局長通知の「収入が著しく減少したと

き。」という部分が、香美市の場合は「その年の収入が当該年の前年の収入に比べ３

０％以上減少したとき。｣と書きかえられています。なぜそう書きかえたのか、その規

準や根拠が私にはわかりません。Ａさんは、「医療費さえ安くなれば生活保護を受けな

くても何とかやっていける可能性がある。」と言っておられました。Ａさんのように生

活保護法で定められた基準以内で貯蓄や資産等にも問題がなく、先に説明しました災害

であるとか廃業、失業した場合などの４つの条件に当てはまらなくても一部負担金減免

等を認め一定期間の支援を実施していくべきではないかと考えます。医療費が払えず生

活に困った、そんなときはまず生活保護をと考える前に、せっかく制度として設けられ
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ているのですから生活保護の一歩手前の措置として一部負担金減免及び猶予をもっと有

効に活用していくべきではないでしょうか。そして、治療が長引くなどのケースに応じ

て生活保護などの助言や指導を行っていくことが必要ではないでしょうか。このことに

ついては、９月の保険局長通知の第一の二の(二)に「療養に要する期間が長期に及ぶ場

合については、被保険者の生活実態に留意しつつ、必要に応じ、生活保護の相談等適切

な福祉施策の利用が可能となるよう、生活保護担当など福祉部局との連携を図るこ

と。」と、私の思いと同じような内容の文言が新たに書き加えられています。 

  そこでお伺いいたします。生活保護基準以下の世帯の場合については、国保の一部負

担金減免、猶予の取り扱い要綱の第３条の要件を満たしていなくても適用するなど、生

活保護基準を下回りながらも必死で頑張っておられる方たちの自立を支えていくために

は適用要件を緩和することが必要だと考えますが見解をお聞かせください。 

  最後に、地域づくりについてお伺いいたします。 

  私は、２年前の議会で地域づくりについて質問させていただきました。それは、その

年の議員視察において京都府綾部市と兵庫県朝来市で地域再生に創意工夫を凝らし実践

している様子を研修し、両市の取り組みに深く考えさせられたからです。この両市に共

通した取り組みは、住民主体の地域づくりが進められるよう担当職員を配置するなどの

人的支援を行うとともに基金や補助金などの財政的支援も積極的に行い、それを制度的

にも支援していくシステムが構築されていることです。また、兵庫県朝来市では、多様

化する行政ニーズに対応するにはこれまでの行政システムでなく新しい地域自治システ

ムの構築が必要との判断のもと地域協働の仕組みづくりをつくり上げたと伺いました。

そのときに一緒に視察研修に参加されました企画課長からは、この問題を大きな政策課

題として位置づけて、役割を明確にして自立した住民が主体となって地域づくりを進め

るための支援を専属的に所管する機能、体制を整える必要があると認識しているとのお

考えをお聞きしました。 

  本市においても、今議会に提案されているとおり地域自治及び住民生活向上や交流活

動など協働のための支援や育成を推進する業務の一元化を図る窓口としてまちづくり推

進課を新設する予定となっています。また、地域づくり、まちづくりに関して先日濵田

企画課長のお考えをお聞きし感銘を受けたところですが、その思い、計画などについて

もう少し詳しくお聞かせ願えればと思います。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    おはようございます。山崎晃子議員のご質問にお答

えします。 

  まず、民生委員についてですが、１点目の本市の定員及び欠員の状況ですが、土佐山

田町が６９人、このうち主任児童委員３人を含みます、に対しまして４人欠員です。香

北町が３２人、うち主任児童委員２人含みます、に対しまして２人欠員です。うち主任
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児童委員１人を含みます。物部町が２７人です。主任児童委員を１人含みます、に対し

まして１人欠員です。これは県にも推薦をしてる方の人数ですが、このあと、まだ香美

市の推薦委員会には諮っておりませんが香北町の主任児童委員１人と物部町の民生委員

さんはお一人承諾をいただいております。 

  あと、選出基準ですが、社会奉仕の精神に富み、人格、見識ともに高く、生活経験が

豊富で、常識があり、社会福祉の活動に理解と熱意がある者。その地域に居住しており、

その地域の実情をよく知っているだけでなく、地域の住民が気楽に相談に行けるような

者。生活が安定しており、健康であって民生委員・児童委員活動に必要な時間を割くこ

とができる者。個人の人格を尊重し、人種、信条、性別、社会的門地によって、差別的

な取り扱いをすることなく職務を行うことができ、個人の生活上、精神上、肉体上の秘

密をかたく守ることができる者。児童及び妊産婦の保護、保健その他福祉の仕事に関心

を持ち、児童の心理を理解し、児童に接触して指導することができ、また児童から親し

みを持たれる者。主任児童委員については、児童福祉に関する理解と熱意、専門的な知

識・経験を有し、地域における児童健全育成活動の中心となり、積極的な活動が期待で

きる者。こういった方を自治会長さんに推薦いただいております。また、選任に当たっ

ての県の基本方針としまして、民生委員・児童委員候補者は、年齢はできる限り７５歳

未満の者とし、議会議員との兼職は認めない。会社員などの被雇用者は、雇用主の承諾

があり活動に支障がないと認められるものとなっています。また、主任児童委員候補者

については、年齢制限の部分が原則として５５歳未満の者となっております。こういっ

た基本方針に沿って選任をしております。 

  ２点目の欠員となった背景ですが、民生委員・児童委員の推薦について、年末年始の

自治会の総会において後任の民生委員の推薦候補を決定していただくよう昨年の１２月

に自治会長さんに民生委員の推薦についての文書を出しておりまして、今年の５月に正

式に民生委員・児童委員の推薦についてお願いをしておりましたが、引き受けてくれる

方がいないという地区がありまして先ほどの欠員が生じております。要因としましては、

限界集落などでは高齢者ばかりで民生委員をやれる方がいないとか、また、民生委員の

仕事量が多くなっておりまして、業務の内容が多岐にわたり大変なことがわかってきた

ため引き受けてくれる方がなかなかいないといったような状況が出ております。 

  欠員となった地域への当面の対策としましては、民生委員受け持ち地区の地区割をし

ておりまして、学校区ごとに地区会長を決めております。この地区会長または民生委員

協議会の会長もしくは役員の方が可能な範囲で対応することになります。 

  ３点目の今後の対策としましては、引き続き欠員となっている地区の後任の民生委員

の確保、発掘に取り組んでいきたいと思います。また、次の改選に向けて民生委員さん

など、自治会長さんなどの意見を聞きながら受け持ち区域の見直しなども行いたいと思

います。 

  ４点目の活動補助の本市基準ですが、本市の基準は特にありませんが各協議会ごとに
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活動費を定めて支給をしております。土佐山田町民生委員児童委員協議会の活動費は月

２,０００円、香北町の協議会活動費が月１,３００円、物部町の協議会の活動費が月

４,０００円です。このほかに定例会や研修会などに出席した方に弁償費等をそれぞれ

支給しております。 

  次に、介護、福祉、医療に関する相談対応について、２点目の緊急時における相談体

制ですが、福祉に関する緊急時における相談体制は市役所に問い合わせや相談があれば

日直または宿直を通じて担当者等に連絡が入り対応する体制となっております。生活保

護受給者からの相談、児童虐待に対する相談、それら以外の相談についてそれぞれ数人

の連絡先を提示しておりますので、緊急時の連絡を受けた者等が対応します。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）    山崎晃子議員のご質問にお答えします。 

  まず、介護保険制度についてですが、２０１２年度、これ平成２４年度の介護保険制

度改定に向けた意見書についての見解はとのご質問にお答えします。 

  厚生労働省は、来年の通常国会に向けて平成２４年度から実施予定の介護保険制度の

見直しを検討しています。全国的に高齢化が進み、高齢者が増加しており、それに伴っ

て介護認定者数も増加しています。香美市でも全国と同じような状態であり、認定者数

も微増の状態が続いております。今回の改定では、利用者の負担増や保険給付の制限な

どを盛り込むような検討がされていますが、全国的なこのような現状からやむを得ない

ことだと考えます。今回の改定予定でご紹介がありましたが、例えば軽度の要介護、要

支援者の１割負担を保険対象外か２割負担に変更することについては、自分でできるこ

とはできるだけ自分でしてもらおうという考えからだと思います。また、高額所得者、

現役並み所得の方については、１割負担を２割負担に変更することについては所得のあ

る方には多く負担してもらうとの考え方だと思います。国が負担割合をふやさないとい

う前提なら利用者や被保険者が負担増となるということです。高福祉は高負担というこ

とになると考えます。しかし、そもそも現在の負担割合が適正、適当なものであるのか

は私にはわかりませんが、財源をどうするのか、負担割合をどうするのかなどは国で検

討され示されるものと考えます。 

  保険料については、香美市では現在月額の基準額は４,１１７円で全国平均の４,１６

０円と比較してもほぼ全国平均並み、これが平成２４年度から５,２００円程度に上が

るとの予測が出ていますが、全国どこの市町村も同じ方法だと思いますが、香美市も給

付の予測必要量を計算して保険料を算定するわけですが、来年度１１月ごろ策定委員会

においてお示しすることができると考えております。物部町に設置予定の小規模特養な

ど新たに施設整備がされれば保険料の上がる要素となりますし、平成２３年度末で基金

が残っておればその基金を取り崩して対応することとなると思いますので、一時的では

ありますがその分上昇を抑えることができると考えます。 
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  次に、あったかふれあいセンター事業についてですが、まず、事業内容を紹介します

と、ご質問の中でも紹介がありましたがこれは県の事業を活用して平成２２年度、平成

２３年度の２年間のモデル事業として香美市が実施する５つの事業で、おためしデイサ

ービス、緊急ヘルプサービス、見守り支援、緊急あずかり、物部サロンの５つの事業で

す。 

  事業の実施状況と成果については、ほのぼのデイサービス、これはおためしデイサー

ビスですがほのぼのデイサービスという名前をつけております。これは日常生活の継続

のために介護サービスなどが必要であるのに、認知症や強い閉じこもりなどのためサー

ビスの受け入れが困難な方に、定期的な訪問活動などを通して関係づくりを行い適切な

サービスを利用できるように支援する事業で、訪問や相談で対象と思われる方に対して

物部、香北、山田の各地区で二、三名を対象としまして週１回６カ月をめどに実施して

います。今までに６名の方が介護保険サービスに移行し、４名の方が利用に結びつかず

見守りに移行しております。現在利用者は物部１人、香北２人、山田４人で合計７名で

す。緊急ヘルプサービスとして対応したのは３例です。緊急あずかりについては、まだ

対応できておりません。見守り支援では、物部町では見守り支援に係る意見交換会を行

っています。民生委員、駐在、物部支所の地域担当職員、健康づくり推進課などでこれ

まで３回の意見交換を行いました。香北ではモデル地区をお願いをして、高齢者の方だ

けでなく若い世代の方にも参加いただき一緒に座談会を行っています。見守り訪問では、

９月から独居の方などを対象に訪問を開始したところです。物部サロンは、物部ひとや

すみサロンというように名前をつけておりまして、ひとやすみサロンはだれでも自由に

利用できる交流スペースとして奥物部ふれあいプラザに５月末にオープンをしました。

月曜日から金曜日の午前９時半から午後４時半に開設をしておりまして、会場の都合に

よっては休みの日もあります。１０月末までの集計で延べ６４３名、１日平均６.６名

の利用がありました。ひとやすみサロンからひとり暮らしの高齢者に返信はがきつきの

ひと休み通信の送付を行っています。今まで２回行いまして、はがきや電話でお返事を

いただいて近況をお知らせいただいています。 

  今後の取り組みの課題についてですが、この事業はモデル事業ということで２年間の

事業ですが、事業継続のための検討会議を行っておりますが、事業継続のために目的に

沿ったものにするためにどうやっていけばいいのかが現在は課題となっております。 

  次に、介護、福祉、医療の現場において対応に苦慮する方への市としての援助策はと

いうことですが、香美市では平均寿命の延びや高齢化が進み高齢者が増加しています。

それに伴い認知症の高齢者も増加しています。その認知症の高齢者の中で身寄りがない、

財産がないために支援困難な高齢者の問題がふえてきました。このような高齢者には、

これまでご質問の中にありましたように地域の住民や民生委員さんなどが、それぞれで

あるいは連携しながら支援してきましたが対応に苦慮しているのが現状です。 

  このような状況にある高齢者の支援について課題解決の方策を導き出したいとのこと
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から、昨年度社会福祉協議会に調査を委託し実際の事例をもとに検討を行いました。そ

の結果、個人個人での対応ではなく、関係者で委員会を設置し委員会で協議し役割分担

を明確にしてチームで対応していこうとの考えを打ち出しました。現在は福祉事務所、

地域包括支援センターを中心とし、関係者で協議、検討しながら対応するとともに、あ

ったかふれあいセンター事業の中で役割の明確化や具体的な方法について検討し始めて

いるところです。このような問題は、香美市特有のものではありません。市長も市長会

等で国において法整備などを要望をしています。 

  次に、土日、祝祭日などの休日及び夜間の相談体制についてですが、福祉事務所と同

じような体制ですけれども、地域包括支援センターについては地域包括支援センターに

かかってきた電話が宿直あるいは日直にかかるようになっております。宿直あるいは日

直がその電話をとり要件を聞いて包括の担当に電話をかけてもらい、担当からかけてき

た住民に対応することとしております。 

  最後に、国保の一部負担金減免についてですが、一部負担金についてはご質問でもあ

ったように要綱を設置しております。これに従って処理をしていくこととしています。

そもそも一部負担金については、高額療養費制度というのがありそれぞれの所得に応じ

て上限の金額が定められています。低所得者にもそれなりの自己負担限度額が定められ

ています。生活の状態の変化によって支払いが困難となったときに要綱に照らして該当

者かどうかの判断をして適切な処理がされると考えております。なお、要綱の設置につ

いては、近隣の市町村の基準を参考にして設置をしております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    山崎晃子議員の地域づくりについてお答えをいたします。 

  本当にこう思うにいろいろ思いがありましても思うに任せない状況もありますので、

褒め殺しをしないようにお願いしたいと思いますけども、地域づくりと一言に申しまし

てもなかなかこれといった妙案がなく、地域も行政も本当にこう悩ましい思いをしなが

らの、全国ではさまざまな取り組みがされているのが大方の実態だろうと認識をしてお

りますし、本市も合併以前からそれぞれ旧３町村がいろいろな施策を持って努力をして

きたところですけども、やはり少子高齢と過疎化の中で地域の活力が衰退している現況

であります。この間、議会からもさまざまなご提言などもいただきながらその対策を講

じてもいるところです。 

  しかし、このごろこうした状況の中である程度地域づくりに功を奏したところが出て

きておりますし、私自身も現在の職責に配属後、先ほど山崎議員からもありましたよう

に議会研修に合わせて広島県安芸高田市や京都府綾部市、あるいは兵庫県の朝来市とい

ったところへ同行をさせていただきました。これらの地域の共通点は、地域の主体性を

前提に行政が支援するという協働の仕組みがしっかりと構築をされている点だと思いま

す。例えば朝来市を例にとってみますと、先ほどもお話がございましたように校区ごと
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にまちづくり委員会のような組織、これは地域運営協議会を組織をいたしまして地域の

さまざまな事業を実施する、これを支援するために行政は人件費を含む事務費と年度ご

との地域直営事業に対して、今で言う一括交付金のようなものでございましょうか、そ

うした支援を行うというような形態であったと思います。これは地域はみずからが地域

活動として事業計画づくりからするというまさに主体的な取り組みでありまして、当然

地域の中での共同、これは地域住民が力を合わせて一緒にやるという意味の共同という

ことですけどもこういった作業が行われているところです。この相方として行政が支援

する、すなわち協働、これは協力しながら機能させるという意味での協働であると思い

ますが、こういった形でシステム化をしているととらえております。この取り組みは合

併前の旧生野町時代からの取り組みで、その当時の地域コミュニティーでは、早晩、地

域自治機能が損なわれるということと、支えきれなくなる行政依存についてどのように

この状況に向き合うのかという中からつくられた仕組みであったとお聞きをしておりま

す。 

  そして、最近は、学問的にも随分と地域づくりのあり方とノウハウが整理をされてき

だしたと考えております。こうしたことを背景にこの香美市にとってどのような仕組み

が必要であるかということですけれども、これまでの構造や機能を前提にしていてはな

かなか答えを見出すことができないと考えております。すなわち自治会にしてもそうで

すが、これは日本の経済構造が大きく変化する前の地域社会の仕組みとしてつくられた

ものであり、地域が一つの社会として成立していた時代からそうした全体が大きく変わ

ったことに対応する仕組みをつくり出す必要があると言われるとおりだと考えておりま

す。 

  こうした考え方をもとに、先ほど言いました自治体は仕組みを変えたため、これは安

芸高田にしてもそうですし、それから朝来、綾部にしてもそうだと思いますけども、そ

ういった仕組みを変えたことが今日のような状況に至っていると考えますと、香美市で

も地域が主体となり、これを行政が支援するという協働の形づくりをしなければならな

いと思います。香美市は、これまでそれぞれ自治会や地域自主防災組織、あるいは福祉

はそれぞれの地域の中で縦割りでの支援と協働であったと考えています。新しい香美市

でも先進事例に学び、地域を一体の組織として、この地域の場合も現在の単位、自治会

エリアではなくもっと広いものをイメージをしておりますけれども、それぞれが単体で

果たしてきた、あるいは担ってきた役割を横断的に結合し、ここに主体性確保を支援す

るための人材、これは地域支援員あるいは地域おこし隊といった制度の活用によりまし

て、そして、事業については、義務的な支出ではなく地域の自主的取り組み事業に対し

ての財政的支援をするという考え方を基軸としております。そのために、地域のコミュ

ニティーと暮らしにかかわる業務を一元化することにより、より地域と直結するように

すべくまちづくり推進課の創設を図ろうとしておるところでございます。当面は地域で

一挙にこうした地域づくりは当然困難であると思います。そうしたことからとりあえず
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は現在の地域自治のいずれかをモデル地域としてお願いし、どのように単体で取り組ん

できた構造を総合体として取り組みができるのかを想定しながら探っていくことから始

めることだと思います。なお、モデル事業につきましては、現行の補助制度等を集中的

に活用するのも一策であると考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   暫時１０分間休憩します。 

（午前１０時３５分 休憩） 

（午前１０時４６分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き一般質問を行います。 

  ８番、山崎晃子君。 

○８番（山崎晃子君）    ８番、山崎晃子です。２回目の質問をいたします。 

  初めに、民生委員についてですけれども、この民生委員の欠員の問題ですけれども、

引き続き確保、発掘に取り組んでいくっていうご答弁だったと思いますけれども、昨年

の１２月に文書を出して今年５月にお願いをしてっていうことでお聞きをしたんですが、

民生委員さんっていうのは本当に業務が多岐になってまして、これまで私も何度か高齢

者の見守りとか孤独死の問題とか質問させていただく中で常に民生委員に協力をお願い

してっていうふうなご答弁があったかと思いますけれども、民生委員さんに本当に頼っ

ている部分というのはすごく大きいかと思うんですが、その民生委員が不足する事態っ

ていうことはもうちょっと本当に市としてもっと積極的にこの働きかけをしていかなけ

ればならないんじゃないか、区長にお願いをするだけじゃなくってもっと積極的な働き

かけをしていくべきだと思うんですけれども、そのことについてどういった、この福祉

事務所として働きかけをしていったのか、具体的にお聞かせをお願いいたします。 

  それから、民生委員さんの不足の問題は、求められる担い手をどう支援するかという

ことが問われているんだと思います。先ほどもいない、民生委員さんの不足の背景には

業務量が多いとかっていうことが出てたんですけれども、退任された民生委員さんにお

話をお聞きしますと本当にほっとしたと、肩の荷がおりた、いつも頭の上に覆いかぶさ

っているようだったということで、その役割の重さとか孤独感を語っておられました。 

  物部の地区では、民生委員同士が二、三人になってグループになって自分の地域以外

の地域を訪問するなどの取り組みをしているとお聞きしました。やっぱり民生委員を支

援するっていうことはすごく大事なことで、その民生委員同士も大事ですけれども、例

えばこれに社会福祉協議会の職員とか福祉事務所の職員、地域包括、保健師、それから

支所の職員などが民生委員と一緒に地域を訪問することで悩みを共有して、いつでも民

生委員を支援できる体制を整えておくということが民生委員の責任、そういった役割の

軽減につながるんではないかと考えます。また、ほかにも各地域のＪＡとか生協など民

生委員の団体と見守り協定を結んでる事業者がふえてきてますけれども、こうした事業
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者との連携っていうところ、やはり見守る目がふえれば民生委員の負担感も軽減されて

くると思いますので、こうした民生委員さんへの支援についてどのようにお考えなのか

お聞かせください。 

  それから、区割りのことについては、区割りの変更については今後検討していく予定

だということだったかと思いますけれども、検討していく中でやはり山間地域なんかで

は区割りを拡大するとまたその山間地なんかでは車の運転が欠かせなくなりますし、ま

た、車道から離れているところは歩いていかなければなりませんので、そうした民生委

員の活動、それから地域の実情をよく調査をしまして安易に定員を削減するというふう

なことのないようにお願いをしたいと思いますけれども、このことについてお聞きをい

たします。 

  それから、介護、福祉、医療に関しての介護保険制度についてですけれども、この社

会保障の部分については非常に社会保障費が年々削減されてまして、給付、この介護サ

ービス、保険料は年々増加傾向ですけれども年々給付は削減していっているという状況

ですので、決してこう安心して介護が受けられるという状況ではないんですけれども、

まず軽度の方が今回給付の削減を求められてるのですけれども、認知症の方なんかがや

はり軽度で認定をされる場合があるんですけれども、認知症の方は、その軽度だからと

いってサービスを削減されると本当に重度化、重症化を招きますし、在宅生活の継続っ

ていうのが非常に困難な状況になってきますので、やはりこの一律に軽度だから削減を

ということにはちょっと問題があるのじゃないかと思いますし、この削減された軽度の

方ですけれども、自治体が行ってます地域支援事業のほうに移行されるというような内

容になってたかと思うんですけれども、これが、やはり自治体がどのサービスを充実さ

せるかっていうところを柔軟に対応していかなければなりませんし、この地域支援事業

には介護保険財政から一定の財源が出ていますけれども、それを超せば市町村の負担に

なりますので市町村によってはそうした必要なサービスが後退しかねないという懸念が

考えられるんですけれども、この点についてのお考えをお聞かせください。 

  あと、このあったかふれあいセンター事業ですけれども、本年度と来年度、これは国

の１００％の事業だったかと思うんですけれども、それ以降については県のほうではこ

の事業は継続をしていきたいということでの方針が出てたかと思うんですけれども、取

り組み次第ではやっぱり継続は困難なっていう状況も出てくるんじゃないかと思います

けれども、私、物部のサロンに、利用されている方のお話を聞きますとこういう交流の

場ができて大変よかったと。たくさんの方にもっと利用していただきたい、もっと利用

できる方もいるんじゃないかっていうことでもっとＰＲしていったらどうかというよう

なお話をいただきましたけれども、やっぱりもう少し広報活動をしたらいいじゃないか

と思いますがその点についてお聞きをいたします。 

  それから、相談対応についてですけれども、緊急時に市役所に電話をしたら担当のほ

うに連絡がいって対応をしていただけるということですけれども、こういうことをどれ
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だけの方が知っているでしょうか。やはり知らない方が多いんだと思いますけれども、

このことをやはり周知していく必要があるんじゃないかというふうに考えますがその点

をお聞かせください。 

  それから、その判断能力がない、身寄りがない、現金がない、入院した場合の保証人

をとかっていう場合には、検討されたということで役割分担でチームで対応していくと

いうことでお話をお聞きしましたので、そういったケースができてきた場合には市のほ

うにご相談をさせていただくということでよろしいでしょうか？ 

  それから、国保の一部負担金減免についてですけれども、先ほど近隣の市町村の基準

を参考にして設置した、この要綱のほうですけれども、その年の収入が実施要件の中で

９月の保険局長通知では「事業又は業務の休廃止、失業等により、収入が著しく減少し

たとき。」とされているにもかかわらずこの香美市の要綱では、「収入が著しく減少し

たとき。」という部分が「その年の収入が当該年の前年の収入に比べ３０％以上減少し

たとき。」と書きかえられていますけれども、この基準は、近隣の市町村の基準を参考

にしたと言えばそれで答えになろうかと思うんですけれども、その基準や根拠について、

近隣のところはどういう基準や根拠でこういうことにしたのかちょっとわかりませんが

その点をお聞かせ願えればと思います。 

  それから、同じく局長通知と香美市の要綱の食い違いについてですけれども、香美市

の要綱の第５条の２には、「一部負担金減免の期間は、１月を単位とし、３カ月を限度

とする。」となっていますけれども、この９月の保険局長通知では、「一部負担金の減

免の期間は、療養に要する期間を考慮し、１箇月単位の更新制で３箇月までを標準とす

る。ただし、３箇月までに期間を制限するものではない。」と明記されています。この

保険局長通知をどのように認識されて香美市の要綱に反映をさせたのか見解をお聞かせ

願いたいと思います。 

  地域づくりについてですけれども、課長のこれまでの視察をした中からの熱い思いを

お伺いをいたしました。どうかその思いや計画が実現しますように祈っております。私

どもにも何かお手伝いすることがありましたらいいがなと今考えさせられております。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    山崎議員の２回目のご質問にお答えします。 

  まず、福祉事務所として民生委員に具体的にどのような取り組みをしたかというとこ

ろですが、先ほども申しましたように自治会長からの推薦とかそういったことで原則と

しては対応しております。ただ、そういった中で候補者がいないとかいった場合ですね、

例えば職員のＯＢがいる地区とかにつきましてはＯＢにお願いをしたり、できなければ

だれかいい人がいないかとかそういったことを聞いたりとかして探したりはしておりま

す。また、極力、だれでもいいというわけではございませんので、こういった方がふさ

わしいっていう方がありましたらそういった方に声かけというか行ってもらうとかいう
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ふうな取り組みをしております。このあともまた候補者が出てますので、まだ受けてく

れるかはわかりませんけど頼みに行くような予定もしております。 

  民生委員さんが地域とかでいろいろ業務量もふえてどのような連携をしていくかとい

うところですが、やはりさまざまな課題を抱えておりますので民生委員が孤立しないよ

うに、困ってるときなんかではいつでも相談できるようなバックアップ体制を整えると

か、民協、それから事務局、社会福祉協議会、福祉事務所などの専門機関等が連携して

相談とか解決できるような仕組みづくりが必要だと思います。また、地域に訪問してと

かっていうところもあれですけど、地域としては１２０、民生委員が持っている地域が

１２２地区ぐらいありますのでなかなかすべてにというのは難しいと思います。民生委

員さんだけで手に合わない状況が出てくるっていった場合、やはり地域の方とかボラン

ティアをしてくれる人とかそういった方々と一緒になって、できるだけ多くの方が地域

で見守りなんかをして支え合っていくような体系ができればと思っております。 

  民生委員さんの区割りについてですが、これも先ほども申しましたように地域の実情

ですね、そういったことを今の民生委員さんとか自治会長さんなんかにお聞きをして、

実情に合ったような、見直しをするにしても対応していきたいと思います。 

  それと、相談、緊急時なんかの相談対応ということですが、知らない方が多いのでは

ないか、周知をしていく必要があるのではっていうことでございますので、市広報なん

かに掲載して周知をしていきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）    山崎議員の２回目のご質問にお答えします。 

  まず、介護保険制度の改定についてのご質問ですが、基本的には国の要綱、通知、準

則などに従って進めていきたいというように思っていますが、幅のある場合については

近隣の市町村と協議をしながら基準などを決めていきたいと考えております。 

  なお、この制度の改定についてですが、先日１１月２５日に民主党の介護保険改革ワ

ーキングチームが会合しておりまして、その会合の後で軽度者の生活支援サービスにつ

いてはこれまでどおり担保して質の向上につなげたいと、介護給付から外すことは否定

しておりますし、ケアプランの利用者負担導入にも否定的な見方をしておりまして、法

制度の見直しについては最小限な内容にというような会見をしていますので、これから

年末にかけて国のほうで協議されると思いますが、そういった考え方でまとまるんじゃ

ないろうかというようには考えております。 

  それから、あったかふれあいセンター事業についてですが、知らない方が多いので広

報活動をというご質問ですが、この事業は２年間の事業でしてできるだけ２年間終わっ

ても続けていきたいと考えておりまして、続けていくという見込みが立てば広報もして

いかないかんのではないかというようには考えております。 

  それから、休みの日の相談対応と相談体制ということのご質問で、周知をせないかん
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じゃないかというご質問ですが、たしか広報には出したと思っておりますがなお周知を

するべきところはしていかないかんと考えております。 

  それから、国保の一部負担金減免についてですが、「著しく減少したとき」という国

の表現ですが、これはいうたらあいまいな表現になっていると思います。著しくをどの

くらいにとるのかですけれども、３０％以上が著しくなのか、５０％以上が著しくなの

か、３０％以上であれば５０％を包含してますので８０％以上減少した場合とかいうこ

とでかなり著しくだと思うんですけれども、３０％以上であれば著しくの範囲に入って

るのではないかというようには考えております。 

  香美市は、国が通知をしたのは９月でしたが、そのころにはまだ要綱つくっておりま

せんでしたが近隣の市町村では要綱ができておりまして、それに倣ってつくっておりま

す。 

  それから、期間を３カ月を限度とするということですが、一般的に入院をするとなる

と長期にわたるということで３カ月ぐらいが長期だろうということで３カ月ということ

にしておるわけですが、これ以上、国の、紹介にもありましたように国の通知でもこれ

に限ったことではないということですので、あとはその４カ月以上については香美市と

しては運用で対応していきたいと、それぞれの個々の状況に応じて対応していきたいと

いうように考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ８番、山崎晃子君。 

○８番（山崎晃子君）    ８番、山崎晃子です。３回目の質問をいたします。 

  まず、先ほど相談対応のところですけれども、そういった事例があった場合には市役

所のほうに連絡をしたら市役所のほうで、例えば入院の保証人がいないといったケース

に関してのことですけれども、それはチームで対応していくって言われていましたので

それは対応していっていただけるということで、確認ですけれどもよろしいんでしょう

か？ 

  そのこととそれから、国保の一部負担金の問題ですけれども、先日も高知新聞に国保

料が高いっていうふうなことで支払いが大変厳しいというような新聞記事が出てたかと

思うんですけれども、なかなか生活が苦しい状況の方が大変多いわけなんですね。それ

で、この一部負担金、これを利用することによって生活保護になる一歩手前でこういっ

た利用ができるものがあればやはり私は積極的に利用していけるようにしていかなけれ

ばならないんじゃないかと思うんですけれども、例えば年々収入がだんだん減ってきて、

それでも３０％以上でなければいけないというふうな状況がある場合に本当に厳しい生

活を余儀なくされるわけですけれども、そういったこともやっぱり個々に、もう３０％

でこういう要綱になっているからということではなくって、その方の状況をよく聞いて

もう少し柔軟に対応をしていただけないものかということを再度お聞きをいたしまして

私の本日の質問を終わります。 
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○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）    山崎議員の３回目の質問にお答えします。 

  まず、国保の一部負担金の減免についてですけれども、減免についてはお答えをさせ

ていただいたとおり要綱に照らして適切な処理をしていきたいというように考えており

ます。 

  また、相談の中で相当困難であるという方については福祉事務所とも協議をさせても

らうということに、今までもそうですけれどもそういうように対応をさせていただいて

おります。 

  それから、相談対応の関係ですけれども、基本的には、何言いましたか？保証人言い

ましたかね、身元保証には基本的には市としてはなれませんのでチームとして対応をさ

せていただくということです。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   山崎晃子君の質問が終わりました。 

  次に、３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    はい。３番、山﨑眞幹でございます。１番の織田先輩がです

ね１番バッターとして１つでもヒットをということでしたので、３番バッターといたし

ましてはたいちゃあは太いフライを上げたけんどどこへ行ったかわからんなったという

ふうなことにならんように次のバッターボックスにつなげたいと、そういう意味を含め

ましてできるだけ簡潔に、私なりに簡潔に質問をさせていただきたいというふうに思い

ますのでよろしくお願いをいたします。 

  通告に従って順次お尋ねをするわけですけれども、まず、今回私の通告といたしまし

ては、この香美市の振興計画をめぐってということでやらせていただきました。この振

興計画につきましては、私自身も前回の議会でもお話をさせていただきましたとおり第

２次の合併協議会の委員として参加をさせていただきまして、その中でまちづくり小委

員会というところに加わりまして、そのまちづくり、いわゆるこの振興計画の前段であ

りますが香美市全域に配布されましたまちづくり計画、これ概要版が配布されましたけ

れどもこれの策定に深くかかわりまして、その中でだんだんの方が合併に向けて思い描

いていた希望でありますとか夢、志、そういうものをしっかりと受けとめてこらしてい

ただいた者の１人として、このことについてやはり私はずっとこのことを取り上げ、こ

の中に盛られている施策について、その方向性について常にかかわりながらともに進め

ていくという姿勢を貫かなければならないというふうに思うところがありまして、これ

らの質問を今回はさせていただくということにさせていただきました。 

  それでは、まず、第１項目ですけれども、その点につきましてこのように書かせてい

ただきました。「香美市の将来像を具体的に描きその実現に向かおうとする時、基本構

想における土地利用のイメージの「交流拠点」「軸」「ゾーン」に関連する施策が落と

し込まれていれば全体を俯瞰的にとらえやすく、進行管理も比較的わかりやすく、合併

をし新たなまちへと出発したことへの評価にもつながるものと考える。そこで以下につ



 

－28－ 

いて」ということですけども、これはいわゆる振興計画の前、これ皆さんに配られまし

た概要版という中では新しい市の将来像、町の全体像というふうにしてしっかりと書き

込まれておりまして、その中で新市の町の全体像を次のようにとらえ、基本目標に沿っ

て整備を進めますと、このようにしっかりと書き込まれております。振興計画になった

ときにちょっと土地利用のイメージということで若干ちょっとわかりにくくなったかな

というところありますけれども、そればかりではなくていいところもありまして、この

中でいわゆる重点的に定住・交流促進するエリア、スポットの設定ということが新たに

加わっております。そんなことにつきましてやはり１０月議会で各施策についての進捗

状況についてはお伺いしました。それはやっぱりある種ミクロの目で見た進捗状況とい

うことであったと思います。でも、やはりそのミクロの目で見たものについては、きょ

うの皆さんの、執行部の方のご答弁によりましてもわかるようにそれぞれ一生懸命努力

をされて成果も上げられているということはわかるんですけれども、一般の市民にとり

ましては、やっぱり全体像としてどうなのかということが１つの合併の評価につながる

ものと思います。そういうわけでマクロの目、いわゆる鳥の目ですね、ミクロが虫の目

とするとマクロは鳥の目ということで、それぞれの全体像を見たときにわかりやすい進

捗状況、これらについて現状認識と将来展望を問うということにさせていただきました。 

  皆さんはこの振興計画をお持ちでないと思いますので、ちなみにその中にどのような

ことが盛られているかということを少しだけ。まず、「「まち」の交流拠点」としては

市役所、ＪＲ土佐山田駅周辺を表玄関の機能を担う「商業・文化等の複合的な都市機能

を備えた交流拠点」、そして特に北シティのあたりについては、「文化及び保健福祉機

能等を含む優良な住宅地として整備」、このように書き込まれています。 

  そして、研究学園交流拠点、高知テクノパーク、高知工科大学周辺については、「本

市の教育や地場産業の可能性を伸ばす研究拠点として」と、「新しいまちの顔を育む交

流拠点」、このようなことで書かれています。 

  「さと」の交流拠点については、これは香北支所周辺及び物部支所の周辺についてで

すけれども、「生活と交流を支え、みどりの環境をマネジメントする」、「コミュニテ

ィ活動の中心、文化や賑わい等に親しめる交流拠点」、山村文化や森林、水辺の豊かさ

が身近に触れ合える交流拠点として充実を図ると書かれています。 

  「もり」の交流拠点、これはべふ峡温泉周辺についてですけれども、これは市の北東

の玄関口、滞在交流拠点として情報通信の環境の向上、防災機能の充実、周辺の景観形

成等を一層進めると、このように書かれております。 

  そして、軸の分ですけれども、これについては物部川水系軸、いわゆる市内を貫く物

部川周辺、これは水辺や森林に親しめる環境づくり、景観形成等を推進する。 

  そして、広域交流軸、これについては国道３２号周辺、国道１９５号周辺、沿道の景

観形成を行うとともに、案内機能や休憩スポットの充実等を推進し、通行車を市内へと

誘導する機能を充実すると。表玄関の機能にふさわしい、駅前ですけれども、市街地に
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ついては表玄関にふさわしいシンボル的な景観形成や情報提供拠点機能の充実を図ると、

こうなってます。 

  市内のネットワーク軸、これは市内各地域を結ぶ県道等についてですけれども、道路

の整備・改良とともにそれぞれの個性を生かした沿道の土地利用や景観づくりを推進す

る。 

  そして、「ゾーン」ですけれども、大自然ふれあいゾーン、国定公園、県立自然公園

の区域については、豊かなみどりの保全と自然に親しむための諸施設の整備を図る。自

然文化の紹介や案内、体験機会の提供、利用モラルの徹底を含め適切な管理を目指す。 

  田園環境ゾーン、優良農地及び隣接する集落周辺、農業基盤の整備、農業従事者の高

齢化への対応、適時適作の推進、農産加工や観光の振興等、地場産業の多面的な振興を

図る。そして、生活環境の整備、防災機能の向上、文化的な環境の保全等、集落環境の

整備を図る。 

  市街地ゾーンですけれども、これは市街化区域及び市役所・支所中心の市街地という

ことで、これについては道路、上水道、公園緑地等の生活基盤施設の整備、住宅・宅地

の整備・再整備と都市基盤の充実を図ると。防災拠点機能の強化、ユニバーサルデザイ

ン化。そして公共施設や宅地の緑化、文化的な環境の整備、玄関機能イメージアップと

いうふうに書かれています。 

  そして、自然活用ゾーン、これは上記以外の山林、農地ということで、森林の保全を

図り集落環境の整備、そして農林業の振興、自然環境を生かした観光レクリエーション

等の振興、農地や林地、集落の維持について望ましいやり方を市民とともに検討すると、

このように書かれております。 

  そして、まちづくり計画の中ではこうほくのまだ書かれてなかった、いわゆる振興計

画の中で特に特書きをされた、いわゆる町の定住・交流促進重点エリアとして市街地及

びその周辺としまして土佐山田町における「まち」の交流拠点、これは先ほども言いま

したように、一番最初に言いましたこれは市役所、ＪＲ土佐山田駅周辺という意味です

けれども、そして、周辺市街地及びその周辺ということで、これをエリア的に定住・交

流促進重点エリアとしてやっていこうということであります。 

  そして、「さと」の定住・交流促進重点エリア、その他の市街地や集落を差し示しま

して、都市山村交流を促進するエリアとして観光交流局や自然共生的な暮らし方を求め

るＵ・Ｊ・Ｉターン者を積極的に受け入れるとか、空き店舗を活用した定住の場づくり

であるとか、観光農園、地域物産直売を促進するスポット。そして、特に１９５号線や

鉄道駅周辺で積極的な計画的な定住環境の整備を検討。山間部の集落は、自然環境との

調和、地域住民が安心して暮らせる生活圏の形成を図りつつ定住・交流環境の向上、み

どりの観光交流、これは定住とはまた違いますけれどもみどりの観光交流促進スポット

としてみどりの中の主要な観光地、別府峡周辺の「もり」の交流拠点、その他重要な観

光レクリエーション資源、施設周辺については、森林や田園、みどりの環境を生かした
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観光交流スポットとして個性を生かし、そして地域資源とのふれあいや体験、地域紹介、

地場産品の販売や休憩、滞在、市民との交流、多目的な交流拠点として充実を図ります

と。 

  まさに総花的にすばらしく書いてあるわけで、本当にこれがはっきりと目に見える形

でそれぞれの拠点が整備されることによって、市民にとっても、なかなか合併してよか

ったと、やっぱりすばらしい町になったということを実感できる１つの尺度になるので

はないかということでお尋ねをするものです。 

  ちなみにこの基本計画、「５カ年進捗状況中間とりまとめ」の部分でも、この部分に

大きく関連する総括書の取りまとめの中で町の形をつくるということに集約されると思

いますけれども、一定なかなかここの部分が達成度が低い。そのこともあって市民の皆

さんもなかなか合併してもはっきりとした目に見えるような成果がないきあんまりよう

なかったとかね、いうような評価が生まれるこの１つの原因じゃないかと思いますので

その現状と、そして将来展望についてまず１点お伺いをいたします。 

  次に、観光についてですけれども、ご存じのように高知県のほうもこの産業振興計画

というものを去年度からやっておりまして、本当にこれは尾﨑知事が力を入れて推進を

しています。この計画の中で高知県の経済３つの課題として、１つは人口の減少により

縮小を続ける県内市場頼りであるということ、経済がですね。そして産業間の連携が非

常に弱い。３つ目として一次産業の強みが強みでなくなりつつあると、この３つの課題

を上げられまして、それぞれに対して幾つかの取り組みをされることを明記をされてお

ります。 

  ほんで、観光につきましては、この中でも観光については産業間の連携が弱いので観

光産業の生み出す経済効果が他産業に十分に行き渡っていません。観光産業というのは

ご存じのようにすそ野が非常に広い産業ですから、これの振興によってそのものも含め

て産業間の連携を強めていこうという意思を持ってすそ野の広い観光産業の戦略的展開

を目指し、ポスト龍馬伝として志国高知龍馬ふるさと博を来年の５月３日から開催する

と、このようなことも言われております。 

  そして、去る１２月６日の高知新聞の紙上でしたけれども、共同通信や加盟新聞社が

実施した自治体アンケート、この日本の実力観光という記事なんですけれども、中でア

ンケートに答えた市長だと思いますが、アンケートで市長の４５％が観光を公共事業に

かわる地域活性化の期待分野に描いたと、こういうことが紹介をされております。本市

にありましても観光については核となる資産がもちろんすばらしいものがたくさんある

わけで、そのこともありましてこのまちづくりの小委員会の中でもたくさんの方々がさ

まざまなことを語られ、そのことが新市においてどのようにとらえてどう展開するかと

いうことが、この振興計画の中では賑わいを起こすの項の中の観光の振興にまとめられ

ているわけです。そして、その中身は小分類として「１）観光魅力の発掘・再生・創

造」、２）として「観光交流の受け皿づくり」、３）として「観光情報の充実」として



 

－31－ 

分けられております。そして、それぞれに課題として観光魅力の発掘・再生・創造の分

野では、「既存の観光地の活性化や、観光ルートの開発、ＰＲ、情報提供も不十分で

す。」と、このように課題が上げられ、２番目の「観光交流の受け皿づくり」では、

「幼い子どもから高齢者まで、地域の自然や文化に触れる滞在型の観光交流となること

が求められます。」。そして、「国土交通省が案内する「四国の道」、ＪＲによる「ア

ンパンマン列車」、山と海を結ぶ「塩の道」等、本市を含む広域の観光ルートやプログ

ラムが充実しつつある中で、広域連携体制づくりが重要となってきております。」この

ようにされています。３番目の「観光情報の充実」では、「多様なニーズに対応できる

きめ細かな観光案内、観光情報の提供が必要になっていきています。」と、こういうよ

うに書かれておりまして、このような課題に対して、方向性として広域から客が集まる

魅力ある観光地づくりであるとか資源の発掘し活用する活動を支援する。そして、観光

地としてのコンセプト形成や資源、施設をつなぐ観光ルートの開発、観光情報の整備等

は民間団体等と協働、滞在の仕組みを強化、地域住民によるおもてなしの仕組みづくり、

近隣の市町村との連携による長期滞在型観光ゾーン形成に向けての協働的な取り組みの

推進、多くの人が楽しく参加できる環境づくり、市民や観光交流客が観光情報づくりに

参加できる体制づくり、目的別パンフレットの作成、ホームページや広域連携組織等を

活用したＰＲ、高齢者や障害者や外国人に配慮したわかりやすい情報提供システムの強

化と、これが書かれております。 

  これらについて大変膨大な量なんですけれども、主にというかこれらについては商工

観光課が分掌してるわけですけれども、中間取りまとめの取り組みの状況を見ても課題

に対する取り組みについて観光協会が負っている、すなわち観光協会に期待されている

役割がとても大きいものであると考えられます。そこで観光協会の確立の現状について

お尋ねをいたします。 

  最後ですけれども、みんなで築く、最後のところですね、分権に向かう流れにあって

は、基本計画の第６章の「みんなで築く」の位置づけこそが自治体経営の最重要事項で

あったと考える。合理的、効率的財制運営の推進、行政職員の資質向上と適正配置が求

められている以上、市民とともに歩むまちづくりの推進とは、無駄を省き現場のニーズ

にできる限り寄り添った施策の推進であり、現場のニーズを把握するためには住民との

協働の定義づけと仕組みづくりが欠かせないと考えるが、市民の参画機会の拡充、協働

ということですね、そして地域や市民が主体となったまちづくり活動への支援という書

き振りではちょっと狭義に過ぎるのではないかと思われます。 

  そこで合併協定書において新市において新たに設置するとされていたまちづくり委員

会、土佐山田町都市計画マスタープランでうたわれていた地区別まちづくり協議会の現

状を含めた協働の定義づけと仕組みづくりについてお尋ねをいたします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 
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○企画課長（濵田賢二君）    山﨑眞幹議員の香美市振興計画をめぐってというご質問

についてお答えをいたします。 

  まず、香美市振興計画は、ご存じのとおり基本構想、基本計画、それと実施計画で構

成をされておりまして、基本構想では基本的な考え方、将来目標、それから施策の大綱

を定めております。基本構想を実現するために基本計画でその実現のための施策を決め

ておると、こういうことでございまして、そして、基本構想の将来目標の中に将来都市

像、将来人口、土地利用、基本目標について定めておりまして、この目標を達成するた

めに６つの項目立てをして取り組んでおるところでございます。 

  振興計画につきましては、基本構想に基づいて平成１９年度から平成２３年度を期間

とした前期基本計画を策定して現在目標に向けて取り組みを進めております。この基本

計画の進捗状況については、後期基本計画策定に向けて来年度改めて検証を実施する予

定でございます。この検証については自己評価とともに外部評価も含めて実施していき

たいと考えております。 

  そして、現在の基本計画の進捗状況ですけれども、これにつきましては１０月の議会

でもご説明をしましたが、平成２１年１１月に基本計画前期５カ年進捗状況中間とりま

とめということで作成をしております。これは皆さんにお配りをしたとおりでございま

す。基本計画を策定して２年半の状況ですけども、これは自己評価で甘いのではという

声もありましたけども、全体的な評価はまさに全体の７割がおおむねできてるというも

のでした。一方３割については取り組みが進んでいないという状況も数値的には出てき

ておるというふうに認識をしております。基本計画に定められました施策については、

すべてが同時にスタートするわけではございません。市の財政状況や重要度などを考慮

しながら実施をしておりますので、どうしても進捗状況にばらつきが出てくるのはやむ

を得ないことだというふうに考えております。 

  しかしながら、中間取りまとめからその後１年を経過いたしまして来年度は最終年と

なりますので、そこに向けて取り組みを進めていかなければならないと考えております。

そこで、山﨑議員からの基本構想の将来目標の中の土地利用について達成度を含む現状

認識と将来展望に係るご質問をいただいたわけですけれども、振興計画については先ほ

ど申し上げましたように、基本構想で定めたことを実現するために基本計画を定めて実

施をしております。したがいまして、自己評価ではありますけども中間取りまとめで７

割以上の方がおおむねできているという結果が出ておりますので、ご質問の交流拠点、

あるいは交流軸、ゾーン、重点的に定住・交流を促進するエリアスポットの達成度につ

いてもある程度進んでいると考えております。もちろん基本構想は１０年間のスパンに

ついて計画をされたものでありますので、現時点での達成度が十分でないものもあると

思います。平成１８年３月に香美市が誕生してからはや５年を迎えようとしております

けれども、この間、新庁舎建設、ＪＲ土佐山田駅前いんふぉめーしょんの設置、土佐山

田商店街の排水路改修、小・中学校の耐震化、保育園の整備、香北町、物部町での市道
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の改修工事、市営バス交通体系の見直し、これら等々を実施いたしまして、市民の皆様

が安心して安全に暮らせるまちづくりのための取り組みは相当程度進めてきております。

また、農林業、商工観光業等の産業施策についても財政の許す範囲で取り組んできてお

ります。市民の皆様から見たときに大きく変わったというふうに評価をいただけていな

いかもわかりませんけれども、定められた目標に向けての取り組みが進んでいるという

ふうに認識をしておるところでございます。 

  また、現在の香美市の財政状況は、交付税の増額ということもあり安定的な運営状況

となっておりますけれども、国は８００兆円以上の赤字を抱え、円高による経済危機対

策などによるさらなる経済対策を実施しなければならない状況にあります。また、ＴＰ

Ｐへの加盟問題など日本の経済は世界貿易の中で大きく動くことも考えられますし、一

方本市においては、平成３３年度には交付税の全面的な一本算定により大幅な交付税減

額も想定をされております。このような不透明な社会情勢、経済状況、財政状況の中で

香美市は基本構想を実現するために今後とも創意工夫を重ねながら取り組みを進めてい

かなければならないというふうに考えておるところでございます。 

  香美市は、ご存じのように県内でも３番目の面積を有しております。そして、そのほ

とんど、８８％が森林で占められ県内平均８４％を越え、急峻な山岳地帯から中山間、

香長平野と変化に富んだ地形を有し、そして、広大な地域に広範囲に多くの集落が点在

し地域特性を生かした生活を営んでおるところでございます。しかしながら、少子高齢

化、そして過疎化は進行しておりますし、山間地域ではそのことから集落機能の低下が

進んでいます。一方市街地においても商店街のシャッター化、中心地の空洞化というこ

とも言えましょうか、そういった状況が進んでおります。こうした香美市の現状を見た

とき非常に厳しいものを感じますが、基本計画の理念にあります「輝き・やすらぎ・賑

わいを みんなで築くまちづくり」を実践し実現するために前期基本計画の評価、検証

をしっかり行い、平成２４年度からの後期基本計画につなげていきたいと考えておりま

す。 

  さて、後段のまちづくり委員会と、それと土佐山田町都市計画マスタープランに関し

てですけれども、まず、まちづくり委員会ですが、まちづくりを考えるに当たっては市

民を構成員とする組織、広範な市民との協働が必要であることは先ほども申されました

とおり、そのとおりであるという同じ認識を持っております。ただ、現段階では合併後

のまちづくりの指針であり、これを受けての総合計画を論じチェックする機能を有した

地域審議会が設置をされておりますことから、意図されるようなまちづくり委員会の設

置は控えておるところでございます。今後におきましても当該審議会の動向を勘案しな

がら協働組織については検討してまいりたいと考えております。 

  なお、折から総合計画の見直しの次期にも差しかかってきておりますので、この際に

屋上屋とならない範囲においてどうあるべきかを議していただくことも一策ではあると

いうふうには考えております。 
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  また、都市マスタープランにつきましては、校区ごとに住民参画のもと計画を策定し、

そのプラン実現のための住民参画の中で組織発足を促進するような方針を定めておりま

すけれども、現実にはこうした組織の立ち上がりはありません。これも組織化促進のた

めの行政支援が一定入らなければ手法を持たない中で、地域の自主性ばかり求めてもな

かなか困難であるというふうには考えております。そこで、このたびの組織再編に当た

っては、建設課の分掌事務において、これまでの都市計画及び建築に関することに整備

を加えました。これは計画から整備までを一貫して業務と位置づけたものであるからで

す。そのことが協働への条件づけとなりますし仕組みであると認識をしております。 

  なお、初めにも言ったので繰り返しになりますけれども、考え方の基本といたしまし

ては、後期計画の策定に当たっては、手順としては前期計画の自己点検をまず行い、そ

の後外部委員、これは振興計画審議会委員になりますけれども、こういった委員により

まして分析、検証を踏まえた上で素案策定作業に取りかかることで計画をしております。

そういう意味では原案取りまとめの後において審議会委員に諮問をするという形ではな

く、開始段階からお手伝いをいただきたいと考えております。なお、山﨑議員さんにお

かれましては、まちづくり計画の段階からお手伝いをいただいてきた経過もございます

ので、今後、後期計画の策定に当たっては、何らかのお手伝いをぜひいただければとい

うふうに考えておりますので、ご指導も含めてどうか今後ともよろしくお願いいたしま

す。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋橋千恵君）   山﨑眞幹議員の香美市振興計画をめぐってにお答

えいたします。 

  観光協会機能の確立の現況を問うのご質問ですけれども、観光が大きな産業としてと

らえられていく現状の中で、観光協会の役割は大変大きいものと認識しております。振

興計画における観光協会機能の確立については、以前観光協会の総会におきましてもこ

の欄に記載されている点につきまして山﨑議員からご発言がございました。観光協会の

ホームページの立ち上げや行政主導型から民間主導型に切りかえて観光の専門知識や企

画力、各機関との連携強化など動きのある観光協会の組織となることであったと記憶し

ております。 

  観光協会は自立に向けて模索をしております。観光協会機能の確立については、自立

継続の財源がどうしても補助金に頼ることになり現況としましては変わっておりません。 

  観光のホームページは現在香美市のホームページもございますが、香美市地域雇用創

造協議会で観光協会ホームページとして観光案内をしておりまして、より自由な発想で

ブログ記事を掲載しております。また、観光の振興についても観光協会の機能を協議会

が担っている部分もございまして、共同でイベントや物産展を行っているのが現状です。

十分な機能を果たしていないことは大変認識しております。 
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  今後の組織のあり方につきまして、雇用創造協議会とともに関係者が集まり検討する

会議で組織の形態、自主財源の確保、運営の仕方など、課題や香美市の方向性などにつ

いて話し合いの場を来月持つようにしております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   昼食のため１時まで休憩します。 

（午前１１時４６分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    それでは、休憩前に引き続きまして２回目の質問ということ

で質問をさせていただきます。 

  まず、拠点、軸、ゾーン、いわゆる土地利用イメージ、前回の計画によるところの全

体の構造の中で物事を考えていくという話なんですけれども、先ほどの課長のご答弁あ

りましたように、確かにある意味鳥の目で見たというか各事業の達成度についてはそれ

ぞれおおむね７０％ということで達成をされていると。そして、それぞれのその項目に

ついてはいろんな、さまざまな要因によって、例えば予算であるとかそういう要因によ

って進捗状況は違うけれども７０％ということはおおむねいってるんじゃないかという

ようなご答弁だったと思います。ただしかし、この新しい市の将来像、町の全体像がな

ぜ全市民に対して配られたという経過を考えてみると、やはり細かいところは細かいと

ころにしても、こういうふうに大まかに町の姿を見るという姿勢が、そうしながら視点

を置きながら整備計画を進めていきますよというお約束ではなかったかというふうに思

います。先ほど進捗のことについて多分その町の交流拠点についてのことが主だったと

いうようにお聞きをしましたけれども、新しい市役所がほぼできましたと、商店街の排

水の整備もできています、駅前にはいんふぉめーしょんもできましたというふうなこと

でありましたけれども、１点それでいうと町の交流拠点という部分と、それから「ま

ち」のエリア、市街地ゾーン、それに関連しては一定整備がされているというふうに見

えるわけですけれども、じゃあ振り返ってほかの「さと」であるとか「もり」であると

か、いろんな大自然、触れ合いであるとか、自然活動であるとか、そういうふうなとこ

ろから見たときに、山田だけがようなってと、駅前だけがようなってと、実際けど、き

ょう自分も昼ご飯を食べにいきましたけれども周りになかなかご飯を食べるところも十

分じゃないような状況の中でですね、そのような誤解も招くというふうなことにもなり

かねないのではないかというふうな感じもいたします。ですから、やはりその進捗状況

のチェックをする場合に、この次の課題にはなると思いますけれどもそういう視点での

１つの検討を加えるという視点をお持ちなのかどうなのか、ちょっとそこら辺をお尋ね

をしたいと思います。 
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  それとですね、最初にも言いましたように結構大きなフライを打ち上げているもので、

どこにちょっと落とそうかということがあるわけですけれども、一つこの将来展望とい

うことをお尋ねをしておりますので、この構想の中で１カ所ちょっと重点というか的な

場面について見解をちょっとお尋ねをしたいと思います。それは、研究学園交流拠点に

ついての部分です。研究学園交流拠点というのは、その後の記述におきましても市街地

ゾーン、ここのところですごく重要な記述がされてるんですけども、ここを皆さんとい

うか、ひょっとしたら見逃しているのかなと思います。 

  まず、ちょっと詳しく言いますとですね研究学園交流拠点、高知テクノパーク、高知

工科大学周辺については、「高知テクノパーク、高知工科大学周辺の新たな街は、県・

市の発展を担う知的産業・人材育成エリアとして、さらなる企業誘致を進めるとともに、

本市の教育や地域産業の可能性を伸ばす研究拠点として機能の充実を図ります。また、

教育機関と田園環境が調和した地域の特徴を生かしながら、新しいまちの顔を育む交流

拠点として充実を図ります。」このように書き込まれています。そして、市街地の部分

でここがすごい重要なんですけど、「市街地ゾーン 市街化区域及び市役所・支所中心

の市街地」というところでこのように書かれています。「市役所周辺の中心市街地（市

街化区域）、香北支所、物部支所周辺の市街地に加え、最近、街としての顔が形造られ

つつある高知工科大学周辺もここに含みます。」ここに含みますということは市街地ゾ

ーンに含んでると。このことをまず１点確認をお願いしたいと思います。そして、その

後で「道路、上水道、公園緑地等の生活基盤施設の整備、住宅・宅地の整備・再整備等、

都市基盤の充実を図ります。また、防災拠点の」それは以下ずっとあります。そして

「まち」のエリアです。「「まち」の定住・交流促進重点エリア」においてもこの研究

学園交流拠点は書き込まれています。このように書いてあります。「土佐山田町におけ

る「『まち』の交流拠点」と「研究学園交流拠点」を含む地域は、本市の都市発展の鍵

を握る中枢エリアとして一体的に捉え、良好な住宅地づくりや都市機能の育成等、適正

な都市機能誘導を積極的に図ります。」。 

  ここでもう気がついた方は気がついたと思いますけども、問題なのはこの地域はただ

いま現在市街化調整区域、農業振興を図る区域として線引きをされております。このこ

とについて一体的なというかひとつ統一見解をお願いしたいんですけれども、まちづく

りの基礎をこの進化する自然共生文化都市という、この振興計画において計画の趣旨と

して市民と行政がともに目指すまちづくりの将来目標として、また、地方分権時代に対

応した自治体の経営指針とするために策定する計画、これは一番上位計画とするならば

もう既に工科大学の周辺については一定市街化区域もしくは線引きを外す、そのような

施策が必要ではないかと、このように考えます。前回の決算審査の折、私も質問させて

いただきました。東部流域のその下水道整備区間は、これは昭和５８年に予定がされま

して平成２１年度の決算審査の中で向こう７年間の間にこれを整備するという計画区域

の中に神母ノ木地区が取り込まれました。ということは、やはりそれだけ、昭和５８年
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の時代からいうと随分状況も変わりまして大学ができたりしたことはありますけれども、

実際問題としてその町の周りの状況を見ますと、前回も言いましたけども、その委員会

のときだったと思いますが、もうその神母ノ木周辺というのは私の目から見ると非常に

過疎化が進んでしまって、もう人がだんだんいなくなるという状況が現実問題として進

行をしています。その中で公共下水道を今さらという考え方も一方ではあるわけですけ

れども、やはりそれをプラスの面にとらえるならば、やっと予定されてた公共下水道が

向こう７年にくると、そうなったらいよいよ、やはりそこは研究学園都市としても一体

的な施策を持っていろんな人がそのまちづくりに参加できるような基盤を整えるために

一定その線引きについては見直しをすると、そのような方向性が必要なのではないかと

いうふうに思います。その点について、将来展望ですけれどもどのようにこのことをお

考えなのかをまずもってお聞きをします。 

  きょうの高知新聞の「声ひろば」というところにおもしろい、これ工科大の場合にそ

っくりだなと思う記事がありましたのでちょっとご紹介しますけれども、これは自衛隊

員が気の毒だという記事なんですね。そこについては、「自衛隊の新高知駐屯地ができ

たんだけれども周辺に店舗が皆無で最寄りのＡコープまで３キロもあると。繁華街に繰

り出そうにもバスはなく、最寄りのくろしお鉄道香我美駅まで３キロ、列車は１時間に

約１本で快速は停車しない。駐屯地内に飲食店が１件あるが品数が少なくオーダースト

ップは夜９時でしかも営業は平日のみ、これでは隊員が気の毒だ。」こういう記述があ

ります。 

  工科大、平成９年にできまして随分たちます。その中でじゃあ一定その周りの環境整

備、工科大ができる前にその工科大学を受け入れるための地域での話し合いが持たれま

した。後に副知事になられます河野さんが担当で来られまして、そのときに工科大学を

整備するときに一緒にその周辺の整備もしましょうというような一定のお話があった中

で、いまだに１９５号線についてはなかなかその改良が進まない。というのは、子ども

たちは毎朝毎朝あの道を自転車、バイク、場合によっては車で通ってますけれど物すご

く危ないです。そんな状況も、限られた時間ですので余り言っているとほかのこと言え

なくなりますので、さまざまある中でやはり工科大学がある町としてお互いにもう少し

優しい関係にならなければいけないんじゃないかと、そのように思います。この件につ

いては次のバッターボックスがあればそこでまたまとめていろいろとお話をさせていた

だきたいと思いますけども、少なくともこの振興計画の中では市街化区域というか市街

地として立体的にとらえてそのように整備をしていきたいという方向性が見えてますの

で、それを現実のものとするためにはやはりそこをもう一度考え直していただければと

いうふうに思って、その点について将来展望としてお尋ねをしたいと思います。 

  次に、観光の問題ですけれども、これは結局、今本当に答弁の中で雇用創造協議会の

話も出しながら一定の努力というか、ことはやっていきたいというようなことがありま

したけども、何様、多分やらなければいけないんであろうと思われることが物すごく多
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いわけですよね。多いし、やっぱり、いわゆる分権の時代においては自治体経営の基礎

原理としては自己決定、自己責任、あと自己負担と、このように言われているわけです。

その中でそれらに大きくかかわる財政というのは、香美市の場合もほかの自治体と変わ

らず依存財源というものが物すごく多くて、自前の財源をふやすということは、一つは

税収を上げていくということになると思うんですけれどもその自己責任、自己決定、自

己負担の原理にできる限り近づいていくことには、じゃあ税収を上げていくためにはど

うすればえいかという観点から見ると、香美市はご存じのように数々の資産があります

ので、中長期的に見れば農林業が大きな可能性を秘めていると思います。しかし、少し

磨けばね、この時代の流れに沿って少し磨きをかければ大きな可能性を放つ分野が観光

であると。そして、何よりも今大きな追い風が、県というところから風がビュービュー

吹いております。この県の、「ポスト龍馬伝の推進」のところでも、例えば今後の重点

的な取り組みという中では土佐の歴史をフルに活用した観光ＰＲ、プロモーションを行

っていくであるとか、食、花、町歩きなどをテーマにした誘客策に取り組むであるとか、

あとは広域ブロック、東部、中央部、西部ごとに１泊２日以上の滞在が可能な観光エリ

アをつくり上げる。このようなことに対して県はできる限りの支援をしましょうという

ことで体制を整えつつあるわけですよね。それに対して本当に今の体制でこれで間に合

うのか、既に間に合ってないと思いますけども間に合うのかということが大きな課題だ

と思います。 

  観光協会、皆さんご存じ、この議員も含めてですけどもほとんど会員さんの方が多い

と思いますけども、この中で、例えばちょっと古いですけど平成２１年度の総会資料で

す。総会資料の中で、この現状を見るとすれば事業報告、そして事業計画、決算、予算

から判断しても、とてもその大きな期待に対して、やるべき事務に対してこたえられる

ようなものではないように思います。その補助金にね、継続財源の補助金に頼っている

というお話もありました、補助金１１０万円ということなんですけどもこれずっと変わ

っておりません。その中で決算を見ても事業計画を見てもほとんどがイベントの参加と

か協力ということで、磨きをかければ光るようなものに対して政策的に磨きをかけて、

そのすそ野を広げながら収入を上げていくというか売り込んでいくというか、そういう

ところの役割を担うようなものではないんじゃないかと見えます。それのそういう認識

の上での観光協会の機能の確立ということだと思いますけれども、先ほど雇用創造協議

会等いろんな部分で協働しながら成果を上げていきたいと、このようなお話もありまし

た。確かにこの見る中でも雇用創造協議会っていうのは出てきます。しかし、その雇用

創造協議会自体も実は推進事業と実現事業と両方あるわけですけれども、この中にもそ

れぞれ負っている役目がありまして、どちらかというとその役目について重点的にやら

なければいけないということが優先するのではないかと、そのように思うわけです。 

  まとめて言いますと、今度の検討委員会を立ち上げて検討を行うとおっしゃいました

けれども、その観光協会機能の確立という部分に対してどこまでの機能、イベントとか
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今負っている機能ではとても自分は間に合わない、この時代の要請にこたえられないと

いうふうに思いますので、どこまでの機能を予定しているのか、そして、いつまでのめ

どをもってやろうとしているのか。現在観光協会あるわけですよね、この観光協会、観

光、特産品、イベント、３つぐらいたしか部会があったと思いますけれども、その部会

まだ変わってないんじゃないかなというふうには、ちょっと古いのであれなんですけど

まだ現状としては部会の割り振りですね、観光事業部、特産振興部、イベント部という

のは変わっていないような、自分もメンバーの一員なんで思いますけれども、それにつ

いて、今の現状でその観光協会と下話というかしたのかどうか、それについてお尋ねを

したいと思います。 

  最後ですが、まちづくりですね、まちづくり、いわゆる住民との協働についての定義

と、そして、それをどういう形でどこに担わしていくか、どこに担ってもらうようにす

るかというところなんですけれども、やっぱり翻って考えてみますと地方分権の流れに

ついてはやっぱり中央集権的な国づくり、地域づくりというものが時代の要請に合わな

くなったと。そして、その地方主権的っていう、国が公平をスローガンにして行政をリ

ードする仕組みに大きな時間やお金の無駄があることがなかなか看過できなくなったこ

とが大きな要因でして、そのことは、この合併協の中でも合併の背景とその必要性とい

うところに地方分権の進展でありますとか、さまざまな要因を挙げて、厳しい財政への

対応を含めていわゆる国の地方に対するある種の締めつけが合併の大きな理由としてえ

んきょくに書かれていると、このように思います。 

  そのような文脈の中でみんなで築くを考えた場合に、片方で合理的、効率的財政運営

の推進にあり、そして行政職員の資質の向上、適正配置があるということは、要は、そ

こで無駄だと思われていることとかものとか人を減らして、ことはより合理的に、もの

は節約して、個々はパワーアップをしてというふうにこうなるわけですけれども、実際

にその自治体の業務っていうのは、委任業務がおりてきたりいろんなことで普通考えて

もふえとるというふうに思うわけですよね。その中でやっぱりその点が１点と、そして、

今まで曲がりなりにもいろんな、曲がりなりにもと言うと失礼ですけれどもいろいろな

施策を国として考え、メニューを用意していてくれたものがその分メニューを考えるこ

ともあんたらでやってね、自己決定、自己責任、自己負担という中でね。あんたらでや

ってねとこう言われたときに、もう言われているかもしれませんけど、今までの国のメ

ニューに沿ってある意味こう粛々と業務をこなしていけば自治体としてある意味よかっ

たのかもしれないわけですけれども、その施策づくりまでやらなければならなくなった

ときに、いまだにある種中央集権的な流れの中に少なからずある行政の組織が市民の負

託に対してしっかりとこたえられる機能を維持するため、そのための仕組みというのが

ここに書かれている市民とともに歩むまちづくりの推進の協働だと私自身は考えていま

す。 

  ところが、やはりその協働のこの書き方によりますと、先ほど課長の説明もありまし
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たように地域の活性化活動に対する支援でありますとか、参画についても評価委員どま

りとか、そしてイベントを支援しますとか、今度の新しい課等の編成の中においては、

自治会活動に対するもう少しの位置づけであるとか、消防、交通安全に対する協働であ

るとか、その他のことは新しいことも随分書かれていますけれども、やっぱりそれより

も一つ二つ飛び越した、もうちょっと先を考えたまちづくり体制というものが一定望ま

れているのが地方分権の時代の要請ではないのかというふうに考えるわけです。 

  そして、先ほど課長のほうから、何ですか、地域審議会ね、地域審議会があるからこ

の合併協定書の中で２３－２４、その他の事業の取り扱いに関することの中の１７番、

まちづくりの委員会は新市において新たに設置すると、こういうものが書かれているの

にもかかわらず４年以上たってこれができていない。そして、地区計画、この都市マス

タープランの中にも書かれている地区計画ですね、これについてもまだ未編成である、

この取り組みもしていない、そのことが地域審議会もあるし、ひょっとしたらそういう

のをつくって屋上屋になるかもしれんきというところで、一定じゃあ地域審議会ってい

うのは何かというと、地域審議会に関する協議書というのがありますけど、この中で言

うと所管事務としては、所掌事務としては市長の諮問において審議し答申するものとす

る。１、新市建設計画の変更に関する事項。２、新市建設計画の執行状況に関する事項。

３、その他、市長が必要と認める事項。要は、委員の中の４分の１の招集で会を開ける

ようなことも書いてますけれども、先ほど自分が説明したような協働のためのまちづく

りの会とは若干というか大分位置づけが違うように私には聞こえます。このことがまち

づくり委員会、いわゆる協働の仕組みをしっかりと考えていくことに対する阻害要因に

はなり得ないのではないかと私は考えるわけですけれども、その点についてどのように

お考えなのかお聞きをしたいと思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    山﨑眞幹議員の２回目のご質問にお答えいたします。た

くさん、私が１回目にお答えしたことに対して引用されたりしてご質問されましたので、

ひょっと抜かることがありそうな、かもわかりませんけれども総論的にまずお答えをし

てまいりたいと思います。 

  まず、総合計画のあり方についてですけども、私は合併を通じてですね、これまでの

総合計画への向き合い方、とらえ方っていうのはちょっと方向を変えないかんだろうと

いう思いがございました。たまたま私も合併協を通じて現在の職にあるわけですけども、

そういった経験を踏まえて考えたことは、１つは総合計画であるといえども絵にかいた

もちにしてはならんということ。もう１つは、自分でやっぱり策定すべきじゃないかと。

コンサルの力をかれば立派な書きもんはできるんでしょうけど、それだけではどうも本

当に自分たちの計画としてのものに位置づくんだろうかという、ずっとその思いを持っ

て現在の総合計画の策定に当たってきました。ただし、初期の部分についてはどうして



 

－41－ 

もその表現等々を含めてプロの手をかりなければならないということもあって、第１次

の総合計画の立ち上げについてはコンサルさんの導入をお認めいただきました。ただ、

そのときにも約束をいたしましたとおり、後期の策定に関しては自力でやりますよとい

うことを申してきました。これもアンケート調査についてもどうしても私どもがそのノ

ウハウを含めて持たない部分がありますから、このあたりは多少プロの手をかりなけれ

ばならないにいたしましても基本は自力で次の後期策定はしたいというふうに思ってお

ります。そういった意味合いでは、１回目もお答えをいたしましたように山﨑議員には

合併協のまちづくり計画にもかかわっていただいた経過もございますので、何らかの形

でお手伝いをいただきたいというお願いもしましたので、そのことを踏まえて今後また

お力添えをいただけたらというふうに考えます。 

  工科大を含めた片地地区の部分のお話も出てまいりました。これは、一つは工科大の

周辺との絡みについては位置づけとしては総合計画の部分にもしっかり書き込んである

部分がありますが、さっきの話の中でも言いました都市マスの中でもやっぱり片地地区

のまちづくりについては工科大というものもそこに書きあらわしておると。もう１つで

すね、もう随分以前になりますけども拠点都市というのがございまして、拠点都市計画

の中に工科大周辺の部分については学園都市構想というものを持ってきた経過がござい

ますけれども、これも拠点都市にかかる後ろの法律がなくなった関係上、何となく動き

がなくなっております。一方でこの拠点都市法に基づく学園都市構想というのは、今、

山﨑議員が言われた公共下水道を一つの軸とするまちづくりをここで描いておった部分

もありますけども、たまたまその公共下水道、今さらというお話も出てきましたけども、

これも山﨑議員がおっしゃるように今さらであってもこの公共下水道というのは町のイ

メージに大きく影響する部分ございますから、これは遅々としてスピードがなかなか上

がらないままで今日に至っておるとしても今さらと言われてやめるわけにはいかんし、

やっぱりこれはまちづくりの観点からも進めるべきだろうというふうな思いでおります。

そういった意味では、その学園都市構想は拠点都市法がなくなってもやっぱり私たちの

精神の中にしっかり位置づけて、これからの行政課題として取り組んでいかないかんテ

ーマだろうというふうに考えております。 

  それと、工科大周りに関するまちづくりを含めて、これ工科大との連携というものに

ついては、連携協を立ち上げてこれまでも意見交換等行ってきました。ただ、情報の交

換程度にとどまってきておりましたけども、ここ最近やはり具体的な施策を持って協議

会というものを動かしていこうというような状況がございます。一つには、その成果と

して工科大の奨学金制度ができました。最近は、今、山﨑眞幹議員が言われました１９

５の第２次改築がなかなか進まん、しかし、そうは言っても学生の安全というものを確

保する意味ではもう少し違う視点から努力をせないかんだろうということもありまして、

エコサイクル自転車を使った部分での通学というものについてもちょっとこれから協働

しながら取り組んでいこうというようなことにもなっております。そういうような、例
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えば１例を挙げたら具体的な動きがあるわけで、そういった意味ではこの連携協議会と

いうものを有効に機能させていくべきだろうというふうに思っております。これは、一

つはこれまで報道等を通じてご承知のようにマネジメント学部については県立大学との

合体ということで高知市へ動きそうだということがあります。このことがマネジメント

学部だけの問題に終わればいいんですけども、そういうことでなくてもう少し将来的な

部分を展望したときに、本当に工科大というものがここにおるということをだれが保障

するのかということを考えたときには、私たちは工科大というのは一つのこの私たちの

町のまちづくりの核であるという位置づけに立ってしっかりお互いに連携しながら、そ

こに支援をしながらまちづくりをしていくということがあるだろうというふうに思って

おりますので、この工科大周りのまちづくりというものが決して捨たったというわけじ

ゃございません。そういった認識にずっと立って作業をしておりますし、今後その計画

の中にも生かしていく必要があるだろうというように思っておりますので、そういう意

味でのご理解をいただけたらと思います。そんなことのお答えになろうかと思います。 

 それから、もう１つ、ちょっと観光協会のお話は商工観光課にお譲りするにしまして

もそのまちづくり委員会に絡んでの話ですけれども、住民との協働の定義という、どう

認識しておるかということですけれども、まず、まちづくり委員会っていうものもまち

づくり計画、あるいはその合併協定の中でしっかりうたわれていることは私ども忘れて

おりません、認識をしております。ただ、やっぱり、今じゃあすぐできるかというとい

うたらなかなか、４年もたってしてないやないかとおっしゃられる方も、片側でもっと

今待てない状況にある、例えば地域であるとか、集落であるとか、そういうものへの対

応、ここのまちづくり部分の視点をちょっと急ぐこともあってそこに力を注ぎたいと。

山﨑議員のおっしゃるまちづくり委員会はそういうふうに約束事としてありますので決

して否定も無視もするわけじゃありませんけれども、今片側で急がれる分についてやは

り具体的な策につなげていくようなことを今は急いでしたいという考え方であります。

ちょっと地域審議会がそれをもって阻害要因になっちゅうかと、そういう認識ではござ

いません。まちづくり委員会と地域審議会の役割がおのずと違う部分もありましょうけ

ども、何もかも一遍にということはようしません。済みません。順番にしていくという

観点でのまちづくり委員会についてのとらえ方ですから、決して地域審議会が阻害要因

になっておるわけでもありませんし、このことを無視しておるわけじゃありませんから、

そこはあえて私の思いを言及させていただきたいと思います。 

 それから、そういう意味ではその地域との部分を、今私は本当に協働ということをあ

る意味時間と力というものを、力というのはお金、人ですね、こういったものをかけて

つくり上げていかんと本当に地域が捨たっていくということがありますので、まちづく

り委員会という共同体よりも地域の共同体というものをつくり上げることをちょっと急

ぎたいというふうに思っております。これは山崎晃子議員さんのご質問にもお答えして

きました、そういう観点で協働というものを見るし、今の段階では小さい意味合いにな
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るかもわかりませんけどもそういった思い、定義づけをしておりますからそこはひとつ

ご理解をいただきたいと。山﨑眞幹議員のご指摘のことについてはそのとおりやという

認識のもとで、今そういうふうに思っておりますからよろしくお願いをしたいと思いま

す。 

  それと、国のメニューのもとでやってきたことが今日ではどうなのかという部分では、

本当に分権、あるいはその権限移譲の中で私たち自治体の職員が考えなければならない

ことと、やらなければならないこと、その向こう側にやはり地域というものがあります

から、ここは行政としてご指摘をいただいたことについては考えちょらないかんと、言

われたとおりしよったらえいという時代じゃないということは十分認識をしております

のでよろしくお願いをしたいと思います。 

  今回は随分組織再編に絡んでのこともありましょうけれども、その地域に対する行政

のあり方、対応というものが随分問われております。これは私はこの中でもお答えをし

ていこうと思っておりますけども新しい発想というものを持たなければいけないだろう

と、それは、１つは国のメニューの言うとおりしよったらえいということじゃないこと

が発想の根底にあるかと思いますけども、そんな考え方、そういった意味ではコミュニ

ティーとそれから暮らしにかかわる部分については地域あるいは行政の総合力を持って

協働をしていこうというふうに考えております。こういった観点でまちづくりというも

のをとりあえずは動きとして持ちたいということがありますから、この地域の中でそう

いった組織をですね、しっかり安定的に固まってきた、そしたらそれを集合し、かつ学

識経験者を交えた部分でそういったまちづくり委員会というものをつくることも我が町

の一つのあり方、方向性という部分では、あり方ではないかというふうに考えておりま

す。 

  あちこちあちこち話がしました。全部全部ちょっとようお答えし切れていないと思い

ますけども、済みません、よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）   山﨑眞幹議員の観光協会機能の確立の２回目の質問

にお答えいたします。 

  今年は龍馬博もございまして高知県への入り込み客数が４００万人を超えております。

香美市は龍馬に関するイベントや施設は余りございませんが、中央に近いこともあり観

光客の伸びは少しではありますが感じております。来年３月５日から平成２４年３月末

まで志国高知龍馬ふるさと博が高知駅前に整備されることになっております。県が４０

０万人観光、１,０００億円産業に向けて情報発信していく中で、香美市としても集客

力の大きい施設があることから観光を産業ととらえて動きのあるものにしていかなけれ

ばならないと思います。 

  そのような状況の中、かねてから観光協会の自立を模索しておりました。イベント等
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での売上金を基金に積むこととしておりますが、人件費を賄う費用を捻出するにはほど

遠いです。この自立についての件は観光協会でも話し合ってきましたが、結論としまし

ては決定されておりません。今後の観光協会の組織のあり方については、雇用創造協議

会と連携している部分が多々ありますので、双方を網羅する形で創造協議会の事業が終

了した後の平成２４年度からのあり方について話し合っていくこととしております。検

討していく中ですぐ結論が出ないかもしれませんが、指定管理の受託や事業を起こすな

ど、香美市のまちづくり、産業振興を組み入れることが肝要だと思います。そのために

も議員の皆様も会員になっていただいておりますが、観光協会へのご意見を賜りたいと

思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    じゃあ３回目の質問をします。小松さん、済みません、あと

何分？ 

○議会事務局長（小松清貴君）    あと、１５分。 

○３番（山﨑眞幹君）    あと１５分、はい。一応時間を聞いておかんとやばいですか

ら。 

  済みません。僕もとっ散らかっていろいろ、すごくふろしき、言ったようにふろしき

を大きくするというか、球を高う打つというか、そういう話で今回をやらしていただい

てますので、答弁の方のほうも随分、ちょっとあれしたと思います。 

  その将来目標についての中で一定取り上げました高知工科大学周辺、いわゆる学園都

市に関する整備ですよね、それは、その可能性についても実は、課長これご存じやと思

いますけども大学人材との連携による合併都市における都市再生計画検討調査報告書、

これは平成１９年３月に国土交通省の都市・地域整備局というところが主導しまして、

いわゆる大学人材との連携によって合併都市における都市再生計画検討について調査を

したわけですね。その中でたくさんの方もやはりワーキンググループの中に参加をして

おられまして、企画課長もおられたような気もしますけれどもおられないですかね？し

て、そのことについて開局的に検討しました。それで、何でもそうなんですけれども結

局たくさんの検討をする、これにしても一番最たるものは合併に際して皆さんが一生懸

命取り組んだこの合併協議会ですよね、これに対して皆さんがつぎ込んだ労力、お金、

それは本当に膨大なものがあると思います。それの中でまとめられたことについてやは

りその膨大なコストを考えると、それをしっかりと住民、市民の方に還元するという作

業がどうしても必要であると私は考えます。そして、この大学人材との連携による合併

都市における都市再生計画検討調査報告書、この中にもたくさんのことが盛られており

まして、先ほどちょっと一番大事なところが抜かっております。これ多分もしかしたら

市長の答弁になるのかもしれませんけれども、いわゆる全体的に見て学園研究都市あた

りをどういうふうな整備をしていくか、やはり土地の利用の仕方が大きくかかわってく
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ると思います。私はその線引きを外せとかそういうことは言っておりません。線引きの

見直しというものが、つじつまがその計画の中で一定必要じゃないかということで、こ

のことを議題にどっかで上げてぜひ取り組んでいただければなというふうな視点で物を

申したつもりでございます。そのことについて一定答弁がいただければ答弁をいただき

たいと思います。 

  本当に、やはり香美市に大学があってよかった、大学としても香美市でよかったとい

うふうな、いわゆるウィン・ウィンの関係を築いていくためにはもう十四、五年たちま

したのでね、そろそろお互いが落ちついて周りを見回しながらじゃあどういうところか

ら協力していくのか。先ほどの整備の件につきましても、これはやっぱり一つ大きな追

い風というのは県から吹いてきていると思います、観光と一緒で。これは公設民営から

いわゆる公設になり公営になりましたので、そのことによって周辺整備についてももう

少し県のほうもしっかりと追い風を吹かせる、そのような役割が一定あるように私には

感じられます。そのことを一つのスプリングボードにして、ぜひ１９５号線当たりの改

良にも取り組んでいただければというふうに、このように考えますのでそのことについ

てもお答えをいただければというふうに思います。 

  そして、観光協会なんですけれども、平成２４年、雇用創造協議会が終わった段階の

話ということですけれども、終わったら終わってしまうということが一つは考えらえま

す。それじゃなくて、もうちょっといわゆるスピードを速くして、そのことについては

一定の話し合いが必要ではないかなと私自身は考えております。これ一つ問題になった

んですけれども、その雇用創造協議会ができて観光協会が担うべきいろんな事務が、事

務というかやるべきことが一定その雇用創造協議会のほうに割り当てられるというか振

り当てられたときに、実は観光協会の中の各部会のメンバーの中からは、じゃあ今まで

の私たちはどうなるのっていうふうな声が聞こえました。今回もそんなことが余りない

ようにやっぱり全体で取り組む必要があると思いますので、関係の皆さんにはしっかり

根回しも含めて話をつなぎながら円満に、本当にたくさんの課題のある、そしてたくさ

んの可能性のある観光部門については、早急に新しい体制でもって臨んでいただけたら

なというふうに思います。 

  それで、やはり志国高知ということで来年度３月５日からこれは歴史、志の国で、過

去の歴史というところでちょっと県のほうも考えてるみたいなんですけれども、香美市

の場合は、一つは過去じゃなくて今もしっかりと志を持った観光地が実はあります。そ

れはどこかというとアンパンマンです。アンパンマンというのは駅前にやなせたかしさ

んがあそこで情報交流施設でしたか、何でしたっけ、いんふぉめーしょんですね、あれ

をつくることに対して大変な協力をいただきまして、４月１日雨が大変降ってましたあ

のときにもう高知に、山田においでられて、そしてあそこにアンパンマンの絵をかいて、

その書いたことが「なんのために生まれて、なにをして生きるのか、こたえられないな

んて、そんなのはいやだ。」と、こう書いてあった。でアンパンマンが飛んでるんです
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ね。そして、香美市の１３のキャラクターはやなせたかしさんのものですね。そんなこ

とから考えますと、やはりアンパンマンというものに本当に特化して香美市をアンパン

マンの聖地にする。アンパンマンの志というのは、それはアンパンマンのマーチの中に

たくさんありまして、愛と勇気だけが友達だとか、今を生きる熱い心に燃えるとか、ほ

ほ笑んでとか、うれしいんだとか、恐れないでとか、みんなの夢を守るとか、そういう

たくさんの志を持っています。そういうものを核としたまちづくり、観光地づくり、そ

んなことも本当に早急に志国高知の観光地づくりについては取り組むことがたくさんあ

りますので、このことについてもこんなこともじゃあどこで一体そのことを話す、そう

いう意思を持った人たちが集まって検討しながら施策を前に進めていくことができるの

かということになるとですね、非常にどこかわからんということが現実であるというふ

うに思います。 

  それで、あと１つは、その将来の姿ですけれども、一つの取り組み方としてちょっと

時代おくれかもしれませんがある種第三セクター方式のようなもののことも一緒に考え

たらどうかということです。そのお金の部分は１１０万円が人件費というのは非常に厳

しいわけですから、ここはぐっと後の皆さんの検討になると思います。検討されるかど

うかもわかりませんけれども何千万円かの、２,０００万円とか３,０００万円ぐらいの

いわゆるものを出しながらこれから先の税収を確保する、そしてそれにつながる一番質

のよい観光につながる部分の活性化を図るというふうな施策もぜひ行っていただきたい

と思います。このことに関しては、去る１１月２７日の香美市の旧３カ町村商工会創立

５０周年におきまして尾﨑知事が参られました。そのときにこの産業振興計画に対する

並々ならぬ決意とともに香美市にある森ですね、森、別府峡、アンパンマン、龍河洞と

具体的に示されてですね、そして、最後が香美市の発展が高知市の発展につながってい

く市政を願っていると、大変なエールを送っていただいてます。ぜひ早く取り組んでい

ただきたいというふうに思います。最後、その件についてちょっと見解をお伺いをした

いと思います。 

  最後に、その住民との協働の部分ですけれども、時間があと５分と言われてますので、

そうです。ざっと言いますとたくさんの思いがあるわけですね。例えば最初には地域が

まとまってそれが組織化されたときにそれに対応するようなものをつくっていきたいで

ありますとか、それから、先ほどの答弁の中では地域の共同体をつくることが先決であ

るとか、さまざまなことが考えられると思います、このまちづくりについての市民との

協働については。ご存じのようにこの自治体というのは、二元代表のもとで議会も市長

もともに住民の負託を受けて、香美市としては「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築

くまちづくり」、そして、山・川・町・人が躍動し支え合い響き合う、進化する自然共

生文化都市の実現を目指しているわけです。その中で議会としては、ご存じのように議

会改革特別委員会をもって市民の負託にこたえるための議論を既に始めています。そし

て、その中でやはり全国的な流れを見ると、地方分権というものは市民がその中で声を
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どのように反映させるか、市民が政策づくりにおいては議会とともに、そして政策の推

進については行政とともに、このようなことが一定私自身の中では何となくイメージが

できる。とすると、先ほどさまざまなあり方、協働のあり方が考えられるということは、

一方のいわゆる行政としてもそのあり方をしっかりと位置づける、いわゆる香美市の住

民自治条例、このようなものについてもその次の見直しのときにはぜひ皆さんにお考え

をいただいて、ともに築くまちづくりについても議会と一緒にぜひスタートを切ってい

ただいたらと、そのように考えます。市民と行政とは相方であるというふうに課長は答

弁をされました。私は市民と行政とは運命共同体であると、このように考えます。そし

て、全体の仕事の量が変わらない中で一方の行政の仕事量がどんどんどんどん減ってい

く、減っていくというかできることが少なくなっていくとすると、その行政の仕事量で

しか賄えるものでしかそこに暮らせない、どんどん縮小していく、人口減っていく。く

しくもこの間、自治共生ビジョンですか、高知のつくったので見た平成４２年の人口推

計は２万人ちょっとでした。これに対してもその数字が説得力があるだけに、やはり運

命共同体としては一緒になって頑張っていかなければいけない、このように考えますの

でその点についてもよろしくお願いをします。 

  もうそろそろ時間が来たと思いますのでこれですべての質問を終わります。答弁をよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   山﨑眞幹議員のご質問、今、企画課長のほうからそれぞれお

答えを２回にわたってしたわけでございます。大変、山﨑議員自身が申されております

ように大変広範囲に、また次元の高い質問であるわけでございます。しかし、ずっとお

聞きをしまして、山﨑議員の質問は４年前と変わっていないな…。 

（笑い声あり） 

○市長（門 槇夫君）   というふうに聞いてきました。現場でやっている者と周囲で

見ている者とはなかなか一致がしにくい部分があるわけでございますので、まずその点

はひとつはご理解をいただきたいと思います。 

  １点、交流拠点の中で、２回目のご質問のときにご指摘がございましたが、山田周辺

は一定の１つの振興が図られておるが里としての交流拠点地域の整備が図られているの

か疑問を呈したように私はお聞きをしました。しかしながら、今日４年間の経過の中で

香北にしろ物部にしろそれぞれの事業を着実に推進をしてきておると私は思っておりま

す。例えば物部におきましては、若干おくれはいたしましたが高齢者の介護施設も設置

をすることに決まりました。また、プラザに歯科診療所も移転をすることにしました。

そして、奥物部のべふ峡温泉につきましてもチップボイラーの導入であるとか、そして

施設の建て直しの努力もしてきたつもりでございます。そういうことで、現実的に課題

にあるものを確実にやって進めていくのも、これも行政の大きな仕事でありますのでそ

の点はご理解をいただきたいというふうに思います。 
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  また同時に、町の、学園都市という言葉をよく使われて今ご質問をなされましたが、

工科大周辺につきましては学園都市構想が以前ございましたが、それはご承知のとおり

の状況になっております。この振興計画の中の「研究学園交流拠点」というところを読

んでいただいたらはっきり書いてあります。「テクノパーク、高知工科大学云々」と書

いてありまして、「教育機関と田園環境が調和した地域の特性を活かしながら」という

ことで、あの周辺の田園地域と調和しながら知の、いわゆる知的機関の充実を図ってい

く、また交流を図っていく、そして、テクノパークへ誘致した企業との技術提携も図り

ながら研究機関としての充実を進めていくということも一つの大きな視点として取り入

れているわけでありますので、そういう面からも、ひとつ側面からも見ていただきたい。

ただ単にあそこをいわゆる学園都市としての、線引きの見直しの検討といわれましたが、

そういうところまでまだ踏み入れておりませんが、私自身、あこも優良農地であります

し農業の生産地域であるわけでありますのでそうした面は大事にしなければならない。

また、学校として先生方も静かな環境というものも大変大事にされておるということも

私自身、審議会の委員をさせていただいておりますのでお聞きをいたしております。そ

ういうことで、そういう面もひとつはご理解をいただきたいというふうに思っておりま

す。 

  それから、観光の分野でございますが、確かに観光協会をどうしていくのかというご

質問があるわけでございますが、香美市にはたくさんの素材があるわけでございまして、

その素材を生かし切れていないという部分もあるわけでございます。そうしたことにつ

きましては、今後先ほどいただきましたご意見等も尊重しながら将来の香美市の観光協

会のあり方、また観光のあり方、そうしたものも十分に検討をしていかなければならな

いというふうに思っております。 

  協働については課長のほうから。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    ３回目の山﨑眞幹議員のご質問にお答えいたしますけど

も、その出てきました住民自治条例、これについては基本的にこの条例というのは精神

条例だろうというふうに思っておりますけども、この精神条例を先に立ててですね、そ

れに向かっていろんな協働があったりとか、それから理想の追求があったりだとかとい

うものがあるんだろうと思いますけども、今、先に市長がお答えしましたようにとりあ

えず待ったがきかない状態になっていることが取り組みとしてありますので、そちらに

意を持って作業にかかりたいというふうに思っております。これが必要でないという思

いはありませんけれども、私どもの業務の優先順位からいうと本当に今疲弊をしてどう

も維持ができなくなっている集落へどう対応するかということ、非常に急いだ気持ちで

おりますんでそこはご理解をいただきたいと。決してこの精神条例がなければ協働も何

もできないかといったらそういうふうな認識はしておりません。日常の業務の中でこう

いったものも当然よそでは立てておるわけですから、そういったものを横に見ながら自
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分たちがする仕事というものに当面は、ずっと説明をしておりますように地域との関係

というものを重視した業務を進めていきたいというふうに思っております。その意味で

のさっき言いました定義として今の位置づけの協働というものを認識をしておりますの

でよろしくお願いします。なんかうまく答弁になってませんけども、今せにゃあいかん、

とにかく協働というものは、地域を立て直すこの総合力というものをどうするかという

ことに急いで取りかかりたいというふうに思っておりますのでよろしくお願いします。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   山﨑眞幹君の質問が終わりました。 

  次に、１３番、依光美代子君。 

○１３番（依光美代子君）    １３番、依光美代子でございます。通告に従って２点質

問をさせていただきます。 

  最初に、健康づくりについてお尋ねをいたします。 

  生涯健康に暮らせるかどうかという不安をだれもが一度は感じたことがあるはずです。

健康は、家族や地域、社会全体にとっても大事な問題です。高知県の高齢化率は全国よ

り１０年先行している状況です。この高齢化に比例して医療費も上昇の一途をたどって

いるのが現実だと思います。年を重ねるごとに健康に対する不安は一層募り、健康で長

寿を迎えたいと住民だれもが願っていると思います。しかしながら、高知県の現状を見

ますと乳児や働き盛りの死亡率が高く、また、生活習慣病と言われる糖尿病や高血圧患

者が多く、特に男性に肥満度の高い人が多い状況です。 

  高知県では、本年度よりこの状態を解決するため、県民みずからが病気を予防し生涯

を健康に暮らすことができるよう、新たな取り組みを加え日本一の健康長寿県を目指し

取り組みを進めております。 

  香美市においても住民の健康を守るため特定健診やがん検診、訪問などしながらそし

て、健診の受診率向上に力を入れ疾病の早期発見や重症化防止に努めております。しか

しながら、昨年は特定健診や特定保健指導の受診目標には届いておりません。今年は、

この特定健診に市独自でクレアチニン検査を加え腎機能障害の早期発見ができるよう努

めております。また、がん検診については、努力が実り少しずつ受診率は上昇してきて

おります。しかし、胸部レントゲン検診においては、合併時には６０.７％でした。

年々下がり平成２１年度は５３.８％と受診率は低下をしております。この原因は何か

を把握できていますか？住民の皆さんに毎年検診を受診する必要性を感じてもらうこと

も大切ですが、それと並行して生活習慣病予防のため市民みずからが健康づくりに取り

組むための仕組みづくりが必要だと考えます。市民の健康づくりについてどのようにお

考えかお聞かせください。 

  この健康づくりですが、先ほどから出てますがやはりこれはまちづくりの１つでもあ

ると思います。これだけ高齢化が高くなったときに高齢者の皆さんが健康に長寿を迎え

れる、これこそすばらしいまちづくりで、健康に暮らすことができれば安らぎでありそ



 

－50－ 

れは輝きです。幸福度も高いという、そして、皆さんが生き生きと暮らすことがこの町

のにぎわいにもつながっていく、大きなまちづくりの１つだと思います。高知県が健康、

長寿、日本一の健康長寿を目指しております。私は、ぜひこの香美市が県下一の健康長

寿、そういったまちづくりとしてこの健康づくりに取り組んでほしいということを願っ

ております。香美市として平成２３年度には特にどのようなことに力を入れていくかも

あわせてお聞かせください。 

  ２つ目に、ごみ減量化についてお尋ねをします。 

  私は、このごみ問題を議員活動の柱の１つとして取り組んでおります。なぜなら、私

たちの大切な税金をごみ処理に使うのはもったいないということが私の原点です。必要

な経費はかけるべきですが、このごみ問題は行政、市民、事業者の三者が一体となって

協力することでごみの減量は実現できるのです。ごみが減量できれば経費は削減できま

す。その削減した財源を例えば子どもの医療費無料化の拡大へ回すこともできます。先

ほど申しました健康づくりについても同じことが言えます。健康な人をふやせば医療費

を削減できます。その財源はまた有効に使えるようになります。そんなことができれば

と、住民にごみ減量を叫ぶだけでなく私自身できるだけごみを出さない生活の工夫をし

ております。生ごみは平成６年から自家処理をし一般収集には出しておりません。この

ごみ問題は、近年は環境問題として地球温暖化の観点からも言われております。 

  香美市においては、合併前よりごみの分別を行い、ごみの減量化やごみ適正処理に努

めております。平成１９年２月には一般廃棄物処理計画を作成し、行政、住民、事業所

のそれぞれの役割分担を明確にし、循環型社会形成に向けた具体的な推進方策を示して、

三者が一体となって取り組みを進めるようになっております。この計画の期間は、平成

１８年度を初年度とし平成２７年度を目標年度とする１０年間としております。ただし、

国や県の減量化目標の年度との整合性から中間目標年度を今年、平成２２年度としてお

ります。この中間目標年度のごみ排出量の目標値は、平成２２年度までに平成１３年度

に対し５％減量するとしております。本年度で目標値を達成できますか？現状について

と、達成できないとすればどこに課題があると考えますか。また、平成２１年度の１人

当たりの排出量もあわせてお聞かせください。 

  ごみ減量をさらに進めるためにも新たなごみ分別への取り組みが必要だと考えます。

新たなとは、従来取り組んでいる新聞、雑誌、段ボール、紙パック以外の再生可能な紙

類をその他の紙としての取り組みです。この計画書によると収集ごみのうち約７０％以

上が燃えるごみになっており、その他の部類の紙がかなり焼却されていると思います。

このごみの減量は可能だと考えます。以上、課長にお尋ねをいたします。 

  これで１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   健康づくり推進課長、凢内一秀君。 

○健康づくり推進課長（凢内一秀君）    依光議員さんの１点目です。健康づくりにつ

いてということでお答えしたいと思います。 
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  住民の健康づくりにつきましては、本年１月に一人一人が健康な生活を楽しみ充実し

た人生を送ることができる社会を目指した香美市健康増進計画を作成をしております。

この計画はみずからの健康を考え一人一人が健康増進への努力をすることを目標として

計画されておりますが、栄養や食生活の改善、そして生活習慣の見直しなど８つの分野

ごとの取り組みを設定しておりまして、その内容を現在広報のほうへ順次掲載もしてお

りまして周知のほうに努めているところでございます。また、計画の作成時に各分野別

指標の設定としまして、まだちょっと把握ができていませんでした食生活、またストレ

スについての調査を現在行っておりまして、その結果も参考にしながら今後の健康増進

計画の実行に関係団体とともに取り組んでいきたいというふうに思っております。 

  平成２３年度の取り組みとしましては、検診受診率の向上ということで平成２１年度

の特定健診、また各種がん検診の受診率はいずれも２０から３０％台です。レントゲン

につきましては、先ほど若干下がっておるということで５３.８％ということになって

おりますが、ここ二、三年はほぼ横ばい状態が続いております。これの取り組みとしま

しては、本年度、未受診者に受診していない理由のアンケート調査を行いまして、今後

の受診しやすい環境を検討していきたいというふうに思っております。また、子宮がん

の検診につきましては、現在２年ごとの実施の検診になっておりますので、１年、１回

受診を逃しますと４年に１回の受診というふうになりますので、来年度につきましては、

平成２２年度の子宮がん検診未受診者を対象としまして未受診者検診を実施して受診の

機会をふやしていきたいというふうに思っております。平成２３年度につきましてはそ

ういうことで進めていただきたいと思っておりますのでよろしくお願いします。 

 （１３番、依光美代子君、自席から「済みません。課長そのレントゲンがずっと受診

率が下がってますよね、それには何が課題か…」と発言する） 

○議長（西村 成君）   依光美代子君、依光さん、お手元で再質問してください。 

  環境課長、横谷勝正君。 

○環境課長（横谷勝正君）    １３番、依光美代子議員さんのごみ減量についてのご質

問にお答えいたします。 

  まず、一般廃棄物処理基本計画についてですが、これは廃棄物処理法によります香美

市におけるごみ処理について、長期的、総合的視点に立って計画的なごみ処理の推進を

図るための基本計画となるごみの排出抑制及びごみの発生から最終処分に至るまでのご

みの適正な処理を進めるために必要な基本的事項を定めた計画で、平成１８年度に策定

されました。この計画の中でごみ減量化の数値目標といたしまして、平成２２年度まで

に平成１３年度に対して５％の減量を目標としております。平成１３年度の基準年度の

本市のごみ排出量は年間８,９７４トンで、平成２１年度では年間８,２４５トン排出し

削減率は８％になります。この時点で削減目標はクリアされましたので中間目標年度の

平成２２年度には削減率もさらに上がるものと見込んでおります。現在ごみの排出量は

横ばい状態の中で若干ながらも減量に向かっているのは、資源循環型社会を目指しごみ
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の分別収集等の施策を実施するなど、また、昨年配布いたしました水切り用具「押しの

一手」の効果並びに住民のごみへの意識向上が高まりつつ、これらの効果が継続されて

いるものと考えております。 

  議員ご指摘のさらなるごみの減量のための新たな分別や取り組みにつきましては、現

在情報収集中でありますので、当面の間、現状の施策でありますごみの３Ｒ、リデュー

ス、ごみの発生抑制、リユース、再使用、リサイクル、再生利用をごみ行政の中心課題

として位置づけ、ごみの分別、収集、保管、運搬、再生、処分等の各工程において適正

化を図り市民の安全で快適な生活環境の保全と公衆衛生の向上に努め、ごみ処理の最終

目標であります循環型社会システムの構築を目指して取り組んでまいりたいと思ってお

ります。 

  なお、議員ご指摘の平成２１年度の１人当たりのごみの排出量は、これ可燃ごみです

が平成２１年度は５８８キログラムに当たります。 

  以上よろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   １３番、依光美代子君。 

○１３番（依光美代子君）    １３番、依光美代子でございます。２回目の質問をさせ

ていただきます。 

  健康づくりについてでありますが、先ほど答弁が抜かってまして、そのレントゲン検

診が年々低下しているということで、この原因が何かということを把握できているかど

うかということでご答弁をお願いをいたします。 

  そして、平成２３年度特にどんなところに力を入れていくか、これに対してもご答弁

が、私がよう聞き取らなかったのかもしれませんがお願いをいたします。 

  それと、今高齢化に従って医療費っていうのは上昇の一途をたどってますよね。やっ

ぱり悪くなった人への手だても大事、それから検診に行かない、抜かっている人に促進

するお電話とか訪問とかそういうことも始められたって、前々議会かな、でご答弁があ

ったりもしたんですけどもそれはすごく大事なことだと思います。未受診者に対してア

ンケート調査を今行っているのでしょうか？済みません。私が十分によう聞き取らなか

ったので再度お願いをいたします。そのできない人へのフォローっていうのもとても大

事なことと思います。 

  それと、特定健診、今年余り声を聞かないので少し心配するんですけれど、先日病院

の外来でちょっと話ししてたところが、その方に「特定健診を受けられましたか。」と

言うたら、「いや、先生が私は受けんでいいと言うた。」と。「どうしてです？」と言

うたら、「日ごろかかっているから特定健診以上の検査をしているからそれは必要ない

よと言われた。」って言うんですけれど、それはおかしいんじゃないかなと思うんです

けど、そういう医療機関のほうにどのように指導というか連携をしているのでしょうか、

お聞かせください。ぜひそういうことが、片一方でしてたら構んよと言ったら、やっぱ

り受診率によって平成２４年ペナルティーかかってきますよね、平成２４年以後に。や
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っぱりそこな辺を徹底をすべきでないかと思いますがお聞かせください。 

  そして、やっぱりそういうフォローと一緒にやはり市民みずからが健康づくりに取り

組む、の仕組みづくり、そういうことが必要ではないかと思います。病気にならない手

だてや病気になりにくい体づくりのために継続した運動が必要ではないかと思います。

高知県の分析によると、病気発症の要因の１つとして運動不足が言われております。市

でも啓発活動として健康まつりやウオーキング、健康教室などを行っておりますが、そ

れは単発でしかありません。運動は継続してこそ効果があり健康づくりができるのです。

今健康づくりの補助金として毎年１５０万円予算化しているが限られた団体のみの利用

になっております。そうではなくもっと効果を出すため浅く、広く活用ができないもの

か。補助をすることで運動する人のすそ野を広げ健康な人をふやせば、健康長寿も可能

であり医療費の抑制にもつながると考えます。せっかく、健康づくりの予算を毎年不用

額を出すのではなく、もっと市民の健康づくりのために有効に活用するべきです。隣町

の南国市では、健康づくりに取り組んでいる総合型地域スポーツクラブが行う運動教室

へ参加する国保被保険者に対して、参加費のうち１,０００円を助成をする運動を進め

ております。こういうような形で皆さんにお知らせをし、健康づくりのためにというこ

とで会費の１,０００円補助であったり、また、トレーニングルームを使う方に対して

１回使えばスタンプ、それが１０個集まれば年に２回ですが抽せんにより景品が当たる

というようなことで楽しみを持って運動の継続を促す、そういうような取り組みが行わ

れております。やはり運動は単発でやるんじゃなく継続してすることで健康が維持でき

るし、健康がまた回復ができると思うんです。 

  そこで、香美市の総合型地域スポーツクラブや健康づくりの運動教室全般を対象に国

保被保険者に対してこのような取り組みができないか、また、セレネのプールやトレー

ニングルームを利用して健康づくりをしている国保加入者に対しても南国市と同じよう

な取り組みができないかお尋ねをいたします。 

  ごみ減量についてお尋ねをいたします。 

  ごみの削減目標が達成できているということで私もほっとしました。かなり努力をさ

れてるし、いろんな啓発というか広報に載せることもいい皆さんの啓発になっていると

思います。私も時々こうして議会で質問をさせていただきますが、段ボールコンポスト

のときなんかも３名の方から問い合わせがあって、あれはどんなにしたらいいろうとい

うことで教えてあげたりしました。やはりごみの削減ということは本当に皆さんの協力、

ちょっとした心がけで大きくできると思います。ただ、私が少し心配するのは、確かに

排出量のトン数は少なくなっていますが人口も減少しております。それで、わかれば平

成１３年度の１人当たりの排出量と平成２１年度可燃ごみだけでございましたが、全体

として１人当たりどれぐらいになっているかということをあわせてお聞かせをください。 

  それと、新たなごみ分別、今情報収集したりしているということでございますが、ぜ

ひ、この計画の中の検討課題にこれあるんですよね、新たな分別ということで２項目あ
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ります、検討課題が。１つは、びんや靴など地区によって一部異なっている分別方法の

統一を行う、これ山田と香北と物部と違いますよね、一部違う地域がびんや金属類であ

ると思う、そのことを指摘していると思います。もう１点は、新聞、雑誌、段ボール、

紙パック以外の再生可能な紙類をその他の紙として新たに分別収集し燃えるごみの減量

並びに資源化を図るということで、この検討課題の中で今後も現状の分別収集を基本と

するが、主に以下の２点について見直しして検討していくこととしているということで

ございますので、この計画の中でやはりやって、中間になったからどれぐらいまでこの

ことが議論されて進んでいるのか、そのことを少し聞きたいと思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   健康づくり推進課長、凢内一秀君。 

○健康づくり推進課長（凢内一秀君）    依光議員さんの２回目のご質問にお答えいた

します。 

  まず、平成２３年度の取り組みということでございますが、平成２３年度につきまし

ては検診率ここ二、三年横ばいですのでこの向上に努めていきたいということです。そ

の一環としまして本年度の未受診者に受診していない理由のアンケート調査を行いまし

て、今後の受診しやすい環境を検討していきたいということとしております。 

  それと、もう１点、子宮がん検診につきましては、２年に一度の検診ですのでそちら

のほう一度抜かしますと４年に１回の検診ということにもなりますので、本年度受けて

ない未受診者対策としまして平成２３年度に未受診者を対象としまして子宮がん検診を

行っていきたいということとしております。 

  それと、レントゲン検診の低下の要因ということですが、これにつきましては済みま

せん、申しわけないですがよう把握をしていないところです。年にもよりますが、やは

り雨天、野外での検診が多いですのでやはり雨天等にも左右される面もございますが、

レントゲンにつきましてはここ二、三年下がっておるようでございますのでまた把握も

していきたいというふうに思います。 

  それと、特定健診の医療機関での受診ということでございますが、これにつきまして

は医療機関のほうへも受診しているからといって受けなくても構わないということは言

ってはおりません。特定健診のほうを受けていただくように医療機関のほうへもお話を

しておりますが、なお、さらにまたお願いもしていきたいというふうに思います。 

  それと、あと運動のお話が出ましたが、セレネのほうにつきましては、昨年度につき

ましては特定健診の、ちょっとはっきりよう把握しておりませんが要指導者か要何とか

言いますが、そういう方についてセレネで運動教室を実施しておったようですが、その

実績というものが少なかったようですので本年度につきましてはセレネのほうの運動教

室は中止にしておるようでございます。 

  それと、総合型スポーツクラブのお話も出ておりますが、こちらのほうは依光議員も

大変ご存じですが民間のほうでやられております。いろいろと各地で教室も多くされて
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おりますので、また徐々に広がりが見られて地域の健康づくりに役立っていくんではな

いかというふうに思いますが、なお広がりが持てればいいというふうに思っております。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   環境課長、横谷勝正君。 

○環境課長（横谷勝正君）    依光美代子議員さんの２回目の質問にお答えいたします。 

  平成２１年度は可燃ごみしかちょっとわかっておりませんので、全体につきましては

ちょっと把握、きょうのところはしておりません、また後日ご連絡したいと思います。 

  それと、ご指摘の基本計画書の分別の収集計画、この取り組みの変更につきましてガ

ラスと紙類ですが、これにつきましては現在新聞、雑誌、段ボール、紙パックは再資源

化しております。それで、その中でそれに該当しないその他の紙につきましては、新た

に分別収集し燃えるごみの減量並びに資源化を図るということでうたわれておりますの

で、これに向けこれから取り組んでみたいと考えております。 

  それと、びん類ですが、これにつきましても統一に向け今後取り組んでまいりたいと

考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １３番、依光美代子君。 

○１３番（依光美代子君）    １３番、依光美代子でございます。 

  済みません。健康づくりについてでございますが、健康づくりの課長さんのほうでは

ご答弁もらえんかなと思いましたけど、国保の事業の中に健康づくりの予算があります

よね、課長、その予算が毎年不用額が出てますよね。限られた、最初の１回目に質問を

したんですけれど、せっかくだったらやっぱり限られた人だけに使うのではなくって、

浅く広く使うことによって健康を推進できると思うがですよ。そういう費用を南国市の

ような取り組みができないかということで質問をさせていただきましたので、その点に

ついてご答弁をお願いいたします。 

  そして、やはりこの健康づくりについて、やっぱり大きな目標という意味でやはり健

康長寿、健康長寿に市民の皆さんをするにはどうすればいいか、やはりそこに、大きな

観点になるけれど持っていただきたいと思いますがその辺はどういうふうにお考えでし

ょうか。私は、香美市が県下一の健康長寿の町になってもらいたい、そんなまちづくり

をしたいというように思ってますが、課長のほうどのようにお考えでしょうか。いや、

この大きなテーマになるから、済みません、市長としてここに関してご答弁をいただき

たいと思います。よろしく。 

○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）    依光議員の健康づくりについて、国保の健康づくり推進

事業で健康づくりを推進している団体に補助金を出しているわけですが、それが毎年不

要額として残っていると。そうではなくて広く、国保の方の一部の方が使うのではなく

て広く使えるようにというご質問だったと思うんですが、昨年健康づくりの課長からも
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答弁をさせてもらったんですが、特定健診を受診した方にセレネの利用券ということで

助成をする補助券のようなものを発行をして健診と運動づくり両面を促すような事業を

行いましたが、セレネの会員さんの増にはつながらなかったようで本当わずかの利用に

とどまっております。セレネを利用するということであればあんまり効果はないのかな

というような気はしますが、確かに団体への補助金については３年間の限定であります

し、５団体の予算を立てているんですけど２団体から３団体ぐらいの助成にとどまって

いるということで今後検討していかないかんのではないかというように考えます。どの

ような方法がいいのか、また、国保の運営協議会へも意見を出したりして協議をして進

めていきたいと思いますので、またご意見をお聞かせいただきたいと思います。よろし

くお願いします。 

○議長（西村 成君）   依光美代子君の質問が終わりました。 

  暫時１０分間休憩いたします。 

（午後 ２時３３分 休憩） 

（午後 ２時４５分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、１２番、島岡信彦君。 

○１２番（島岡信彦君）    １２番、島岡信彦、通告に従いまして一般質問を行います。 

  １点目、消防関係についてでありますが、香南市沖での地震が１０月初めより頻繁に

起きており南海地震の前ぶれ等ではと心配しているところではありましたが、１２月１

１日付の高知新聞記事おいて南海地震との直接の関係はないというような報道もありま

したが、記事の最後には地震研究が進んでいるといってもどこでどんな揺れが起きるか

わからないのが地震の怖さであるといった内容がありました。そういった現状からも南

海地震対策については本市にとっても重要な施策であると考えます。現在公の施設の要、

また大規模災害時において災害対策本部が設置され指揮命令系統の中枢である新庁舎の

建設が来年３月の完成を目指して進んでいることは大変心強く思うところであります。

また、このたびの課等の編成によりまちづくり推進課の設置を予定されていますが、そ

の中には防災対策及び自治会をリンクさせたことは今後の自主防災組織の設立、充実、

発展させていく上において非常に意義深い取り組みだと思います。自助・共助・公助の

役割を継続して実行していくことが重要であると考えます。 

  そういったことから消防庁舎については、大規模災害時、南海地震等においていち早

く活動しなくてはいけない施設であると考えますが、消防庁舎の建設計画についての取

り組み状況についてどのようになっているかお伺いします。 

  また、香北地域、物部地域の拠点になる香北分署についての耐震工事、また改築工事

についてどのように考えておられるか。 

  次に、２点目の財産関係の保育園の質問につきましては、通告はいたしましたが取り
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下げさせていただきます。 

（笑い声あり） 

○議長（西村 成君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   １２番、島岡議員の消防関係についてのご質問にお答えを

申し上げます。 

  まず、１点目の消防庁舎の建設計画についての取り組み状況についてでございますが、

これまでにも何度か消防庁舎についてのご質問をいただきお答えさせていただいてると

ころでございますが、まちづくり計画にも耐震構造の消防庁舎を建設するとしておりま

すので、これまでにも申し上げてきましたとおり現在建築中であります本庁の庁舎完了

した後、早い時期に実施すべく職員による検討委員会を立ち上げまして、現在この時代

に即した消防庁舎として必要な機能面の調査と検討を行っております。今後は、実施計

画また実施設計へと順次効率よく移行できるように年度内に基本構想を作成する予定で

進めているところでございます。 

  今回の消防庁舎の建設につきましては、庁舎と訓練施設のみならず消防救急無線のデ

ジタル化の整備というのがございまして、また、それに伴います通信の指令施設の整備

も同時に行わなければならないというところから、庁舎の設計からその通信施設の整備、

運用を開始するまでにやはり３年ないし４年を要するものと想定をしております。今現

在使用しております消防救急無線、アナログでございますが、この使用期限が平成２８

年５月３１日までというふうになっておりまして、それ以降の電波管理局の許可の延長

はないということで、デジタル化への移行は遅くとも平成２７年度中に確実に完了して

いなければならないという状況でございます。このことから順次さかのぼってみますと

平成２４年度中には実施設計に、また、平成２３年度来年度でございますが、来年度か

らは積極的に取り組んでいきたいというふうに考えております。今後は庁舎建設に向け

たスケジュールを詳細に調整し、まずは財政、財源が必要でございますので財政当局と

も協議をしながら計画に沿って進めてまいりたいというように考えております。また、

消防救急の無線のデジタル化につきましては、もう既に今年全国で６消防本部が総務省

の関係で試行的に実施を始めております。これから平成２７年度まで、この五、六年の

間に全国のすべての消防本部がアナログからデジタルに切りかえるということで計画ど

おりに進められるかどうか、いささか若干不安もございますので可能な限り前倒しがで

きるように努力したいというふうに考えております。 

  次に、香北分署の耐震工事、また改築についてどう考えているかというご質問でござ

いますが、香北分署は本署から２年後の昭和４９年２月に建設しておりまして、本署と

同じく新耐震基準には適合していない建築物でございます。このため当然本署と同様に

改築することが望ましいとは思っておりますが、やはり市民の生命と財産を守るという

消防本部の組織の拠点であります庁舎につきましてはその耐震基準に適合するように建

てかえるのか、また補強工事をするのかということについてのことはまだ決定しており
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ませんので、この本署の建設をする段階においてまでに検討したいというふうに考えて

おります。 

  以上でございます。 

○議長（西村 成君）   １２番、島岡信彦君。 

○１２番（島岡信彦君）    １２番、島岡です。２回目の質問をいたします。 

  平成２４年度に実施ということでいいですが、その現有地で今のこの庁舎みたいな形

での建築は可能かどうか、新しい候補地が要るのかどうかということをお聞きしたいと

思います。消防上の倉庫とかいろんな形のことを述べられてましたけんど、システムと

かそういうことを言いよったら現有の今の場所では建設が困難な状況が生まれてくるよ

うに受け取れますが、そういった形の中で候補地を早く選定することが、実施設計に向

けて平成２４年度に向けての取り組みが先に、土地の今課等で署員が選定をやっている

中で、面積があそこで限界であるのであれば先に設計の段階で候補地を選定する作業に

移るべきと自分は考えますがその点。 

  それと、通信と言いましたが、ほいたらシステム消防ですというふうな形をとられる

のか。よう消火栓の位置とかがデジタルで画面へ出てくるようなシステム消防の指令と

か命令を下すような通信と理解していいのか、その２点だけ。 

○議長（西村 成君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   １２番、島岡議員の２回目のご質問にお答えを申し上げま

す。 

  初めに、建設の場所の件でございますが、現在の本署の消防本部のありますところの

敷地が１,７３５平方メートルということでございまして、ごらんになってご存じかと

思いますが庁舎と訓練をする施設が非常に狭いということで、現在概算で必要な庁舎の

面積、敷地面積でございますが、と訓練施設を整備してもおおむね３,０００平米ぐら

いは必要でないかというふうに思われますので現在のところにそのままというのはなか

なか厳しい、このためその敷地の確保ですね、それに取り組まなければならないと思っ

ております。 

  それと、もう１点の消防のデジタル化の無線の件ですが、これはシステム消防という

ことではなくて現在使っております救急もしくは消防車との通信がですね、それの認可

が、テレビもいろんな通信関係がすべてデジタル化に移行しておりますが、それと同じ

ようにいわゆる活動波のアナログの許可の延長を平成２８年５月３１日をもってもう総

務省そのものが打ち切ると、電波管理局がそれ以降の延長はないよということでござい

ますので、活動波をそのままデジタル化するということでございます。 

○議長（西村 成君）   島岡信彦君の質問が終わりました。 

  次に、１６番、片岡守春君。 

○１６番（片岡守春君）    １６番、片岡です。通告に従いまして質問を行います。 

  まず、最初に、ＴＰＰへの参加の問題についてお尋ねをします。 
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  政府は、１１月９日、環太平洋経済連携協定、ＴＰＰについて関係国との協議を開始

するとしました。包括的経済連携に関する基本方針を閣議で決定したわけであります。

基本方針はＴＰＰの協議開始を情報収集のためなどと言っていますが、一方では国内の

環境整備として国内農業との両立のための農業構造改革推進本部の設置、非関税商易を

撤廃するための規制緩和の推進などを明記しており、菅民主党政権がＴＰＰに向かって

走り始めようとしていることは明白であります。 

  ＴＰＰは、関税を原則撤廃し農産物の輸入自由化を進めるものであり日本農業と地域

経済に深刻な打撃となります。農業分野の関税を完全に撤廃すれば、日本の食料自給率

は１４％まで低下し米の自然自給率は１割以下となります。ＴＰＰへの参加は、おいし

い日本のお米を食べたいという消費者の願いにも反し、国民の食の安全と安定的な食料

供給を大きく脅かすものであります。農産物の関税撤廃は世界の趨勢のように宣伝され

ますがそうではありません。農産物輸出国であってもＥＵは２０％、アルゼンチンが３

３％、ブラジルは３５％などと関税は高く、アメリカでも乳製品や砂糖の輸入規制は続

けているところであります。日本は既に平均１２％まで関税を下げており、農業につい

て鎖国どころか世界の中で最も開かれた国の１つになっているのが現状であります。地

球的規模での食料不足が大問題になっているときに輸入依存をさらに強め、豊かな発展

の潜在力を持っている日本の農業を無理やりつぶすことなど絶対に認めることはできま

せん。被害は農業と食糧の問題だけにとどまりせん。農水省は、参加した場合の雇用減

を農業やその関連産業などを合わせて３４０万人と推定されています。ＴＰＰへの参加

は日本農業を破壊するだけでなく国土と環境、疲弊している地域経済の破壊を推し進め、

雇用破壊を進めるものにほかならないのであります。ＴＰＰへの参加を強く進めている

日本経団連などは乗りおくれるななどとあおり立てておりますが、この恩恵を受けるの

は自動車、電機などの一部の輸出大企業だけであります。一部の輸出大企業のために日

本農業を破壊し国民生活に多大な犠牲を負わせることは断じて許すわけにはまいりませ

ん。自国の食料のあり方はその国で決めるという食料主権、関税など国境措置の維持強

化、価格保証などの農業政策を自主的に決定する権利を保障する貿易ルールこそが日本

にも国際社会にも求められているのではないでしょうか。 

  ここに土佐香美の１２月号の月刊誌といいますか、これがありますが、この中にも守

ろう日本の農業ということで大変厳しい告発されています。政府は、平成２２年３月３

０日に新たな食料・農業・農村基本計画を閣議決定しました。その中身は、平成３２年

までに食料自給率を５０％に引き上げ、食の安全、安定供給、国内農業、農村の振興を

損なうことは行わないというものでした。ところが、ＴＰＰを結ぶと食料自給率は１

４％に下落すると見られ、食料・農業・農村基本計画との整合性を図ることも食料自給

率の向上も到底不可能であると言わざるを得ません。国民の８割以上が国産農産物を望

み日本の食料自給率を伸ばすべきであるとしています。それに反し地方と農林水産業を

壊滅へと追い込み、命の保障を放棄してまで追求しなければならない経済成長とは一体
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何なのでしょう。日本経済の発展のためには農業や地方経済の犠牲はやむを得ないこと

なのでしょうか。地域経済と日本農業を壊滅へと導くＴＰＰへの交渉参加を認めること

は断じてできません。日本の農業を守り日本の食を守ること、地域社会と農業の振興が

私たちＪＡの使命なのですからと、こう訴えを出されているということは皆さんもお目

にとめていることと思うわけであります。 

  これらの農業者、団体の動きを含めて１２月８日の市長の意思表示であったと思われ

ます。ぜひとも最後まで反対の意思を貫きましてＴＰＰ阻止のために頑張り抜いてほし

いと思うものであります。本市でも１１月２６日の臨時議会でＴＰＰ反対の意見書を提

出、香南市でも、また南国市を初め県下各地でこの提出が進められておるところでござ

います。南国市では、この影響と、ＴＰＰの関係の影響についても予測は発表されてお

りまして米の９割が減産に追い込まれる、それから四万十市では１２億円の減収の見込

みだというように大変な数字が出ておりますけれども、本市への影響はどのように予測

されているのかお答えをお願いいたします。 

  また、こういうことを阻止するということにおいての各種団体とも連携して頑張り抜

かにゃあいかんのやないかという、各団体との連携についてのご姿勢をお伺いするもの

であります。 

  ２問目の地上デジタル放送について質問します。 

  来年７月以降は現在のアナログテレビは映らなくなる、そのために電波の確保や受信

設備の取りつけ等が進んでおります。エコ商品として薄型テレビも普及しております。

電波が確保され受信機が購入できる方はまだ時間的な余裕があります。しかし、電波は

確保されてもテレビの買いかえに苦労されてる方、古いテレビにチューナーの取りつけ、

アンテナの取りかえ等理解されていない方、またこのシステムを知らない方等さまざま

な要件をはらんでいます。行政の指導と支援なくしては解決しない大変難しい問題だと

思います。 

  少しでも前に進める立場からお尋ねをします。まず、１点目として、生活保護世帯な

どＮＨＫ受診料全額免除世帯の数は幾らあるんでしょうか。また、その家庭のチューナ

ーやアンテナ等の取りつけや買いかえも含めた実態を行政として把握してるのかどうか

お尋ねをします。 

  ２点目として、来年度から市町村民税非課税世帯に支援策が拡大されると聞きます。

その制度の詳細と本市の対象戸数はどれほどなのかお尋ねをします。これらの今述べま

した対象者は全員視聴できるために行政はどこまで責任を持って今後の対応を進めてい

くのかお尋ねをします。 

  ３問目として、交通災害共済についてお尋ねをします。 

  交通災害共済の加入資格は香南市、香美市及び県内の町村に居住し住民台帳に記載さ

れている方、または外国人登録されている方は年齢に関係なく加入できるとなっており

ます。これは１年間に１人当たり７００円の掛金と理解しているものです。加入者から
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は掛金が少なくて一定の保障があると好評でありますが、改善をする必要もあると思う

わけであります。 

  まず、１点目に、この共済は香南市、香美市と県内の町村とありますが、他の市との

関係及びこの共済の成り立ちはどうなっているのかお尋ねをするものです。災害見舞金

を受け取る際に高額の診断書の提出が求められますが、加入者の負担軽減をするために

も診療明細書、今診療明細書が非常に詳しく書かれているようになりました。こういう

ことで診療明細書の提出でもって診断書にかえることができないのかどうか、その点を

お尋ねをするものです。 

  以上１回目を終わります。 

○議長（西村 成君）   農政課長、中井 潤君。 

○農政課長兼農業委員会事務局長（中井 潤君）   片岡議員の１回目のご質問にお答

えを申し上げます。 

  ほとんど私たちの思ってることを議員がおっしゃってくださいましたけども、皆さん

もご承知のとおり政府は１１月９日に環太平洋連携協定、いわゆるＴＰＰにつきまして

関係国との協議を開始するなどの包括的経済連携に関する基本方針を閣議決定いたしま

した。このＴＰＰは例外なき関税撤廃を原則とする協定でありまして、ＴＰＰへの参加

は農業を初めとします第１次産業にとって大きな脅威となります。国の試算によります

と食料自給率が４０％から１４％に下がるとの数字もありまして、今年３月３０日に閣

議決定しました新たな農業・食料・農村基本計画での１０年後の食料自給率を５０％に

引き上げる方針との整合性がとれなくなります。また、米作、畜産は壊滅的な打撃を受

けるという予想もございまして、今後これらの生産ができないようになれば農業生産だ

けでなく生産資材や建設、運輸、通信など幅広く地域の他産業にも影響し、農業生産額

だけの減少だけにとどまらないと考えております。ＴＰＰ参加の影響への有効な対策が

見えない中でＴＰＰに参加することは、余りにも拙速で賛成できるものではございませ

ん。 

  そこで、本市への影響ということでお尋ねをいただいております。米につきましては

９割方が減産になる、それから、畜産につきましてもかなりの部分で打撃があるという

ことが予想されております。その影響額につきましては、米と畜産だけに関しましても

約８億円というふうにそれぞれの資料から試算をいたしております。それから、野菜へ

の影響につきましては、ナス、キュウリ、ピーマン、ネギ等ほとんどの野菜の生鮮また

は冷蔵したものの関税は３％であるようでございます。このようにもともとの関税率が

低いこと、鮮度が求めらること、植物防疫法等、日本国内に海外の病害虫が進入するこ

とを防ぐための措置も講じられていることなどから、関税が撤廃されても輸入量が急激

にふえるということはないと思われるということにはなっておりますけれども、これら

にしましても今後海外の生産物が入ってくる可能性というのがは否定できるものではあ

りません。 
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  ２番目の連携して阻止ということでございます。先の１１月の香美市臨時議会でもＴ

ＰＰ交渉に反対する意見書の提出についてをご決定いただきましたように、香美市とし

ましても国に対して地域経済の疲弊を招く１次産業の衰退や社会的、経済的活力を減退

させないよう、各種会合にも参加いたしまして議会の皆様や他市町村、関係団体とも連

携をして求めていきたいと考えております。 

  以上よろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    片岡守春議員の地上デジタル放送に関して、お尋ねの具

体の数字等につきましては所管課のほうからお答えをしていただくこととしております

けれども、私のほうからは最近の動向等についておつなぎをさせていただきたいという

ふうに思います。 

  ご指摘の２番目にかかわることですけども、去る１２月３日付で総務省情報流通行政

局地上放送課からの事務連絡といたしまして、地上デジタル放送の推進のための低所得

者支援の拡大についてというお知らせが通知されたところでありまして、概要としまし

ては、平成２１年度から経済的な理由で地上デジタル放送に対応できない世帯に対して

簡易チューナーの無償給付等の支援を行っていることについては、平成２３年度の国の

予算の成立を前提といたしまして新たに世帯全員が市町村民税が非課税の世帯に対して

簡易なチューナーの無償給付と、設置に関して必要な場合は電話サポートを行うという

ことが示されたところでございます。これまでの支援につきましては、対象としては生

活保護等の公的扶助受給世帯、それから２つ目には世帯全員が市町村民税非課税の世帯

で障害者のいる世帯、３つ目に社会福祉施設入所の世帯と、この３つに加えてＮＨＫの

放送受信料が全額免除されている世帯と、これが対象となっておりましたけども世帯全

員が市町村民税非課税の世帯まで拡大されたと、こういうことでございます。 

  これについてその市町村の責務といいますかそこについては、この事業そのものにつ

いては問い合わせも含めて総務省地デジチューナー支援実施センターに直接対応してい

ただくシステムになっております。すなわち国が直轄してやる事業ということになって

おります。自治体といたしましては、国の予算に係る動向等を勘案をしながら広報等で

お知らせの準備を進めていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）   片岡議員の地上デジタル放送に関してお答えします。 

  １点目のＮＨＫ受信料全額免除世帯数とチューナー等の取りつけ件数についてお答え

します。 

  ＮＨＫから照会のありました６月末現在の受信料の全額免除世帯の名簿に基づきまし

て８月にチェックしたときの件数になりますが、ＮＨＫ受信料が全額免除となっている

世帯は３０７世帯です。また、チューナー等の取りつけ件数、これは１１月２９日現在
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の数字ですが、香美市の方でチューナーの申し込みをしている世帯は３５９世帯です。

そのうち取りつけが完了している世帯が１８７世帯、チューナーを直接送付した世帯が

６９世帯、未処理の世帯が７８世帯、助成の対象とならなかった世帯が２５世帯となっ

ています。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   税務課長、髙橋 功君。 

○税務課長（髙橋 功君）   片岡議員の地上デジタル放送に関しての分で、対象とな

る戸数ということでございますけれども、現在税につきましては新聞等でいろんな控除

の問題とかいうことが出ては消え出ては消え、こちらの対象を把握するとかいうような

ことでしておりましたけれどもだんだんわけがわからなくなってきております。 

  この世帯非課税という考え方につきましても、税課税は基本的には個人課税です。個

人に扶養者がくっついて控除等を決めて課税をいたします。というのは、世帯が離れて

おる場合、つまり学生なんかでひとり世帯の場合、また世帯が違っても高齢者の方が扶

養されている、施設等へ入居しておっても扶養されておると。扶養しゆう方は非常に、

仮に高額な所得があるというような場合、その学生の方なんかは当然その高額な所得を

持っちゅう方に扶養されておるわけです。その方は世帯だけを見ると非課税なんです、

その方１人で来てますので、その方の世帯だけで見ると、そういうとらえ方を果たして

していいのかというようなことがはっきり示されておりません。これは現在世帯全員が

非課税ということで回ってきておりますけれども、そういったことが全然マニュアルと

して出てきておりません。これはマニュアルとして出てくるというふうには聞いており

ます。 

  それと、いつ現在の時点で把握するのかという問題があります。これ年度が変わって

やるのか、もう平成２２年度に入ればすぐやるのか、平成２２年度にやるのであればう

ちは平成２２年の１月１日現在で課税をしておりますけれどもそれ以後に転入してきた

方も当然おいでです。その方は課税者が非課税世帯に入ってきた場合はどうなるのか、

現在の世帯状況ということであればその方も対象になる。香美市では非課税世帯ですけ

れども現在の状況では課税世帯になり得るというようなことになります。となると何を

持って対象世帯かというのは現在のところ把握のしようがないということになります。

そういう理由によりまして現在その対象世帯というような把握はできかねます。証明書

の発行については、当然申請があれば遅滞なくうちのほうは香美市の分であれば証明書

の発行はいたして対象者の方の不便にならないような対応はしたいと考えておりますけ

れども、対象者の数についてはそういった理由でちょっと把握ができかねる状態でござ

います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    片岡議員の交通災害共済についてのご質問にお答え
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いたします。 

  まず、１つ目のこの共済は香美市、香南市、県内の町村とあるが他の市との関係及び

成り立ちはというご質問ですが、ご質問をいただきました市町村災害共済事業は高知県

市町村総合事務組合の事業として行われております。市町村総合事務組合は、県下９つ

の市と２３の町村、２２の一部事務組合、１つの広域連合の多くの構成団体で組織され

ておりまして、この組合議会の議員は県下の加盟市町村から選出されました首長や議会

議長が務められております。この組合事業の１つとして行われております交通災害共済

事業は、議員の言われましたように２つの市と２３の町村が対象市町村となっておりま

して、もともと高知県町村会が行っていたもので、香美市、香南市はもとの香美郡８カ

町村で加盟していたものです。もともと市はなかった、町村会に加盟していたところが

やっていたと、いうそういう流れで来ております。現在もそのまま引き継いで行われて

おりまして、共済への加入や共済見舞金の請求は該当市町村を窓口として行われている

ところでございます。 

  それから、２点目のご質問の災害見舞金を受け取る際に診断書でなくても診療請求書

等の提出でもよくはないかというご質問でございますが、事務組合交通災害共済条例施

行規則の中に見舞金の請求には医師の診断書を添付しなければならないとなっておりま

して、診断書の様式もありまして代々それにより提出してもらってきておったところで

す。今回ご質問をいただきまして念のため組合事務局へ問い合わせをして聞いてみまし

たところ、傷病名がわかること、行われた治療が交通事故によるものであることがわか

ること、治療を受けた日数がわかること、この３つが証明できていれば必ずしも診断書

でなくてもよいということでございました。今まで規約どおりに診断書を提出してもら

ってきておりましたが、次の事例からは対象となられました方にこれらを説明いたしま

した上で書類等を出してもらうように、その書類で事が足りればそれでいけるようにし

たいと思います。 

  以上よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   １６番、片岡守春君。 

○１６番（片岡守春君）   １６番、片岡です。２回目の質問をします。 

  ＴＰＰの問題については、大変な姿勢を示していただいてありがとうございます。 

  ここに私が持ってきているのは、日本共産党高知県委員会委員長の佐竹峰雄様という

ことで要請文が来てます。だれから来ているか、高知県農業協同組合中央会会長、高知

県農協農政会議会長、山崎實樹助さんという方から共産党に対して要請文が来てます。

その中でも今、課長のおっしゃられたとおり、「例外を認めないＴＰＰを締結すれば日

本農業が壊滅的な打撃を受けます。農家所得は保障されても輸入が増大し国内生産は崩

壊する恐れが極めて高いと思われます。さらには関連産業は衰退し地方の雇用が失われ

ることも懸念されます。これでは国民の圧倒的多数が望む食料自給率の向上は到底不可

能と思われます。高知県においても農業を中心とした第１次産業は基幹産業であり、Ｔ
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ＰＰ締結による県内産業の衰退などの影響ははかり知れないものがあります。したがっ

て、我々は我が国の食料安全保障と両立できないＴＰＰ交渉への参加に反対であり、断

じて認めることはできません。この趣旨を十分にご理解いただき、貴会」、貴会という

のは日本共産党です。「におかれましても県議会、市町村議会等での活動を通じて交渉

への参加反対の立場の働きかけを行われるよう強く要望します。」ということで、これ

は県の委員長と会談もして日本共産党は全面的に締結に反対するという意思表示をして

おるわけでございます。 

  高知新聞を見ますと、きのうは雨の中ではありましたけれども高知はた農協のほうで

は４００名集めての大きな集会を開いて、この意思を統一するということで反対の意思

統一をしておるわけです。農協の方針としましては、全県の農協の単位で集会を開いて、

最後には県下全域の統一した集会を開くというような目標を持ってやられてきてるよう

です。少なくとも僕は日にちはわかりませんけど香美の農協もこういうことに参加を、

ここで農業者を集め関係団体を集めての意思統一をすると思いますけれども、ぜひとも

市長さんの持ってる大きなお力を発揮していただけますよう要請をしておくものです。

よろしく。どういう立場で反対の姿勢をアピールしていただけるかどうか、ご答弁をお

願いしたいと思います。 

  テレビのことについてでございますけれども、僕が聞いているところでは、この間電

話でお聞きしたところでは３１４世帯がＮＨＫの免除世帯であって、そのうち１４１世

帯については対応を確認をしてきてるというように福祉のほうからのお返事ではいただ

きましたが、今の答弁によりますと未処理、何もしてないのが７８世帯ということで言

われました。そのように私が受けとったわけですけれども思うたより少ないというよう

に思うわけです。これは県のほうも調査に、進捗状況については調査をされてるようで

ございますけれども、私も二、三名のテレビのチューナーとアンテナを取りかえてもら

ったという人と直接話ししたんですけど、どこの業者か知らんけど来てやってくれたと

いうことで、私はこれは市内の業者がやってくれるもんかと思うたら何かそうじゃない

ようですよということですが、それは行政のほうはどこの業者が来てやりゆうかはつか

んでいるかどうか、わかればお尋ねをするものです。 

  それと、これは全部申請方式ということなので、なかなか今までやってくれた人、今

までの申請をしてくれた人は割とスムーズに進んでいるようですけれども、全国的には

２８０万世帯このＮＨＫ受信料の免除があると。その中で７月の段階で８８万世帯が申

請をしているという中では、まだこの時点では２００万世帯が申請漏れということなの

で、香美市の場合でも、本市の場合でも今までやってくれた人は健康とかそういうこと

で非常に市役所へも出向いてきて申請もできたのやと思いますけれども、これからあと

残っている人についてはいろんな事情を持ち合わせている方が残っているのではないか

と思います。この申請主義について行政は、やっぱり市役所は生保の関係では担当者が

月に１回ないし２回訪問しゆうと思いますき、そのときにやっぱり書類を持っていって
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その場での申請の手続をとるということが、僕はやっぱり非常にこれから残っている人

の対応については大事ではないか思いますけれどもそれはどうなのか、そういう手続は

できるものかどうか。 

  それから、市町村民税非課税がわからないということを、数字的には出せないという

ことでいろいろと内容的にはわかることはあります。私たちもこの政府がテレビのアナ

ログからデジタルに変えるということについての責任をもっととってもらいたいという

姿勢はすごく持っております。というのも、今言う非課税の世帯にチューナーだけを送

りつけるにしても、これはやっぱり行政がかみ合わざったらできないと思います。個人

情報の関係でだれがこの非課税かということを香美市の中身を全部総務省が知っちゅう

わけじゃないと思います。どうしてもここで何かのルートで連絡をとらなかったらだれ

がどうなのかということはつかめられんのじゃないかと思うんですけど、そこのあたり

はどういうことになっていくのか、非常に無責任なやり方やと思うんです。仮にチュー

ナーを非課税の方がわかって送りつけてくれた場合でもチューナーだけではいけないと、

アンテナも変えないかん家ということになったら非課税の方はこら大きな負担をやっぱ

り強いられるわけなんです。これはどうしても工事屋さんを個人が呼ばないかんという

ことになりますのでね。そこらあたりははっきりと行政がどこまで責任を持ってこのこ

とを進めていけるのかどうか、その姿勢を問いたいと思います。 

  それから、交通災害の問題では、非常に前向きな答弁でありがとうございます。私に

訴えてきた人は３日から２０日未満の傷害を受けた方なんです。これは自転車に乗って

て倒れたということで、市役所のほうに申請に来たら５,０００円の診断書を出しても

らわないかんということなので、もらえるお金が２万円なんです、この人はね。そのう

ちの４分の１は診断書を書くのに要るというような保険のあり方はやっぱり問題ではな

いかと。もっとここの軽減をすべきやないかということで今回この提案というか質問を

させてもらったわけなんですけど、３点ほどが証明されればそれでも認めるという方針

だそうですので、そのことはぜひともこういう見舞金の請求に来たときには親切に説明

をしてもらえますようよろしくお願いを申し上げるものです。 

  ２回目を終わります。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   片岡議員の２回目のＴＰＰへの反対に対する市長の姿勢をと

いうふうなご質問だったと思います。 

  このことは諸般の報告の中で私のほうから私の姿勢については述べさせていただきま

した。大変議論が多く、今高くなってきておるわけでございまして、農業問題の中でも

大変大きな問題としてクローズアップをされております。今ちょうど私ふだん愛読いた

しております現代農業のＴＰＰ反対の大義という小冊子に論文が出ております。これで

は先のＡＰＥＣの中で菅首相が、日本は今再び大きく国を開く決断をしたというふうな

言葉を述べております。龍馬伝を少し見過ぎじゃないかなと、ちょっと感化されたので
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はないかなというふうに思ったわけですが。 

（笑い声あり） 

○市長（門 槇夫君）   なぜＴＰＰが浮上してきたのかということもこの中には書い

ております。特に今シンガポールであるとかニュージーランド、ブルネイ、チリが加盟

をしているわけでありますが、それにアメリカ、カナダ、オーストラリア、ペルーなど

が追随して加盟をしようと、また検討するというふうな表明をしております。これはＴ

ＰＰがＦＴＡとかＥＰＡよりもさらに強力な関税を全面撤廃ですか、そういうことが一

つうたわれているわけでありますので、こうした中で貿易の自由化によっていわゆるア

ジアの巨大な消費地と言いましょうかそうしたところをねらい撃ちをするというふうな、

バックにはそういう考え方もあるようです、この本によりますと。そういうことからし

ても大きな課題を含んでおると思いますが、ちょうど１１月１０日か１１日だったと思

いますが、東京に行っておりましたが全国農業中央会が全国の農協を集めて２,０００

人規模の大集会を日比谷公会堂でしておりました。私ちょうど衆議院会館の前でそれと

会ったわけですが、物すごいパワーで全国の農業生産者団体が集まって反対運動をして

おるところにちょうど出会わしまして私も一緒に行進をしたいぐらいに思ったわけです

が、別の用事がございましたのでしませんでした。 

  そうしたいろいろなものが言われている中でやはり日本の農業が壊滅をするという事

態に陥りはしないかということ、私自身は思っております。特にこの中山間地域の多い、

特に日本はほとんどが中山間地域で農業も営まれている面積も多いわけですので、そう

したところになると大変お米への影響が一番大きいと思いますが、中山間地域でもお米

がたくさんつくられているわけですので、そうしたところへの影響が大きくなって就農

をするということが困難になってくると国土の崩壊を招きますし環境の破壊も生まれて

くるわけでありますので、私自身は農業の問題だけではなくてやっぱり国のあり方とい

いましょうか国全体が壊れてきませんやろうか、そして精神的なものも含めて農村のコ

ミュニティーが失われていくと全体のコミュニティーも失われてくる状況が生まれるん

ではないかということから、私はこのＴＰＰにはやはり全面的に反対をしていかなけれ

ばと。それと、各農協も、農協とは常にこのことについても連絡は取り合っております。

そういうことで農協からも要請があるとするならば、当然そうしたことへも私個人とし

ては踏み込んでいきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    片岡議員の２回目のご質問にお答えします。 

  先ほどの世帯の数字ですけど、ちょっと混同しているかもしれませんけど、今取りつ

け件数ですね、そのお答えした件数は、地デジチューナーの支援実施センターに申し込

みをしていてそこが手続をしているとかの件数です。それで、問い合わせ自体はそこの

支援実施センターに問い合わせをした件数です。片岡議員が先ほど言いました数字は、
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３１４というのは生活保護の世帯だと思います。それから、生活保護受給世帯における

地上デジタル放送への対応状況に関する調査っていうのが今年の１０月３１日にありま

したので、そのときに報告したときに地デジ対応状況の確認済み世帯数っていうので１

４１件というのを上げておりますので、それはこの数字だと思います。 

  ですから、どこの業者がやってるかっていうのは特に、直接かかわっておりませんの

で把握しておりません。 

  それと、生活保護世帯について少しお答えしておきます。 

  地デジ用のチューナーにつきましては、昨年生活保護世帯の全世帯に文書の郵送とか、

ケースワーカーが訪問時にこういった制度があるっていうことでお知らせの周知をして

おりました。ただ、先ほど言いましたこの生活保護受給世帯における地上デジタル放送

への対応状況に関する調査っていうのがありまして、その際にＮＨＫ受信料の免除申請

を行っていない世帯が多いっていうことで、再度ケースワーカーの訪問時にＮＨＫ受信

料の免除申請や地デジへの対応について聞き取りとか手続をするように進めております。

ほんで、原則としましてはやはり本人の申請だと思います。行政どうこうじゃなくって

申請主義というか本人申請だと思います。それと、なおそのときに１４１世帯、地デジ

対応状況の確認ができた世帯について確認しておりますけど、ちょっとそのときの数字

を述べさせてもらいます。地デジチューナーの支援制度を活用する世帯１４１世帯のう

ち地デジチューナーを活用する世帯が９０世帯、これが約６４％、それからその他の方

法で対応する世帯が２４世帯、これが約１７％、それからまだどうするか決まっていな

いという未定が６世帯で約４％、地デジ視聴の予定なしというのが２１世帯で約１５％

でした、このときの調査では。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １６番、片岡守春君。 

○１６番（片岡守春君）    テレビの問題について最後の質問をします。 

  私がこの質問の中で３問質問をしてるんですけど、この最後の３問目の、結局これか

らの、これからという表現は私が言っているように来年から新しく非課税の世帯にも支

援が伸びるということも含めてでございますけれども、この７月１４日に切りかわった

ときに問題が出てくりゃあせんかという、問題が出てこないという見通しですか、行政

のほうとしては。すべての人に対象者にこの説明がなされて、そらもうつけなくてえい

と、チューナーも何も要らんという人についてはそらもうしゃあないことですけど、し

かし、もっと早くわかっちょったらというような形で、そういう苦言が出てくるような

ことにはならないのかどうかね。その責任は、僕はこの生活保護受給世帯については福

祉に１００％の責任があると思います。個人申請と言いながらもそら申請できない環境

の人も僕はおると思うんです。体のぐあいとか、市役所へわざわざそのことで出てくる

ことについてのいろんな考え方を持っちゃう、おりゃあせんかと思うんです。僕はその

点では申請主義は、訪問したときにこういうことがあるわということをやっぱり親切に
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説明をして、その場で申込書を書いてもらうとかそういうこともできるんじゃないかと

いうことを私は言っているんです。だから、僕は、３問目の全員が視聴できるという保

障がやっぱり１００％近くにしていくということが行政の責任やないかと思いますけど、

そのことについての今後の取り組み、今まで以上の取り組みも必要やと思うけど、その

点についてはどうですか、お尋ねします。 

  これで終わります。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    片岡議員の３回目のご質問にお答えします。 

  できるとこまで責任を持ってってというところですけど、生活保護受給世帯につきま

しては確かにケースワーカーが行って、今の制度ですとまず最初にＮＨＫの受信料の申

し込みというか免除申請をしてもらうということでそこをまず勧めております。今度制

度が変わるということで今までの取り組みとは変わってきますけど。それと、その後Ｎ

ＨＫのほうの受信料の免除等を受けましたら申請用紙をまた送ってくるんでその場です

べてができるわけではなかったですよね。ある程度そういったことで、ケースワーカー

も訪問時に皆さんにこういった制度があるっていうことの周知とこの手続をしてくださ

いっていう話はしています。それで、ある方とかによったら７月の時点になったらまた

考えるとかっていう方も、ケース記録なんかを見ているとそういう方もおります。ある

面本人が申請っていいますかね、制度自体の周知は徹底してこういった制度があるとい

うことでお勧めはします。ただほんで、そっから先はやはり本人にしてもらうっていう

ところやと思います。 

  それから、非課税世帯に広がりましたのでそれ全部に対応するかっていうことになり

ますと、そういった広報とかいうことで周知をしていくっていうことになると思います。

全世帯にそういったことを、何て言いますかね、かかわっていって訪問してっていうと

ころは無理だと思います。 

○議長（西村 成君）   片岡守春君の質問が終わりました。 

  お諮りします。本日の会議はこの程度にとどめ延会にしたいと思います。これにご異

議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 成君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。 

  本日の会議はこれで延会します。 

（午後 ３時４８分 延会） 
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議事の経過 

（午前 ９時００分 開会） 

○議長（西村 成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２２人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程は手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして順次質問を許します。 

  ６番、千頭洋一君。 

○６番（千頭洋一君）   おはようございます。６番、千頭洋一でございます。通告順

に従いまして質問いたしますのでご答弁のほどよろしくお願いいたします。 

  まず、第１点目でございますが、民生委員の欠員解消策についてでありますが、本質

問につきましては昨日同僚の山崎晃子議員が質問いたしまして詳しく答弁があり、今回

取り下げようかということも考えましたが角度を変えまして質問をさせていただきます。

答弁が重複するかもしれませんがひとつよろしくお願いいたします。 

  香美市の民生委員の設置の状況、それから県下の状況は昨日詳しくご説明があり、ま

た門 市長の諸般の報告の中にもございまして現時点では委員が６地区、それから主任

児童委員が１名不足しているといったことでございました。ご承知のように民生委員と

いうのは、地域の住民の悩みを聞いたり高齢者等の見回り役としての民生委員、なかな

かなり手がないといった形に、高齢化が進むということと、そういったときに国の基準

では、２００７年に新任は６５歳未満、再任は７５歳未満という原則があったようです

けども、高齢化等によりまして新任も再任も原則７５歳未満ということに変えましたが

なかなか見つからないと。ほんで、後任が見つからない場合はこの例外も認めていると

いったことでございます。 

  その中で過疎化等、限界集落の多い本市、特に中山間地域では高齢者、独居老人の見

回り、それから障害者、母子世帯等の要支援保護者の生活相談、支援等に対しまして民

生委員の任務、役割はますます重要になってきております。しかし、昨日もちょっとあ

りましたように、行政は個人情報保護法というものを盾にとってなかなか個人情報の流

出を心配して住民にその情報を提供してもらえないと。例えば、ちょっとお聞きしまし

たところによりますと地域への転入、転出そういった情報もなかなかもらえなかったり

母子家庭の情報なんかもなかなかいただけないと。ただ、独居老人のはなんかいただけ

たとかいうお話もお聞きしましたが、何かあれば世間から責められるのは民生委員であ

り、責任が重い、業務が多過ぎるとか、高齢者ばかりでなり手がないとかいうこと聞か

されました。この欠員対策、解消策についてお伺いいたします。国の配置基準では、人

口が１０万人未満の市では１２０世帯から２８０世帯に１人といった基準があるようで

ございますけども、この１１月１日、本市では１万２,７５２世帯で人口は２,１７４名

といった形でございまして、本市の定数といいますか香美市では１２８名とお聞きして

おりますが、そうしますと大体１００世帯に１人の民生委員がおいでるといったところ
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でございますが、なかなかそれでも６地区の民生委員さんと１人の主任児童委員さんが

いないといったことでございますが、そのあたりのことを再度お伺いしています。 

  それと、きのうの答弁でもございましたが、活動費が土佐山田町、香北町、物部町、

ちょっと答弁ございましてお聞きしましたが山田が、ちょっと確認させていただきます

が活動費が土佐山田町が２,０００円、香北町が１,３００円、物部町が４,０００円と、

この３町が大きくこのばらつきがあるわけですけどもこのあたりのことをちょっと、ど

うしてこうなっているのかといったことをあわせてお聞きしたいと思いますが。 

  それと、欠員の地域の要請は自治会長さんに前年の１２月に書類で出し、新たにまた

５月に出して今年の１２月という形になっておりますが、積極的に働きかけが必要であ

ると思いますが、この文書だけでなく実際その地域へお伺いしていろいろお話すれば何

とか方法がとれるんじゃないかということを考えますがそのあたりをご答弁願いたいと

思います。 

  それから、次に、地域座談会を開催するお考えはないかということについてお伺いい

たしますが、３町村が合併いたしまして香美市が誕生しまして４年９カ月が経過しまし

た今日、特に香北町、物部町の市民の中には、合併して地域はさびれ行政との距離が遠

くなったという声を耳にしました。地域座談会を開催して本市の現状とか課題、問題点

等の情報を共有して市民参加の市政を構築することにより、市民と行政がともに目指す

まちづくりの目標をお互いに理解し合って本所、支所の充実も含め市民との距離感が短

くなるのではないかということを考えましてこの地域座談会を開催する考えはないかを

お伺いいたします。 

  毎年、区長さんを対象に香美市全体の行政連絡会は毎年４月にやっておりまして、特

に香北におきましては、香北地区につきましては毎年１月の中旬に行っておりますが、

この各地区、地域での行政連絡会に、今対象は区長さんだけでございますけども、もし

できれば区長だけでなく民生委員とか地域審議会の方とか、また地域住民の方も参画で

きないかなと、このように考えております。私たち議員は地域住民の手足となって行政

と市民のパイプ役としての情報共有をすることも大きな議員活動であるということは言

うまでもありませんが、市民が主役と、地域が主体となり行政の支援で情報の共有をし、

市民の市民による市民のための行政をしていかねばならないと思いますが、そういった

ことについて、まず第一歩でも地域座談会の開催を必要と考えますがそのあたりの見解

をお伺いします。 

  第３点目には、林政専門職の配置についてお伺いいたします。 

  ご承知のように香美市は５３８.２２平方キロメートルと、その８７.５％が山林であ

り、そのうち国有林が２８％、民有林が７２％、その民有林における人工林の割合が７

５％と非常に高いということは昨日の織田議員のほうからもご紹介がございました。香

美市にはこの大きな財産がありますが、この木材価格の低迷等により間伐等の適正な森

林整備ができていない、林業経営は非常に厳しい状況であると。今回香美、物部両森林
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組合が森林・林業・再生実践事業の全国で５つの中に入って採択されまして、これを機

会に林政専門職、日本版のフォレスターを配置し、森林整備計画を立案し効率的な伐採

とか木材生産ができるよう林道、路網整備、施業集約とか加工施設の整備等に携わる専

門職の配置ができないかをお伺いをいたします。 

  農林水産省では、２０１１年度から林業経営のプロを育成するために試験的に全国１

０地域で林業従事者や自治体職員など４００人程度を対象に数週間研修し、その後試験

を実施し２０１３年には日本版のフォレスターを認定すると、将来的には全市町村に資

格者のいる状況を目指すという新聞報道がございました。聞きなれない言葉であるかも

わかりませんが、フォレスターというのは森林官と言いまして、日本の山林は所有者が

細分化しており、所有者を取りまとめ木材を効率生産できるように林道や加工施設の整

備など立案、指導すると。森林管理や経営指導の専門的で高度な技術、知識を持った国

家資格者でございます。ドイツやオーストリアなどの林業先進国では、フォレスター１

人が大体３,０００ヘクタールから３,５００ヘクタールを担当して管理をしているとい

う状況のようでございます。今議会に物部支所に林業事務所設置条例の制定がされるよ

うでございますが、専門的な知識と高度で効率的な林業行政ができ、農水省高知中部森

林管理署、香美、物部両森林組合と香美市に林政専門職、日本版のフォレスターを配置

して、さらに組織が結束することにより林業経営技術の高度化等ができ希望のある林業

経営ができると考えますが、その見解をお伺いいたしまして第１回目の質問を終わりま

す。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    おはようございます。千頭議員の民生委員の欠員解

消をということにつきましてお答えします。きのうの山崎議員と同じような回答になる

ところもございますがよろしくお願いします。 

  新聞報道でありましたように８月、県に推薦を行った際は１３人の欠員がありました

が、その後自治会長さんや現民生・児童委員などの努力によりまして１０月、１１月に

追加で県に推薦を行いまして、現在民生委員６人、主任児童委員１人の欠員となってお

ります。なお、この７人の欠員がありますが、きのうちょっと変わりましたけどきのう

１人民生委員になることを了承していただける方がおりましたので計３人欠員の補充が

できると思います。今後もこのように引き続き欠員となっている地区の後任の民生委員

の確保、発掘を行い、順次推薦を県に上げていきたいと考えております。また、次の改

選に向けては民生委員さんなどの意見を聞きながら受け持ち区域の見直しを行いたいで

す。 

  また、協議会の活動費のばらつきあるっていう点ですが、各民生・児童委員の協議会

に香美市からは補助金を支出しております。これの算出としましては、１人当たりの委

員手当としまして年額５万８,４００円を助成しております。この額につきましては、

県からも同額の補助が出ておりまして県の金額をもとに支出しております。そして、こ
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ういった補助金をもとに各民生委員の団体ごとに規約とかといったことで活動費なんか

の額を定めております。ほんで、各団体ごとに定めておりますので一律にはなってない

ところがあります。やはり地理的な条件とかで距離が離れてるとかそういったこともあ

るのではないかと思います。 

  また、欠員の地域への訪問とか積極的な活動はという点でございますが、欠員の人数

が減ってきた段階では、民協の会長さんや自治会長さんなど候補者をよく知っている方

に同行していただいてお願いの訪問とかに行っております。そういった活動を今後も続

けていきたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    私のほうからは地域座談会に関しましてお答えをした

いと思います。 

  香北町のほうで合併審議会が開かれまして、その席上でも同様のご意見がございまし

た。市民の声を行政に反映をさせると、そのことは大変大事なことだというふうに理解

をしております。そしてまた、地域座談会も市民の声を聞くための大変よい手法だとい

うふうには考えておるところでございます。 

  ただ、市民の声を聞くにつきましては、座談会のほかにもいろいろ手法があるわけで

ございまして、例えば電話もかかってきますし、あるいは大きな声で庁舎に尋ねてこら

れる場合もあります。そういう場合もあってお話を聞く、そういう対話ということにな

ろうかと思うんですけども、またアンケートであるとか、職員が調査をするとか、ある

いは各種会議の中で市民の声を聞かせていただくということもあろうかと思います。ま

た、課題に応じてそれがどのようにやられるかということだと思うんですけれども、市

が実施するということになりますと、やはりしっかり考えていかなきゃいけないのは公

平で、あるいは平等に、規模についてもしっかり考えていかなきゃいけない、そういう

ところに配慮していかなきゃいけませんし、実施する姿勢も問われるというふうに思い

ます。ただ、何かございませんかというふうな会議を開く場合もあるかもしれませんけ

ど、やはり目的とか課題を明確にして会を開くということも大事かと思います。 

  そこで、結論として、市が主体となって市が主導して実施をするということになれば、

やはりきちんと目的と決意も持って実施をしなければいけませんし、実施に当たっては

効果的な方法、市民の皆さんに理解もしていただけるような方法でやっていかなきゃな

らないと思います。地域座談会を市主催、主導で実施するということになりますと市全

体を考えていかなければなりません。そうなりますと大変重たい課題になってくる、直

ちに実施しましょうということにはなかなかならないというのが現在の結論でございま

す。 

○議長（西村 成君）   林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    千頭議員の林政専門職の配置について答弁いたします。 

  １１月３０日の森林・林業基本政策検討委員会の最終取りまとめ報告などによります
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と、フォレスターは現行の林業普及指導員の資格試験を見直し、フォレスターの資格試

験として再構築するとともに、国及び地方公共団体職員、民間人を問わず一定の現場実

務経験などを有する者に同試験の受験資格を付与、同試験に合格した者をフォレスター

として認定するとともに、市町村森林整備計画、森林経営計画に関連する業務に関与す

ることや森林施業プランナーへの指導、助言を行うことができるよう位置づけを明確に

するとされております。まずは、県の普及指導員、国有林の職員を対象に育成しまして

平成２５年度より資格制度を実施する予定となっております。それまでは選定された県

職員、国職員が準フォレスターとして一定の研修などを受けた後、市町村森林整備計画

などの策定支援などを行うことになっておりますが、フォレスターの配置など具体的な

ことはまだ現在不明です。 

  それと、香美市独自でフォレスターを置くことにつきましては、香美市も含めて大多

数の市町村においては厳しい要員事情のもと県の指導を受けつつ多種多様な業務、事務

の処理をしている状況にありまして、森林林業に知見を有する専門的な技術者を配置し

ている市町村はごくわずかにすぎません。現状ではフォレスターへの候補者がいません

し、今後とも県からの支援を期待しております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ６番、千頭洋一君。 

○６番（千頭洋一君）    ６番、千頭です。２回目の質問をさせていただきます。 

  まず、第１点目の民生委員の欠員の解消策でございますが、それぞれご努力していた

だきましてあと３人という状況になっておりますが、ぜひこれが定員を確保できるよう

な形でやっていただきたいということでございます。 

  今ちょっとお聞きしたところによりますと補助金として本市から１人当たり５万

８,４００円、これと同額が県からも出てると、それぞれこの金額は３町の民生委員協

議会、ここに渡してそこからそれぞれの民生委員協議会でいろいろ、先ほど言った活動

費がそれぞればらつきがあるということをお聞きしましたんですが、合併してもう４年

９カ月、５年近くになるわけですけども、この民生委員協議会というのはそれぞれ町村

に設置すべきものであるわけでしょうかね、香美市１つにまとめてやるという方法はで

きないものでしょうかね。そうすると、香美市１つになれば活動費というのは当然なが

ら同額になっていくんではないかなということも考えます。 

  それと、民生委員さんが非常に責務が大きいということでございまして、ある自治体

によっては、民生委員の協力員なんかもお願いして少しでも民生委員の負担を軽くしよ

うと、軽減しようということをされておるようですけれども本市ではそういうお考えは

ないかなということをお伺いいたします。 

  それと、地域座談会の件でございますが、確かに言われますように市が主体となって

やるといろいろ目的とかそういったものにいろいろ合致してこなきゃいけないというこ

とは当然わかります。こちらから、市のほうから具体的にこういった案件があってその
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説明会をするんじゃなくして、逆に地域の方々のいろいろ声を聞くといった形の座談会

も必要ではないかなということです。第１次の香美市振興計画も策定されまして、平成

１９年度から向こう１０年間、平成２８年度までの本市の将来に向けてのまちづくりの

方向をしていくといったことでございまして、前期５カ年の基本計画、３年間の具体的

な実施計画を策定しておりますが、こういったことについても市民の方は余り知らない

んじゃないかなといった形でございまして、そういったところをまたご説明していただ

ければ非常に地域との市民との距離感が縮まるんじゃないかなということと、それから、

議員の研修会で平成２０年でしたか、京都の綾部市のほうで研修させていただきました

んですが、そこの市長さんは、１９６の自治会があるようでございますけどもその自治

会をすべて訪問したと。その中で３８の自治会がもう限界集落のような状況になってる

というようなことを痛切に感じたといったお話がたしかあったようにお聞きしたんです

が、確かに本市におきましてももう限界集落、準限界集落地域もありますます人口が減

少してくると、こういったことであと１０年後には自治会組織そのものもなくなってく

るのではないかといったところでございますが、ぜひ、なかなかいろいろ大変でしょう

けどもこの地域座談会をお考えいただければということでございます。 

  それから、３点目の林政専門職の配置でございますけども、確かに本市におきまして

も職員さんの削減をしていくという一つの大前提がある中で、それについて新たに設置

をせえというのは非常に厳しいかもわかりませんですが、ご承知のように香美市の場合

は約８８％が山林であるといった形で、なかなかこの第１次産業の林業、農業も含めて

ですが林業も非常に重要なところでございますので、他の市町村と若干違うかもわかり

ませんけれどもやっぱりこの林業については力を入れていかなければならないんじゃな

いかと。そういったところで先ほど申しましたように今回も林政事務所が設置されると

いった機会もございますのでそういったところに、今まだ資格者もおいでんわけでござ

いますけどもできるだけ当初１人でも２人でもその対象となるような方をぜひお願いし

たいなと、そうすることによってこの香美市の主な林業が、将来希望ある林業経営がで

きるんではないかということを考えますがご答弁のほうよろしくお願いいたします。 

  以上で２回目終わります。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    千頭議員の２回目の質問にお答えします。 

  香美市の民協が３つに分かれているっていうことで１つにすることができないかとい

うようなご質問だったかと思いますが、やはり香美市は面積も広くてそれぞれ地域で独

自に活動とかしておりますので、現在のところはそれぞれ分かれて活動ということにな

ると思います。ただ、民協の連合会っていう会はつくっていまして一堂に会する場はご

ざいます。そういったことで連絡とかは取り合っております。 

  また、協力員をお願いしてというお話ですけど、これは土佐山田町に関しましては福

祉委員制度というのがございます。福祉委員、これは大分前からやってますけど、やっ
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ぱり民生委員が協力をお願いしたいっていうところはその福祉委員を配置してそういっ

たことをしております。香北、物部のほうは現在のところはありませんけど、そういっ

たことで福祉委員とかの総会なんかも年に１回とかあってそこでお話とかもあります。

そういった制度としてはあるにはあります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   千頭議員の２回目の質問の地域座談会の開催についてのご質

問にお答えをさせていただきます。 

  １回目の質問の中で総務課長から地域の座談会に望む市の姿勢といいますか、いわゆ

るスタンスについての考え方、そうしたもののお答えをさせていただきました。そうし

た中で、２回目のご質問の中で地域の声を聞くという座談会も必要でないかというふう

なご質問であったかというふうに思います。先ほど１回目の質問でもお答えをさせてい

ただきましたが、テーマがあればテーマについて私どもから出向いて、そしてそのテー

マについていわゆる市民の皆さん方の声を聞く、そしてそれをまた一つの政策に反映を

するということもあろうかと思います。またそして、もう１点は、今の現状を市民の

方々からお聞きをするということもあろうかというふうに思います。 

  そうした２つぐらいの大きな分かれがあろうかと思いますが、１点、現在香美市にお

きましてはさまざまな要望書をいただいております。各地域、またそれぞれの課題等に

つきましてたくさん要望書をいただいておるわけでありますが、それには誠実におこた

えをさせていただいて、そして可能な限りその要望書におこたえをさせていただくとい

うふうな手法をとっておるわけでございまして、先日来、森林組合が行っておりました

森林・林業再生プランというふうな一つのテーマを持ってやるということにつきまして

はたくさん意見もあろうかと思いますが、今のところそうしたテーマを今持っていない

中で、ただ出向いて先ほど言いましたようにお話を聞くという手法を今とってはいない

ということが現実でございます。また、今のところそうした方向で地域で座談会を行う

というふうな、私自身考えは持っておりません。 

  しかしながら、そうした現場を知る、見るということは大変大事でございますので、

先月でしたか、物部、香北、山田、３日間それぞれ分けて、すべての地域とはいきませ

んでしたが、財政課そして当然支所もそうですが、そして現場を持っておる職員、そう

した方と現在行っております。また課題であります現場を見、また集落にも入らさせて

いただきまして地域の現実、現場というものを見させていただきました。また、それを

やはり平成２３年度の予算等にも反映さすということによって地域の信頼度、また地域

の行政に対する信頼度と言いましょうか、そうしたものを少しでも高めていくための糧

にしていきたいというふうな手法の中で私自身はやらさせていただいておりますので、

現在のところ地域に赴いて、私どものほうから地域に赴いて座談会を開くということの

計画はございません。ただ、地域からそうしたことについてぜひ来てくれ、今晩座談会
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をするので来てくれというふうな要請があればこれは進んでいつでも行く用意はござい

ますけれども、そうしたことです。特に限界集落などで夜間会をしますとなかなかなエ

ネルギーも、地域の方々にもエネルギーも要るというふうに思います。そうした部分、

もし今後そうした地域の中でそういうご要望があればまた赴いていくという思いでござ

います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    千頭議員の２回目の質問にお答えいたします。 

  確かに香美市のほうは森林面積が９割近くあって林業の位置づけが大変重要なことに

なっておりまして、一番いいのは千頭議員がおっしゃられますよう、いうたら香美市の

森林を長期にわたって管理できるような市町村の専門職員がおったら一番えいわけなん

ですが、なかなか今のこの職員の現状で言いますと林業の専門的な知識を有する職員が

おりませんし、また、これは人事のほうになりますが、そういう方針で今後行くとして

も林業専門職といいますか大学を出たら職員とかを雇って一から研修もしながら、実務

経験を有する者が受験資格を得るとされてますのでそれは将来的な話になると思います。

そこで、さっき千頭議員が言いよったように香美市のほうには森林管理署もございます。

森林管理署にも多分そのフォレスターなる人が国の機関ですので配置されることを期待

もしておりますし、それから、森林組合の職員に至ってはもう現実的にかなりの現場の

経験を有する者もおります。そこで将来的にはそのフォレスターの資格を取っていただ

いて、それからさらに中央東林業事務所の林業の専門の県の機関がございます、そこに

も必ず１人は配置されると思います。そこで、一応現実的なものとしましては、これも

森林・林業基本政策検討委員会の最終取りまとめの中にございますが、市町村職員以外

のフォレスターが配置される場合においても人事異動に左右されず、常に一定レベル以

上で業務が執行されることが求められていると。このため市町村以外のフォレスターの

在任期間の長期化を図るとともに、例えばフォレスターと市町村職員、森林組合職員な

どがチームを組んで業務に取り組み、その継続性を確保するなど人事異動や体制整備な

どにつきまして地域の実情に応じた柔軟な対応が図られるべきであるというような提言

もされておりますので、現実的な方向はこういったことでこの香美市の森林を守ってい

くような形となると考えます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ６番、千頭洋一君。 

○６番（千頭洋一君）    どうもご答弁をありがとうございました。 

  その民生委員のことについて１点ちょっとお伺いしたんですが、先ほどご答弁の中に

土佐山田町には福祉委員さんというがですかね、方がおいでて民生委員の補佐をしてる

といったようでございますが、こういったことは３町それぞれありまして香北、物部の

民生委員さんのほとんど知らないんじゃないかなと思います。ほんで、３町の民生委員
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の連合の協議会もなんかあるようでございますのでぜひその機会にこの土佐山田町で、

これ今でも土佐山田町にはあるわけですかね？福祉員さんという方は。もしあればそう

いったように非常に困っている他の地域にもこういった状況でやってるということをぜ

ひ周知徹底していただきたいということでございます。 

  どうもいろいろ皆さんご答弁ありがとうございました。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    千頭議員のご質問にお答えします。 

  土佐山田町では福祉委員がございます。社協から委嘱しております、社協から選任し

まして、ただ、すべての地域にあるわけではございません。必要とする地域に福祉委員

を構えてると思います。よく民生委員さんの区域なんかですと自治会が２つとか３つと

か受け持っている地区がありますので、民生委員さんの出身の自治会でない自治会のこ

とが詳しくわからなかったりする場合、そちらから福祉委員の方を出してもらったりと

かそういうことをしてるようです。こういったことは社協のほうで委嘱をしております

が、こういった制度があるっていうことは香北とか物部の民生委員さんが知らなければ

またお知らせをしていくようにお話はしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   知らなければじゃいかんろう。 

○福祉事務所長（小松美公君）    お知らせをしていきたいと思います。もう多分何年

かたってるんで知っているんではないかと思いますけど、お知らせしたいと思います。 

○議長（西村 成君）   千頭洋一君の質問が終わりました。 

  次に、７番、濱田百合子君。 

○７番（濱田百合子君）    ７番、濱田です。よろしくお願いいたします。通告に従っ

て質問します。 

  最初に、学校給食について質問いたします。本市の学校給食については今までも他の

議員より質問があっていると思いますが、私は学校給食が子どもの生きる力を支える大

切な施策である点と、地域の安全な農産物を食材として学校給食に取り入れることによ

り、地域に住む人とのつながりと食材費の地域還元が地域の活性化につながることを視

点にして質問をいたします。 

  日ごろ学校給食については、学校教育の中でも給食の時間を中心に教職員と児童が同

じ場所で決まった時間にみんなで食べるということを基本に実施されていると思います。

教職員の方々を初め調理に携わっている方々は、日々本当にご努力をされていると思い

ます。さて、今学校給食は岐路に立っているように思われます。その理由の１つは、２

００５年に制定された教育基本法（後に「食育基本法」と訂正あり）、そして栄養教諭

制度、加えて２００６年の食育推進基本計画、また昨年改正になった学校給食法により

法律の描く学校給食のテーマやそれをどう達成するかという方法が変えられたことです。

すべての子どもたちにとにかく必要な栄養を供給するという食料の逼迫した時代のテー
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マから、どう食べるか、育つ意欲をどう引き出していくかへと子どもの食にかかわるテ

ーマが変わったことです。２つ目は、各地で昭和４０年代から昭和６０年代にかけて建

てられた給食施設の建てかえが迫られており、民主党を中心とした政権にかわった今も

政府は地方行政に対してコスト削減圧力を引き続き強めているため、建てかえを既定す

る最大のテーマが安上がりとされている傾向があることです。 

  本市も民間に任せるべきという新自由主義的な自治体改革のもとで、２０００年より

土佐山田学校給食センターは民間委託されました。民間の力を活用しながら経済性、効

率性を追求し住民サービスを確保していくという点で今まで営業されてきていると思い

ます。開設後２８年を経過し、新しく土佐山田学校給食センター建設等に当たり検討委

員会を設置し議論をしていますが、その進捗状況を質問いたします。また、その議論の

中身ですが、改正された学校給食法のテーマを検討委員会の皆さんが周知した上での議

論がなされているかを質問いたします。 

  次に、改正された学校給食法は教育的要素がさらに強くなり学校給食を活用した食に

関する指導の充実が、学校給食の目標については健康の保持増進とか望ましい食習慣の

形成のほかに食育の観点から社交性、協同の精神、生命、自然を尊重する精神、環境の

保全に寄与する態度、勤労を重んずる態度の育成や伝統的な食文化、食料生産、流通、

消費の理解などの項目が加わりました。このように学校給食が地域と教育とのつながり

を強化するように求めて改正されたのを受けて、教育や調理に携わる市と教育委員会が、

学校や教諭、栄養職員といった組織や人への指導が求められています。現在の学校給食

は、この新しく改正されました学校給食法に準じた取り組みになっているのか、また、

学校給食法について教育委員会の認識と指導状況を質問いたします。 

  次に、第１次香美市振興計画の中の基本目標である「賑わいを興す」の施策の中の農

林業の振興には、地産地消、直販事業の促進が具体的な施策として上げられています。

私は、中山間の耕作放棄地を見たり、また、現在耕作している方より「もうわしらの代

で終わりや。息子は県外におるし、定年後に帰ってきても家族が少し食べられる分があ

ればいいと言っている。宅地にしてもだれもここには家は建てんろうし土地も売れんし

困ったもんよ。」という声とか、「今は田を当ててつくってもらいゆうけんど、つくり

ゆう人も年がいくきどうなるろう。」という声をよく聞きます。 

  現在学校給食には、食材として地元の農産物が調理されています。ニラやネギ、やっ

こねぎ、ショウガ、カボチャ、みそ、シイタケ、ユズ、芋の茎、オクラ、ゴーヤ、トウ

ガン、サツマイモ、大根など大変いい取り組みだと思っています。過疎化の中でも地域

の食文化を学校給食を通じて子どもたちに伝えることが大切だと考えます。耕作放棄地

を子どもたちと教職員、農家、ＪＡなどと協力して学校農園としてよみがえらすことな

ど、地産地消のために学校給食への食材の需要をふやし、食材の費用が地域に還元され

るような連携が考えられないかと思います。学校給食の目的の食育の推進のためにはこ

の施策に連携することが必要と思いますが、その意向や取り組みの方向性について質問
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をいたします。 

  次の項目の香美市の子育て支援策について質問をいたします。 

  まず、１点目は、予防接種のことです。 

  昨今ヒブワクチンと肺炎球菌ワクチンが国の助成事業として予算化され、本市におい

ても施行されることは乳幼児の命を守る施策として大変喜ばしいことです。予防接種に

は、現在法律で定められていて無料で受けられるものと任意、有料で受けられるものが

あります。無料で受けられるものはジフテリア、百日せき、破傷風の三種混合、百日せ

きを除いた二種混合、ＢＣＧ、ポリオ、麻しん、風疹、日本脳炎などがあり、有料であ

るものにおたふくかぜ、水ぼうそう、Ｂ型肝炎、インフルエンザなどがあります。予防

接種は、乳幼児の健康を守る重要な予防手段であることはだれもが認めるところです。

そのために多くの予防接種は国の施策として無料で受けることができます。 

  南国市のある小児科の話によると、ＷＨＯの方針では、はしか、風疹、ムンプスを世

界からなくすということで世界的には２回の接種になっているようですが、日本では１

回の接種になっています。おたふくかぜのムンプスウイルスに直接効く治療薬や治療方

法はなく、一たん罹患をしますと沈痛、解熱などの対症療法が中心になります。年齢が

高くなるにつれ症状が重くなる傾向があり、髄膜炎、脳炎などの合併症もあり、男性で

は睾丸炎になり将来子どもができなくなることもあります。最近では特に難聴合併への

注意が促されています。大人になり罹患をすると難治性の難聴になると言われています。

患者の年齢は３歳から６歳で約６０％を占めています。全国では、今年の６月現在では

４５の自治体で助成事業が行われており、高知県では南国市と梼原町が助成を実施して

います。 

  南国市では、昨年の７月より２歳から６歳の幼児を対象に１人３,０００円を公費助

成しています。南国市のある小児科では、自費で４,５００円だったのが１,５００円に

なりました。また、小児科医に聞くと、「おたふくかぜにかかったときの医療費は通常

２回の受診で１万円ほどかかる。国保などの保険の場合、予防接種をしたほうが安くつ

きます。」とおっしゃっていました。子育て支援の一環として現在有料のおたふくかぜ

の予防接種への助成ができないかお尋ねいたします。 

  ２点目は、なかよし保育園の病後児保育について小児科医や看護師など専門職の確保

についてどのように努力をされているか、その取り組み状況と今後の課題について質問

いたします。 

  このすこやか子育てプランに基づき病後児保育も行うということでなかよし保育園が

設置されたように思います。子どもを産み育てることは、母親、父親にとっては多大な

喜びであると同時に不安を感じることも多くあります。安心して出産、そして育児がで

きることは最も重要なことだと言えます。現在国の施策で１４回の妊婦検診が無料にな

っており、安心して検診に行けることは妊婦の命と胎児の命を守る上で大変有意義なこ

とです。今後も継続されることを願っています。本市がすこやか子育てプランに基づき
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子育て支援センターを設置し入園前からの子どもとその保護者のケアをしていることは、

子育て世代の親に大変喜ばれています。子育て世代の皆さんが香美市に定住してくださ

れば地域の活性化になるのではと期待をしているところです。 

  平成２１年度の決算の中で、ひまわり保育園の委託料のうち病後児保育事業分として

２９４万円が支出されています。今年度の予算もひまわり保育園への委託料の中に病後

児保育事業分も支出されているだろうとは思いますが、対象児はひまわり保育園へ入園

している子どもだけと聞いています。ひまわり保育園の対象児は産休明けから２歳まで

です。なかよし保育園で病後児保育が始まれば対象児の年齢が広がっていきます。病後

児保育をするに当たり市内に小児科が確保できない現状はありますが、近隣の市の小児

科医との連携、また、内科医で可能であれば市内の内科医への依頼、医師会や高知大医

学部附属病院などとも検討をし、看護師、保育士の確保にも務められて早い時期の開設

を望みます。共働きが多い家庭の中で、疾病による熱は下がったものの体力の回復まで

には日数もかかります。通常の保育内容では預けられない状況の中で困っている家庭も

耳にします。子育て世代の定住策の１つとしてもぜひ前向きな施策を望みます。 

  以上１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター所長（和田 隆君）   濱田議員のご質問にお答え

いたします。 

  まず、第１点目の学校給食についての件で、建設等検討委員会等の設置をしてその後

の進捗状況でありますけれども、この建設等検討委員会については、昨年、平成２１年

５月１日に香美市立土佐山田学校給食センター建設等検討委員会ということで設置をし

ております。現在まで５回開催をしています。その間、市内３つの学校給食センターの

視察や試食、そして四万十市のスクールミールなかむらみなみとか、四万十町窪川学校

給食センター等への視察研修等を実施して昨年１２月２５日付で提言書が出てきており

ます。その内容については、建てかえについては老朽も進んでいること、早急に実施に

向けて取り組むことが適当であるという内容。そして、物部、香北を山田に合併すると

いうことについては、物部の施設が、児童・生徒の推移を見ながら老朽した時期に物部

を香北に統合、そして、香北の施設の老朽化に伴ってすべてを山田に合併していこうと

いうような２つのことを大きな柱とした建設等検討委員会の提言書が教育委員会に提出

されました。そして市庁部局へも報告をいたしているところです。新施設の建設予定地

等についての協議なんかもされておりますけれども、幾つかの候補地の意見も出されて

いますが、それらの候補地については現在も検討をしている段階というところです。 

  そして、学校給食法をもとにした議論がなされてきたかというとことでありますけれ

ども、新施設の建設に当たっては、児童・生徒への食教育の拠点としての給食センター

をつくるということを目指して協議をしてきております。検討委員さんには保護者の代

表、地域の代表、そして栄養教諭等も含まれていて、児童・生徒を中心に保護者、地元
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生産者にも配慮がなされた事業の計画が進められるような検討がなされてきていると考

えています。 

  そして、２点目ですけれども、学校給食法に準じた取り組みになっているのか、そし

て教育委員会の認識と指導の状況についてというところでありますけれども、香美市の

学校給食については、学校給食法第１条、第２条、そして第３条に準じた目的、目標、

施設等により給食の提供及び栄養教諭による食教育への取り組みがなされていると認識

しています。学校給食の提供については、学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達

に重要な役割を担っていることを認識し、学校給食の充実を図ることにより生涯にわた

って健康で生き生きとした生活が送れる子どもたちを育てることを目標に、学校給食セ

ンター、家庭、地域が一体となって取り組んでいるところです。市では、土佐山田、香

北、物部の３地区において、それぞれ地域の食材を活用しながら地域性を生かした独自

の献立内容、メニューで給食を提供してきています。また、学校給食を生きた教材とし

て栄養教諭が学級担任等と連携しながら給食時間の指導を積み重ねていますし、嫌いな

ものも頑張って食べる子どもたちも増加していますし、残食の減少にもつながってきて

いると考えています。 

  そして、３点目の地産地消、直販事業の促進の取り組みの１つとして学校給食との連

携というところですけれども、地産地消、直販事業と学校給食の連携は大切なことであ

ると考えています。先ほども述べましたが、土佐山田、香北、物部の３地区において、

それぞれの食材を活用しながら地域性を生かした独自の献立内容で給食を提供していま

す。食材の購入については、地元の農家から直接提供してもらうものもありますし農協

を経由して提供されるものなどがあります。香美市産以外の県内産の食材についても、

市内の取引業者にできるだけ多くのものを仕入れてもらうよう依頼もしているところで

す。また、お米については、香美市産のヒノヒカリを３センターとも使用をしていると

いう状況です。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   健康づくり推進課長、凢内一秀君。 

○健康づくり推進課長（凢内一秀君）    濱田議員さんの子育て支援につきましてお答

えいたします。 

  １点目のおたふくかぜの予防接種の助成をということでございますが、予防接種につ

きましては多くの人が受けますことによって、その病気から個人また地域的な流行を阻

止することができることになっております。本人が病気にかからず健康であると同時に

周りの人の健康を守ることにもつながっています。病気によりましては後遺症を残す頻

度の高いものや有効な治療法がないものなど重篤な疾患もございますので、そのような

場合、予防接種法上の定期接種として位置づけられているところです。 

  おっしゃられましたように現在おたふくかぜの予防接種は任意接種ということで費用

は個人負担となっていますので、言われますように子育て支援策としての助成も有効で
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はあると思いますが、現在厚生科学審議会の予防接種部会のワクチン評価に関する小委

員会というのがございますが、そちらのほうの経過報告では予防接種法上の定期接種の

位置づけが検討されています。６種類のワクチンがありますが、おたふくかぜのほうも

そちらの検討をされる１つのワクチンの中に入っておりますので、そのような動向もあ

りますので今後の方向も見守っていきたいというふうに思っております。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 

○幼保支援課長（山﨑泰広君）   それでは、濱田議員の子育て支援、なかよし保育園

の病後児保育についてお答えいたします。 

  なかよし保育園の病後児保育につきましては、現在は乳児と兼任の看護師を配置をし

まして、通園している園児が保育中に微熱を出すなど体調不良となった園児を対象とす

る体調不良対応型の事業を行っているところでございます。要望の多い病気の回復期に

当たる園児を対象とする事業はできておりませんが、実施に当たりまして他機関の情報

収集や実施箇所への視察など現在検討を進めておるところでございます。 

  今後の課題といたしまして、香美市内には提携できる小児科医がいないので小児科医

の確保が必要となってくることでございます。県内で病後児保育を実施しているところ

はすべて小児科医の配属された系列病院があり、病後児とはいえ体調が万全でない子ど

もの保育となるので小児科医との連携は不可欠と考えております。また、医師の確保に

つきましては、医師会との連携が必要だと考えております。 

  実施するとほとんどの場合感染症の病気となるため、預かり人数の制限や既往歴によ

って受け入れの検討が必要になるほか、感染を拡大させない環境の整備も必要になって

くると思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ７番、濱田百合子君。 

○７番（濱田百合子君）    ２回目の質問をいたします。 

  その前に、先ほど「教育基本法」と間違って発言しましたことおわびします。２００

５年に制定されたのは「食育基本法」でございました。間違って話しまして申しわけあ

りませんでした。 

  先ほどの学校給食の給食センターの設置の検討委員会からの報告をいただきましたが、

私は新しく学校給食法の中身が変わったということで、そのハード面で給食センターが

老朽化して耐震の必要もあるので新しいところを今探しているというのは当然でござい

ます。本当に安全な施設をつくらなければならないと思いますけれども、そのつくる検

討委員会、１１人いるということで、その中にはＰＴＡの代表、学校長など１１人の著

名な方がいて一緒に協議はされているということですけれども、やはり四万十市とか窪

川のほうにも視察に行っていろんな状況を見ているとは思います。ただ、学校給食法が

変わったいうこと、やっぱりすごく重点的にしてほしいなという思いがあります。従来
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の学校給食法と同じような形での単なる土地が決まった、そこで建てると。そしてまた、

香北と物部が今後も年数がたっていますので、将来的には香美市で１つの学校給食セン

ターをつくるということでの建設ということになるというお話でしたので、本当に学校

給食センターをつくるということは、子どもたちにとっては教育を受けてるその教育の

場から遠いところに調理を、つくっている場があるということでして、その調理でつく

っている場を子どもたちが直接見ることがほとんどないということになります。子ども

の食育ということを大変この学校給食法が変わる前から食育は大事だということは言わ

れていましたけれども、なぜ今新しく学校給食法を改正されたかっていうことをもう少

し重点的に考えて、特にこの香美市におかれましては、地域の中で高齢化も進み耕作放

棄地もあり、今学校給食に地域のそれぞれの食材は確かに入っていますし、県の栄養教

諭の方がそれぞれ頑張って地域の方とも結びついて食材の提供をしてますけども、それ

が今、香北は香北の給食センターがあり物部は物部の給食センターがあり、そして土佐

山田も１,５６０食をつくっているわけですよね。これ、それが全部合併してしまいま

すと２,０００食以上になるわけでございます。規模が大きくなれば大きくなるほどな

かなか、栄養教諭の方もそれぞれだからそれぞれの工夫を凝らして給食のメニューが考

えられます。でも大きくなればなるほど、１つの栄養献立表を基に調理されるわけです

ので一度にたくさんの食材が、果たして高齢化している地域でなかなか大量にすぐ学校

給食に取り入れることができないというようなことにもなってきますので、本来子ども

の食育を重視して、そして調理師さんとの顔の見える関係での食育、子どもたちの心の

育ち体の育ちを考えるのであれば大きくなればなるほどそれはマイナスになるというこ

となわけです。そのことは本当に学校給食センターの建設等検討委員会の方々に知って

ていただきたいと、大きくなればいいということではないのです。ほかのところにも視

察には行ってると思いますけれども、事実隣町の南国市の学校給食は、小学校はすべて

炊飯器を持っていての自校方式になっています。これは中山間で農業をしている方たち、

中山間の米を子どもたちに食べてもらいたい。そして、中山間でも農業ができるという

こと、そしてＪＡ、農業組合の方たちと一緒になって何度も何度も議論をした上で、や

っぱり地元の米と地元の野菜を子どもたちに提供するのがこの地域で育つ子どもたちに

は最適だという結論のもとでそういった学校給食を始めているわけですよね。やはりそ

の辺のことを根本に給食センターをつくるということを考えていってもらいたいなと思

うがですが。 

  そのほかの市、四国以外ですけれども富山県のある市では、学校給食センターと県の

農林振興センターや営農組合などが連携をして開墾をして、そこで栽培し収穫した作物

を給食センターで調理すると。いろんな団体が結びつくと一度にたくさんのものがその

地域でできるわけですよね。１つの農家がニラややっこねぎをつくっても学校給食に大

量に出すことは今後難しくなるかもしれません。やっぱりほ場整備もされておりますの

でそういうところで、ここは学校給食の農園だというような意識を市民の皆様にも持っ
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ていただきながら、子どもたちのためにつくられてるんだという認識のもとで給食への

食材を提供するようなことですね。それと、滋賀県の小学校では、農家の協力で学校の

周辺に給食用の野菜を栽培する食育畑という名前で、心と体が元気になる畑ですという

アピールを大きな看板を立てて子どもたちのために食材を地域ぐるみで提供していると

いうような取り組みをしているところもありますし、ぜひそういった視点で学校給食へ

の食材の提供。そして、もちろん県の栄養士さんも多大な協力をして、やっぱり調理師

さんも、今のところ香北と物部は直営でしていますけれども、この土佐山田の学校給食

センターは民間になりましたらなかなか、民間業者が調理業務を委託されているわけで

すので当然効率性であり利便性を最優先しているわけです。教育委員会が委託業者に直

接学校給食法について周知ができない、それがやっぱり今現在では土佐山田町の子ども

たちへの対応が十分できるのかどうかということの疑問があります。学校給食も教育の

一環でありますので、例えばちょっと病弱な子ども、アレルギーを持ってる子どもたち

が来たときにもやっぱり調理の上でもきめ細やかな調理が必要だと思いますし、調理員

の対応も大変重要になっていると思います。その中で効率優先の食事づくりというのは

この食育の観点から言ってもそぐわないと思います。先ほども私が言いましたようにつ

くり手と顔の見える関係が大変大事です。今の子どもたちの状況の中では、孤立化や人

と人との関係を結びにくいという現象がたくさんあります。家族の中での孤立化、そし

て学校や社会の中での孤立化も広がっていく現状にあります。その反動として孤立を避

けたいがために嫌われることを恐れるような不安な毎日を送っている子どもたちもいま

す。子どもたちに人と人が結び合って生きていることが実感できるような学校給食の指

導のあり方を考えていくということも中心に据えて、そうすればどうしないといけない

かということがわかるとは思うんですがその点、今後そういうことをポイントに検討委

員会のほうで再度また検討を進めていくというお考えがあるのかどうかお尋ねします。 

  そして、土佐山田の小・中学校合わせて今１,５６０食の給食をつくっているわけで

すが、本来なら自校方式が望ましいと思います。四万十市、窪川町に視察に行っていま

すけれども、実際食育っていうのはテストをして１００点とれるような、子どもたちが

これ食べてすぐどうなったかというような成果があらわれるようなものでもありません

し、でも、教育というのは日々の積み重ねが教育で成果をすぐ求めるものではありませ

ん。成果は二十になってあらわれるか３０歳になってあらわれるかわかりませんし、手

間をかけてじっくり取り組む、で将来その子が働き出して県外に行ったとしても香美市

でとれたあの給食を食べられてよかった、給食の時間が一番楽しみだったと、そういう

ふうなことで誇れる学校給食をぜひこの香美市に目指していただきたいと思います。給

食センター建設等検討委員会ももちろん今立ち上がっていますけれども、通常は給食セ

ンターの運営委員会というのがあると思うんで、その運営委員会の中は１４人ぐらいで

したか、運営委員の方がいます。その運営委員の方々にもこの新しく改正された学校給

食法のことを周知されて今後再度、なぜ今政府が学校給食法を改正したのか、そして香
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美市の学校給食法のやり方、学校給食のやり方がこのままでいいのかどうかということ

を再度給食センターの運営委員会の皆さんに、今後の将来３つが合併するかもしれない

ということも含めまして、でもそれはどうかなというような部分もあるので、そのこと

をぜひ運営委員会の方々に教育委員会のほうからも周知して指導をしていただくような

方向が今後とっていけるかどうか、ぜひ発展的な思いをもって運営委員会を継続させて

いけるかどうかを質問いたします。 

  以上２回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター所長（和田 隆君）   濱田議員の２回目のご質問

についてお答えをいたします。 

  まず、学校給食法について、食育の推進が大きく法の改正によって盛り込まれている

がということなんですけれども、香美市には栄養教諭が２人います。そして栄養職員が

２人いまして４人体制で給食の指導を行っているというところがあります。まず、その

学校給食、食の指導についても最近特に力を入れていまして、食事の重要性について学

ぶとか、そして食事の楽しさを学ぶ、喜びを学ぶ、そして心身の健康についても学ぶ、

そして食品の選択をする能力を学ぶ、食品の品質とか安全性についてもみずから判断で

きる能力を身につける、そして感謝の心、食物の生産等にかかわった人へ感謝をする気

持ちをはぐくむ、そして社会性、食事のマナーや人間関係の能力を身につける、そして

食文化を考えるというところで栄養教諭もすごく学校内で力を入れているところで、健

康教育目標としてみずから健康管理ができる子どもの育成を図っていこうというような

ところで食育にも最近は特に力を入れています。 

  そして、検討委員会の中でもいろいろ話されておりますけれども、新施設については

どのようなことがいいかと具体的ないろいろお話もいただくところですけれども、ラン

チルームの設置とかアレルギー食への対応に関する設備、施設をどうするのかというよ

うなところも考えられています。確かに３つのセンターで給食つくっております。子ど

もたちが給食をつくる場面を見る機会も少ないかもわかりませんけれども、また新施設

についてはランチルームを設置するなり２階部分が調理をする場面も見えるような施設

も見てきておりますので、そういうことも含めて今後考えていきたいと考えているとこ

ろです。 

  そして、１つに給食センターをするということについてですけれども、これもまた早

急にそういう方向に進むということではなくて、子どもたちの、児童・生徒の減少の傾

向を見ながら、そして施設の老朽化を見ながら、そういう状態でどうしてもできなくな

るという状況が生まれれば一つ一つ、１つの施設にしていかなければならないというよ

うなことは考えています。 

  そして、給食センターの運営会、確かにあります。そして、給食センターの運営委員

会についても今後の学校給食、そして食育のあり方についてはお互い話し合っていきた
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いですし、新しい給食センター設置に向けてのお話もいろいろご意見もいただきながら

検討も進めていきたいと考えています。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ７番、濱田百合子君。 

○７番（濱田百合子君）    ７番、濱田です。３回目の質問をします。 

  その給食センターの取り組みですぐには統合という形にはならないっていうことをお

聞きしました。今、隣町の香南市が学校給食のセンターをつくるということで大変問題

というか課題になって、父兄がそんなはずではなかったとかいう話を聞いております。

ある程度予算が立ってできる段になって父兄の困るというような声がたくさん上がって

考える会を立ち上げたりということで今しておりますが、やはり学校給食、子どもの食

育を目指しての学校給食でありますので保護者の皆様に各学校単位でＰＴＡに十分その

辺のことを話をされて、当面、土佐山田学校給食センターを新たな地に建設するような

予定でございますので土佐山田学校給食センターの恩恵に合う小学校、そして鏡野中学

校、繁藤中学校のご父兄の方にこういう形で今検討している。そして、こういうふうな

まだ場所ははっきり決まっていないとおっしゃっていましたので、その場所というか中

身、方向性ですよね、ぜひ周知をされていってもらうということと、それと、私が今回

この質問を取り上げまして、給食センターの動きとともにやっぱり地域の中での地産地

消はしてるというお答えでしたけれども、今後例えば新しい商品、これは教育委員会の

ほうではないかとも思いますけれども地域の中での休耕田の再利用、そして、つくり手

がいなければ農協なり農業をされている方たちとの協働、それと学校給食の食材の提供

ですね。何とかその地域の中での食材の提供、今私が第１回目の質問で挙げましたけれ

どもそれだけではなくて、何か今おみそは学校給食に出ているとは思いますけれどもそ

れもたくさんになるとできない。けれど、やっぱり大豆を植えるところから、そして収

穫してそれをおみそにするところ、そういうふうな植えつけから子どもたちがかかわり

ながら、そしてでき上がったものを子どもたちが食べるということは、やっぱり香美市

ならではの食材の提供の仕方っていうこともあろうかと思いますがぜひその地域の活性

化、子どもたちがやっぱり大きくなるには地域が元気でなければいけないと思いますし、

地域が元気であるということはやっぱり子どもたちも将来この地域に帰って農業もして

みたい、林業もしてみたいっていう子どもたちが生まれる可能性はたくさんあると思い

ます。地域の食材を自分たちのためにつくってくれてるということを本当に大事にして

いかなければならないかなと思っているところですがその辺、農政課の方々、そして林

業に携わる方々、その農政課の方も農協とかとの連携で縦割りではなくて、一つの子ど

もの食をどうするかということをテーマに教育委員会も農政課も一緒になって、そして

農協も一緒になってどういうふうにこの地域の中で子どもを育てていくんやと。自分ら

あのこの大地からできる食べ物を子どもらに食べさせていくために大人の自分らあはど

うしたらえいかというような横の連携もつけながら、それで新しい検討委員会が必要で
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あれば検討委員会を立ち上げるなりして、やはりそういう視点で学校給食も考えておく

ような方向が要るのではないかと思いますが、その辺のことをまた今現在ある学校給食

センター運営委員会のほうで取り上げてもらえるかどうか質問いたしまして３つ目の質

問にします。 

○議長（西村 成君）   濱田議員、農政課へのほうは質問は通告にありませんので。 

○７番（濱田百合子君）   はい。給食センターの検討委員会のほうで今後その辺につ

いてのまたご討議も得られるかどうかお聞きしたいと、話していくお考えがあるかどう

かお聞きして私の質問にしたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター所長（和田 隆君）   濱田議員の３回目のご質問

にお答えをいたします。 

  住民の方への周知のことですけれども、今後香北、物部そして山田をどうするのかと

いう状況、いろいろ困難な問題もありますけれども、その新施設の建設も進めながら、

また、小・中学校とか保護者、給食センターの職員なり地元生産者等へまた当然必要な

ときには周知もしながら進めていきたいと考えています。 

  それと、地産地消のことですけれども、香北、物部の学校給食センターについては、

食数も少ない関係で地場産物の活用割合は非常に高いですけれども、山田学校給食セン

ターについては食数も１,６００食ぐらいありますのでなかなかすべてを賄うというこ

とは非常に困難な状況もありますが、去年、おととし、二、三年ぐらい前になりますけ

れども農協との連携もありましてニラとかオクラ、やっこねぎは農協から直接給食セン

ターへ送っていただくというようなシステムもできております。学校給食に地場産物を

取り入れていくということは非常に大切なことだと思います。そしてまた、それらを生

きた教材として食育に関する指導も進めていかなければならないと考えています。もし、

仮にそれを進めるとすれば、農政関係、農協関係、そういう関係の連携も十分とりなが

ら今後進めていく必要があろうと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   濱田百合子君の質問が終わりました。 

  １０分間休憩いたします。 

（午前１０時３２分 休憩） 

（午前１０時４４分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  １０番、比与森光俊君。 

○１０番（比与森光俊君）   １０番、比与森です。通告に従いまして一般質問を行い

ます。 

  いじめ対策についてはこれまでにも何度か質問してきましたが、香美市にありまして
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は現在少年育成センターや教育支援センターふれんどるーむにおいて対策に取り組まれ

ていますことは周知のとおりであり、私も高く評価しているところでございます。今回

は、教育委員会として学校現場に対しどのような指示、指導がされているのか。また、

校長会や各学校での職員会においてマスコミ等の情報などどの程度共有されているのか。

そして、実態調査はどのような方法がとられているのかをお尋ねいたします。 

  １０月２３日には群馬県桐生市立小学校６年生女子児童がいじめを苦に自殺、１１月

１４日には千葉県市川市立の中学校２年生男子生徒がいじめを苦に首つり自殺、１１月

２２日には札幌市の中学２年の女子生徒がいじめをほのめかす遺書を残しマンション６

階から飛びおり自殺、そして１１月２９日には東京都東村山市の小学５年の男子生徒が

マンションから転落死するという痛ましい事故が報道されました。皆さんもご存じと思

いますが、桐生市の小学６年生上村明子さんの自殺では学級崩壊状態にあり給食を１人

で食べるなどクラスで孤立していますし、自殺する２日前には泣きながらいじめの実態

を学校に訴えています。札幌市の中学２年の女子生徒は、いじめをほのめかす遺書を残

し自殺間際に「自殺です。」とみずから１１９番通報しています。そして、遺書の中に

は男女複数の生徒名が書いてあったようです。どれだけつらく苦しい日々であったか想

像を絶するものがございます。 

  こうした悲しい事故が起きたとき、これまでにもたびたびそうでしたが、学校長の初

めの対応はいじめと自殺との因果関係について、自殺は予測できず直接的な原因は特定

できなかったとする判断です。いじめた側の児童・生徒に気遣いをされるのか理解に苦

しみます。群馬県教育委員会では、桐生市の上村明子さんの自殺を受け県内のすべての

公立小・中学校を対象に初めて実施したいじめに関するアンケート結果を発表しました。

アンケートは無記名で実施され、昨年度、文部科学省に報告した２０７件の１０倍以上

を上回る２,２７２件のいじめ認知件数が発表されています。そして、桐生市教育委員

会では、市内の小・中学校を対象にした校長会を開きいじめ防止のための緊急対応マニ

ュアルを配布、マニュアルでは、学校と市教委が情報を共有し、いじめに早期対応する

ための流れを図式化し、新設されたサポートチームがいじめの情報を受け、必要である

ときには学校訪問や授業参観に参加して実態把握に努めるとしています。さらに、各学

校では、独自のいじめ防止マニュアルを作成、また、いじめ相談窓口カードをすべての

児童・生徒に配布するなどの対策がとられました。 

  私は、以前香美市にあって、いじめに対し家族の方から直接相談を受けたことがあり

ます。そのときは言葉によるいじめ、そして後ろからいきなりたたくといったことでし

た。家族の方が立腹していたのはそのときの先生の対応です。子ども同士のあいさつの

ようなものと本当に無責任な対応だったようです。携帯電話へのいじめの書き込みも生

徒本人から相談を受けたこともございます。 

  以上のことからお尋ねいたします。群馬県では、いじめの内容を示す８項目から当て

はまるものを複数選んで丸をつける簡単なアンケート調査であったようですが、香美市



－23－ 

ではいじめに対する児童・生徒からの実態調査はどのような形で実施されているのでし

ょうか。これまでの対応と、もし実施していればよいのですが、アンケート調査の実施

も含め今後の対策をお伺いいたします。 

  そして、いじめに対する教職員の対応は統一されているのでしょうか。校長会や職員

会において全国で発生した事件などしっかり認識し、自殺をした児童・生徒が通ってい

た教職員の不誠実な対応をしっかりと見きわめて情報を共有することが大切だと考えま

す。教育委員会からはこれまでどのような指導がとられてきたのでしょうか。今後どの

ようなことが大切であるのか考えをお伺いいたします。 

  次に、政府が平成２５年度から実施を目指しています子ども・子育て新システムにつ

いてお尋ねいたします。 

  本年１０月に文部科学省から出されました幼保一体化と幼児期からの体系的な教育の

実施についてとの資料によりますと、新成長戦略、元気な日本復活のシナリオ、幼保一

体化等では、すべての子どもたちに質の高い幼児教育と保育をすることが人づくりの起

点として必要であり、そのため幼保一体化を含む制度改革と環境整備に全力で取り組む。

具体的には、幼稚園教育要領と保育所保育指針を統合したこども園（仮称）の策定、幼

稚園、保育所の垣根を取り払い、新たな指針に基づき幼児教育と保育をともに提供する

こども園（仮称）に一体化、実施体制の一元化を行うとともに指定制度の導入、利用者

みずから選択する事業者と契約する利用者補助方式への転換、こども園について価格制

度の一本化等により多様な事業主体の参入促進によるさまざまな子どもの事業に応じた

幅広いサービス提供を行うとの内容を６月に閣議決定、その後、少子化社会対策会議で

子ども・子育て新システムの基本制度案要綱を決定しています。新システムでは、子ど

もへの良質な生育環境を保障し、子どもを大切にする社会、出産、子育て、就労の希望

がかなう社会などを目的とし、政府の推進体制、財源の一元化、社会全体、国、地方、

事業主、個人による費用負担、基礎自治体・市町村の重視、幼稚園、保育所の一体化、

多様な保育サービスの提供などの実現が述べられています。以上の内容を平成２５年度

より本格施行するための法案が来年度通常国会に提出され、平成２３年度から実施でき

るものから実施していくとしています。 

  こども園（仮称）のイメージとして、幼稚園教育要領と保育所保育指針を統合、幼稚

園、保育所、認定こども園の垣根を取り払い、新たな指針に基づき幼児教育と保育をと

もに提供するこども園に一体化するとしています。 

  香美市では来春よりあけぼの保育園が開園、サービスの充実に努めているところです

が、新庁舎建設における組織編成案では幼保支援課が教育振興課幼保支援班となります

が、これも対応の１つでしょうか。子ども・子育て新システムの担当課ではどのように

受けとめているのか見解をお伺いいたします。 

  そして、施行された場合、財政面での香美市、そして保護者の負担はどのように変化

するのか。現行のサービス、また今後香美市が目指すサービス提供にはどのような影響
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が考えられるのか。そして、法案が成立した場合、平成２５年度の本格施行に向けて香

美市ではどのような課題が発生し、どのような対策に取り組んでいかなければならない

のかお尋ねいたします。 

  次に、組織編成について質問いたします。まちづくり推進課など何点かお聞きしたい

部分はございますが、私が特に不安視しています産業振興課についてお尋ねいたします。 

  この件につきましては、市民からも課として万全に機能するのか危惧する声がござい

ます。合併以前、旧土佐山田町では産業振興課があり、課長と３人の課長補佐のもと農

林土木、農政、商工観光、そして庶務係があり課長を含め総勢１２名体制の組織であり

ました。合併した現在、農政、林政、商工観光、それぞれの分野で数倍の多忙さではな

いかと推察する次第です。課長となられる人はこの広い面積を有する香美市全体の農業、

林業、商業、工業、そして観光のすべてに目配り、運営しなければなりません。その重

責を想像しますと不安な思いをするのは私だけではないと思います。現在県にあっては

産業振興計画を推進しているわけですが、県との絡みで行政運営上、産業振興課が都合

よいのかとも考えますが、もしそうであるならば企画も含まれてくるのではないかと思

います。むしろ地域アクションプラン推進班を設置し、班長には課長職の権限と責任を

与え取り組んでもよいのではないかとも考えます。 

  以上のことからお尋ねをいたします。林政、農政、商工観光を１つとした産業振興課

とした目的とその趣旨をお聞かせ下さい。そして課内は何人でどのような体制を考えて

おられるのかお尋ねいたします。議案に対しては反対するつもりも全くありません、賛

成ですが、不安の中で賛成でなく頑張ってくださいという気持で賛成ができるような明

快な答弁をよろしくお願いいたします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    失礼いたします。比与森光俊議員さんのいじめについての

ご質問にお答えをいたします。 

  いじめの実態把握の方法、またいじめ対策について教育委員会から小・中学校への指

導といじめの実態と対応について、市内すべての教職員の間での統一見解は共有されて

いるか、今後の対策はということでした。 

  まず、いじめにつきましては、毎学期ごとに行っております県の調査がございます。

この県調査で各学校の認知件数を把握をしています。また、毎月行っている校長会にお

いても児童・生徒の心配される状況について情報共有をしています。いじめについては

職員会で必ず研修をするように指導を行っています。高知県教育委員会作成の「「いじ

め」のない学校をめざして」、こういう冊子ですけれども、この「「いじめ」のない学

校をめざして」の手引き書をもとにいじめの定義について全職員に周知すること、友人

間で起こったささいなトラブルも管理職に連絡、相談し組織的に対応する体制を確立す

ること、生徒指導上の諸問題が発生したとき、それがいじめに該当するかどうかを管理
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職を含めて組織的に判断し取り組むことなど確認をするようにしています。 

  いじめは重大な人権侵害であり、子どもたちの心に深い傷として残る深刻な問題です。

事例に応じて早急に組織的な対応をすることはもちろんですが、いじめが起こらない温

かい人間関係をつくることが何よりも大事であるため、各学校においてはアンケート調

査を行ったり、Ｑ－Ｕ調査といいまして学級の存在感というふうなところを子どもたち

が自分で判断をしている調査がありますけれども、そういうＱ－Ｕ調査等を行って子ど

もたちの心の状態を把握することも行いながら仲間づくりに力を入れて取り組んでいま

す。今後も全力で取り組んでいきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 

○幼保支援課長（山﨑泰広君）   比与森光俊議員の保育、子ども・子育て新システム

の課題と見解を問うということに対しましてお答えをいたします。 

  本年６月２５日に子ども・子育て新システムの基本制度案要綱が、内閣府の少子化対

策会議の設置した子ども・子育て新システム検討会議から示されました。これによりま

すと、現在の保育所の入所要件を撤廃し、幼稚園、保育所、認定こども園を一体化した、

仮称でございますがこども園となる方向性が示されております。また、市町村の裁量で、

これも仮称ですが保育・幼児教育給付等の保護者に対する上乗せ給付が可能となる仕組

みを検討する方向性も示されております。 

  問題点としましては、就労等の入所要件が撤廃され、保育料等への給付制度を実施し

た場合、低年齢児を中心とした未就園児の保護者が大量に入所を希望する事態が想定さ

れます。その場合、施設の定員の問題や保育士等の人材確保がより難しくなり、さらな

る待機児童の増加が懸念されております。また、現在就労している保護者につきまして

は、保育所等への入所が保障されない限り安心して就労することができなくなります。 

  財政面では、国、地方ともに財源が厳しい折に、これ仮称ですが子ども・子育て包括

交付金の交付が計画されておりますが、事業主等の負担も含めた財源確保の状況が不透

明でありまして、財源上、現在の保育サービスも含めた内容の見直しも必要となってき

ます。 

  今回の子ども・子育て新システムに関しては、関係者から内容を不安視する声も上が

っておりまして、作業グループでの議論の中でこども園の一本化という方針から複数案

により検討することとなり、新システム検討会議を設置した直後からは若干の方向転換

が見られております。今後は国の動きを注視しながら、その対応には慎重な検討が必要

になると考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    比与森議員の組織編成についてのお尋ねについてお答え

いたします。 
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  産業振興課の設置に関しましては、まず、３課統合の趣旨についてのお尋ねですけど

も、統合の目的については、これまでも現行の組織編成の背景と事情、そして新しい組

織再編に対してのコンセプトについては機会をいただきながらご説明をさせていただい

たところですけれども、市政のかなめであります産業振興施策をより前進させるために

集約し、指揮命令機能を一括することによって判断速度を高めながら産業振興をトータ

ルとして縦横の連関と集約により機能性を高めるための統合であります。これまでもそ

れぞれの課の所管事務についての役割を果たしてきました。これまで産業については１

次から３次までの産業分類を中心として社会も経済も対応してきましたけれども、ご承

知のとおり今日では１.５次産業とか６次産業化が求められておりまして、これまでの

ような取り組みでは賄い切れない状況となっております。かつてのようなくくり方とい

いますか、それぞれのカテゴリーを越した新しい軸と形というものを立てなければなか

なか求められる成果というものにつながらない、対応できないという現実があります。

香美市ではかつて異業種交流会議が旧土佐山田町の時代からありましたが、これもカテ

ゴリーを越しての取り組みとはならず結果として消滅しているという事実があります。

そして、この間といいますか、異業種交流が叫ばれたときからはなお時代が進み、今日

では交流などという次元ではなく、求められていますのは異業種の合同と合流であると

考えます。この構造の変化に対して行政としても対応する必要があると判断したことか

ら今回の再編としたものです。 

  県におきましてもただいま出ましたように産業振興計画の実現に向けて横断的に再編

をした産業振興部が立ち上げられました。こうした枠組みが必要であることから組織さ

れたものであり、その調整役として県におきましては、県はもとより地域やさまざまな

機関との連携や調整を統括するという産業振興監を配置をしておられます。例えば県の

産業振興計画への向き合い方としても香美市として一括して対応することの重要性が求

められているのではないでしょうか。３課でそれぞれ対応するということは、速度、効

率の面からもどうしても一定のレベルダウンは組織として宿命的なものだと考えます。

また、大きくなることは小回りがきかなくなるとの懸念も以前の議会質問でいただいた

ことでありますけれども、小さいからこそ小回りがきかないこともあるのではないかと

いうふうに思っております。今議会でもなかなかその１つの課をとらえて、新しい取り

組みができていないといったこともご指摘もいただいたところもございます。また、行

政事務に関していえば、行政規模の大小により行政の果たすべき役割が違うとは考えて

おりません。処理しなければならない量ということでは規模の大小によって違ってきま

すが、それに対しては見合った人員を配置することで対応ができると考えます。 

  一方、行政の考え方や政策の打ち方は規模の大小に左右されるとは考えておりません。

調整や管理の機能はできるだけコンパクトにすべきであると考えます。いろいろなこと

に先導的に取り組まれている自治体を想定して見ていただきたいと思いますが、行政規

模の大小は影響してないのではないでしょうか。新しい香美市の産業の創造と県の産業
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振興計画の香美市事業については、３課の持つ力を合同することによるシナジー効果を

発揮しなければならないと考えます。特に行政事務の統合により市の産業に大きくかか

わる農協、森林組合、商工会等との連携もよりつなぎやすくなると期待をしています。

こうした観点に立っての統合です。なお、課として万全に機能するかということにつき

ましては、当然機能不全に至らないための努力は組織的にも属人的にも求められるもの

であり、そのような点も踏まえ人員と課の体制等についてのお尋ねにつきましては、そ

ういった向きの職員配置と体制が整えられるものと組織機構に関する事務を所管する担

当課長として期待をしておるところです。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １０番、比与森光俊君。 

○１０番（比与森光俊君）    ２回目の質問を行います。 

  いじめ対策についてです。 

  現在香美市では、校長会等で指導されているということでお聞きしました。他の市で

すけど、ある先生にお聞きしたときに文書とか先ほど見せていただいたようなものは配

付されるが、まともにきちっと目を通して学習してるかというと、はい、という返事を

いただけませんでした。これは香美市以外です。校長先生からは目を通すようにという

指示はあっても、現場の先生がそれを見て学習しなければ本当に意思統一はされるのか

なという不安な部分もございます。 

  私、先月行われました全国人権・同和教育研究大会に参加をさせていただきました。

その折に２日目の２１日に参加しました分科会、ここですばらしい報告がございました

のでちょっと紹介しながらまた教育長のご意見をお聞きしたいと思います。通常よく先

生とか保母さんの報告ですけど、ちょうど行きました第１分科会の人権確立を目指す教

育の創造第４分散会の報告の中で、石川県の脊髄性筋萎縮症児童、小学校２年のお母さ

んからの報告でした。医師からは、生まれたときに生涯起立、歩行は不可能、臨床では

２０歳前ぐらいまでが寿命だと思いますと告げられた児童でございます。この児童、バ

ギー車を利用していますことから小学校入学時に教育委員会からは特別支援学校が適当

ということで通知を受けた後、とにかくそういう病気ですのでみんなの中で一緒に過ご

してほしいとの思いから教育委員会、そして地元の小学校、校長先生、教頭先生と話し

合いする中で、校長先生からこのような言葉をいただいて現在通常学校に通っています。

「校長先生は、私たちの通常学級籍の希望をあっさりと承諾してくださり、「この学校

では一人一人の子どもたちを教師全員で支えていこうという思いでいます。」と言われ

ました。それまでいろいろなところで。」、紗香さんということですけど、「紗香のこ

とを手のかかる大変な子、かわいそうな子と言われ続けてきた私はびっくりしました。

校長先生のその言葉が別に紗香だけが特別手のかかる子ではないのですと言われている

ような思いでした。」ということで小学校に入りまして、その後、１年生のときに友達

から心ない言葉をかけられて、そのことをちょうど聞いていた担任の先生が、先ほど校
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長先生が言われたような一人一人の子どもたちを教師全員で支えると。１年生でありな

がら先生はいじめ、いじめまではいかないかもしれませんけど心ない、日ごろ仲のよい

友達からの心ない言葉をクラスみんなで話し合って受けとめて、現在２年生ですけど本

当に楽しい小学校生活を過ごしているという報告がございました。 

  本当にその辺、子どもと正面から向き合って学校で取り組む、それが人権問題の延長

線上にいじめがあったわけですけど、そういうことに対して正面から学校全体、そして

教職員の方が向き合って対応することがいじめをなくする原点ではないかというふうに

この発表を聞いて、お聞きしました。この辺のことの教育長のお考え、またお聞きした

いと思います。 

  それから、保育ですけど、ずばり課長、僕なかなか勉強不足でまだ生半可な知識しか

ありませんけど、このずばりこの法案、反対か賛成かお聞きしたいと思います。この制

度そのものに賛成するのか反対するのか教えて。本当に課題も先ほどお聞きしましたが、

自分なりに思うのは待機児童で現在問題になってます都会型の法案かなというような気

もするわけです。ほんで、香美市にあってはそぐわないシステムなのではないかなとい

うような気もしますけどその辺の見解をお聞きしたいと思います。 

  それから、組織編成です。 

  課長の言われることはよく理解します。ただ、この通告にも書きましたように課とし

ての心配がなかなか払拭できない。それで、きのう、これまでの一般質問の答弁の中で

も林政課の重要性、そして観光面の大切さ、香美市において基幹産業である農政、林政、

その辺がこの後も通告を見ますと質問に出てくるわけですけど、これが本当に一本化し

たときに課長の役割って物すごく大変になってくると思うがです。それを支える、どう

いう職名になるのかわかりませんが、現在でも農政が９人、林政が８人、商工観光課が

４人の体制でやっているわけですけど巨大な課になるのかなと、そんな気もいたします。

その辺、どういう質問をしたらえいかな、そこの課長になられる方の負担を思うと非常

に不安が残るわけですけど、なお、もう一度答弁をよろしくお願いいたします。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    失礼します。比与森議員さんの２回目のご質問にお答えい

たします。 

  子どもと正面から向き合って取り組む、いじめをなくする原点がここにあるというふ

うなことで教育長の考えをというふうなことでしたが、私も全くそのとおりだというふ

うに思います。学校や学級において、先ほど申したようにいじめが起こらない温かい人

間関係をつくるということが何よりも大事だと思っています。そのために直接一番大き

く教育委員会が指導できるのは、校長会がたびたびありますのでその中で校長先生方と

話をしながら、この先ほどの冊子の中に書かれていることは大事なことがすべて盛り込

まれた形で書かれていますので、これを全部一気にというふうなことではなくてその都
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度視点を持ちながら確認をし、そして校長先生から学校に、職員にお話をしていただく

というふうなことをまず一番大事にはしています。あと、教職員の研修とか、それから

学校訪問を直接するとかいう機会がありますので、その中で私たちがとにかく大事にす

るのは子どもたちの心をしっかり見詰めてください、そしてアンテナを高くして子ども

の気持ちをとらえてください、とらえたことを教職員全体が共通理解し合って本当に子

どもたちが居心地のいい学校をつくってくださいということを一貫して申し上げている

ところです。いろいろな子どもたちの日常の課題は起こってきますけれども、それを今

のような視点に当てはめながら見ると子どもたちの心もしっかり見えてきますので、本

当に事例に合わせながら先生方がきめ細かく取り組んでいただきたいというふうに思っ

ております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 

○幼保支援課長（山﨑泰広君）   それでは、比与森議員の２回目の質問にお答えしま

す。 

  子ども・子育て新システムについての、まず、これは都会型ではないかというご質問

でございますが、この新システムの中でなぜこども園一本にするか、なぜ一体化を目指

すのかということでございますが、これにつきましては現在の状況の中では不況の影響

などで働く母親がふえ都市部を中心に認可保育所の待機児童が急増している一方、一部

の幼稚園では少子化で定員割れになっていると、こういった現実がある中で一体化で幼

稚園の空き教室を保育施設として活用できるようにすれば待機児童解消につながるとい

う考えで起こった案でございますので、ご指摘のように都市型ということで香美市など

地方にはそぐわない制度だというふうに認識をしております。 

  そして、この法案について賛成か反対かということを述べよということですが、香美

市では、現在すこやか子育てプランを進めております。その中で、今示されているよう

な内容では賛成をしかねるというところでございます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    ２回目のご質問にお答えをしたいと思います。 

  ここでちょっとやっぱり組織としてどうなのか、それからそこに配属された職員とし

てどうなのか、すなわち組織的な観点、属人的な観点でちょっと思いを話したいと思い

ますけども、まず、現行組織で求められております連携と効率化が機能しているかとい

う点ではいかがかということ。香美市としての産業振興ということに関して例えば３課

間で、あるいは関連する団体をともにしながら常にその協議、調整に基づき統一された

指針、方針のもと具体的な施策の構想とか事業課が展開されているかといったこと、こ

こは一つ押さえておかないかんところだろうというふうに思います。また、その負担と

管理面からの機能についての危惧に関して言えば課長がプレーヤー、これは事務担当者
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としてではなくやはりマネジャーとしての役割を担っているということからすれば、事

務量に関しての負担感がどうかということについては、これはやっぱり役割をしっかり

認識をすれば本当に危惧をするべき話なのかっていうふうに私は思います。むしろ業務

の方針立てとか指揮とかいった執務管理について責任を持つ立場で課長はあるのじゃな

いかというふうに考えます。 

  そして、課を統合することによって責任、これは言いかえると質が重くなるというこ

とからいえば、規模の小さい自治体はもっと大きな課題、命題を１人で担当しているこ

とでございます。量の増大については規模に見合った人員や職制の配置で対応可能だと

言えますし、市政の重点事項を扱う場合は時としてプロジェクト体制を用いることも手

法としてはあると思います。機能不全を招かないための創意工夫は、組織としての配慮

と職員としての努力により克服すべきことであるというふうに考えます。 

  人数のことが出ましたけども、例えば管理職の立場でいいますと、現在両支所におい

ても２０名を超す職員を課長それから支所長のもとで管理しているわけですね。そうい

った意味では、マネジャーの役割というものがきちっとしておれば私は人数というもの

はそれほど大きな要因ではないんじゃないかと、運営していくための要因じゃないとい

うふうには考えております。要は、今の香美市の置かれております状況と時代の要請に

かんがみれば、専門分化よりも統合のメリットを追求する必要性があるということで統

合するという考え方であります。これまでこの組織再編に当たって言ってきましたこと

は、１つは、組織は生き物であって、ときとして、あるいは常に見直しが必須であると

いうこと。それから、もう１つの部分では、どんな組織づくりをしても人員含めた限ら

れた条件の中でやることから１００点満点はなかなかいただくことは難しいと。しかし、

今の状況を見ながら組織というものを考えていかないかんということが前提で新しい庁

舎に向けて新しい組織づくりということ、タイミング的にやろうとしておりますのでそ

こら辺はご理解をいただきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   比与森光俊君の質問が終わりました。 

  次に、４番、利根健二君。 

○４番（利根健二君）   ４番、利根健二です。初日の織田議員がトップバッターとい

う話をしまして、３番目の山﨑眞幹議員が３番バッターという話をしましたが、幸か不

幸かくじ運によりまして１０番ということでレギュラーから外れてしまいましたが精い

っぱい質問させていただきますのでよろしくお願いをいたします。 

  まず、最初の１点でございます。各種委員会、審議会についてを質問をいたします。 

  各種審議会、委員会をもっと市民に知ってもらうべきではということで、大分前にな

りますけど私が２００６年の議会で実は同じような項目で質問をしております。相変わ

らずの質問でございますが、その項目で土佐山田町においては、そのときですが各委員

会、審議会の名称だけではありましたがホームページの上に載っておりました。現在香
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美市のホームページでは見受けないように思いますが、香美市においても各種委員会、

審議会の情報もホームページに載せてほしいという、その予定はあるかという質問をた

しかさせていただいて、そのときの答弁がちょっとうろ覚えで何ですがまだ香美市にな

って日が浅いので対応できていないと、ホームページが、検討するというようなことや

ったと記憶しております。現在ちなみにくらしの情報というのがありまして、そのイン

デックスで検索ができるようになっておりますが、その中で「運営委員会」と打ち込ん

で検索をしますと議会に１個だけ、これは常任委員会のことですね、ができます。これ

１個しか実は検索できません。「審議会」と入れて検索しましたら総務課に１つ実はあ

りました。これが実は２００６年１０月３０日に上げた、４年ほど前になりますかね、

古いがですけども「平成１８年９月２６日、第１回地域審議会が開催されました。香美

市では地域の皆様の意見を地域審議会を通して市政に反映をさせていただきたいと考え

ております。香美市が実施する行政サービスや各種事務、事業等についてご意見、ご希

望がございましたら近くの地域審議会の皆さんまでご連絡いただきますようお願いしま

す。」とありまして、そのときの委員名簿が載っております。しかし、これが１回きり

で２００６年の情報があって何も更新されていないという状況になっておりますが、以

上のような状態でありますがこの４年の年月、歳月を挟んではの質問ではございますが、

各種委員会、審議会の情報をアップするにはそのときどのように検討されたかをお伺い

をいたします。 

  そして、香美市全体で条例により設置される審議会は幾つあるのかと、会議は、とい

うお尋ねをいたします。これはこのリストでいただいておりますのでこれは結構でござ

います。 

  定員いっぱい、これで定員いっぱいになっておるかどうかわかりませんけど、延べに

したらすごく多くの方々が委員になっておられます。これだけ多くの方々が市政と呼ぶ

のか行政と呼ぶのかちょっとわかりませんけれども、参加をされておられることを多く

の市民はほとんど知っていないと思います、これほどの数の民間の代表の方がボランテ

ィアでやっているということを。ほんで、この数多くのボランティアが市民の生の声を

聞き、さらに見識を広め、それぞれの分野で積極的に意見を言って審議会、委員会を活

性化させることはすごい重要なことと私は思っております。きのうからの答弁で企画課

長が協働という言葉、昔からのずっとテーマでありますが、それを推し進めるためにも

一つの有効な手段として私は考えておりますが、ぜひその件につきましての見解をお伺

いをしたいと思います。まさに先ほど言いました地域審議会の今後で書かれたようなこ

とながです。香美市では皆様の意見を、ここは地域審議会となっておりますが、何々を

通して市政に反映をさせていただきたいと、そういうことを告知をしていくことが非常

に行政の姿勢としても大事ながと思いますし、また、それに対する住民の反応も非常に

重要なことに今後なっていくんではないかということで質問をさせていただきました。 

  そこで、私は、それぞれの現場に直結したこういう委員会の存在をいつでも市民が知
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れる場所としてホームページに掲載することはとても大事なことと考えますがいかがで

しょうか、所見をお伺いします。しかも、トップページがありますので、バナー広告み

たいなのが入ってる、そういうところへぽっと打って先ほどのようなこういったことを

皆さんが審議をしていますということを添えていただければいいと思いますが、これに

ついてのご見解をお伺いをいたします。 

  続きまして、今回２項目出しておりますが、どちらも実はホームページに関すること

でございます。次は、ホームページのリフォームということで、この審議会、委員会の

件については特に重要なことと思いましてタイトルを分けらせてもらいましたが、次は

ホームページ全般のこととして質問をさせていただきます。 

  まず、１点目ですが、月間の訪問者数ですね、それがわかりましたら。多分カウント

はされてると思いますので、アンダーグラウンドで。旧土佐山田町のときはカウントた

しかされたと思いますがそれをお願いいたします。これも前回ずっと自分のテーマとし

てやってきたんですが今回はもう個別の例を、今までは挙げずに質問をさせていただき

ました。今回はちょっと失礼な分もあるかもしれませんけども個別の例を挙げさせてい

ただきます。 

  １つ、各課の情報が時系列というかばらばらにあります。新着情報がありまして、ト

ップページに、それは７項目ぐらいしかないんで、そこらあも過去の情報を、ちょっと

前にどうやったろうと見た途端に時系列がめちゃくちゃになってしもうて情報が新しい

やらどうやらわからん。そういったやつはなかなかどこのホームページ探してもないと

いうか非常に見にくいと。あのころこういうことがあったきこれはこういうふうに載っ

ちゅうんやないかなというて探したときに余りにも不親切ではないかということがあり

ます。これに対して、直していただけませんかということに対してのご見解をお願いい

たします。 

  あと、公民館の情報が全くございません。他の課もない課が多く存在いたします。

「課別で探す」の中で香北支所の地域振興課とか物部支所地域振興課とかいろいろかな

り一つ一つ調べますとありますが、もちろん組織とか業務の種類とか体系によりまして

確かに情報が皆さんにアップする必要がない課もあります。自分が見てもここの課は内

部的な事務処理をしゆう課であくまでも皆さんにお知らせすることがないと、明らかに

それはありますけども、特に公民館とかを取り上げらせてもらいますと公民館の事務所

前に実は空き館情報とか空き室情報ですね、申し込みができるできないかという情報が

ファイルされて非常に来た人にとっては親切な状態、中に入らいでもわかるようになっ

ております。せっかく事務所前には空き館情報がファイルされているのになぜそういっ

たやつをホームページで様子を見たいときに見れないのかと、それを載せることによっ

てまた各行事のインフォメーションができます。その各行事のインフォメーションをす

ることは利用者、行事を企画する側にとっても集客が少しでもアップできるんじゃない

かということでございます。例えばふれあい交流センターがこの前担当しました香美市
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人権フェスティバルですね、これは１２月４日から１０日までの人権週間期間中、香美

市においての一人一人の人権の意識の高揚を図ることを目的として開催しますとありま

すが、これなんかはふれあい交流センターのトピックスとともに公民館のイベント情報

としてまた載せていけば、二重三重に載せていくことによって市民の皆さんの目に触れ

る機会がふえるんじゃないかと、そう思います。そのほか民間、文化協会加盟の団体を

含んだ行事についてですね、主催者と協議の上載せるべき事項と思いますが、これにつ

いても所見をお伺いをいたします。住民が接しゆう場所で公民館のところを見たら公民

館に関する事務としか書いてないというのはどうなんだろうという、そのホームページ

のあり方として、と私思いまして質問をさせていただきます。 

  あと、個別を挙げらさせていただきましたら美術館の、これ平成２２年度カレンダー

がないと。お客さんに来てもらいたい場所は特にタイムリーな更新をしていくべきでは

ないかと思います。これは多分、もしくはリンク切れがあるものについては素早く消す

とかその対応をしていって、あくまでもホームページらしさ、その特性を生かした運営

をということながですけど、これは単純なリンクミスやったようできのうちょっとチェ

ックしましたらもう直しておりました。けど、こういうのを人から言われるんやのうて

もっと素早くわかるようにお互いが監視し合うようなシステムが要るじゃないかという

ことを思っております。多分ぱぱっと見ただけでこれぐらいありましたので、多分もっ

とこうしたらえいという案が、僕なんかよりもすばらしい案を持った人がかなりおると

思います。 

  そこで提案かたがた質問ですが、民間の知恵をかりよということですね、毎回言って

きておりましたが検討する委員会をつくって、そこが主にデザイン的なことや載せるべ

き項目について提言していくシステムが必要ではないんでしょうかということでござい

ます。香美市には数多くの委員会があってそれぞれ提出いただきました、それぞれ非常

に重要なことを審議しております。ホームページを検討していく委員会はそれより要る

とも言いませんけども同じようなぐらいの重要な項目かと思います。これホームページ

訪問者数がわからない以上、こんなに訪問しちゅうのにとかいうことがなかなか言えん

ので実はこの答えがないと非常に後がちょっとつらいところがありますが、ホームペー

ジの検討委員会をぜひつくっていただき、外に向かってはすばらしい香美市をアピール

し、香美市民にとっては、本市の市民にとってはきめ細やかな情報を提供することが大

事なことと考えております。この分野では民間のほうが多くノウハウを持っております

のでその知恵とセンスをかりるためにも委員会を立ち上げて、これは常時やる委員会で

のうても年に１回ここをこうしたらえいねとかいう、そういう程度の委員会でもいいと

思いますのでぜひ立ち上げていただきたいと思いますがそれに対しての所見をお伺いを

いたします。 

  あと、第２の提案として多分通告をさせていただいております、専従職員の配置をお

願いをしたいと。現在企画なんですけども、多分課の組織再編の中でどう動くかまだ僕
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もちょっと詳しくはわかりませんが、紙ベースの香美市の広報ですね、「広報香美」は

すばらしいできになっております。自分は、情報紙のような読みやすさ、キャッチもえ

いしレイアウト、デザイン、どれをとってもすばらしいと思います。それでいて行政が

伝えたい広報としての役割もちゃんと押さえておると私は今の紙ベースのやつは思いま

す。ほんで本当に円熟のきわみというかすばらしい広報になりました。これはもちろん

広報委員や印刷所のセンスなんかもありますが、長年にわたって専従の担当職員がつい

てしっかりやってきたからこそ今日のこのすばらしい「広報香美」ができ上がっている

んじゃないかと思います。このすばらしさをなぜホームページに生かせないかと考えま

すと私自身がちょっと悔しいと、このノウハウというかそういった気持ちを、ちょっと

でもよくしていくという気持ちをぜひホームページに生かしてもらいたいと思い質問を

させていただきます。 

  広報の担当が企画から総務へ移るようでございますが、ホームページの担当も一緒に

移るものという前提でございますけども、担当職員を１人ふやして主に紙ベースをやる

職員とインターネット、ホームページをやるベース、職員がおって、通常専任というて

もホームページの専任ってそんなにずっと仕事が延々とあるわけではないですのであく

までも通常はお互い補完していくような体制をつくって必要なときにはお互いが力を出

し合うという、そういったシステムが要るんじゃないかと私は思いますがそれについて

のご所見をお伺いをして１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    利根議員の委員会、審議会等のホームページへの掲載

ということについてお答えをさせていただきます。お話を、質問を聞かせていただいて

おりまして企画課長が適任だったのかなというふうに思いましたけれども、情報公開と

いうふうなこともございまして私のほうからお答えさせていただきます。 

  議員がおっしゃられている内容というのは、情報公開条例の第７条の趣旨に基づかれ

た発言だというふうに思っております。情報提供施策を充実させていくということは非

常に大事な課題でございますので、その趣旨からすれば積極的に答弁をいたしまして条

例の目的でありますところの市民の知る権利を保障するとともに公正で民主的な市政の

発展に寄与しなければならないということになっておるわけでございますけれども、た

だ、この理想と現実の間にもなかなか問題がございまして、そのあたりの事情につきま

して少しお話をさせていただきたいと思います。 

  お手元のほうに配らさせていただきましたリスト、たくさんの量になっておりますけ

れども、係のほうで例規集を中心に調べてもらいまして出していただいたんですけど、

これをやはり見ましてまだ委員会が載ってないものがあるなというふうに見てます。と

いいますのは、条例につきましては何々委員会条例、設置条例というふうな名前、何と

か審議会の設置規則とかいうふうな名称であればすぐわかるわけですけれども、規定の

中に織り込まれていたりするような委員会がございます。例えば懲戒の取り扱い規定の
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中を見ますと第４条の中に職員懲戒審査委員会を設けなけりゃならないというようなこ

とになっておりますし、今進んでおります行革の検討委員会ございます。そして、企画

のほうですと広告の審査会でありますとか、財政のほうですと契約等の審議会とかいう

ふうなものがございますので、各課のほうで精査をしていただきますとこの数字はすぐ

１００を超えるような状況になろうかというふうに思います。 

  それでも条例にうたわれておるものだけでも載せたらどうだと、こういうお話でござ

います。そのご提案でありますけれども、当然今もお話にありましたように専従職員を

置いたらどうかというふうなことでございますので相当のエネルギーが要るわけであり

ます。また、この後の質問にもありますようにリフォームするべきだと、充実させるべ

きだと、ただ載せればいいだけじゃないよということになろうかと思います。そうする

と更新もきちんとしていかなきゃならないということですので相当のエネルギーが要る。

また、今、議員のほうからは名前だけでも載せたらどうかというふうなお話ございます

けれども、これまでにも寄せられております中には委員会の議事録を載せるべきだとい

うお話もございます。個人情報の審査会のほうの内容についてはぜひ議事録を載せるべ

きだと、更新するべきだというふうなこともございまして、なかなかどこまで線を引け

ばいいかというふうなことも、なってまいります。ただ、委員の名前を載せるだけでも

いいんだからというふうなお話だと思うんですけれども、なかなかそうもまいらないと

ころもございます。例えば総務でございますと、その表で言いますと４６番に報酬等の

審議会がございます。この報酬審議会が今年夏前にも開かれたわけでありますけども、

なかなか委員さんになっていただけないというふうな事情もございました。と申します

のは、前回の審議会の中で議員の報酬について定めたんだけれどもなかなかそれに対し

て市民の皆さんからのご批判があったと、委員の前でも相当不満を述べられてですね、

はらはらしたというふうな、自分が委員であるということを知らなかったので言ったの

かもしれないけどもなかなか大変だったと、これが委員の名前が出ていたら私の前でど

うなっただろうというようなことで参加された委員はそういうお話もされていました。

それから、その次の４７番の表彰審査会でございますけども市民賞、選ばれるわけです

けれども、ああいう人をどうして選んだんだと、こういうふうな話もあったりしてなか

なか委員の立場が厳しいものもある場合があるんですね。そういうふうなこと、また、

その５２番には退職手当審査会がございます。退職した職員の所業が悪かったというふ

うなことがわかれば退職金をもう返せというふうなことにもなるわけです。当然職員が

いなければ家族から返していただくということになるわけですけれども、非常にこれは

本当に裁判ざたにもなっていく可能性もある。そういうふうな、今私が申し上げたのは

総務課所管の委員会だけでありますけれども、ほかの課の所管の委員会におきましても

同じことが言えるんじゃないかなと思います。ですから、委員の名簿を掲載しようとす

る場合に議員が言われるように委員を知ることによって声を届ける、そういう協働化の

期待もある委員会もあるでしょうけれども、なかなかそうはまいらない委員会もござい
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まして、今これをすぐホームページにすぐ載せるということにつきまして積極的なお答

えができないという状況にあることをご理解いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    利根議員さんのホームページのリフォームについてお答

えをいたします。 

  まず、香美市のホームページへの１カ月あたりの訪問者数ですけども、本市のホーム

ページは訪問者数を調べるシステムが組み込まれていないため訪問者数は把握できませ

ん。 

  次に、各課の情報の時系列がばらばらで見にくいという点については、掲載情報には

それぞれ重要度が設定をされておりまして、これが更新日時より優先されるため順序が

変わってくるということがあります。 

  次に、公民館の情報が全くないとか美術館のカレンダーに係る件につきましては、実

は他の課でもそうしたことがありまして、まずその更新作業をしないことに原因がある

ケースがほとんどでございます。この点については課長会等で再三お願いもしておりま

すけれどもどうも徹底しないということ、これはどうしたものかということで大変悩ま

しく思っております。こういった意味合いでは、新しくホームページをリフォームする

についても委員会創設によって管理運営はと、こういうお尋ねですけども、私はまず更

新をしっかりする、これをチェックをする機能というものを内部的にまず固めんと、幾

らいい道具を持ったってその使い方をちゃんとしなければ意味がないというふうに考え

ておりますので、まずは内部でのチェック機能というものをしっかりするようなことを

考えなければならないと。すなわち内部へのそういった組織立てを含めて考えんと、ど

うも管理をすべき企画課だけが旗を振ってもなかなかその更新というものができておら

んということに対する、どうもあり方の部分を先に検討する必要があるというふうに認

識をしております。 

  次に、その美術館の件につきましては、先ほどお話ございましたように今回は指摘さ

れた担当がチェックをした結果、どうもそのＰＤＦファイルの添付がうまくできていな

かったというようで早速手当てをさせていただきました。なお、現在のホームページに

ついては、基本的な構成が旧土佐山田町のものを引き継いだものでございまして、表現

面あるいはその技術面でも古さが目立ってきていることもありますし、今日の情報量の

拡大、それから安定性、利便性、そして機能性の向上を図るために平成２３年度におい

てリニューアルを行うよう計画をしておるところです。なお、専任職員を置ければ更新

等のチェックもしっかりできていくことにはなりますけれども、限られた人員の中、紙

ベースの広報紙でさえ１名の職員でいっぱいいっぱいの中というのが現状でございます。

ご提案は今後の課題とさせていただきたいと思います。 

  以上です。 
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○議長（西村 成君）   教育次長、鍵山仁志君。 

○教育次長（鍵山仁志君）    利根議員さんの質問の中で、ホームページのリフォーム

の②の公民館の情報が全くないということのご所見をということでございましたので、

ちょっと予定はしてございませんでしたが、ちょっと状況をお話をしたいと思います。 

  公民館の情報がないということで私もちょっとホームページを実際開けてみました。

その中で全然というわけではございません。ただ、カレンダーの中に平成２３年１月５

日の新春書初め大会というのは掲載がされておりました。ただ、市民大学とか受講案内

につきましては基本的に広報でやっております。それから、市民大学については新聞折

り込みもしておるということでございますが、やはり利根議員が言われたように市民大

学については特に案内をしていかないといけないということで、今までには過去にチラ

シをホームページへ掲載した経過もあるようでございますが、ちょっと今後情報を掲載

するようにしたいと考えております。 

  それから、美術館の関係でございますが、先ほど企画課長の言われたとおりリンクミ

スということでございますのでよろしくお願いをしたいと思います。 

○議長（西村 成君）   昼食のため午後１時まで休憩します。 

（午前１１時５０分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ４番、利根健二君。 

○４番（利根健二君）   ４番、利根健二です。２回目の質問をいたします。 

  まず、各種委員会の項目でございますが、理想と現実の差というような意味合いの言

葉を使っていただきましたが、人間というものは、人類は理想があるからそれに向かっ

て努力することによりましていろんな障壁を超えてきた経緯もございます。それは進化

と呼んでいいのかどうかわかりませんけど、えいも悪いもそれで一歩一歩前へ進んでき

た経緯がございますので、もし先ほど私の質問に対してそれが理想であるからというこ

とを認識をしていただけましたらそれに向かって、すぐにできるとかできんとか別に一

応努力をお願いをしたいと思います。 

  それで、とりあえず一時山田が載せていたような、こういう委員会がございますとい

うことぐらいはとりあえずは載せてもいいんじゃないかと思いますけども、最初から全

部完全なものというのはもちろん無理でございます、打ち漏らしもあろうと思いますが、

条例の項目に委員会が設置されているよとわかるぐらいの分については最低でも載せて

いってもらえるんじゃないかなと思いますが。ほんで、委員会と何課がこれを管轄して

いると、こういったことに対してご意見のある方は何課に言ってくれという、個人名は

まず挙げずに載せていただいてですね。これを見ましたら任期が２年とか長いので４年

ぐらいの任期ですので、改選の時期にそういったお名前を載せらせてもろうてえいろう
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かと、みんなでまちをつくりましょうやというようなことも含めてご相談をさせていた

だいて、その委員の方に、その上で載せるような努力ができないかどうかということを

質問をいたします。 

  あと、もちろん名前が載ることによっていろんな行政と住民と当然全部が認められる

わけないので、やり玉に上がる可能性のある委員は多数おると思います。けど、その反

面、公開されていないからこそ人集めに苦労するという一面もあるんではないかと、す

べてがそうだとはもちろん言いませんけども、ほとんどというたらなんですけども、委

員のその選定につきましては一時公募とかもホームページ上とかいろいろされたことも

ありますけども、大体がその委員がやめるときに引き継ぎとか次の人で大体いっている

ような例を、全部が全部ではないです、幾つか耳にします。そういったことがかえって

人選に人集めに苦労する面もあるんではないかと。先ほど言ったような、その公開する

ことによってかえっていろんな、それに興味ある方が、おれが委員になってこういうこ

とやりたいという人がある可能性もありますので、そのこともあわせて検討していただ

きたいと思いますのでこれについてのご所見をよろしくお願いをいたします。 

  あと、次はホームページでございます。 

  平成２３年にリニューアルということでおめでとうございますというか、まだながで

すけど、その中で前のときも実際そうながですけども庁内で一応検討していくというふ

うなことながですけども庁内でやっているからこそ、いうたら一課長というたら失礼で

すけども一部の担当の課長がよその課長に対して頭越しでホームページをどうのこうの

ということも言いにくいかと思いますので、かえって外部の委員会とかできたら今の課

長が持たれているジレンマの１つも解消できるんじゃないかと。課長会で言ってだれっ

ちゃあ言うことを聞いてくれんと、一っつもアップされんらあいうことについて課長の

ジレンマが１つ解消されるんではないかと思いまして、ぜひやっぱり民間の入った委員

会を、先ほども言いましたように常時やるとなかなかお互い大変なんで年に１回ぐらい

ここら辺はどうやおという評価をするようなことをお勧めいたしますがこれについての

見解をお願いをいたします。 

  それと、中身にあんまり入っていってもなんながですけども、時系列について重要度

が優先と思いますけども、確かに優先順位順に載せているのはえいことはえいがですけ

ども、重要度というがは出す側と見る側との受け取りの、いうたら温度差がかなり出て

くるのでどうなのかなと。大体どこのホームページを見てもニュースというだけありま

して、いろんな情報というものは時系列、時間のほうを優先して載っていると。で両方

両立さす、どうしても優先度を上げたければ上げるという作業で再度入れ直すとかとい

う方法もありますし、ヤフーのオークションなんかでは時系列と別にぽっと上に注目の

オークションいうてありますわね。それが飛び出て上にちゃんと重要なやつは別枠で出

て、それと別にまた時系列は時系列に載るようなそういった手法もありますので、そう

いったやつもあわせて見やすい、平成２３年度のリニューアルの折にはぜひご検討をお
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願いをいたしたいと思います。 

  あと、同じようにちょっと個別のことを言うてなんですが、公民館なんかでもその空

き室情報がせっかく出てるので、多分エクセルの表でつくっておると思いますが、それ

にイベント名を張ってその課へ飛ぶようなシステムさえつくっちょったらその課には、

今回で言うたら交流センター挙げてますんでそこへ、いろんな角度からいろんな人が、

どっかへ入ったら香美市のいろんな情報がいろんなところへ行けるという、そういうシ

ステムが本当に重要なんじゃないかなと思います。 

  あと、現在の住民課の窓口なんか非常に最近評判がいいです、はっきり言うてね、行

った人が。昔は役場の窓口はって言いよったががですね、最近うんと丁寧でうんとわか

りやすくて評判がえいって、おりませんけども、今ほめても仕方ないか。 

（笑い声あり） 

○４番（利根健二君）    本当に評判がえいがです。それは何というか、窓口では一対

一でちゃんと対応しているためその責任もはっきりしてましてですね、お互い緊張感を

持って接することによってお互い伸びてきた部分もあると思いますけんど、ホームペー

ジの場合は評価がすごい見えにくいですね。そういった中で緊張感がちょっとつくりづ

らいところもあると思いますが、ぜひカウントもしていただいてですね、いうたら１日

に１,０００人見てくれよったら月３万人の人が見ゆうという、山田の広報をはるかに

超える人がこれを利用しだすということでそれなりの重要度というのが非常に多いと。

紙ベースというのは、見たら大体の方がしまって情報がもうそこで死んでしまいます。

ほんで、インターネットっていう、ホームページっていうのは、まず即効性があって持

続性もあるという面もありますので、今現状で紙ベースよりすぐれちゅうということは

もちろんないがですけども、行く行くはそういったことになっていきますので、今から

そういったことも求める方も多いと思いますので、そのこともあわせてご検討を願いた

いと思います。今言うた部分についてのご答弁をよろしくお願いをいたします。 

  ２回目終わります。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    厳しい現実の中で理想に向かうことなく立ちどまるな

と、敗北主義に陥るなという励ましであります。このことを受けまして、やはり市民の

皆さんに知っていただいて、そして市民の皆さんの声が反映できるような委員会をピッ

クアップしながらホームページに載せるような方向を検討したいと思いますが、すべて

の課の皆さんと話し合いをした後でありますので勝手な答弁をしますと困りますので、

まずは隗から始めよということでございますので、総務課の周辺からそうしたことへの

取り組みを試みていきたいと思いますのでどうぞよろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    利根議員の２回目のご質問お答えをいたします。 

  まず、管理の仕方については、これまでも課長会なんかでその更新等についてお願い
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をしてきましたけども、どうもお願いのレベルではしまいがつかんろうというふうに考

えております。新しいリニューアル号の形に移行する中では、各課にこのチェックをす

る担当それぞれもう担っていただく部分を形としてつくらんとどうも動かんのじゃない

かなというふうには認識をしております。すなわちみんなの責任が無責任みたいな形に

なっておることもありますので、それぞれホームページの管理に係る分については各課

で担当を決めていただくということもちょっと想定したいというふうに考えております。 

  あと幾つかご提案等いただきました。１つは外部委員の評価のことも含めてですけど

も、これは１つご提案として受けとめていきたいと。その重要度よりも時系列というほ

うが大事やないかという多分ご意向の話だったと思いますけども、これも今のホームペ

ージでいいますと新着情報とそれからトピックスという２つの部分を持っていますので、

ここの使い分けをすることによって時系列と重要度の部分にくくり込んでいくというこ

とも、形としてそういった作業分けの中で明確にしていくということも可能なのかなっ

て思っております。それと、訪問者のカウントについては、あんまりどっさり来てくれ

んかったら何とも寂しい話になって、やることがいいのかどうかっていうこともありま

すけども、データ化していく、すなわち数字で押さえていくということも一つは重要な

部分であると思いますから、この外部委員の件と、それと時系列あるいは重要度のさび

分け、それと訪問者のカウントについては、リニューアルをするときに合わせての検討

課題にしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   利根健二君の質問が終わりました。 

  次に、１４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）   １４番、山﨑龍太郎、通告に従い順次質問をいたします。 

  最初に、市民相談総合窓口の開設を求める立場からの質問であります。 

  前段に少し国の動きを紹介します。平成２２年度補正予算において地域活性化、住民

生活に光をそそぐ交付金が創設されました。趣旨は、これまで住民生活にとって大事な

分野でありながら光が十分に当てられてこなかった分野、地方消費者行政、ＤＶ対策、

自殺予防等の弱者対策自立支援、地域づくりに対する地方の取り組みを支援する点が踏

まえられております。補正予算額は１,０００億円、本市には約２,７００万円が交付限

度として試算されております。消費者庁１２月３日付資料では、対象分野として地方消

費者行政が第一に上げられていることから、地域の消費者の安全、安心のために必要な

視点として地方公共団体においては消費者行政本課、消費生活センターのみならず多様

な部局において消費者問題に取り組み総合的な対応力を高めていくことが不可欠である

と述べ、この住民生活に光をそそぐ交付金の積極的活用を求めております。そして、そ

の活用によって消費者問題の解決のための連携と行政の対応力向上を図っていただきた

いとのことであります。 

  取り組みの１例を紹介します。山形県長井市の事例ですが、人口３万人未満の同市の

市民相談センターでは、消費生活相談のみならず生活保護、遺産相続、離婚相談、人権
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相談などの相談にも対応している。相談員は研修へ積極的に参加しスキルアップを図っ

ているとのことであります。まさに本市においてはこれらの問題は光が十分に当てられ

てこなかったと考えるところで、この財源を使い消費者行政等を推進すべきであります。 

  県下においては、県、高知市、南国市に続いて四万十市にも消費生活センターが開設

され、相談対応も一定マニュアル化される実績も上げております。本市は新庁舎完成後

の組織編成に係るコンセプトとして、住民サービスの観点からワンストップサービス化

への対応を掲げたらい回しを防止することとしております。市民の相談事は本当に多様

化しております。１つの問題で来庁されても背景に多くの困難を抱え結局本質的解決に

至らない例を多く見受けます。なぜかと申せば、そこにはたらい回し行政と相談解決の

ノウハウを持ち合わせていない点があるからです。各地消費生活センターの実践を見れ

ば、多重債務問題においても生活再建に至るまでには行政においても多岐にわたる横断

的な相談を繰り返し、その先頭に本人が立ち、相談員が法令等に基づいた的確なアドバ

イスを行うゆえに展望が生まれてきます。私は、そのような観点から市民が困ったとき

まずは市の窓口へ行ってみようと思うような、先ほど例で述べた相談窓口設置を望むと

ころです。市職員の方々は法令には明るい、市民の方々はほとんどの方が知り得ません。

その知識を市民の行政に対する要望時にも十分に享受できているでしょうか。もっと平

たく言えば、条例等における義務を果たすことばかりを求め、市民の権利の行使ができ

る部分を伝達できてないと言えるのではないでしょうか。例えば医者にかかれない、そ

のとき一部負担金の減免要件に当てはまるかも、医療保護の対象になり得る、また税の

減免の可能性がある等々、市民の立場で対応策を探る、そのことが市民に身近な行政と

なり得るわけであります。 

  そこでお尋ねします。１点目に、今年６月には貸金条例が改正、総量規制等にて相談

がふえる背景があります。武富士の破綻もございました。また、詐欺的商法も減少して

おりません。商工観光課において消費者行政は行っているところでありますが、消費生

活相談員も雇用され対応されているわけですがこの間の相談実績をお尋ねします。 

  ２点目に、私は商工観光課内に消費者相談窓口があるよりは、昨今の現状から見ると

き消費生活センターを設置する、もしくは市民相談総合窓口、市民相談センター等のそ

の中に消費者問題相談コーナーを設け市民に対応すべきと考えますが見解を伺います。 

  ３点目に、市民相談窓口設置に向けて関係各課、団体等と積極的、前向きな検討をす

べきと考えますが見解を伺います。 

  続きまして、プレミアム付商品券についてお尋ねします。 

  第７回市議会補正予算にて可決された商工会共通プレミアム付商品券発行事業補助金

２００万円にて、１１月１日プレミアム付商品券が発行される運びとなりました。昨日

の同僚議員の質問、答弁からも一定の事業効果があったことは明確であります。１０％

のお得感は大きいわけで、私も１１月１日購入いたしました。１１時過ぎでなかなかの

行列でありましたが、１０時受付時には土佐山田では長蛇のにぎわいであったとのこと
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であります。１人５万円で５万５,０００円の商品券まで購入することができます。中

には家族数人で参加の方もおられました。山田は午後の早い時間帯に、香北、物部にお

いても５時までには完売したとのことであります。そこで数点気づいた点、今後のこと

も含めお尋ねいたします。 

  １点目に、アンパンマンのデザインの目立つ商品券でありますが、せっかく本市が助

成しての商工会事業であるにもかかわらずなぜ香美市助成事業等の１項がないのか。市

民の目に触れるものでありますので市としてもＰＲすることは当然であります。要請を

しなかったのか、その点伺います。 

  ２点目に、購入状況について伺います。１１月１日当日の私の列の周辺の方々はほと

んど上限金額を購入しておりました。また、中には南国市の方もおられました。昨日の

答弁で１人平均４.１セット、４８５人が購入されたとお伺いしました。その中で市外

購入者の割合等について伺います。あわせて１２月８日時点で約５２％の事業者が換金

されていると聞いております。商品券が使われた先についてお尋ねします。 

  ３点目に、商工会としても地元商店街で使用されることを願望していると考えます。

しかし、消費動向は量販店等に向いていると思いますが、その効果はいかがでしょうか。

あわせて、私は地域通貨的発想、いわゆる券が流通、循環して居酒屋で使用されても地

元商店街で仕入れが行われ、また日常品の買い物などがされる等の地域振興流通券であ

るべきと思います。見解をお尋ねします。 

  ４点目に、市民の声には「知らなかった。」「購入できなかったので追加販売はない

のか。」「市内のほとんどの店で使えたら。」などの話を伺いました。２００万円の助

成を行うわけですから、私は幅広い人に市の補助事業であっても予算の恩恵が行き渡る

ようにすべきと考えます。また、平成２３年度商工会は３,０００万円の事業を予定し

ているとのことでありますが、商工観光助成補助金限度額２００万円で事業継続をお願

いする旨の答弁がありました。初めての事業で不透明な部分もありますが、もちろん商

工会が精算手数料で経費を捻出し今後その浮いた部分はプレミアム部分に充てられてし

かるべきと思いますが、事業収支の面からまだ助成の上積みの要望も出てくると考えら

れます。私は補助要綱における限度額もアップするよう検討すべきと考えますが、お尋

ねします。 

  以上で１回目終わります。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）    山﨑龍太郎議員の市民相談総合窓口設置についてお

答えいたします。 

  商工観光課では、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問い合わせなど市

民からの相談を受け付けており、本年度からは県事業を活用しまして資格を持った専従

の相談員を雇用して公正な立場で相談処理に当たっております。 

  ご質問の１点目の商工観光課における消費者相談の実績でございますが、平成２２年
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度の相談件数は１１月末現在、多重債務に関する相談６件、クーリングオフやその他消

費生活相談が１７件です。ちなみに平成２１年度全体では、多重債務相談１０件、その

他の消費生活相談が１１件です。多重債務相談はやや相談が少なくなっております。 

  ２点目の消費生活相談センターに発展させるか市民相談総合窓口の中に消費者問題相

談コーナーがあるべきかについてでございますが、市民からの悩み事相談に関しまして

は行政相談員、福祉の相談員、介護の相談等、その相談内容に応じてそれぞれ役割が違

い、それぞれ専門の知識を持って対応しており、また、社会福祉協議会でも相談事業を

行っております。すべての相談を１カ所で解決される窓口は望ましいと思いますが、専

門職を置く必要もございますので、香美市の相談件数でいえば現状でも対応できている

のではないかと思います。 

  ３点目の市民相談総合窓口の設置に向けて関係部署、団体等と前向きな検討をすべき

についての見解でございますが、各種相談業務を行っている関係各課と連携、またそれ

ぞれの相談内容、役割分担を相互理解することによってより高いサービスができると思

います。多重債務問題では、関係部署が集まりまして研修を行いました経過もございま

して現在も連携しております。新庁舎が完成すればこの各種の相談窓口が、現在ばらば

らの建物で行っているところを１つの建物の中で完結できますので、各相談窓口の連携

強化を図りつつ市民の不安解消に努めていきたいと思っております。市民相談総合窓口

設置についての検討は、現在は考えておりません。なお、香美市と香南市、南国市によ

る物部川流域協議会におきまして消費生活相談センターの共同化について担当者での協

議を行っておりますけれども、滞納問題ですとか生活保護との連携が各市での対応とな

りますことや、また、広域になると相談場所が遠くなるということで住民に負担をかけ

たくないという意見がございまして、広域でのセンター設置についての３市の賛同はな

かなか得られない見込みです。 

  次に、プレミアム付商品券についてお答えいたします。 

  １１月１日から販売されました香美市商工会のプレミアム商品券は、発売初日に完売

という報告を受けており反響の大きさに大変うれしく思っております。 

  ご質問の１点目の商品券に香美市助成事業の項目を記載すべきにつきましては、その

とおりだと思いまして、ご指摘をいただいた点は次回の発行時は記載していただくよう

に要望いたしたいと思います。 

  ２点目の購入の状況ですけれども、山田商工会での購入が３９５人、香北商工会で６

３人、物部商工会で２７人、総計４８５人の方が購入されました。平均１人当たり

４.１セットとなっております。購入された方の内訳は、市内４６７人、市外１８人で、

さらに香美市内の内訳が山田３８４人、香北５６人、物部２７人でありまして、また、

香美市外では南国市の方が１０人、香南市の方が５人、高知市の方が３人となっていま

す。現時点の使用先は量販店が５０％、その他は各種お店に分かれるわけですけれども、

特に電器店が多いと聞いてます。エコポイントの効果もあったと思われます。 
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  ３点目の地元商店街への効果についてですが、まだ事業実施中でございますので実績

の報告をいただいておりませんけれども、発行された商品券の完売、商品券は市内の参

加商店でしか使用できないことを考えますと年末年始の商戦においても発行商品券分は

市外に流れていったりしない、消費者の流出を食いとめまして、また市外からの消費者

を増加させたと思っております。 

  地域振興券にすべきについてですが、地域通貨のことだと思います。通常地域通貨は

地域内で取引されますので経済効果は大きいと思われますけれども、あくまでも通貨で

ありお金であるため紙幣類似証券取締法によりある程度制限されているようです。政府

が自治体の発行額に応じた資金を支給し自治体が発行すること、偽造防止策が必要であ

ったり換金が銀行であることなどハードルが高いのではないかと思います。 

  ４点目の消費者の声ですが、この商品券を知らなかったという点はでございますけれ

ども、新聞折り込みですとかチラシ、ポスターでの宣伝また地元新聞を含む３社の新聞

に取り上げられたこと、そしてテレビニュースでも放送されましたので宣伝が不足して

いたという意見が出たということは残念に思います。また、購入できなかった方は大変

気の毒だったと思います。商工会では、参加商店へのアンケートをとるようにしており

ますので参加商店からの声も聞けると思いますけれども、今後参加くださるお店をふや

していただけるように商工会へ要望したいと思います。 

  香美市の補助金の限度額については、予算のこともございますので当面変更する予定

はございません。（後に「来年の補助金はまだ確約ではない」と訂正あり） 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番、山﨑龍太郎、２回目の質問をいたします。 

  まず、市民相談総合窓口設置についてでありますけど、昨年そして今年の１１月末ま

での実績を伺いました。現実、課長の認識では現状でも対応できているというふうな認

識でありましたけれども、私の思いとしては現状のまま、また機構改革で産業振興課と

いうことになっていくと忘れ去られていくんじゃないろうかというふうな、消費者相談

の問題が、窓口はもちろん商工観光課内にあるということがあっても件数でしたら非常

に相談例も少ないというのが現実です。多重債務はもちろん減少はしてきております。

ただ、実際のところやはり消費生活相談員も雇用されての部分がありますがＰＲ等もで

きていないと。武富士の問題等も取り上げましたけど高知市にうろこの会という多重債

務の相談窓口があります。１０月の１カ月で２５９件の相談の中で２０名弱が香美市の

人です。本来は香美市の商工が消費者相談の窓口であれば、もちろん武富士１１０番と

いうことで銘打って電話相談そして来所での相談ということをやったんですが、そこの

部分がやはり機能していないと。逆に言うたら消費者問題を、ほかの業務も忙しいとい

うががありますけど、実際問題相談に行って解決に至っているのかというがを逆に聞き

たいと思います。その受けた相談はすべて解決に至ったという判断でいいのかと、相談
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を受けとめどっか専門家に振って終わったということじゃないだろうかというふうに推

測はされますがそこのところ。クーリングオフ等については一定のノウハウもあるかも

しれませんけども多重債務にとってはどうなのか。先ほどホームページの質問もありま

したが、消費者相談のホームページはそれこそ２００６年のままであります。 

  私は、やっぱりここで求めたいのは、もう１点の方向性のやはり市民相談センター的

な発想が大事ではないではないだろうかと、産業振興課内で、それから消費生活センタ

ーを立ち上げるという一つの方向性のほかに、やはりこの光交付金と言いますけど、そ

の使途にも明確にされてますようにそれに関連する部署、社協も言われましたけれども

実際のところ地域包括とか福祉事務所とかそういうところの方々、そこのレベルアップ

が図れない限りはこの相談口、実際各課に振るということでできているというふうな認

識と、私の認識とは少し相入れない部分があります。その部分から申せば、やはり高知

市は、ここに高知市の消費生活センターの生活再建マニュアルというががあります。

（資料を示しながら説明）これいただいたもんですけれども、実際これは多重債務のこ

とを中心に書かれておりますが、市民の生活苦からくる問題に対して冊子になってやは

り横断的な連携を取って相談が解決に結びついているということ。やはり多重債務のみ

ならず生活苦の相談というがはたくさんございます。やはりその中で収入減、雇用の問

題含めてどこにどういうふうな働きかけをして、やはり税金や社会保険料が払えないと

き、子どもの学費に困ってるとか、住宅に困ってるとか、そういう部分や多様な問題に

ついてやはり一括的な窓口で一定の専門員も雇用されて、光交付金は人件費にも使えま

すのでね、そういう部分でそこと消費生活相談員と何人かの体制でこういう窓口を設置

して、そこが主導権を持って各課に働きかけて相談解決を図っていくと、その大事な視

点を持たない限りは今の現状のままであるというふうに私は考えるところであります。 

  一方、高知市のうろこの会で先ほど武富士の問題を言いましたけども、私どもが開設

してますくらしの相談所、この間１年間で約２００件の相談があります。民間ですよ、

生活苦、離婚の問題、多重債務確かに減っています、隣人のトラブル、それが民間任せ

でいいのかということであります。私個人でも多重債務の問題で援助者としてこの間１

年間で十数件を解決の方向を見出してます。そういう立場に市の行政が立てるかという

ことを私は申し上げたいわけです。さまざまなトラブルがあるときに行政の果たす役割

が大きくなっているという部分の認識からの再度の答弁を求めるところであります。 

  続きまして、商品券についてですけれども私の提案を申し上げます。１つには、確か

に地域通貨的な部分ではハードルは高いということを申されました。そのとおりかもし

れません。１点には、市の事業として行うということについては可能性は低いと考えま

すけども、事業効果を高めるために商工会に事業分析や消費動向調査を行わせることは

私は大切と思います。なぜなら参加事業所が１６６事業所、会員以外にも加盟店への参

加も要望したり模索しているようでありますけども、実際は本市の事業所数からいうと

２０％近くしか加盟できておりません。この加盟していないことの改善も訴えること、
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先ほど商店街のあそこで買いたいけど買えなかった事例もお示ししました。 

  それと、もう１点、確かにある一部分では効果が上がっていると思いますが、逆に言

うと消費者サイドの受益者は４８５人であります。香美市民２万８,０００人の中で、

市外の方もおられますけどね。そういう側面から考えるときに、２点目に申し上げたい

のは、一定期間地域通貨として市内を流通させる仕組みが大事ではないでしょうか。地

域内消費を市外へ逃がさない部分を強化させてる、今日商品券であるがゆえ期間の半分

も経過してない１２月８日時点で５２％が換金されているということを先ほどお示しし

ました。やはり一定期間、完結型でなくて地域で流通するという仕組み、それと合わせ

まして使用先が電器店という部分はエコポイントという部分で確かに認めますがやはり

量販店が５０％超していると。これはなぜ申すかといえば、地元の商店街への効果が薄

れるのは早晩事業継続を望む商店街の声が薄れていくという懸念があります。先ほど１

日で完売したと申しましたけども、実態はそうしたら物部のほうはどうやったでしょう

か。やはり当初１５０万円の予定が売れ残りそうなと、山田がたくさんの需要があった

ので山田のほうに５０万円移したと、そして、１１月の末の時点では１００万円のうち

の３４万円しか換金されていないという現状があります。やはり地域経済の波及には何

が大切か、地域通貨として発想についても検討を求めるところですが見解をお伺いしま

す。 

  以上で２回目終わります。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）    山﨑龍太郎議員の２回目のご質問にお答えします。 

  ２回目のご質問のいろいろ回答する判断の時間がちょっと余りになくて十分お答えで

きないかもしれませんけれども、消費者相談の窓口が新庁舎になって忘れられていくの

ではないかっていうご心配もございました。この件におきましては、新庁舎には相談を

する場所をちゃんと構えまして商工観光班で対応をしていくというところはしておりま

す。 

  ＰＲ不足ということもおっしゃられました。現在広報でも毎月消費者相談についての

コーナーを設けて、このような事例のときはこういうふうにすればいいというような相

談コーナーのようなものを設けて記載をしております。 

  また、相談がすべて商工観光課で解決しているかという点につきまして、消費者相談

は大体解決しておりますが、多重債務問題についてはやはり専門家の知識を得ることが

必要で司法書士さん等のところに一緒に行きまして相談をしているというのが現状です。

これは香美市だけではなくて高知県も高知市も同じような体制をとっております。 

  ほかの地域包括センターとかほかのところともレベルアップをしていく必要があるの

ではないかという点につきましてもそのとおりだと思いますので、いろんな研修がござ

います。その研修には積極的に参加をしてなるべく窓口の一本化が図れるような形には

したいと思いますけれども、新たな、新しい総合型の窓口設置については現状ではまだ
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考えることができておりません。 

  次に、地域振興券の地域通貨ですけれども、現在の商品券は事業主体の商工会になっ

ておりまして、地域通貨についても商工会で検討はできないかということをお尋ねしま

したところ、いろんな面でハードルが高いためになかなか困難であるという声がござい

ました。香美市が事業主体になって行っているのではないというところがありますので、

いろんな商店に多く参加していただくっていうようなこととか、振興券の内部について

の要望等はお願いすることになりますけれども、地域通貨に対するお願いというのはな

かなか困難であると思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    ３回目の質問をいたします。 

  住民生活に光をそそぐ交付金を、まだ使途等は決まっていないかもしれませんが、で

きたばっかりでこの消費者行政等に使う、使用すると、消費者庁のあれでは第一義的に

使っていただきたいと、使わない手はないと思いますが使われるか、その点をお聞きし

ます。その他事務対策等もいろいろありますけれどもその点お伺いします。 

  もう１点、商品券について聞いたんですが、香美市が事業主体となってこのような事

業を行うことによって消費者もそして事業所も大変喜ばれる部分が地域通貨的な発想で

あると思いますがそのお考えがないのか、その２点についてお尋ねします。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   プレミアム付商品券についてのお答えをさせていただきます

が、この件につきましては商工会のほうから強い要望があって私ども補助金として出し

たわけです。そうした中で商工会の中身できちっと考えていただいて、そして市内の個

人業者の方々に有益な方向につながるという思いを持って私ども厳しい財政の中から２

００万円というお金を繰り出したわけです。ですから、山﨑議員も商工会の重鎮でござ

いますので、ぜひその辺は商工会の内部で考えていただかなければいけない問題だと思

います。来年につきましてのこと、商工観光課長は確約したようなことを言っておりま

すが、まだ何ら予算査定も予算要望もしておりませんので、その辺はまだ白紙でござい

ますので、そういうことをここではっきり言っておきます。 

（笑い声あり） 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）    山﨑龍太郎議員の３回目のご質問にお答えいたしま

す。 

  地域振興券の補助金はまだ確約ではございませんでしたので訂正をいたします。失礼

いたしました。 

  地域活性化交付金の住民生活に光をそそぐ交付金の使途ですけれども検討をしており

ます。 
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  以上です。 

○議長（西村 成君）   山﨑龍太郎君の質問が終わりました。 

  次に、１１番、竹平豊久君。 

○１１番（竹平豊久君）   １１番、竹平でございます。議長から発言の許可をいただ

きましたので通告に従いまして順次質問を行います。議長も再三言われるように外部を

意識した質問文書となっておりますので、少し長いかもわかりませんがよろしくお願い

を申し上げます。 

  今回３項目につきまして質問書を用意しました。まず、１点目の定住自立圏構想の考

え方と今後の対応についてでございます。 

  今、国、地方を通じ財政状況や少子高齢化、人口の減少、地域経済の低迷といった厳

しい社会状況下であることを考え合わせますと、行政も単体でなく近隣市との連携や協

力により行政事務を行っていくことが重要になってくるのではないかと思われるところ

でございます。現状では、必要な事務におきましては一部事務組合を活用して広域での

事務処理を行っておりいろいろ協力体制ができておりますが、加えて市民生活に直結す

る技量や交通アクセス等についても不便さを解消し定住していける仕組みや地域づくり

も必要となってきております。そうした中、自治体の地域主権の観点からいたしますと、

その確率を図るための国の制度も見直しをされており、今後基礎的自治体である市町村

の役割も増すことになります。このことを実行していくには、行政、地域住民、ＮＰＯ、

企業等が協働と連携によって地域のコミュニティーを図り、地域から人材、資金が流出

しないよう地域の潜在力を引き出し自活力と想像力を高める地域主権型構造に転換して

いく必要性があります。こうした要素から定住自立圏構想に至ったと思われますが、こ

の構想は市の主体的取り組みとして中心市の都市機能と周辺市の農林水産業、自然環境、

歴史、文化などそれぞれの地域の持つ特性と資源を活用して、ＮＰＯや企業といった民

間の担い手を含め相互に役割分担し連携、協力すると、そのことにより地域住民の命と

暮らしを守るため圏域全体で取り組み、必要な生産機能を確保し、基本圏への人口定住

を促進するための政策であると、こういうふうに認識をするものです。そうした中、こ

のほどこの構想を具体化させたものとして向こう５年間の定住自立圏共生ビジョンも策

定されまして、４市それぞれの持つ特性や機能を圏域一体で生かし、連携をして地域主

権形成の実現に向けて取り組むことになりました。そこで、この定住自立圏構想とこれ

に基づいた定住自立圏共生ビジョンに関しての考え方と今後の対応について所信をお伺

いをいたします。 

  次、２点目でございます。過疎地域自立促進計画のソフト事業に係る今後の方向性に

ついてでございますが、この件に関しましては６月議会で計画書の作成段階の中で基本

的な方針や考え方を聞いたわけでございまして、その後計画書が策定をされ、それぞれ

の事業分野の項目について説明を受けたところであります。計画書によりますと、第１

次香美市振興計画とリンクし、各事業において手抜かりのないようそれぞれ計画に盛り
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込まれ今後対処すべき市の方針がイメージできるものであり一定評価するものでござい

ます。したがいまして、今回は今後においてこの計画書をどう具現化し行政福祉サービ

スにつなげていくかを、特にソフト事業の面についてお聞きをするものでございます。 

  承知のとおり今回で第５次となる過疎法に伴う過疎地域自立促進計画で注目されるの

が、従来のハード事業に加え、住民が将来にわたり安心、安全に暮らせる地域社会の実

現を図るという趣旨のもとにソフト事業が拡充されたことにあります。これは、これま

での過疎法では主にハード事業に力点が置かれ本市の過疎地域でもそれぞれ一定の成果

を上げてきたわけでありますが、今回第５次の過疎法ではこれまでの経過を踏まえ時代

に即応した対策がとれるよう拡充が図られたと認識をするものでございます。 

  こうした中、本市策定の計画書の中にもソフト事業の一環であります通院バス・タク

シーの補助、元気な集落づくり支援事業、集落支援員設置事業等が盛り込まれておりま

すが、こうした事業のイメージとしては集落維持機能に直結する事項が含まれておりま

すことから、早期に具体化策を講じて事業展開を図るとともにその方向性を見出すこと

が求められます。 

  そこで、１点目として、足の確保策です。通院バス・タクシーの補助事業、これを発

展させて、市営バスが運行していない地域に対し負担軽減と地域間格差是正のため定額

の乗り合いタクシーの導入の検討と具体化策です。ご承知のとおり現在市営バスが運行

している路線では、７５歳以上の方は無料で利用でき利便性が図られております。一方、

バス運行がなされていない地域におきましては、外出のたびに何千円かという高額な料

金を支払ってタクシーを利用するなどして、利用していると、そういった状況ですが、

こうした高齢者や車を持たない方々の外出機会をふやすための措置として市営バス運行

規定が改正されたことを思うとき、同じ地域にあってこうした格差は早急に改善してい

く課題ではないかというふうに考えるものであります。その点の考え方をお聞きします。 

  次に、集落支援員設置事業についてでございますが、この事業の概要としては、集落

支援員は地方自治体からの委嘱を受け市町村職員とも連携をしながら集落への目配りと

して集落の巡回、状況把握等を行う、また、集落点検の実施、住民と住民、住民と市町

村との間での話し合いを促進するなど、市町村職員や集落住民とともに集落対策を推進

しますと、こういうふうにあります。 

  この事業、うまく取り込む方法いかんによりましては集落維持のための効果が期待で

きると認識をするものです。すなわち現在山間地域で顕著な問題となっております事項

といたしまして、高齢化や戸数減少により共同作業が困難になって住宅の周辺、そうし

たところの草刈りとか用配水路の掃除、これのまた維持や管理、また生活用水取水地の

管理が十分にできなくなりつつあります。とりわけ日々使用する生活用水は、簡易水道

が設置されていない中山間地域では遠路谷川より水を取水し使用しておりますが、付近

の土砂除去、渇水期の取水、そしてこのごろの木の葉の取り除き、こういった面につき

まして水源地の維持管理作業が厳しい状況の地域が散見をされております。こうしたい
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わゆる共同作業が困難になりつつある地域への支援策は早急に対処すべき問題であると

考えます。そこで、このたびの自立促進計画にせっかく盛り込んだ集落支援員設置事業

でございます。早期に検討に入り本格化させまして集落の維持対策につなげる政策とし

て構築することを求めるものでございます。 

  ちなみにこうした事例は各県にあるのはご承知のことと存じますが、例えば大分県佐

伯市の場合でございますと、まず活動内容として高齢化が進む地域を中心に巡回し課題

等の把握を行い、困難となっている共同作業支援を行うこととしております。次に、設

置の根拠に関してですが、これは佐伯市嘱託員の任用等に関する規定に基づいておりま

す。また、人材につきましては、公募として市内在住で地域の方に対して熱心に取り組

んでる人となっております。こうして任用された地域集落支援員数ですが４名で、高齢

化が顕著な合併前の旧２町村に各２名を配置をしているということでございます。こう

した事例からもわかるように本市でもこうした事業に早速に取りかかっていただき集落

支援員設置事業、これを制度化し要請を図る仕組みを検討されてはいかがかとは思うも

のですが、今回この２点について今後の方向性についてお聞きをいたします。 

  次に、税の徴収率の向上策についてでございます。 

  この件につきましては、先の新聞報道にもあったように平成２１年度の国保税を除く

本市の市税実績は、滞納分を含む税額が２７億５,４８５万１,０００円で収入額は２４

億７,２９０万８,０００円、徴収率は８９.８％ということになっておりまして、これ

を近隣の２市と比較してもえい水準のほうではないかというふうに考えておりますが、

景気の状況は業種によっては回復傾向にあると言われておりますが、即収入増につなが

らないこともあってか市税の滞納が減少傾向にない状況は否めません。しかしながら、

市が市民に対して行政サービスを提供する原資は市民の負担する市税等でございます。

税負担の公平性を確保する上からも、また、納税意識の向上や喚起の点からも何らかの

措置を講じなければなりません。ちなみに本市では、滞納処理に関しては収納管理課を

設置し回収業務を行っておりますが、こうした対処措置の前にまず税は期限内に納付す

るという環境づくりをすることが大事ではないかというふうに考えるものでございます。

そこで、徴収率向上策の考え方について３点ほどお聞きをいたします。 

  まず、１点目は、納付しやすい納期の設定でございます。現在個人市民税の納期は６、

８、１０、１２月の４期ということで、固定資産税は５月、７月、１１月、１月と４期

と、それぞれ月は違えておりますが４期というふうになっております。これは香美市税

条例で定めているところでございますが、一方、納税者側である市民からすると職業形

態はさまざまであり業種によっては収入月が一定しない場合もございます。例えばです

が毎月一定の収入のある人は毎月納めるほうが納めやすいはずであり、農業であればい

わゆる仕込み時期とそれから収穫時期があり当然収穫時期のほうが納めやすいはずとい

うことになります。こうして職業や業種によって納めやすい条件はそれぞれ異なってい

ると思いますので、納期を年に４回と一律に固定をしないで例えば２回、４回、６回、
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あるいは１０回というふうに細分化をして、そして可能であれば納税者に示して納期の

回数や月を選択してもらう方法でございます。こうすれば納付期限を本人が決めますの

で納付率にも反映をされるのではないかというふうに思うものですが、この点について

どうお考えなのかお聞きをいたします。 

  次に、２点目でございますが、納税意識の向上についてでございます。自分の納めた

税金はどのように使われているかといったことに対しましては、総額収入、そして総額

の支出、この割合を示す方法で周知をする方法がとられておりますが、これは行政経費

のコスト計算をして、それを例えば保育園であれば園児１人当たり幾ら、同量を足して

等でございましたら１件１人当たり月幾らというふうに換算をして広報等を通じて周知

する方法が考えられます。こうすれば納税者にとってより税の使い道が具体的にわかる

とともに税に対する認識も違ってくると思われます。この行政コスト計算をもとに示し

周知することについてはどうお考えか。 

  次に、３点目でございます。この点につきましては拘束力が伴いますので深く検討す

る必要がございますが、資力がありながら、また誓約しながら誠実性を欠く納税者に対

して行政サービスの提供を一部制限をする条例の制定についてでございます。滞納する

のには生活が困窮しているからだという理由もあるかもございませんが、課税をされる

にはそれなりの所得や資力、あるいは物件等があり課税対象となり得る理由がございま

す。課税後に災難や盗難、事業の休廃止等があった場合は、ご承知のとおり地方税法第

１５条や香美市税条例第５１条、第７１条に示されているように猶予や減免措置があり

ますから、まず税務課に相談をし手続をとる方法がございます。そうした制度がありな

がらも滞納が発生し滞納整理に当たっているのが収納管理課でありますが、完済まで長

期にわたることや裁判で判決をもらい処理するなど事務の長期化と煩雑化が続いており

ますが、こうした債権を含め収納条件を確実に履行されるよう、課税対象になりながら

誠実性を欠く納税者に対して行政サービスの一部を制限する条例の制定に関する考え方

でございます。 

  現に市営住宅入居の際はこの措置がとられておりますが、このように法令で実施され

ることが義務づけられている事務事業を除き市が単独で行う行政サービス、例えば先ほ

どの市営住宅の件も含めましてあらゆる許認可や補助金、交付金の交付等について、行

政サービスの申請時点で滞納がある申請者のうち納付に対して資力等がありながら誠実

性を欠く納税者に対しサービスの一部を制限をする措置をする、このことの要点は、支

払う意思のある分納の方を含めますが納税者へのサービスを制限をするものではないこ

と、それから遅滞なく納期内に納税をしている納税者の不公平感をなくすること、そし

て納税意識の向上の点にあります。したがいまして、本来ならこうした対策をとらない

で徴収することが望ましいわけでございますが、現に滞納が発生している状況を見ると

き検討の余地はあろうかと思うものであります。ちなみにこの行政サービス一部制限条

例を制定して事務に当たっている自治体もございまして、そうした自治体では、本市で
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もあるように徴収体制の強化とともに条例制定による複数の政策をとったことで、コメ

ントといたしましては財源の確保と市民に対する公平、公正感が確保できたと考えてい

るというふうになっております。こうした事例からも無理からぬ考え方と思われますが、

税の徴収率向上の実感として以上３点について述べさせていただきましたが、この点に

ついてどうお考えなのかお聞きをします。 

  １回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   竹平議員の１回目の定住自立圏構想についての考え方につい

て私のほうから答弁をさせていただきます。 

  この定住自立圏構想につきましては、開会後に議員協議会を開いていただきまして企

画課長のほうからこの内容等について説明をさせていただきました。すべて課長のほう

で説明をさせていただきましたので私のほうからそれにつけ足して余り言うこともござ

いませんけれども、それでは余りにも失礼でございますので若干私の思いを述べさせて

いただきたいというふうに思います。 

  このお配りをさせていただきました冊子の中にも書いてございますが、定住自立圏構

想は中心地の機能と周辺市町村の機能が協定によって有機的に連携をし、定住のための

暮らしに必要な諸機能を総体として確保するとともに、自立のための経済基盤や地域の

誇りを培い全体としての魅力あふれる地域を形成していくことを目指しているというこ

とになっております。この背景には、やはり今大変大きな問題、課題となっております

人口の減少であるとかあるいは少子高齢化の進行などがあるわけでございまして、また、

特にそうした背景の中で今後地方におきましてもそういうふうな状況と同時に地域主権

時代の到来といいましょうか、そうしたものに向けての受け皿としてしっかりとした自

治体をお互いの市同士が補完をし合いながら築いていくというふうなことになろうかと

いうふうに思います。 

  そうしたことの中で将来像も含めて、今取り組んでおる具体的な事業等も含めまして

今後この定住自立圏形成協定に基づきましての具体的な取り組みもずっと説明をさせて

いただいたところでございます。また、そうしたことがこの協定の中では平成２２年度

から平成２６年度までの５年間を計画期間といたしておりますが、毎年その進捗状況、

あるいはまた状況等を見直しを行いながら進めていき、そしてそれぞれの課題等につき

ましても今後検討課題として上げられるならば検討課題という中で整理をしながら将来

に向けて取り組みを進めていくということにしております。特にこのビジョンの中で政

策分野の中で意見が出ておりましたものにつきましても、書いてございますとおり生活

機能の強化に係る政策分野、この中には福祉であるとかあるいは教育、産業振興、そし

て環境対策、また環境保全などが含まれております。また、結びつきやネットワークの

強化に係る政策分野につきましては、地域公共交通などがあろうかと思います。また同

時に、先ほど言いましたように毎年度見直しも行いますので、これからの課題等が出て
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くれば当然そうしたものにつきましてもお互いの市同士が協議をしながら織り込んでい

くということになっていくわけでございますので、その辺また議会のほうからもご指導

をいただきながら進めてまいりたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    竹平議員の過疎地域自立促進計画のソフト事業に係る今

後の方向性についてというご質問にお答えをいたします。 

  議員からは法の趣旨を踏まえながら、また、本市の過疎地域自立促進計画に沿った観

点から具体的なご提案をいただきました。まず、１点目につきましては、これまで議会

におけますご質問にお答えしてきましたように、まず、総合的に市内全体におけます交

通体系のあり方については、来年度根本的に見直す作業を行うという方針であります。

しかしながら、可能な範囲において早急に対応できる対策は展開していこうということ

でこれまでも一定見直しを行ってきたところですが、来年度においては福祉タクシー制

度についてもとりあえず前倒しして拡充、実施を検討しておるところでございます。そ

の手法については、今回いただいたご提案も踏まえて格差是正と均衡を考えて見る必要

がありますけれども、基本的には事業者のバスと市営バス、そしてタクシーなどの公共

交通を活用しながら全体的な交通体系の仕組みをどうつくっていくかという検討作業の

中でしっかりと考えていただくことを今期待しておるというところでございます。 

  ２点目の集落支援員の養成についてですけれども、集落支援員を単に配置するだけで

はなくって、この集落支援員が地域機能の維持と活力づくりの核的役割を担う人材とし

ての位置づけとして考えております。このことに関しましては、先に山崎晃子議員のご

質問にもお答えをしましたけども新しい地域の自治組織といいますか、地域共同体と行

政との協働システムの担い手としての地域支援員と全く想定を同じく考えているもので

ございます。この仕組みづくりも地域との連携の中でつくり上げていかなければならな

いものでありまして、先進事例を見ても一定の時間が必要というふうに考えております。

そこで、現段階では、構想でありますけども次年度におきましてはモデル事業を導入す

ることによって香美市に合った仕組みづくりを模索していきたいものだと考えておりま

す。当然ここで核的役割を果たす人的支援が必要でございまして、それが地域あるいは

集落支援員であるというふうにイメージをしているところでございます。また、こうし

たモデル事業を通じて人材の養成も図らなければならないというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   税務課長、髙橋 功君。 

○税務課長（髙橋 功君）   竹平議員の税のご質問の１点目、２点目について回答い

たします。 

  １点目、市民税、固定資産税の納期についてでございますけれども、この納期につい

ては地方税法で市民税、固定資産税それぞれ標準納期が定められております。それで、
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合併協議の中でも調整をされまして、竹平議員のおっしゃったように市民税については

６月、８月、１０月、１２月、固定資産税については５月、７月、１１月、１月という

ふうに納期設定をされております。この納期設定につきましては重複がなされないよう

に、つまり納税者の負担、過重とならないように配慮されたものでありまして、そうい

うふうな納期設定になっております。この納期につきましては、原則といいますかこの

納期設定を変えるということにはならないと思います。ただ、竹平議員がおっしゃった

ように納期をふやせば、納税者の立場に立ってということでございますけれども、香美

市税条例の中ではこの４期の期間内であれば特別な理由があれば納期を別に定めること

ができるというふうに規定をしております。つまり、この納期以外にも設定は可能であ

ります、特別な事情があれば。ただ、この納期を設定すればその設定した納期ごとに督

促というものがついてまいります。ほんで、滞納すれば当然その分へ督促がついていく

と、納期がふえればその分へ督促がついていくということで、お話も当然あります、あ

ってそのお話をするわけですが、そうすると納期内の納付ということは変わりませんの

で、最終的な納期については変わりませんので督促もふえるということで、それやった

らやめちょこうかという方もおいでます。また、この設定をしている方もおいでます。 

  ２点目の行政コストということでございますが、市税の賦課、徴収コストということ

になりますと、事業費、人件費等を足し合わせたものを納税義務者数で割ったものが１

人当たりの納税コストということになろうかと思います。ただ、うちが扱ってる、税務

課のほうとしましては市民税といっても住民税、法人税、固定資産税、軽自動車税、た

ばこ税といった税がございます。それぞれ納税義務者というのがございます。その納税

義務者でそのまま割るというのはちょっと乱暴なコストの算出の仕方ではないかなとい

うふうに思います。ただ、竹平議員のおっしゃるコスト計算というのは、行政にとって

これはやっぱりしなければならないことやと考えております。そのため検証は必要とい

うふうには考えております。検証は必要でございますけれども、そういった事由でコス

ト計算というかなかなかその納税義務者１人当たりというのは出し方が非常に難しい、

システムについても共有で使っているシステムもあるということもありましてなかなか

コスト計算が難しいということあります。ほんで、検証は当然必要でございますけれど

も、コスト計算をしてそれを公表をするというのがこの税についてはなじまないという

ふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   収納管理課長、阿部政敏君。 

○収納管理課長（阿部政敏君）    竹平議員の３点目のご質問にお答えいたします。 

  税の滞納整理につきましては、特に税を納期内に納められた大多数の納税者に対する

公平性を保つことが大きな責務でありまして、常に納税者の視点に立って業務に取り組

んでおりますが、平成２１年度は徴収努力にもかかわりませず前年度を下回る徴収率と

なりました。徴収率の向上に現在精励しているところでございます。 
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  竹平議員のご指摘の、正当な理由なく滞納している者に対して行政サービス提供を一

部制限する条例については、全国的には制定、施行している自治体が見受けられます。

ぎょうせいから出版されております地方税ゼミナールによりますと、地方税ゼミナール

の市税の滞納に対する特別措置に関する条例の制定についてでは、法令等に許認可等の

うち、法令に規定する要件に行政庁の判断が束縛される羈束行為に属する許認可等につ

いては行政サービスの停止を対象とすることはできないと思われるが、法令による許認

可等のうち、この要件に行政庁の裁量の余地のあるものについては行政サービスの停止

の対象にし得るものと考えると解されております。このことによりまして条例の制定に

ついては可能だと思いますが、香美市では個人情報保護条例の運用によりまして、許認

可等行政サービスにおける制限についてはそれぞれ関係する課で税等の収納状況を把握

し個々に判断の上対応しているところでありまして、現行の対処方法で制限がされてい

るものと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １０分間休憩します。 

（午後 ２時２３分 休憩） 

（午後 ２時３５分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  １１番、竹平豊久君。 

○１１番（竹平豊久君）    ２回目の質問をさせていただきます。一応これで終わりに

したいと思いますのでよろしくお願いします。 

  まず、１点目の定住自立圏構想の市長の今後の対応ということでご答弁をいただきま

した。内容等は当然我々もこれはいわゆる承知をしております。その中で市長の思いと

して今後これを、いわゆるこの構想どおりに進める中において見直しといいますか、ロ

ーリングといいますか、そういったことで市長が主体性を持ってこの自立圏構想を発展

をさせて共生ビジョンを実現化させるように持っていくというご答弁でございましたの

で、今後ともその姿勢が揺るぎのないように推進をしていただきたいというふうに祈っ

ております。 

  次に、２点目の過疎対策自立促進計画で２点ほどご答弁をいただきました。 

  １点目のいわゆる公共交通の面につきましては、課長が一定前向きなご答弁として総

合的に公共交通の対策として１年前倒しをして検討に入るということですので、この点

はここで了解をしておきます。今後その進展をよろしくお願いしたいと思います。 

  次に、その集落支援員設置事業についてもご答弁をいただきました。これは先ほど私

質問の要旨の中でも申し上げましたように中山間地域では、これはもう今や喫緊の課題

ということになっております。特に限界集落という名は通り越した本当に孤立集落とい

うような状況の中で生活をしておる中山間地域の方々、こうした方々に対していわゆる
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行政の光を当てるということに関しますと、こういったせっかくのソフト事業でござい

ますので早急に具体化策を構築をして事業を進めていっていただきたいというふうに考

えておりますので、この点についてのなお一層の考え方をお願いをしたいというふうに

思います。 

  それから、税の徴収率向上対策についてそれぞれの課長からご答弁をいただきました。

これは基本的に私のこの質問の問いかけは、そういったご答弁の内容の中でもいわゆる

２億円近い滞納が毎年決算時に発生しておるということでございます。これは税務課、

それから各課も当然関係部署は連携を取り合い、そして収納管理課とともに徴収をして

おるということは承知をしておる中でこういった状況ということに対して少し提案じみ

た質問という内容になりました。要するに、それぞれの部署では事務方の当然その答弁

のとおりだと思います。ただ、その答弁どおりでやってこの税の滞納が解消できるかと

いうところがいわゆる問題なんです。だから、私からすれば、できることから何かを始

めるということになります。例えば先ほど言いましたいわゆる固定資産税、市民税、４

期と分けて、なおかつ特別な事情のある場合にはそれをまた相談の上複数回に分けて納

期は構いませんよ、としておりますということですが、これはあくまでもそういった暫

定的なものだと思います。例えばそこを私言いましたようにいわゆる払いやすい納期に

設定するということにつきましては、いわゆる市が定めておる条例、それから地方税法、

こういったものとも関連するとは思われますが、地方税法は高橋課長プロですからわか

っておると思いますが、いわゆる４期というのも特別の事情がある限りはなおまた認め

ますという項目があります。ですから、そういったところに注目をして可能な限りそう

いったところを見つけて、そしてそれを香美市の市税条例へ生かしてこうやったら払い

やすいという制度ですね、暫定的なそういったのでなくしていわゆる条例改正まで持っ

ていって支払いやすい体制を構築するというような努力が必要ではなかろうかと思いま

す。 

  それと、もう１点は、いわゆる税の使い道についてもご答弁もいただきました。これ

はいきなりそういったように行政コスト計算と、これは私問いかけでそういう表現をし

ましたが、できるところからこれは始めて周知して、いわゆる目的は市民の皆さん方が

私の納めた税はどのようにどういうふうに使われておるのかと、いわゆる税の、納税に

対する身近なといいますか意識づけ、これのための方策であるという面から問いかけを

したわけでございます。例えばわかりやすい方法としてそのコスト計算まではいきませ

んがよく国が表現する言葉で国債の借金、これは年８００兆円と、１人頭六百数十万円

の借金を持っていますよと、こうやれれば日ごろはニュースなんかで国債も８００兆円、

今年は４兆円とかいうふうな聞き流すわけですが、いざ自分のところに置きかえるとそ

ういったいわゆる税といいますか関係をするものが身近にとらえられると、これは大変

だというようなそういった意識づけになるのではないかというふうな点からお聞きをし

たところでございます。 
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  それから、いわゆる行政サービスの一部制限条例の制定と、これも個人情報の絡みも

あって大変、即座には対応できないということですが、私も当然そうであろうかと思い

ます。この個人情報を含めてそういった一部制限の条例を出すということには、いわゆ

るこれは税を払わん方々に対しての強硬手段ということでございますのでそこはまた深

く、それぞれの全国の各自治体でこういった条例の制定をして実行しておる自治体もご

ざいますので言及をして可能な面からまた検討されていったらよろしかろうと思います

が、とにかく今申しましたように税の向上策の一環ということでこれはとらえていただ

きたいと思います。ちなみにこの２億円という滞納金ですね、これを行政のいわゆる事

業に使うとすれば、組み合わせによったら財政課長は詳しいですが恐らく６億円から８

億円くらいの事業が展開できるんじゃないかと思うわけでございます。また、民間的な

感覚からすれば、２億円の経常利益を出すということになれば少なくとも２０億円から

３０億円の営業努力をしないとこういった金額は生まれないというような、そこなとこ

ろもまた再認識をしていただいてこの徴収率の向上に努めていただきたいというふうに

考えておりますのでこれらについての答弁をお願いを申し上げます。 

  以上で全質問を終了いたします。ありがとうございました。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    竹平議員の２回目の質問にお答えをいたします。 

  私から１回目でお答えをいたしましたその新しい地域自治組織とのかかわりの中で、

地域あるいはその集落支援ということについてモデル事業の導入含めてふれました。こ

のことについてもっと具体にという話であったかというようにお聞きをいたしました。

この件につきましては、この間ずっとお話しておりますように集落あるいは地域の機能

維持というものの非常に落ちた状況に対して、早う対応せないかんという部分で待った

なしやというもう認識を持っておるところでございまして、その部分に対してはこのこ

とへの対応が急がれるということがあって先ほどモデル事業のお話をさせていただきま

した。これは具体にもう少しご説明をいたしますと、現在企画課のほうから来年度の当

初予算に対してこのモデル事業の導入についての要望をしてございます。この予算がつ

いてということが当然前提になりますけれども、それと並行して当然そこに向かって作

業をしておるわけでして、実はそのモデル事業のスキーム案を今私がつくっております。

こんなことを想定してモデル事業の導入をしたいという、その中では自治会あるいはそ

の自主防災、それから例えばもっと具体に言うと道づくりとか、それから水の管理です

ね、そういったこと、それから福祉、それから交通とかこういったその地域に本当に必

要である、求められておる、こういった機能を総合的に地域で協働して対処していくと、

この部分に対してこの支援員がこの仕組みをつくったり支援をしていただきたいという

ことを期待をしておるわけです。頭から大きなものを想定しますとなかなかこれは難し

ゅうございますので、１つの集落もしくは連合した幾つかの集落でとりあえずモデル事

業としてこんなことをしてもらいたいということを考えております。結果的にはそれを、
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例えば朝来市でいいますと校区単位でそういったシステムを持っているわけですけども、

こんなことを想定をしながらスキームをつくっておるという状況でございます。まだ本

当に十分にこうであるということが言えるほど具体策を持っておりません状況ですけど

も、基本となる部分については、今言いましたようなことはまずつくり込み中で前提と

してしっかり持っておきたいというふうに思っておりますのでよろしくお願いいたしま

す。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   税務課長、髙橋 功君。 

○税務課長（髙橋 功君）   竹平議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  納期についてでございますけれども、納期については条例改正というところまでは、

やはり税の公平さ等を考えますと条例改正までは考えておりません。ただ、おっしゃる

ように納税者の立場に立って、納税相談においでた方には丁寧に対応をいたしまして運

用できるものには運用していきたいというふうに考えます。 

  それと、コストの件でございますけれども、おっしゃるとおりどのようにコストを出

していくかというようなものについてはいろんなアプローチの仕方があると思います。

議員がおっしゃったように国の借金１人当たり何ぼじゃというのはよう報道でも出てお

ります。そういった報道がこの税の滞納分について適当かどうかということはあります

けども、いろんな手法が考えられることは考えられます。ちなみに１００円当たり幾ら

かかっておるとか、いろんなアプローチの仕方があるかと思います。これにつきまして

は、公表をいつするかとかいうようなお約束はちょっと今できかねますけれども、そう

いったアプローチの仕方がどのようにあってどのように示されるかというようなことに

ついては検討していきたいというふうに考えます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   収納管理課長、阿部政敏君。 

○収納管理課長（阿部政敏君）    竹平議員の２回目のご質問にお答えしたいと思いま

す。 

  収納管理課が合併と同時にできました。それが平成１８年度ですので、平成１８年度

から平成２１年度までの税の滞納繰越額の徴収額をちょっとお知らせしておきたいと思

います。平成１８年度が２,３３９万円、平成１９年度が２,８３６万６,０００円、そ

して平成２０年度が４,３０３万３,０００円、平成２１年度が若干減りましたが４,１

４２万２,０００円と、年々徴収額については鋭意努力いたしまして平成２１年度は若

干下がりましたけど右肩上がりになっております。今後も努力をいたしまして、２億円

超す滞納繰越額がございますが、徐々にではありますが減少に向けて頑張っていきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   竹平議員からは、税の徴収につきましてのご提言、またご意
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見をいただいたわけであります。我々行政のこの仕事につく者として、公平の原則とい

う観点からしてやはり大変大事な部分だというふうに思っております。最大限努力をし

ていかなければならない部分でありますが、残念ながら結果として滞納なり、また年々、

また毎年負の欠損なりがどうしても生まれておるということは大変私どもとして一番気

をつけていかなればならない部分です。今、収納管理課を立ち上げてはおりますが、し

かしそのもとにあります原課、それぞれ市民税だけではなくさまざまな徴収をしなけれ

ばならない部分があるわけでありますが、いつも課長会でも申しておりますがやはり原

課で最大限の努力をせよと、そうした中でやむを得ない部分については収納管理課に行

くわけでございますけれども、やはりまずは原課の中で最大限の努力をすることがやは

り市民に対しての責任を全うすることであるということを常々申し上げております。そ

うしたことから大変貴重なご提言、またご意見をいただきましたことに感謝を申し上げ

たいというふうに思います。ありがとうございます。 

○議長（西村 成君）   竹平豊久君の質問が終わりました。 

  次に、２０番、山本芳男君。 

○２０番（山本芳男君）   ２０番、山本でございます。きのうからの一般質問という

ことで、きょうは２日目ということでもう３時になりましたが大変お疲れのころであろ

うと存じますが、できるだけ短く終わらせたいと思ってますのでよろしくお願いをいた

します。議長のお許しをいただきましたので一般質問をさせていただきます。今回私２

点質問を通告いたしたところでございます。通告順に質問をいたします。 

  まず、今回建設業界の、市内土木建設業界から有志の２２社から昨年に引き続きまし

て請願書が、土木工事における入札参加資格の見直しを求める請願書が提出されまして、

私もこの紹介議員ということで名前を署名をさせていただいておるところでございます

が、そういうことで現在建設業者は今厳しい状況が続いておりまして、会社によっては

会社の存続が非常に厳しい、また、建設業に従事されている方々も仕事がなくなりどこ

か出稼ぎに行かなくてはならないと、生活ができないと、きわめて深刻な状況になって

おりますことをお聞きいたします。そこでまず、第１点目といたしまして、地元業者へ

の工事発注と雇用対策につきましてお聞きいたしたいと思います。建設業は、地域経済

を担う雇用の場であり、住民生活に結びつく市の行財政に大きな役割を持つ１つの私は

産業であると思っております。しかしながら、長引く不況で大変厳しい社会経済状況の

中、建設業は地域経済の落ち込みにより厳しい風にさらされており、市内の経済の活性

化、雇用機会の拡大の観点に立ちまして香美市内で行われる公共事業に地元企業を活用

し、雇用の拡大を図る努力をすべきではないかという観点から３点お聞きしたいと存じ

ます。 

  まず、１点目でございますが、国費、県費による香美市内の公共事業、市内の業者に

発注を外部に対し働きかけてということでございます。国道、県道の改良、災害による

公共事業が市内の数カ所のところで施工されておりますが、ほとんどが市外業者であり
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ます。現場を見ますと市内の業者でも十分施工能力があると理解をいたしております。

もちろん、国、県費によるものは発注者は市ではありませんので市がとかくのことを申

し上げることはできませんが、市長、副市長としては国、県費の事業発注者に対し市内

業者の受注機会を増大するよう働きかけをすることは可能であると思いますが、働きか

けをすることをいかがお考えかお聞きをいたします。 

  次に、地元業者の優先発注でございますが、安くても質のよい仕事をしてもらうのが

大事でありますが、幾ら市外業者が安く受注をしてもさして遜色がないならば地元企業

を活用することを重視しなくてはなりません。工事の事業によってはランクづけされて

おりその中で競争だからやむを得ないということもあろうと思いますが、市内業者がや

れる工事については市外業者を指名しなければ必然的に市内業者が落札するわけであり

ます。これは市長、副市長の裁量によるところが大きいと考えます。香美市の経済の活

性化、建設業者の育成、雇用拡大を図るため、今後の問題として市内業者がより多くの

受注機会を得られるよう配慮することについていかがお考えか、また、この問題につい

て何か施策を講ずる意思があるかお聞きいたしたいと思います。 

  次に、市外業者に工事を発注しても地元にはお金が落ちないで市外へ流れていき、そ

して地元の人間は働く場がなくなり出稼ぎに行かなくてはならないという悪循環があり

ます。市内業者が受注した工事については地元の人を雇用しておりますが、市外業者が

受注した場合は輩下の労務者を引き連れてきます。地元の者はほとんど雇用されてない

現状であろうと思います。また、資材につきましても市外から調達している現状であり

ますので、例えば市外業者が受注した場合、何割が地元の人間を雇うという条件、また

資材を購入する場合は市内の業者から購入するように、あるいは何割以上市内からと契

約の条件にすることを指導ができないか質問をいたします。 

  次に、第２点目といたしまして、職員の人事異動についてお聞きいたします。毎年４

月に、その年によっては１０月に人事異動が発令されております。議会事務局長のよう

にある程度長期間の在職を求める職種もありますが、逆に長期の在職をさせるべきでな

い職種もあると思います。また、課の係の経験年数が長いことによって能率が上がり、

経験年数が浅い職員ばかりで構成されると能率の低下を招くことも考えられます。そこ

で職員の人事異動について３点お聞きいたします。 

  人事異動の基準でありますが、どのような基準を持って人事異動に当たっておられる

か。例えばこの部署は３年、あの部署は４年で異動させるといった基準があるか、基本

的にお伺いをいたします。 

  次に、一定の部署に長く置かないと、基本的な考えがあると思いますが、庁内には同

一部署で数年以上も移動しない職員も見受けられます。逆に一、二年で頻繁に異動され

ている職員も見受けられますが、ここでお名前は言いませんが極端に長期在職者、短期

在職者についてどのようなお考えに基づき対処されておるかお聞きをいたします。 

  次に、物部支所のことでございますが、平成２２年４月の１日に大幅な人事異動が発
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令されまして、これは林政課を除きでございますが平成２２年４月の１日現在で２３名

中、山田が５名、香北町が３名、物部の方が１５名で構成されておりましたが、その４

月の異動によりまして今月現在のでございますが山田が１１名、香北が２名、物部が９

名、うち教育委員会分室が３名でございます。地元職員の大幅な減となっておりますが、

今回異動により能率の低下を招いていないか大変心配をいたしておるところでございま

すが、この物部支所の異動基準についてお聞きをいたします。 

  これで１回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（西村 成君）   副市長、明石 猛君。 

○副市長（明石 猛君）   山本議員さんの３点の質問に順次お答をいたしたいと思い

ます。 

  まず、１点目でございますが、国費、県費の事業、これは県工事あるいは国の工事と

いう意味であろうかと思いますが、まず県の中央東土木の業者の選定等についてでござ

います。これは香美市内を施工箇所とする工事でございますが、仮にランクが、例えば

Ｘランクというそのランクの工事で指名の業者数が８社という、仮にそういうことであ

る場合ですね市内にそのランクの業者が８社以上あればすべて香美市内から選定をされ

ると。ただ、そのＸランクの業者が８社未満である場合にはですね、例えば６社しかな

いという場合には残りの２社は市外で近隣の市町村から選定をされると、そういうこと

でございまして、土木としては非常に地域性をもう最大限に考慮しておると、配慮した

業者の選定方法をとっているという見解でございます。このとおりであればもちろんそ

のように思います。 

  それから、次に県の中央東の林業事務所でございますが、ここはちょっとまた違って

おりまして予定価格が５,０００万円以上の場合は総合評価の一般競争入札、これを実

施をいたしております。したがって、香美市あるいは香南市、南国市、高知市に本社を

置くＢランクの業者で施工実績等を求めて募集をしているということで、これも募集と

いうことですね、それと、予定価格が５,０００万円未満の場合は指名競争入札によっ

て行っていると、これは林業事務所で業者の選定をしておるということでございます。

昨年の実績を見てみますとこの指名競争入札の場合でございますが５件ございまして、

３件が香美市内本社の業者のみを選定、２件につきましては香美市内本社業者と市外の

業者を選定をしております。それから、先ほどちょっと予定価格５,０００万円以上を

言いましたが、これは全部で６件でございます。 

  それで、次に国ですが、国というのは森林管理署になりますが、ここは国の公共調達

については競争性及び透明性を確保を確保する必要があり、一般競争入札を原則とする

ことを定められていると。このことから国有林野事業の土木治山工事についても一般競

争入札により受注者を決定していると。これは国の場合で制度上こういうふうに決めら

れて、それに忠実にやっておるということですね。 

  したがいまして、以上のことから県の土木は既に地域性を最大限に配慮した指名競争
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入札による業者選定方法をとっておると。それから、県の林業事務所のほうは、基本的

には総合評価の一般競争入札による業者選定方法をとっておると。そして、国、森林管

理署でございますが、これは定められた公共調達の原則を遵守した業者選定方法をとっ

ているということでございます。 

  それで、ちなみに中央東土木の平成２１年度の実績でございますが、指名競争入札で

ございます。すべてがそうですが全部で３８件あります。その３８件のうち香美市内に

本社がある業者が選定されたのが３３件、それから今度市内本社プラス市外ですね、こ

れが５件です。ということはほぼ８７％は市内本社のみということですね、ほとんどが

香美市内の本社が指名の選定を受けておるということですね。それから、中央東につき

ましては、先ほど言いましたように総合評価の一般競争入札を導入をしておるというこ

とで、市内に営業拠点がある業者プラス市外でございまして、これは応募になりますが

これが６件、それから指名競争の場合が５件ということで、実際にこれの結果として全

部で１１件あるわけですが、そのうちの市内に本社がある業者がとった、落札した工事

が７件、それから市内に支店のある業者が落札した件数が２件、市外が２件と、こうい

うようになっています。 

  それから、高知中部森林管理署でございますが、これは一般競争入札の応募でござい

ますが平成２０年が１０件、その１０件のうち市内に本社がある業者が受注をしたのが

８件です。それから、平成２１年度が同じく１５件のうち１０件を市内に本社の業者が

受注ということでございまして、基本的には市内業者さんがかなりのウエートでとって

おるという実態でございますので、市からその国、県へ働きかけをするということは現

時点では考えていないということでございます。 

  それから、次に、２点目でございますが、地元業者への優先発注ということでござい

ます。これにつきましては平成２１年度の本市の土木工事受注実績、これを見てみます

と指名競争入札、これは国費ですね、国の事業で指名競争入札によるものが１８件、こ

れはすべて市内に本社のある業者を指名をして受注をしていただいておると、それから、

制限付の一般競争入札、これによるものが７５件でございまして、このうち７件を本社

以外の市内業者ですき営業所、支店ですね、それのある業者が受注をしておると。それ

から一方、７５件の中で、制限付一般競争入札の７５件の中で４件が不落でございます。

そして、２０件が入札参加者がゼロもしくは１社であって中止ということになっており

ます。こういう、ただ、工事の入札に参加するかしないかというのは、これは業者さん

の自由でございますが、ただ、７５件中２４件が不落ないしは中止という結果でござい

ますので、すべての発注工事の業者選定を市内本社業者優先を行うということには、こ

ういう結果を見ると慎重にならざるを得ないということでございます。なお、平成２３

年度の実施に向けて、これからの検討になりますが総合評価の一般競争入札、これを導

入を検討する予定でございます。それと、現在平成２２年度が進行しておりますが、こ

の落札結果、これをも見まして総合的に判断をしたいというふうに考えております。 
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  それから、次に、３点目の雇用あるいは資材購入を市内からということでございます

が、雇用、資材購入ともにこれは受注額の構成要素であります。そして、受注者の裁量

範囲でありますから市の指導ということは適当でないというふうに考えております。し

かしながら、従前にも大きな工事につきましては香美市内での資材等の購入を要請をし

てきた経緯もありますので、現下の厳しい経済情勢等に理解を求めながらできる限り香

美市内における雇用、あるいは資材購入を要請をしていきたいというふうに考えており

ます。 

  以上でございます。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    それでは、私のほうから職員の人事異動についてお答

えをしたいと思います。 

  職員の人事につきましては、これは市長の専権事項でございますので、私が答弁する

としますとおのずともう限界といいますか、専権がありますのでそこのところはご理解

をいただきたいというふうに思います。 

  まず、第１点目の人事異動の基準でございますけども、若い職員と経験豊かな職員を

合わせるなど、あるいは男女とかいうバランスの問題は当然配慮はしなきゃなりません

けれども、それでは人事異動に関しての基準があるのかということになりますと現在そ

ういった基準はございません。あえて言うとすれば適材適所ということになろうかと思

います。 

  第２点目の長期短期の在職者に関するご質問でございますけれども、在職期間につき

ましては現在のところ３年、４年、５年以上というふうに人事のほうの資料の色分けを

いたしまして在職が偏らないように配慮をいたしておりますけれども、ただ、技術者な

どの専門職の部分につきましては若干在職期間が長くなる傾向にあります。 

  次に、物部支所の人事異動についてお尋ねでございましたが、物部支所に関する特定

の特別な人事異動の基準というものは存在しておりません。 

○議長（西村 成君）   ２０番、山本芳男君。 

○２０番（山本芳男君）    ２０番、山本でございます。２回目の質問をさせていただ

きます。 

  先ほど副市長のほうから建設の関係では答弁をいただきまして、中央東土木事務所関

係なんかの数字をいただきましたが、かなりの８割方は市内の業者がとっておるという

ことで、私がちょっと今回その質問をしたのは、たまたま香北町の五百蔵と、私の通っ

ている大豊物部線ともう１カ所ですが、たまたま香南市のほうから来て工事をやってい

るということで、それを見ますと地元の業者さんで十分対応できるのではないかと思い

今回質問をしたところです。私も県道関係につきましては、議員をやらせていただきま

して大豊物部線のほうでも中央東土木事務所のほうへも随分お邪魔させていただきまし

て、どうしても改良工事をやらないかんということでやらせてもいただいておりますが、
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どうも地元の業者が入らんずくよその業者が入ればたいそいというか、そういうふうな

思いもありますので今回そういうのを質問させていただいたわけでございます。 

  また、その資材等につきましては、副市長のほうも検討、見直しをして今後考えてい

ただくように言っていただきましたが、生コン業者につきましても物部町には中谷川が

あると、生コンと岡ノ内土木の生コンがございますが、市としての発注をするわけでご

ざいますのである程度の条件をつけていただきまして、できるだけ使っていただくよう

な対応ができないかという思いで今回質問をさせていただいたところですが、これはや

っぱり雇用にもつながってくるということで、私は昨年の６月にも産業振興計画でも質

問をさせていただいたところですが、香美市にはやはり働く場がないというのが一番の

経済の疲弊する条件ではなかろうかと思います。企業誘致と言いましてもなかなか今の

経済状況では厳しい状況でございますので、何かが、経済いうものは発展しないとこれ

はなかなか難しい問題でございますので、それへおっつけ建設業界がこういう状況では

ますます疲弊するというのを心配をいたしまして今回質問をさせていただいたところで

ございます。 

  続きまして、その人事の件でございますが、物部支所が平成２２年の４月には２３名

中、先ほど申し上げましたが山田が５名、香北が３名、物部が１５名おったわけでござ

います、地元の職員が。それが４月には逆に山田の人が１１名ということになって、本

当に地元の知っている方が少なくなったということでこれは機能の低下につながってい

くんじゃないろうかと思っております。かつて農協が合併したときに地元の者がいなく

なったということで、これは組合員の方からいろんな苦情がございまして今現在では地

元の職員が配置されて運営をされている例もございます。やはり職員が地域の者とコミ

ュニケーションもとれず能率の低下、組合員のサービスの低下が原因ではなかったろう

かということで、現在は物部支所の農協にも地元の者が半分以上の職員で運営されてお

るところでございます。 

  確かに山田のこちらの職員が物部の支所に行って中山間地域の地域を知って勉強する

ということもこれは非常に大事なことと思います。また、物部のほうから本所のほうへ

来てこちらの地域のことをやはり勉強することも大事であろうと思いますが、大幅なこ

ういう異動をするといろんな面で住民にも不信が出てくる。そして能率の低下、サービ

スが行き届かなくなるんじゃないかと思うところです。特に、事業管理におきましても、

やはり物部町には市道、林道、生活道がございます。大雨の災害どきには崩壊すること

もございます。そのときにやはり電話で支所のほうへ連絡がございます。こういうこと

を言ってえいかわかりませんけど、一度電話したところ私は山田の者じゃき場所がわか

りませんと、こういう返事をされたということでございます。これは本当に地域の者と

して、物部の者として合併してこれはこうなったんじゃという、そういうことにもなろ

うと思います。やはりサービスが大事でございますので、それはその子も近くに地元の

者おるはずですので聞けばよかったんじゃけれど、やはり言葉がすっと出たと思うんで
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すわ。それと、職員が少なく地元の者がおらなくなると、どうしても事業課なんかは外

へ出ますので全く地元の者がおらんかったときに対応ができないことがあると思うんで

す、それが今言った例になろうかと思うんですわ。確かにさっきも言いましたようにも

う合併いたしましたのでそれぞれの支所、本所で仕事も当然やっていかなくてはなりま

せんが、余りに大幅な異動をするといろんな面で低下をしますので、その辺を今後の異

動につきましては十分に配慮した対応をしていただくようにしていただかなくては本当

に困るんです、はっきり言って、その点をお聞きをいたしたいと思います。 

○議長（西村 成君）   副市長、明石 猛君。 

○副市長（明石 猛君）   生コンでございますが、これは条件といいますか、もとも

と投入、打設までに９０分という時間制限があるわけでございますので、何ぼでも遠い

ところからという話にはならないと思います。ただ、初めからどこそこで買えというと

ころまでは難しいかなと。それと、私自身も市内本社の業者さんに発展をしてもらうと

いうことは当然そう思っております。ただ、制度上許されておるとはいってもやはり二

十数件という不落あるいは中止が出るということについては、どうしてもそういう状況

の中にあって全部をということはなかなか難しいというふうに思います。ただ、全体と

してその事業費等が少なくなってきた場合については、これは現行のやり方の中でも対

応はできるというふうに考えておりますので、そこな辺は臨機応変に対応をしていくと

いう考えは持っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   山本議員の人事異動につきましてのお答えをさせていただき

ます。 

  １回目の質問の中で総務課長のほうから基本的なことについての考え方につきまして

答弁をしていただきましたが、このとおりでございまして、そのようないろいろな部分

についてのことはありませんが、しかし、今、山本議員が言われましたように物部でそ

ういう事例があったということにつきましては大変申しわけなく思います。私自身とし

ましては、この公務員としての仕事、この香美市の職員として仕事をしている上で、ど

こに行ってもどの部署に行っても１００％力を発揮してやれる、そういう職員だという

ふうに思って派遣を、それぞれの異動をしております。しかしながら、そういうことも

あるということのご意見をいただきましたので、また人事異動の際にはそうしたことも

頭に入れながら、市長の専権事項でございますので努めていきたいというふうに思いま

す。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   山本芳男君の質問が終わりました。 

  お諮りします。本日の会議はこの程度にとどめ延会にしたいと思います。これにご異

議ありませんか。 
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「異議なし」という声あり 

○議長（西村 成君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。 

  本日の会議はこれで延会します。 

（午後 ３時３０分 散会） 
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議事の経過 

（午前 ８時５９分 開会） 

○議長（西村 成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２２人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程は、お手元にお配りをしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして順次質問を許します。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）   皆さん、おはようございます。１５番、大岸眞弓です。本

議会で私は住民こそ主人公の立場に立ち、鳥獣被害対策や中山間地への支援策などにつ

いてお聞きをいたします。 

  まず、１点目の鳥獣被害対策についてです。 

  この問題では本市も深刻な現状に直面しており、これまで市長を先頭に官民協働で県

境を越えて積極的に対策に当たってこられました。四国４県の中でも本市は先進的な役

割を果たしているところです。しかし、シカだけに限って言えば、昨年は高知県全体で

１万１,０００頭捕獲しつつも思うように減っていないということです。いただいた資

料によれば、現在のところ高知県内のニホンジカの推定頭数は４万４,０００頭で適正

頭数は９,２００頭、香美市は推定頭数が４,５９６頭で適正頭数は１,０２９頭、最も

被害の多い物部町は推定頭数が２,６７６頭に対し適正頭数は６００頭ということで、

物部町では人間よりシカの数が多いと推定されています。 

  森林・林業活性化議員連盟の学習資料としていただいたものを見ると、イノシシや猿

なども含め被害に遭ったユズの木や杉、ヒノキ、稲、トウモロコシなどの被害額が算出

されていますが、ニホンジカに樹皮をめくられたユズや杉、ヒノキはその年だけの被害

にとどまらず成長するまでの農家、林家の長年の苦労を台なしにし、復元に要する手間

や金額を考えると被害は甚大で過疎に苦しむ集落に追い打ちをかけるものとなっていま

す。もう市長初め執行部の皆さんはこういうパネルとかでごらんになったかと思うんで

すが（資料を示しながら説明）、シカに樹皮をめくられてこういうふうな状態になって

おります。それで、これもそうですが、これはモミの木かと思うんですけどもう回り皮

をめくられて倒木をしております。こういう状態になっております。それで、四国でニ

ホンジカによる食害が最も深刻な愛媛県宇和島市と高知県四万十市の境に位置する三本

杭では、ササが根っこから食い荒らされ、この資料の１枚目に地図を、右肩の上の地図

を見ていただきたいですが、ここの丸をしておりましてその国立公園三本杭、このあた

りのことですが、ここが一番高知県下でも被害が深刻ならしいですが、ササが根っこか

ら食い荒らされ表土がむき出しになってネットや防護さくで対策を講じても荒廃がとま

らず、現在１５キロ離れたササ山に移動したのが確認をされているということです。こ

こに持ってきました。これは三本杭ですが、さおりガ原がちょうどこんな感じかと思う

んですね、今。こんなふうに豊かな森がもう食害でこんなふうになっております。これ
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ちょっと見ていただいたら。それと、これは２００５年５月１６日の三本杭ですが、こ

んなふうに防護ネットを張ってやっても、ササを移植しているんですけど思うように生

えておりません。こういう状態です。恐らくほかにもありますけれどもこんなふうに食

い荒らされてこうなっている状況ですね。 

  物部町でもこういう状況、それ以外でも広がりつつあるのではないかと思いますが、

そこでまず、被害状況に関しましてお聞きをします。農林水産省の調査によれば、高知

県における１９９５年から２００６年までの１２年間のシカによる累計被害総額は約２

５億８,０００万円で、うち林業被害が約２２億円強ということです。本市の個々の農

産物や作物被害等の状況については市長からも議会初日に報告がいつもございます。全

体的な視野から、例えば山の果たす機能への影響、環境保全や災害防止、生態系の変化

など、失われたものは多いのではないか。金額に換算できない損失も多々あると思うん

ですが、そういう全体的な被害状況についてお聞きをいたします。 

  また、これまで狩猟による捕獲や防護ネット、電気防護さくなどさまざまに対策し、

鳥獣被害対策がどこまで進んでいるのか、その到達点をお聞きをいたします。 

  昨年１月に開かれました三嶺の森を守るみんなの会の主催のシンポジウムで基調講演

を行った梶 光一東京農工大学教授は、あと５年たったらもう手おくれになると警鐘を

鳴らし、広域的なニホンジカの個体数管理の必要性を訴えられています。シカは学習能

力が高く、温暖化やさまざまな条件が重なって繁殖率が上がり、猟が追いついていかな

い状況にあるようです。本山町在住の農林業家で嶺北猟友会に所属する山下幸利氏が、

ご自身の猟師としての体験からシカ対策について書かれた本があります。その著書の中

でシカの生態について、シカは積雪６０センチ、２０度の斜面を一足で４メートルから

５メートル飛び上がるほどのジャンプ力を持つこと、嗅覚が鋭いこと、目もかなり遠く

まで見え動くものに非常に敏感に反応する。植物のうまい、まずいを学習しながら見分

ける眼力を身につけ、窒素分など栄養たっぷりのものを選んで食べるので再造林地では

まず植えつけ苗から食い尽くしていくこと、近年は肥料を効かしたユズをねらい里山に

出てくる。聴力にもたけている。犬などに追われていると周囲の音を聞き分けながら自

分の逃げる道を判断して逃げる。山下氏は、シカの学習能力の高さや自然適応能力など

その習性を知って対策をする必要性を説き、シカの個体数管理の重要性を訴えています。 

  そこでお聞きします。シカの習性が地域全体の生態系を壊すという被害実態から抜本

的なニホンジカ対策が、他の鳥獣とは分けて急がれる必要があると思いますがいかがで

しょうか。 

  現在シカの捕獲は狩猟に頼るところが大きいですが、しかし、全国的に猟師の数は減

っており、１９７０年代に４０万人を超えていた銃を扱う猟友会員は、今１０万人を割

るところまで来ています。ここに高知県のデータがありますが、これによりますと平成

１２年度、その網猟とかわな猟、ライフル、空気銃などのその狩猟者の登録数の推移で

すが、平成１２年度には６,２８１件あったものが平成２１年度には４,８２６件と
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１,４５５件の減となっております。そして、狩猟免許の年齢構成は４０代が一番深刻

で、平成１２年度に１,３５９件だったものが３９４件と大きく減っておりまして、ト

ータルで平成１２年度７,４６７件から平成２１年度には６,００６件までと減じてきて

いると、本当に狩猟に捕獲を頼る今の被害対策にとっては深刻な減り方と思うんですけ

れども、それに改正銃刀法が拍車をかけたと新聞報道にあります。実際猟に携わってお

ります山下氏は、猟師の心情をこのように述べております。「猟師が今行っている個体

調整のための猟には、生態系の安定という主意、主な意思がそこにある。シカの異常な

ふえ過ぎを調整することで必ず将来への動物共存の益に至ると予言できる。その思いで

やむなく調整のための猟を行っているのである。しかし、駆除の成果の一方で、一般の

方からはかわいいコジカを補助金をもらって撃っているという厳しい目や猟師の高齢化、

後継者が育たないなどの諸問題がある。」と指摘しています。このままいけば里山にシ

カの新天地が広がり、四国はシカ牧場のようになると警鐘を鳴らしています。 

  そこでお聞きをします。個体数の調整が必定でありながら、その中心的役割を担う猟

師は減ってくるという現実は深刻で、行政はまず猟師の思いに耳を傾けること、また、

関係機関と連携強化を図り、必要な予算を組んで大量捕獲技術の開発に取り組むときに

来ているのではないでしょうか。また、尾根でつながる四国４県が連携することは必要

不可欠です。農林水産省では、鳥獣被害緊急総合対策として県境を越えた広域的な取り

組みに対し来年度１１億２,５００万円の予算を組むとしています。これは県境を越え

る複数の市町村が連携して行う広域的な鳥獣被害対策に対する支援で、１市２２０万円

が交付されるとのことです。こうした事業も取り入れ隣接する市と共同で対策に当たる

とより効果的であると思いますが、あるいはもうこのように応募されるようにされてい

るかもしれませんけども見解をお聞きします。 

  以上が鳥獣被害対策についてです。 

  中山間地への支援策についてお聞きします。 

  山間地、資料に表にまとめたものがありますのでそれをごらんになりながらお聞きに

なってください。山間地Ａ地区在住のＹさんから生活用水に関する悩みをお聞きしまし

た。水道でなく山から水を引いていて、雨が降った後など茶色に水が濁りふろにも洗濯

にも、もちろん飲料にも使えないときがあって非常に困っているというお話でした。子

どもさんが小さいときには飲用にはペットボトルの水を購入したということでした。水

源地に案内をしてもらったのですが、ちょうど小雨が降っており山の中を草木とか倒れ

ている竹なんかをよけながらかき分けかき分け行ったわけですが、そのときに案内をさ

れました水源地で撮った写真が、答弁をくださいます企画課長のお手元には写真を１枚

お渡しをしておりますがこれが撮った写真です。（資料を示しながら説明）携帯電話で

撮ったものですからちょっと見えにくいんですが、カメラを持つことができなかったん

ですね、足元が不安定で、それで木につかまって携帯で撮りました。ここが取水口で、

トタン屋根で囲ってビニルシートで囲っております。こういう状態、車と徒歩で約２０
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分ぐらいのところにあったんですが、手前に崖があってそこまでは行けなかったのでこ

のように遠くから撮りました。ここに行くのには谷におりなければいけません。Ｙさん

は、毎日の生活用水を確保する上で水の量も質も心配で水源地の手入れも簡単ではない

こと、自分たちの子どもにはここに住み続けるようには言えないということでした。水

道課や企画課に問い合わせをしまして、元気な集落づくり支援事業が使えるということ

で、ろ過装置でも設置できたら随分違うと思って紹介をしたんですが、Ｙさん宅は集落

から大分離れた下のほうにありまして、集落でまとまるのは無理だろうということで申

請に至りませんでした。Ｙさんの近くにもう１軒民家がありまして、その下のＳさんと

いう方ですが、その方もこのような山の中に別の水源地を持ちまして個人でろ過装置を

つけられておりました。 

  後日そのＹさん宅から離れた重立ったＡ集落、その下の段の表ですが、重立ったＡ集

落に上がって二、三軒の住民の方からも水事情を聞いてみました。集落全体が個々人で

水を引いており、ろ過装置もそれぞれで近所と組んでつけているところもあれば個人で

つけているところもある、つけていないところもある。そして、水が濁ったら澄むまで

待って使うとかいうようなところもございました。以前旧土佐山田町時代にこの地域に

水道施設設置の話があったようですが、水道代が発生するとかそういうふうなことでな

かなか折り合いがつかずに現在に至っているということです。だんだんに高齢化が進ん

で空き家も目立つようになりまして、今は何とかなっているけれども５年先がはや心配

ということで、水の問題から集落維持、集落づくりの課題が見えてきたように思いまし

た。帰りにもう１つの集落に寄ってみましたが、そこも数軒が遠くの山から水を引き込

んでおり、８５歳の話を聞かせてくださった高齢者の方が「水源地の手入れが大変だが、

まあ今は何とかなっている。」というふうに言われておりました。 

  私は、水の問題を通じて改めて中山間地に暮らすことの意味に思いをはせることとな

りました。Ｙさんからご相談をいただいて以来、では他の中山間地がどうなっているか

と思い土佐山田町管内だけですが調査に入ってみました。Ｂ地区では、民生委員もされ

ているＮさんやその近所の方から聞き取りとともに水源地にも案内をしてもらいました。

集落から５００メートル離れた３カ所の水源地から取水をしております。これが水源地、

取水口ですね。（資料を示しながら説明）それぞれ離れたところに３カ所、ここも車で

数分行かんといきませんでした。それで、高速道路が通りましたときに附帯工事でろ過

装置の設置を２カ所されております。下のこの写真見えにくいですけれども、これ、こ

この泥がたまっておりますが、この泥をのけるのにバルブが幾つもあけ閉めがあって、

このバルブのあけ閉めを当番の高齢者の方がなかなかよう覚えなくて大変とかですね、

その、やはり一番の悩みが水源地とろ過装置の手入れで、利用戸数７軒のうち４軒が独

居の高齢者、一番若い人で６０代、見回り当番を２カ月交代で２軒一組みにやっている

とのことでした。さっきお示ししましたそのろ過装置のほうですが、雨季には見回りの

回数が増し、特にこの泥をのけるのが大変ということでした。この写真は、大体２週間
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に１遍行くと言ってましたけども、１１月２６日に掃除をしたばかりだったんですが、

これ私行ったとき１２月６日でした。ちょうど２日に雨が降ったのでこのように泥がた

まったのかなというふうに思ったことでしたが、いずれも生活用水を確保するのに本当

に大変な思いをしておられるということです。この地域は集落のまとまりはよく、今年

埋設したパイプが詰まったので難儀をしたので元気な集落づくり支援事業満杯使ってパ

イプを路上につけたということでした。ただ、高齢化は避けられず、このままでは３年

先が心配と言っておられました。水のほかにタクシーチケットを合併前のように復活し

てもらいたいとの強い要望もありました。 

  Ｃ地域は、集落８軒ほど、各戸には井戸があり生活用水は事足りていますが、洗濯用

やふろ用に山から水を引いています。８６歳の女性は「山が遠いのでもう見回りに余り

よう行かん。」といっておられました。 

  Ｄ地域の山側に入ってみました。水の利用戸数は８軒です。自治会長さんに話を聞き

ました。水は谷の水、岩と岩の間のわき水なので水源地の手入れは必要もなく県の補助

でろ過装置を設置、水は濁ったことも切れたこともなく農業用水も潤沢にあるので水の

心配はないということでした。道路を早く何とかしてもらいたいと懇願されました。以

前ご紹介しました元気な集落づくり支援事業で集落で農作業に使う道を直すことができ

たと喜んでおられました。集落のまとまれるところは強いなあというふうに感じました。 

  Ｄ地域の南側に回りました。水利用戸数は５軒で、ここはそれぞれ自分の山から水を

引いています。Ｈさんは、「地震の後、水脈が変わり現在の水源地までは１時間かかる。

年寄りはよう行かんので孫の自分が行っている。おじいさんから管理を教え込まれ

た。」と言っておられました。ろ過装置は集落で１つ設置されております。ここでも道

路の整備を急いでもらいたいとの切な要望で、舗装の切れている悪路を帰りながらなる

ほどと思ったことでした。 

  今回の調査はまだ足を運んでいないところもあり十分なものではありませんが、山間

地を守り暮らしている方々は、過疎、高齢化による生活維持の困難さを共通の悩みとし

て挙げられました。特に生活用水の維持に苦慮されていることに対し、行政として何と

か打つ手はないものかと思い質問に取り上げたところです。 

  以上述べてお聞きします。生活用水維持に係る個人の努力に対する支援は無理でしょ

うか。元気な集落づくり支援事業は住民の生活向上に役立っておりすぐれた制度だと思

いますが、例えば何らかのいきさつで集落がうまくまとまれなかったら機能しません。

組長さん単位でもだめなところはだめなようです。また、Ｂ地区で言われたように水源

地やろ過装置の手入れに難儀している、もうすぐよう行かんようなる、だれかの手をか

りたい、人的支援を求めている、こうした地域へ市として何らかの対策を打つ必要があ

ると考えますがこれに関し見解をお聞きいたします。 

  次に、新高齢者医療制度についてお聞きします。このほど新高齢者医療制度の最終報

告案が出され骨格が示されました。１０月議会質問以降、新たに判明した点も加えまし
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て幾つかお聞きします。 

  資料の、新聞のこれはコピーですけれどもイメージ図があってわかりやすかったので

これを資料としてつけました。７５歳以上のその右側のグラフ、表ですが、７５歳以上

の加入する後期高齢者医療制度は２０１３年にもとの国保や被用者保険の扶養家族に戻

ります。戻りますが、国保に戻った７５歳以上の高齢者は市町村営の国保とは別勘定に

なるため、運営主体が広域連合から県に変わるだけで別勘定であることには変わりはあ

りません。そして、国保に戻るので７５歳以上の高齢者の年金天引き、特別徴収はなく

なりますが、世帯主が保険料を支払うので世帯主のみ特別徴収になる例もございます。

後期高齢者医療制度は、発足する前から高齢者を年齢で差別する医療内容や負担増へ国

民から激しい非難が起こり、年金天引きを口座振替にしてみたり保険料軽減枠を急遽広

げたりしました。民主党は現行の後期高齢者医療制度を厳しく批判し、このような制度

は廃止すると言って政権につきましたが、新高齢者医療制度は結局政権交代前に自民、

公明がまとめた見直し案の再現だとこの新聞報道にもあります。 

  また、看過できないのは７０歳から７４歳の窓口負担が１割から原案の２割負担に、

７５歳以上の低所得者向けの保険料軽減は段階的に縮小と、前政権でさえできなかった

ことをやろうとしています。７０歳から７４歳の窓口負担を２割にすることで２０２０

年度には２,９００億円の国庫負担が削減になります。本市では１,５４１人の高齢者が

影響を受けると１０月議会でお聞きをいたしています。制度維持を口実に負担割合を国

庫から地方や被保険者にシフトさせるやり方は、毎年２,２００億円の社会保障費抑制

路線で急加速しました。報道では保険料の９０％軽減、８５％軽減、この左の下側のと

ころですが現在こういうふうに９０％軽減、８５％軽減があるわけですが、これを縮小

しまして最大９０％減を市町村国保並に７割、５割、２割というふうにする予定でしょ

うか、最大７０％までに抑えるとしています。これの影響が全国で６３０万人というふ

うに報道にあります。 

  以上のことからお聞きします。新医療制度は高齢者の負担や不安を解消するものとな

るのかどうか、制度への見解をまずお聞きします。 

  次に、後期医療の上限を現在の５０万円から国保の６３万円に一本化するとしていま

すが、これによる影響と保険料軽減措置の縮小によって本市の高齢者が受ける影響につ

いてお聞きをいたします。 

  次に、国保の広域化についてです。 

  県の国保広域化等支援方針（第１次版案）が１１月に示されました。これで１２月に

は第１次版として出るようですけれども、この支援方針の目的に市町村国保は国民皆保

険の最後の砦であると規定しながら、県内の市町村国保は３４市町村のうち３０市町村

が被保険者１万人未満と規模が小さいため、財政運営が不安定になっている。今後の少

子高齢化の進展で一層拍車がかかることが予測され、市町村単位での安定的な国保の運

営が危惧される状況にある。つまり、国保の財政が不安定なのは、規模の小さい自治体
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が多く、少子高齢化で拍車がかかれば安定的な国保運営ができなくなるので広域化が必

要と述べています。また、高齢者や低所得者が多く財政基盤が脆弱という構造的課題を

抱えている上に、近年の不況等の影響も受け単年度実質収支の赤字が増加した。保険料

率の適切な水準の確保が必要であったが、多くの市町村で保険料を据え置いたので保険

財政が悪化したと述べています。つまり、保険料を引き上げなければならないところ、

一般会計から繰り出して赤字を埋めるやりくりが保険財政悪化の原因と言っております。

これは厚生労働省の方針どおり赤字補てんのための一般会計からの繰り入れをやめさせ、

保険料と収納率を上げ赤字を解消した上で市町村単位でなく県単位での運営にするとい

うものでございます。そのために県がこれから何をするのかというと保険事務の広域化、

財政運営の広域化、保険者別の高い収納率の目標値の設定など幾つか挙げています。こ

の方針案にはまるで無理があります。まず、国保財政が厳しくなったのは市町村の規模

が小さいからではなく、国が国庫負担を医療費の４５％から給付費の５０％にし、その

減額した分をそっくり自治体と国保加入者に押しつけたからです。それが一番の原因で

す。そして、不況や雇用不安により所得が減る中、保険料負担が重くなり滞納者もふえ

たからです。国はそうした状況にあっても国庫負担を戻そうとせず、逆に滞納者から保

険証の取り上げまで市町村に義務づけてしまいました。こうした国の責任を問わず市町

村の規模の大小や法定外繰り入れを問題にするのは、県の見立て違いではないでしょう

か。厚生労働省は広域化するとスケールメリットが働くとしてますが、具体的なものと

して挙げたのは人件費の削減とシステム改修費用の節約です。しかし、もともと人件費

は国保会計に計上されていませんし、システム改修にかかる費用も国保会計にほとんど

影響がありません。広域になったからといって医療にかかる人の数が減るわけではあり

ませんので、医療費そのものは同じです。県が支援方針策定に当たり県下の市町村長に

アンケートをとっています。賛成が２９、どちらでもないが５、反対が０となっていま

す。賛成の主な理由が、広域化をすることで財政の安定化が図れる、支援方針の策定に

よって普通調整交付金の収納率による減額措置が適応除外のメリットがあるなどと答え

ておりますが、年々厳しくなる国保運営や国保加入者の状況に苦慮する首長の悩みが見

てとれるような回答ですが、スケールメリットを期待するのは余りに国の言い分をうの

みにし思考停止の状態ではないでしょうか。国保は、国民の命と健康を守るため国が責

任を持つ社会保障制度という立場に立ち、国に責任を果たすよう強く求めていくのが県

や市町村の役割ではないでしょうか。県一本の運営になると市町村の窓口は加入手続と

保険料の徴収ぐらいになり、市民の納付相談などに応じることができなくなるのではな

いか。後期高齢者医療制度の現在の姿を見てもわかるとおりです。 

  以上、述べてお聞きをします。この県の方針案にどのような見解を持たれるでしょう

か。 

  また、行く行くは被用者保険も全部一本化する方針で大きな制度改編ですが、市民に

は何も知らされないまま進んでいます。本市は広域化等支援方針策定検討委員には選ば
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れておりませんけれども意見聴取はあるかと思います。関係市民に制度内容と経過説明

をし、市民の意見も十分に聞き取った上で県の意見聴取に臨むべきではないでしょうか。

介護保険制度が始まりますときに公民館単位に町が出かけていきまして説明会をした記

憶がございます。これぐらいの大きな制度改編ですので、やはり関係市民には知る必要

があるのではないかと。この国民健康保険運営協議会委員というのがございまして国保

のもろもろについて協議をしているかと思いますが、せめてここには十分は説明が要る

かと思いますがそのあたりの見解もお聞きをいたします。 

  地域活性化交付金についてお聞きします。 

  平成２２年度の補正予算で、これまで住民生活にとって大事な分野でありながら光が

十分当てられてこなかった、昨日質疑がございましたけれども地方消費者行政、ＤＶ対

策、自殺予防等の弱者対策、自立支援、知の地域づくりに対する地方の取り組みを支援

するためとして、地域活性化交付金、住民生活に光をそそぐ交付金が創設されました。

手元の資料では、一定の条件のもと一部を基金に積み立て平成２３年度以降の地方単独

事業の財源とすることも可能とあります。本市への交付額は２,７１２万９,０００円、

きめ細かな交付金と合わせると２億６１９万円と試算額が示されています。この交付金

をどのように活用されるかをお聞きします。単年度限りの交付金ということですが、や

はり後につながるような事業が望まれるのではないでしょうか。関係各課でどのように

協議をされているのかをお聞きをいたします。 

  次に、子宮頸がんなど３つのワクチン助成事業が具体化をし、保健行政が一歩前進し

たことをうれしく思います。国は平成２３年度までの限定としていますが、本市におい

てぜひそれ以降も単独ででも実施をし予防医療に努めるべきと考えますが見解をお聞き

をいたします。 

  最後に、子どもの権利条約の普及についてお聞きをいたします。 

  国連で１９８９年に子どもの権利条約がつくられてから２１年目を迎えました。世界

じゅうのほとんどの国がこの条約を批准し、子どもの権利条約は子どもの権利に関する

世界共通の約束です。日本は１９９４年に批准をしています。批准して２年後に子ども

の権利条約がきちんと守られているか、批准国の政府や市民団体から国連に報告しなけ

ればならなくなっています。日本は最初の報告のときに先進国では多い２２項目の指摘

や改善勧告を受けました。その勧告が生かされたとは言えず、その２年後の審査では２

７項目の勧告を受けるに至りました。ただ、経過の中で児童買春、これは買うほうの買

春ですが児童買春・児童ポルノ法、児童虐待防止法が制定されるなど前進面もあります。

しかし、相対的に日本の子どもたちの生育環境が人格をゆがめるほどの過度の競争やい

じめ、虐待、貧困など、ここ何年かは特に厳しさを増しています。 

  日本の子どもたちの思いがあらわれたグラフを資料につけてますのでご紹介をします。

裏表になっておりますが、将来自分はアルバイトなどの未熟練労働につくと思っている

子どものパーセンテージが、見ていただいたらわかりますが日本は断トツの５０％、そ
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して、その裏の子どもの気持ちについての調査ですが、日本の子どもは先進国のどの国

の子どもより寂しい、居場所がないと答えています。２人に１人は将来の自分の就職が

心配で３人に１人が寂しいと感じています。 

  国連が毎回指摘するように家庭の貧困や教育面で過度の競争にさらされ、追い詰めら

れていく子どもたちのさまざまなゆがみは不登校やリストカット、自殺や他者へいじめ

などの攻撃など問題行動にあらわれています。社会資源である子どもを幸福に健全に育

てるのは大人の役割です。子どもの健やかな成長のために子どもの権利条約に規定され

ている理念や子ども観を身につけ、接していくことが今周囲に最も求められていること

ではないでしょうか。子どもの権利条約に規定されている守るべき子どもの権利とは、

大きく言って１、生きる権利、２、育つ権利、３、守られる権利、４、参加する権利の

４つです。そして、それぞれの条文で教育を受ける権利や生活水準の確保、社会保障を

受ける権利などが規定されています。質問の趣旨は普及ですので権利条約の内容にはこ

れ以上詳しく触れませんが、国連の勧告では子どもの最善のためには子どもたち自身が

自分の権利について認識すること、また、１人の子どもの生活には多くの大人がかかわ

っています。親、学校の先生、困ったとき助けてくれる医師や弁護士など、役所だけで

やろうとせずこうした方々と連携した取り組みが大事だと勧告しています。そのために

は教育やキャンペーンをするよう求めています。条約の普及で貧困等が解決するわけで

はありませんが、少なくとも大人や社会に丁寧にかかわってもらうことで子どもは孤独

感から救われます。１人でも自分の周りに信頼できる大人がいるという体験は子どもの

将来に必ず生きてくるでしょう。 

  以上、述べまして、子どもの権利条約の趣旨を認識し普及することについての見解と

具体的な手だてをお伺いしまして私の１回目の質問を終わります。ご答弁をよろしくお

願いいたします。 

○議長（西村 成君）   林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    おはようございます。大岸議員の鳥獣被害対策について

お答えいたします。 

  先ほど大岸議員が高知県の被害状況、それから香美市の被害状況、それから物部地域

のこととかいろんなこと、被害の状況についてはそれこそ自分にかわって説明してもら

ったような感じで、私としてはその大岸議員以上の被害のような報告というのが思い浮

かばないような、大岸議員が全部言ってくれたという。それと、一応香美市の鳥獣被害

防止対策ということで、議員さんのほうにはこういう形で香美市の取り組みとか被害状

況とか、平成２２年度、それから今後の取り組みとかすべて網羅したような状況の報告

書をお渡ししております。林政課としてはこれ以上の具体的な対策というのがまだ考え

れていないわけですが、この辺とダブるかもわかりませんが香美市の鳥獣被害の、につ

いて総合的にどんな取り組みをしゆうかということで答弁さしていただきます。 

  鳥獣被害対策につきましては、平成１９年度に平成２０年度から平成２２年度を計画
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期間としまして香美市鳥獣被害防止計画を策定し、計画に基づいたさまざまな取り組み

を行っております。当計画では、平成２２年度の有害鳥獣による被害面積、被害金額を

平成１９年度の７割に抑えるという数値目標を定めております。平成２２年度の被害面

積、被害金額は、１１月２２日現在で１０.６２ヘクタール、２,７４１万円となってお

ります。主な被害といたしましては、ニホンジカによりますユズ、植林の皮がはがされ

る被害です。それから、猿によります農作物全般への被害、イノシシによります水稲へ

の食害が発生しております。ニホンジカ対策につきましては、平成２０年度に香美市ニ

ホンジカ捕獲年次計画を策定しまして積極的な捕獲を行った結果、有害鳥獣捕獲と狩猟

を合わせて平成２０年度に１,５６３頭、平成２１年度に１,６４３頭を捕獲したところ

ですが、被害は一向におさまる気配がありません。この頭数のことにつきましては、先

ほど大岸議員が言われたように生息頭数が４,５９６頭、適正頭数が１,０２９頭、これ

をこの数字の１,０２９頭に持っていくにはですね年間２,３００頭、これを５年間とり

続けたらこの適正頭数になるというような状況になっております。なかなかこの狩猟者

による捕獲だけでは被害が防げないような状況になっておりまして、先ほど言いました

狩猟者の減少とか、幸いに平成１９年度と比べましたら５名ほど増加したようになって

おりますが、やっぱり高齢化になって平均年齢が上がりゆうような状況で、なかなか山

奥の厳しい地形の中で狩猟を効果的に行うということはなかなか難しくなっております。 

  このような状況のもと効果的な捕獲実験といたしまして、６月に西熊の森地域環境保

全林へ縦８メートル、横１０メートルの大型囲いわなの、環境省から一部資材提供を受

けまして設置しました。これまで８頭のニホンジカを捕獲しました。今後も実験を継続

して行っていく予定です。 

  そのほかの対策といたしましては、防護さくの設置と地域ぐるみの被害対策を進めて

いくことが肝要です。特にその防護さくの設置のほうには力を入れておりまして、その

結果、シカの頭数の減少もままならない状況の中でですね被害金額だけは押さえていけ

るような状況となっております。防護さくにつきましては、ステンレスを巻き込んだネ

ットが今まで設置した中のネット中で一番効果的でありまして、平成２０年ごろから主

に物部地区のユズほ場を中心として普及しております。しかしながら、ネット下部を垂

らさずに設置しまして侵入を許してしまっている事例が多く見られるということもあり

まして、今後は効果的な防護さくの設置の仕方も含めて普及啓発を行っていく必要があ

ります。また、狩猟者の減少に伴い捕獲に関して限界点が見えつつあるため、これまで

個々で行われてきました被害対策を地域ぐるみで行うことができますよう座談会、集落

環境診断を通じまして地域で取り組む機運を醸成していく必要があると思われます。 

  県域を越えた取り組みにつきましては、周辺市町村と連携捕獲、農林水産省の事業を

活用した被害対策事業を行っております。周辺市町村との連携捕獲は、平成１９年度か

ら周辺の市町村に呼びかけまして、狩猟期間内で狩猟者、猟犬ともに出動しやすい３月

第１週、第２週の土日曜日を中心として実施しております。昨年度実施した際には、物
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部町別府と那賀町木頭北川周辺でニホンジカの捕獲数が例年に比べまして増加し一定の

効果が上がっております。しかし、三好市を含む徳島県西部地域では、狩猟期間が２月

１５日で終了となるため当取り組みを行うことができません。効果的な連携捕獲を実施

するために狩猟期間の延長を各関係機関に働きかけていく必要があるものと考えられま

す。 

  被害対策事業につきましては、香美市と那賀町の各関係機関で平成１８年度に設立さ

れました阿佐地域鳥獣害防止広域対策協議会が、農林水産省の平成２２年度鳥獣被害防

止総合対策交付金事業を活用して行っております。今年度の香美市の事業計画としまし

ては、狩猟免許試験予備講習会の開催、捕獲おりの整備、幼木保護カバーの設置、緩衝

帯の整備、講演会、現地研修会の開催を計画しております。当事業は、平成２３年度以

降にも継続すべく財務省へ概算要求がなされておりまして、実施されることとなれば引

き続き応募する予定でございます。 

 以上です。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    大岸議員の中山間地への支援策についてお答えをいたし

ます。 

  今議会におきましては、こうした事項に類するご質問を多くいただいておりますよう

に、本当にそれぞれの地域で暮らしていくための課題が浮き彫りになってきていること

を感じているところでございます。どこを切り取っても根本のところではもう小手先で

は対応し切れない課題ばかりでございまして、対症療法ではなく仕組み自体を見直さな

ければならない状況であるということ、この間もお答えをしてまいりました。これは当

然本市のみの問題ではなく、全国的な苦悩ともなっているところですけども、本市でも

これまでの発想を変えて、先の議員のご質問にお答えしてきましたように新しい仕組み

づくりを構想しなければならないと考えているところです。この中では、機能の維持の

ためには、これまで大岸議員さんからもご指摘をいただいている生活の足対策と今回言

われました生活用水への対策については、安心して地域で暮らしていくための最低限の

インフラだと認識をしております。とりあえずは、まずこの２つがしっかり確保されて

おれば特に事情がない限り住みなれた地域を離れて暮らすこともないのではというふう

に思ったりもしております。その意味とともに特に水につきましては欠かさざるもので

あると考えておりますが、電気の供給以上に大切なことでありながら現実はご指摘のよ

うな状況でございます。しかも、これを完全に行政の手によって解消することもなかな

か困難なこともまた片側で事実であるわけです。そこで、その現実的にはとりあえず現

在の水回りの対策が急がれるという観点から、制度的に対応できない条件下にある施設

等の改善のために元気な集落づくり支援事業、制度を創設いたしまして、これまで幾ら

かの箇所ではこれにより改善がなされてきておりますが、一方でそれぞれの地域では水

利権あるいはその施設の管理、あるいはそれをするための費用負担の問題などさまざま
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な事情でこの制度の活用がかなわない地域事情も聞き及んでおるとことでございます。

そうした地域事情、あるいは管理権限のないところに直接行政が責任を負うといったこ

とはできませず、これも私は水だけでとらえるとなかなか行政の手を届かせることは難

しいと判断をしております。 

  そこで、例えば今議会で地域自治機能の新しい仕組みづくりをお話をさせていただき

ましたが、地域が主体で管理機能を持った場合、地域事業への補助として支援すること

は可能であるというふうに考えております。そういう意味では水も地域の維持機能の当

然１つであります。地域の事情も勘案しながら集落維持の仕組みづくりの上で当然の検

討課題だというふうに考えておりますけども、なお、その元気な集落づくり支援事業に

つきましては、議員のほうからもお話がございましたように組、班まで、ある意味その

使いやすいという状態にはしておりますけども、ご指摘のような地域の中でまとまれな

い、すなわち個人あるいは個別への対応ということにつきましては、個人給付問題と絡

んでこの取り扱いについて大変悩ましい課題があると考えております。市民全体の理解

の得られる手法があるのか、法理と感情との兼ね合いを考えながら研究をしなければな

らないことだろうというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   大岸議員のご質問にお答えします。 

  まず、新後期高齢者医療制度についてです。 

  新制度への見解をとのことですが、このように何年かの間に、わずか何年かの間に制

度が変更になることは、我々職員にとっても事務の負担増ともなるし、住民にとっても

混乱することは必至です。また、電算システムで処理、対応している現在、多額のシス

テム変更費用が発生します。これを全額国が見てくれるはずもないためある程度市町村

の負担が必要となります。短期間で制度を変更することはやめてもらいたいと考えてお

ります。 

  新制度に対する見解ですが、現在の後期高齢者医療制度は３年目に入り住民にも周知

されてきたと考えています。ほぼ定着してきたと思っておりますので、改めて新制度に

無理やり移行する必要性はないように思います。制度が始まった当初は住民の批判がい

ろいろとありまして浴びましたが、減額措置を含むいろいろな変更、修正があり今は落

ちついていると思います。県が主催する担当者の会でも新制度に対する意見を求められ

ることがありますが、新制度の構築、移行の必要性のないことを意見として私は発言し

ていますが、現在の政権党の公約であったために現在の制度を廃止して新制度の構築に

向けて進んでいますので私のような意見は取り入れられません。改めて新制度に対する

見解ですが、高齢化が進み医療費が増大している現在、何らかの制度の変革は必要だと

考えます。このことから現在の後期高齢者医療制度ができたと考えています。今後も引

き続き高齢化が進み、ますます医療費の増大が予測されることから、現在の制度運営で
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は成り立たないことは明らかとなっています。制度の修正は必要とのことから、今回の

制度の新構築とともに制度の修正が行われようとしているものと考えます。 

  次に、本市高齢者への影響についてのご質問ですが、それぞれ言われている制度の変

更があればそれに応じて変更、影響があると考えます。７０歳から７４歳の方の人数で

すけれども、平成２３年度末、今年度末で７０歳から７４歳になる方が、４月１日現在

でいうと１,９２０人となっていますので大体１,９００人前後の方が来年度は７０歳か

ら７４歳の人数だというように考えます。 

  また、軽減の割合についてですが、決算の状況を見ていただいてもわかるんですけれ

ども、それとは若干数字が違うんですが、今の現在で言いますと均等割を軽減している

方が４,２０７人おいでます。それから所得割の軽減が５９９人となっています。一方、

限度額の超過の対象者数ですがこれは２７人、５０万円を払っている方２７人おいでる

ということです。制度が変わればこの方々に影響があるというように考えます。 

  次に、国保の広域化についてですが、県の方針案について意見や要望を１１月に求め

られていましたので香美市の回答をしています。項目ごとに回答をしておりますが、多

くの項目で異論ないということで了解はしております。また、検討を引き続きするとい

う項目も数多くあっております。 

  なお、次の意見を添えておりますので朗読をして紹介をさせていただきます。「住民

イコール国民の命や健康を守ることは国の役目だと考えますので、本来は国が責任を持

ち全国で統一した保険者になるべきだと考えます。そうなっていない現状を変えていく

ためには、経過措置として、とりあえず各県一本の保険者制度にすることは意味のある

ことだと考えます。現在は、市町村に運営を任せ、８割から９割の責任を押しつけてい

る状態だと思います。国は１割ないし２割の責任しか負っていません。多くの市町村で

国保財政の運営は不安定で困難です。広域化することによって今よりは安定した運営が

図られると考えますので広域化は賛成です。しかし、赤字の市町村ばかり集めて県で統

一した保険者となっても、今までと同じような運営では県下一本の保険者になっても同

じように不安定な運営となるでしょう。これまでどおり法定外の繰り入れを行っていた

市町村の総計分は必要であるし、今後ますます高齢化が進めば、今まで以上に補てんが

必要です。今まで集めていた保険料の総計と同じ額を集めようとし、個々の保険料につ

いていえば、平均の保険料に設定しようとすれば、低い保険料の市町村の住民の保険料

は上がるし、高い市町村の住民の保険料は下がると思います。下がる者はいいが上がる

者からは不満が来ます。制度が変われば全員が今までと同じというわけにはいきません。

人によってメリットのある人、デメリットの人があらわれるのは当然です。これを納得

してもらうように調整することが課題だと考えます。国は広域化によって財政支援を削

減することをねらっていると思いますが、逆にこれまで以上に国の財政支援が必要と考

えます。県から国に対して財政支援の拡充を求めていただきたい。」というような意見

を添えて県に提出をしています。 
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  国保が広域化された場合の香美市の国保加入者への影響ですが、最も関心のある項目

は保険料だと思います。しかし、保険料がどのように設定されるのかはまだ決定されて

おらず検討中となっていますので影響についてのコメントはできません。 

  市民への周知についてですが、これは高知県のみのことではなく全国的な流れであり、

新聞やテレビなどで報道されています。それ以上のことは私たち職員にも言えることは

ありません。なお、現在県の広域化等支援方針案の中で決定されていることは事務の部

分ばかりであり、住民に直接影響することはないのでそのことについては必要ないと考

えます。今後第１次版の方針が決定され、この第１次版は１２月末までに決定されると

いうことですが、その後第２次版を作成するときに、第２次版は来年度作成とのことで

すけれどもこの第２次版を作成するときに保険料をどのような方式にするのか、その率

をどうするのかなどが検討されると思います。保険料の率など住民に直接影響すること

があれば順次広報により周知していきたいと考えます。なお、運協にも意見を求めたい

と考えています。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）   大岸眞弓議員の地域活性化交付金についてお答えい

たします。 

  地域活性化交付金、住民生活に光をそそぐ交付金は、新たな交付金を創設し、これま

で住民生活にとって大事な分野でありながら光が十分に当てられてこなかった分野に対

する地方の取り組みを支援する趣旨として今月決定されました。対象事業は、地方消費

者行政とＤＶ対策、自殺予防等の弱者対策、自立支援、そして知の地域づくりに限定さ

れております。私からは消費者行政についてお答えいたします。 

  この交付金は、地域の消費者の安全、安心確保のために必要な視点として相談窓口の

整備、法執行の強化、消費者行政の充実などが重要であるということは言うまでもござ

いませんが、そうした消費者行政の充実、強化を図るためには、まず何よりも住民の消

費者問題に対する意識を高めていくことが不可欠であること。また、高齢者や障害者の

消費者被害の防止、救済、子どもの消費者事故からの防止などを図るためには、地域住

民の積極的な参加と連携による取り組みが不可欠であること。そのためには地方公共団

体においても消費者行政本課、消費生活センターのみならず多様な部局において消費者

問題に取り組み総合的な対応力を高めていくことも不可欠であるとなっております。 

  現在本課では、高知県市町村消費者行政活性化事業費補助金で消費生活相談員を配置

しております。この県補助金も基金の積み立てを行いまして拡充されることになってお

ります。そのため今回の交付金事業では、消費者問題全般を網羅した冊子等を香美市全

戸に郵送いたしまして、各家庭や事業所に豆知識として常備してもらうことで悪徳商法

被害防止等に役立てていただきたく推進事業を行います。予定としては平成２３年１２

月ごろを予定しております。また、地区公民館事業とタイアップをしまして、各地域へ

出向き消費者相談の出前講座を実施する事業を計画をしております。出前講座は、香美
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市全域を網羅することになりますと１３回ほどになろうかと思います。具体的にはこれ

から作業を行うことになります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 

○福祉事務所長（小松美公君）    大岸議員の地域活性化交付金についてお答えします。 

  地域活性化交付金の使途の中にＤＶ対策がありましたので答弁者となりましたが、こ

のご指摘の住民生活に光をそそぐ交付金につきましては、福祉事務所所管の事業では行

う予定はありません。 

○議長（西村 成君）   教育次長、鍵山仁志君。 

○教育次長（鍵山仁志君）    大岸議員の地域活性化交付金、住民生活に光をそそぐ交

付金についてということでお答えをいたします。 

  関係各課ということのご質問であったということで、教育委員会からの要望といたし

まして１２月１５日締めの要望でございます。まず、５つの事業を要望しております。 

  まず、１点目がですね、特別支援員の設置事業ということで、来年度新たに小学校１

年生に入学する児童について２名分の、これ教員免許を持った専門的な支援員を配置す

る、これの要望でございます。 

  ２点目はですね、図書館の図書の購入費用ということで、人口２万５,０００人から

３万人規模における、市における図書の購入費が全国最下位ということで新聞報道され

まして、要望といたしまして平成２３年度の当初予算には人口１人当たり１００円で計

算をして要望しておりましたが、今回再度検討した結果、人口１人当たり１４２円とい

うことで４００万円要望しております。 

  それから、続きまして、小・中学校の図書購入費でございます。これは今回各小・中

学校のほうからの予算要求を受けまして図書の購入費全額を要望しております。 

  それから、次に、４点目、図書館の家具工事事業でございますが、これは新庁舎がで

きますと図書館の２階におります少年育成センターとふれんどるーむ、教育研究所のほ

うがそこを出ますのでその２階にですね、今現在１階にありますところの学習室、この

スペースが非常に狭いわけです。そういうことで２階にその学習室をつくりたいという

ことで机、いす、本棚を整備するように計画をしておりますが、これが３９１万２,０

００円です。 

  それから、５点目、これ最後ですが、図書館の非常勤職員及び臨時職員の雇用という

ことで平成２３年の４月から図書館の土日、祝祭日の開館を一応教育委員会のほうでは

計画しております。これにつきまして、物部分館の１６日勤務の非常勤の司書を１名雇

用すると。それから、本館のほうはですね祝祭日が開館してなかったわけですのでその

祝祭日分の１４日間の臨時職員の充当する、この費用を含めまして１８８万４,０００

円ということで、総額１,７４２万３,０００円を要望しております。これはあくまでも

教育委員会からの要望でございます。それで、この１点目の特別支援員の設置事業と図
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書館の非常勤職員及び臨時職員の雇用につきましては、後年度負担が発生をしますので

慎重に取り扱わなければならないということでございます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   健康づくり推進課長、凢内一秀君。 

○健康づくり推進課長（凢内一秀君）    大岸議員さんのご質問にお答えいたします。 

  まず、最初に、住民生活に光をそそぐ交付金についてでありますが、こちらのほう自

殺予防対策が健康づくり推進課の担当となりますのでお答えさせていただきます。 

  この自殺予防対策につきましては、これまで事業、対策として検討されてきていない

のが現状であります。現在のところ過去の自殺の状況等に、調査をしているような段階

でありまして、またこれまでの事業としての積み重ねもありません。現在担当職員が自

殺予防に関する研修会に参加したりして、今後の事業の展開を学習している段階となっ

ているところです。そのような状況でありますので、自殺予防対策につきましては今回

の交付金を活用するまでは至っていないのが現状です。 

  それから、次の子宮頸がんワクチンの助成事業についてということでございますが、

この頸がんワクチン等の助成につきましては本議会の補正予算に提案をさせていただい

ております。平成２３年度につきましても助成を行っていきたいとは思っております。

事業としましてこの補助事業は平成２３年度までの事業となっておりますが、国のほう

におきましては厚生科学審議会予防接種部会の意見書が提出されているところです。そ

の中で子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、そして小児用肺炎球菌、この３つのワクチ

ンも予防接種法上の定期接種に位置づけることを想定した対応を検討していくようにな

っております。現在先進７カ国におきまして、この３つのワクチン定期接種化していな

いのは日本だけというような状況もあります。このような状況もありますので国際動向、

また罹患した場合の重篤化等をかんがみますと平成２４年度以降定期接種化されていく

のではないかというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    大岸眞弓議員さんの子どもの権利条約の普及についての質

問にお答えをいたします。 

  子どもの権利条約の趣旨や普及の大切さにつきましては、私も大岸議員さんと同感で

す。子どもの権利条約にはたくさんの視点がありますので、ここでは参加する権利の方

向から学校での取り組みの一部を述べさせていただきたいと思います。 

  香美市の保育園、幼稚園、小・中学校におきましては、子どもたちが主体的に取り組

む教育活動をたくさん行っています。例えば保育園の運動会やバザーでは子どもたちが

積極的に意見を出し合って活動をつくっていますし、中学校では体育祭や校内合唱コン

クールを生徒たちの手でつくり上げています。これはほんの１例ですが、子どもたちに

は自分で生活や社会をよくしていこうとする考えや行動力があります。子どもたちの持
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っているこうした力を存分に発揮させてあげることこそ子どもが主体的に元気に成長し

ていく原動力であり、参加する権利を保障された姿だと思います。今後も子どもの権利

条約の趣旨を再確認しながら取り組んでいきたいと思います。 

  子どもの権利条約や高知県こども条例につきましては、今年９月と１１月にじんけん

サークルまごころで学習会も行いましたが、経済的な問題、いじめ、虐待など子どもた

ちを取り巻く問題はさまざまありますので、それぞれの視点で保育園、幼稚園、小・中

学校と保護者、地域が連携した取り組みを進めていきたいと思っています。 

  趣旨普及につきましては、園長会、校長会で再確認をして取り組んでいきたいと思っ

ています。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    それぞれにご答弁をいただきました。１５番、大岸眞弓、

２回目の質問を行います。 

  課長からご答弁をいただきました。実は、質問の通告をしたその日に事務局のほうか

ら森林・林業活性化議員連盟の資料、学習会の資料としてその香美市の取り組みをたく

さんいただいたものですから、もう１回目の答弁があったような感じで質問をつくるこ

とができたわけですけれども、その中でもやはりその被害の実態の深刻さを香美市全体

で、議会ももちろん執行部の皆さんもそうですが、議会も市民の方々も被害の実態を共

有、共通認識として持つ必要があるのじゃないかと思ってあえてパネルのご紹介などを

させていただきました。 

  それで、このまず確認できましたことは、特別にやはり他の鳥獣と分けてニホンジカ

対策が急がれると、必要な個体数に今の被害状況から見て一気に落とす必要があるとい

うことは確認できたかと思います。それで、狩猟にも限界があって、囲いわなで大量捕

獲をするとかいうふうな取り組みも今お聞かせいただいたところですが、防護さくも、

防護も進入をしてくるとかね、そういう大変な苦労もあるようですが、私のほうからま

ずその個体数の管理のためにやはり大量捕獲を、少ない人数で大量捕獲できる方法をね、

それから物部町のその地形のことも考えてまして、この方法を研究する必要があるので

はないかというふうに思います。いろんな各機関と連携してやっておりますけれども、

例えば大学のある町のメリットを生かして高知工科大学との連携でその大量捕獲できる

技術の研究などできないか、そんなことも提案をさせていただきたいと思います。 

  それから、その縦割り行政の弊害ということで、四国４県の連携がとても大事なんで

すけれども、県は特定鳥獣保護管理計画をやると、捕獲は市がやるというふうにこうな

っておりますので、そのあたりのその法の限界をどういうふうに超えるかということも

あると思うんですが、それからまた、国土の保全という面から国の役割、やっぱり国に

大きくかかわっていただくことを求めていかないかんのではないかと。例えば国立公園

とか国定公園の周辺で大変深刻なニホンジカの被害が起きております。国にもやはり予
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算面も含めて積極的に関与を求めていくことが大事ではないかと思います。  

  それで、もう１つ、このいただきました末尾にあります有害鳥獣の生息状況と生態調

査を関係機関と連携して進める、この⑤の件に関してですが、先ほど言いました高知工

科大学、それから兵庫県の森林動物研究センターとか、四国にこの四国地域野生鳥獣対

策ネットワークが発足をしておりますよね、こうしたところとも連携をして取り組みを

進める必要、それから周辺集落の皆さんにも認識をしていただく必要があるのではない

かと思いまして、この点につきまして再度見解をお聞きをいたします。 

  水の問題についてです。 

  この集落づくり、地域づくりに関しましては今回本当に質問が多ございまして、課長

からたびたびそれに関しましてご答弁をいただきました。課長おっしゃっていただいた

ように、水の問題というのは本当に深刻です。そこに住み続けていけるかどうかの、そ

こで生きていけるかどうかの問題ですので大変深刻な問題ですし、また、私はそういう

ふうに苦労して住んでおられる山の住民というのは山の守り手でもあると思っています。

山林とか田畑をつくることでその国土や水、環境を守っていると基本的に考えています。

ただ、過疎高齢化で数十年前には自然に維持、機能できていた集落づくりは、今外部か

ら手をかりないと成り立っていかない状況になっているのではないかと思います。課長

が言われたように地域が主体で管理機能を持たせ、新しい仕組みづくりをしてそこに予

算を打っていく、その考え方は賛成ですしこれからの地域づくりの１つのモデルになろ

うかと思いますが、地域の機運がそこまでまだ醸成されていないところがたくさんある

ところに私はこの問題じゃないかなというふうに、水１つでも集落で、班で、これを要

請しようじゃないかというふうに話をなかなか持ちかけにくい、まとまりにくい、ここ

にやっぱり技術的な支援が行政の側から要るのではないかと思います。集落支援員とい

うのはそういう意味合いもあるのでしょうか。それが１つと、やはりコミュニティーづ

くりに仕掛けが要るのではないかと思います。そして、それには一定期間時間がどうし

てもかかります。その時間が、そのコミュニティーづくりができる間に水の問題をどう

するかというふうに、大変切実ですので考えたんですが、例えば幾つかの集落がもし連

携できたとして、水源地の管理に関して例えば１つのことで言いますと水源地の管理、

山の管理、高齢者には困難な農作業なんかをこなしてもらう人を共同で雇うとか、そう

いうことなんかも可能でしょうか。そういう方法があるのかどうか、そういうことの相

談に乗っていただきたいというのが市民の方の切実な願いではないかと思いますのでそ

の辺のあたりもやはり考えていただきたい。集落をつくりながらとりあえず窮迫した問

題には相談に乗っていく、対処をしていくというふうなことはできないものなのかお尋

ねをします。 

  新高齢者医療制度について、課長の本当に切実な思いが伝わってまいりました。もう

たびたび制度を変えるのはやめてもらいたいと、本当にそのとおりだと思いますが、こ

れはよい制度に変わらないからこんな矛盾がいっぱい起こるんです。悪い制度に変えた
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からこんなふうにいろんな批判があって手直しをせざるを得ないので、いつもばたばた

ばたばたシステム改修したりしているわけですよね。制度を変えるときには、これは国

がつくったものですけども本当に十分な対象者である国民の合意をきちんと得る手続と

いうのが物すごく大事になってくると思いますが、市もそういうふうに、制度がこうい

うふうに変わるよと言うてきたときに住民の立場に立って、いや、ここはこうですとい

うふうに、もうちょっと待ってくださいとか、準備が足らないのでとか、負担がふえる

じゃないかとかいうふうなことを市民の立場に立ってやはり意見を上げていただきたい。

幾つかの意見を上げているようですけれども、この新高齢者医療制度は、皆さんが民主

党にたくさん投票したその思いというのは負担を軽くしてもらいたい、新高齢者医療制

度による、その思いだったんですね。それが逆に負担がふえるようにさっきご答弁あり

ましたけど、なっているのでこういう問題が起こっているわけです。ですから、今回こ

れ以上のまた改悪になっておりますので、これは本当にこの制度のままでは私はまだい

けないと考えております。まだまだ改善の要望を国に対してしていくべきではないかと

考えているところです。 

  それから、国保の広域化ですけれども、国の、国保がその国民の命を守るのは国の役

目やと、ここまでは私と課長は意見が一致しています。ただ、その国がやるべきだから

国で一本化して本来やるべきというのですが、これまでも国は市町村に事務を委任して

必要な費用を出してきました。それをだんだん減してきているわけですけれども、ただ、

全国の市町村というのはそれぞれ気候風土も違えば産業も違います、生活状況も違うわ

けですので病気なんかも医療費なんかも変わってくるんですね。ですから、市町村の形

に応じた国保の運営というのはやはり必要ですので私は市町村の窓口があることは本当

に大事なことではないかと、そういう意味からも県下一本化は問題がたくさんあると思

います。 

  それで、もう１点言いますと、この一般会計からの繰り入れをやめさせるために高い

目標値を設定しまして保険料の収納率を上げようとしています。それから、赤字補てん

分が一般会計から入りませんので保険料の引き上げにどうしてもつながります。こうし

たことがあるわけですので、やはりもうちょっとこう慎重な、市民に意見を聞く、国の

やっている制度だからこれ以上の説明はないというわけなんですけども、そうではなく

て介護保険でやったときのようにやはり説明をして市民と意見交換をする必要があるの

ではないか。 

  それと、もう１点、香美市では医療費のとてもかさむ疾病の内容を分析しまして、腎

臓透析が大変医療費をかさ上げしているということで予防のためにクレアチニンの検査

をふやしたと。安芸市では肺炎で、肺がんで亡くなる方が多いということで肺炎球菌ワ

クチンをよそより先駆けて実施をするようにしているわけですね、こういう予防医療な

どが窓口でできるのかどうか。また、窓口負担の軽減に対して市町村がきちんと相談を

できるようになるのかどうか。後期高齢医療が広域連合に一本化されましてこういう相
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談が非常にしにくくなったわけですが、その点の心配はどういうふうにお考えなのかお

答えください。 

  住民生活に光をそそぐ交付金ですが、消費者相談に予算要望をされていると、それか

ら、教育委員会のほうからその特別支援員のね、これはぜひ実現をしていただきたいと、

市長のほうを向いて言うべきかもしれませんけれど、それから図書の購入などもそうで

すが、それで大体１,３００万円ですか、予算要望ということですが、福祉事務所長、

ＤＶ対策に関してどうしてその予算要望されてないのか。この住民生活に光をそそぐ交

付金で片山総務大臣が記者会見をしておりましてこの光の交付金の説明をしております。

その中でＤＶ対策に関して、片山総務大臣は以前鳥取県知事でもございました。鳥取県

はＤＶ対策の一番進んだ県として有名でした。それで被害者が鳥取県に集中するという

ふうなこともあったりしたことがあるんですが、ぜひそのＤＶ対策、こういう進んだと

ころの例も研究しまして、チャンスですのでこういう予算を使ってＤＶ対策の充実をし

ていただけないものか。 

  それで、その教育委員会の次長のほうのご答弁であとの、その平成２３年度だけなの

で心配というふうに、後の予算が心配と言っていましたが、それは総務大臣がこの記者

会見の中で後年度は地方交付税に込めるようになるのではないかと、交付税で手当てす

るようになるのではないかと答えてますのでご紹介をしておきます。 

  子宮頸がんのワクチンについては、平成２４年度以降もということでぜひその方向で、

国もそうなっていくとは思いますけれども、市町村も仮にそうならなくてもやる方向で

いっていただきたいということで、これに関してはもうご答弁は結構です。 

  子どもの権利条約について教育長から真摯なご答弁をいただきました。さっき学校で

のさまざまな取り組みについて、本当に子どもたちの主体性を尊重してやる取り組みと

いうのは、これは貴重なことと思います。 

  もう１つ、その子どもが参加をすること、それから意見表明権というのがありまして、

それはとても大事な権利としてこの子どもの権利条約の中では扱っていますけれども、

子どもたちが意見を言うことはもちろんできます。できるけれども、きちんとそれに対

して大人が、大人に言うように丁寧にかかわっているかどうか、それが日本は弱いよと

国連から勧告されてるわけですね。子どもは、子どもですけれども、保護される対象で

はありますけれども、やはり家庭においても学校においても社会においても社会の一員

として扱われること、それから、子ども自身が自分には権利があるということを知るこ

とが、そういう普及が大事かと思います。１つご紹介したいのですが、京都のこれは民

間団体と思うんですが子どもの権利手帳というのを子どもに配布をしております。これ

はコピーですけれども、その中にあなたは毎日十分なご飯を食べていますか。清潔で体

に合った服を着ていますかとか、安心できる場所はありますかとか、そういう問いかけ

でこういうものをつくっておりますが、今の本当に日本の子どもというのは、高知県は

特に貧困化が高くて母子世帯などはシングルマザーがダブルワーク、トリプルワークで
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仕事をしても収入が１０万円そこそこというような状況の中で、子どもたちに対してや

っぱりつらく当たるというふうなことがあります。虐待もそうですしネグレクトもそう

ですが、子どもたちは言えないんですね。言えないから放置されているということもあ

ると思うんですが、やはりその、そういう子どもを取り巻くそういう環境が子ども権利

を侵害しているのだと、そういうとらえ方がとても大事だと思います。そういう観点で

普及をしていただきたい。 

  それから、先日チャイルドラインのことで教育長に、カードが配られているというこ

とで、これは私も以前議会で質問をしたことでしたけども、そういう子どもの権利条約

に関する取り組みをしている団体もございます。そういうところともやはり連携をしま

してですね、この子どもの権利条約の普及に当たっていただきたいと思うものですが、

再度見解を求めまして私の２回目の質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   大岸議員。新高齢者医療制度についてですね、大岸議員の考

え方を述べられて、「考えているところです。」で締めましたがこれ質問じゃないです

か？新高齢者医療制度について締めくくりが「考えているところです。」で締めくくり

ましたが、後は答弁要りませんか。 

○１５番（大岸眞弓君）    課長と少しその見解が違いましたので、それでどうですか

ということで聞いたつもりだったんですが、結構です。 

○議長（西村 成君）   答弁えいです？ 

○１５番（大岸眞弓君）    はい。済みません。あんまりいっぱいあるもんやき。 

（笑い声あり） 

○議長（西村 成君）   暫時１０分間休憩します。 

（午前１０時２８分 休憩） 

（午前１０時４０分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    ２回目の大岸議員の質問に対してお答えいたします。 

  市民の方に被害の実態の深刻さを報告ということで、去年の広報の６月号、７月号で

すね、農業の被害状況、林業の被害状況を一面で特集で報告しております。また、機会

があれば広報のほうにも載せてもらうようにまた企画といいますか広報のほうにお願い

をするようにいたします。 

  それと、大量捕獲の囲いわなのほうでございますが、県のほうが北海道のエゾシカの

ほうの囲いわなといいますか大量捕獲の方法について、物部の光石の上のほうで実際に

設置してその効果を今検証しゆうような状況です。 

  それと、大学との連携関係につきましては、捕獲方法とか効果的な個体数調整の方法

について何とか検討してもらえんろうかということで、香美市・高知工科大学連携協議
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会のほうもできておりますので、そちらのほうに一応上げて今後とも検討を進めていき

たいと考えております。 

  それと、有害鳥獣の生息状況、生態調査を関係機関と連携して進めるということにつ

きましては、県のほうがこの香美市の地域におきまして今回、今年度ですけど取り組ん

で調査をしていただいております。その結果が今月の２２日に県から報告を受けるよう

な予定になっております。 

  それと、県のほうのかかわりといいますか、特定鳥獣管理保護計画を立ててそれに基

づいて市が実際現場のほうで捕獲のほうとかに取り組まんといかんというようなことと

なっておりますが、県のほうにつきましても平成１９年度から企業局のほうから捕獲に

関して１頭あたり上積みの助成金のほうもういただいておりまして、平成２０年度から

は狩猟期間におきます狩猟者への報償費の支援もいただいておりますので、県のほうも

だんだんに現場のほうに応援をしてくれているような状況になっております。 

  それと、国土保全にもかかわるということで、国への関与の依頼も平成１８年の２月

２８日付で（後に「平成１８年１２月２８日」と訂正あり）、市長名でこの鳥獣被害対

策へ積極的なかかわりといいますか応援をしてもらいたいというような旨の要望文も国

のほうに提出しております。それと、直接この鳥獣対策にかかわりがあるかどうかはわ

かりませんが、今月それも２２日に平成２４年度から鳥獣保護法の改正があるというこ

とで、環境省のほうから現場の声を聞きたいということで香美市の林政課の高橋のほう

に直接依頼がありまして、そちらのほうに出向いて地域の現状を訴えるようなことにな

っておりますので、その辺も地域の声が国のほうに上がるようなことになることを願っ

ております。 

  以上でございます。 

○議長（西村 成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）    大岸議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  地域の置かれております状況、それからこれからのあり方については、大岸議員の言

われるとおり、お見込みのとおりであると、そこら辺については大きく思いや考え方を

異にしておるものではございません。そこで、出てきました具体の話ですけれども、縦

割りの仕組みで対応ができんもんかと、すなわち水道やったら水道だけの関係で集まっ

て組織をつくってそこでその補助制度を考えられんもんかと、こういうお話だったと思

いますけれども、今回のその新しい仕組みについては、地域を主体にした総合対策とし

て取り組んでいくという考え方を基本にしておる仕組みづくりであります。そういう意

味では、これまでのやっぱり縦割りの部分での取り組みが今日のような状況をつくって

おるということもありますので、ほぼ個別に判断をせないかん部分があるかもわかりま

せんけれども、とりあえず取り組みたい方法というのは地域を主体にした総合的な仕組

みづくりという考え方でおりますので、そこはひとつご理解をよろしくお願いをいたし

たいと思います。 
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  それで、その個別的対応を１件１件についてということについては、先ほども言いま

したようにこれが個人給付にならない範囲内でやっぱり行政というのは考える必要がま

ず前提としてあるというふうに考えておりますけども、ここは元気な集落づくり支援事

業についても大きなくくりの自治体でなく、それこそそこに点在しておる組でも班でも

いいよということでこの制度をつくり上げております。ほんで、そこは、その組、班が、

その１戸１戸の世帯をどう認識されるかと、こういうことだろうと私は思うんですよね。

例えばＡという個人の名前で申請を上げてきますとこれは当然今の段階では個人給付に

当たるという判断ですので、要は、申請が組、班であれば私はとりあえずこの元気な集

落づくり支援については適用原則ありというような考え方をしておりますので、それ以

上はちょっと言及しませんけれども、そこはやはり集落の中でそれぞれの暮らしがあっ

て組があり班がありということだろうと思うんで、もう少しそこら辺は柔軟に対応して

いきたいとこちらも考えておりますから工夫をしていただいたらと思います。 

  モデル事業につきましては、現在のその一つ一つのその自治会単位ということでも構

いませんし、それだけの力があればですね、それから、お互いにその周辺の集落、自治

会が連合してやらなければなかなかそこに至らんということであればそれはそれで結構

だというふうに思っております。いずれにしても新しい香美市での仕組みづくりをつく

っていきたいということなんで、どういったものがモデルになるかということ、それこ

そそのモデル事業として取り上げていきたいというふうに思っておりますので、そこも

やっぱりこう柔軟な対応を柔軟に発想をしながらしていきたいというふうに思っており

ますのでどうぞよろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）    大岸議員の２回目の国保の広域化についてのご質問にお

答えします。 

  国保の広域化がされても市町村の形に応じた窓口対応は必要ではないかというような

ご質問ですが、私は国保の広域化については各県一本の保険者あるいは国一本の保険者

になった場合に今よりは安定した運営が図られると、財政運営について県が保険者にな

りあるいは国で保険者になってもらったほうが安定した運営が図られるのではないかと

いうように考えて広域化を賛成をしているところでして、今、後期高齢者医療制度は広

域連合が保険者になって運営をしているわけですが、こういったイメージを抱いており

まして、窓口対応については住民と密接に関係のある市町村が担っていくべきだという

ようには考えております。各種申請の受け付け事務とか保険料の徴収、それから保健事

業、これらについては市町村が運営を担っていかなければならないのではないかという

ように考えてはおります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   福祉事務所長、小松美公君。 
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○福祉事務所長（小松美公君）    大岸議員の２回目のご質問にお答えします。 

  ＤＶ対策になぜこの交付金を活用しないかというところですが、この交付金を利用し

て単年度事業として効果がある事業に取り組むということで検討しましたときに、事例

とかにありましたのはシェルターの確保とかっていうことがありましたが、一時避難と

かにつきましても福祉事務所を通じて対応した件数というのはここ２年に１件ぐらいの

対応でありまして件数も少ないです。また、香美市以外の施設への避難とかで対応もで

きております。また、この事業の中で相談業務に当たる者の育成等の確保とかっていう

こともありましたが、相談業務に当たる方なんかも高知県内で研修とかもありましてそ

ういったところへも参加しております。そういったことは費用的にはほとんどかかりま

せんのであえてこの事業を通じて予算を組むほどの額ではないと思います。なお、この

事業を近隣の市町村にもちょっと使って何かする予定があるかっていうことも聞いてみ

ましたけど、余り予定はなかったです、近隣の福祉事務所に聞いてみましたけど。あえ

て入れるんでしたら相談業務なんかに従事する者の研修といったことを言っておりまし

た。金額としてはこれなんかも余りのりませんということでした。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    大岸議員さんの２回目のご質問にお答えをいたします。 

  実は「人権広報あけぼの」の中で、これ古くはなりますけれども平成３年の３月から

１０回ぐらいにわたってずっと「子どもの権利条約を考えよう」ということを題した紙

面学習会の記事がずっと掲載されたことがあります。その中で日本の課題としてこうい

う文章があります。「日本でも従来は、子どもは未成熟だからという理由で大人が保護

や監視などをし、指導や教育をしなくてはならないと言い、その名目で実は大人の都合

のいいように子どもの活動を管理して、それを制限したり、禁止したり、場合によって

は子どもを犠牲にさえしてきました。」というふうなことがあります。私は、今でも日

本の課題はここにあるというふうに思っています。つまり、子どもが未熟だからという

ことで、やっぱり大人が何とかするって大人の考え方の中にあるというふうに思ってい

るのです。それで、先ほど大岸議員が言われたように子どもが参加する権利だったり、

意見表明権だったりというところを大人がしっかり受けとめてきちっと向かい合ってい

けるかどうかというところにあると思いますので、そのためにも子どもが自分に権利が

あるということを知っていることはとても大事だというふうに思っています。 

  子どもの権利条約そのものについては、社会科の学習の中に学ぶ部分があります。け

れども、学校ではすべての教科、それからキャリア教育とか人権教育とか地域学習など

を通して自己存在感と夢を抱ける教育を進めることが大事だというふうに思っています。

家庭、地域と、また関係機関とか連携することもとても大事というふうに思っています。 

  普及のための具体的な方法につきましては、先ほど京都の事例などもお聞きもしまし

たので今後子どもたちに響く方法を園長会、校長会でも考えていきたいというふうに思



 

－27－ 

います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   林政課長、舟谷益夫君。 

○林政課長（舟谷益夫君）    済みません。先ほど国への被害対策についての要望書の

日付がちょっと間違っておりました。「平成１８年２月２８日」と申しましたが「平成

１８年１２月２８日」ですので訂正させていただきます。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    １５番、大岸です。３回目の質問を行います。 

  シカといいますか鳥獣被害対策に関してですが、市民の皆さんにも知っていただくた

めに被害の深刻さを広報に掲載をすることもお考えというふうに、ぜひそのようにと思

うんですが、そのときに畑がこればあ荒らされて金額にしたらこれぐらいというふうな

被害の掲載の仕方もあろうかと思うんですけど、やはり私は、とても深刻と思ったのは

シカの食害で山の機能が失われているということがとても恐ろしく感じます。そういう

環境面、やはり山の機能が損なわれますと水にも当然影響しますし災害を大きくします。

それから、シカに追われて里山のほうへイノシシとかその他の野生鳥獣が出てきている

わけですよね、熊なんかの問題もありますけれども、そういう多方面から見た多角的な

被害の掲載の仕方といいますか、それでどうかと思うんですがその辺いかがでしょうか。 

  それから、さっき市長のお名前で国への要望は上げたというご答弁ありました。それ

も大事かと思いますが、私はやはり四国４県で連携をしまして、関係市町村の首長さん

の名前の連名の要望書といったふうなことも考えていけるのではないかと思うんですが

その辺いかがでしょうか。そして、今職員さんが環境省に呼ばれてということもお聞き

しました。私もこの職員さんにお目にかかって話を伺ったんですが、大変経験豊かでま

じめに真摯に的確に取り組んでおられます。そういう意味合いからして香美市は鳥獣被

害対策の四国４県の中でも拠点になっていけるのではないか、拠点になってやっていく

べきではないかと思いますがその辺に対するご見解をまたお願いをいたします。 

  水の問題ですが、課長、おっしゃったことよくわかりました。それで、その個別への

対応はもちろん難しいということはわかるんですが、もしその地域の方からそういうふ

うな要望、とても困っているというふうなことがあったとき、そういう説明に現地へ職

員さんが出かけて乗っていただけるか、以前そういうご答弁もあったかと思うんですが、

それだけでも随分違うと思いますのでその辺のご配慮をお願いできるかどうか答弁よろ

しくお願いします。 

  それから、国保の広域化に関してですが、国、県に移れば財政は安定すると言って、

ご答弁でしたけれども、これは収納率のアップも今広域化の支援方針でありますよね、

掲げているのが、それもワンポイント高い収納率を上げている、それから一般会計の繰

り入れもやめるように指導するということになったら、結局被保険者の犠牲で財政を安

定させていくという方向なんですよね。安定はするかもしれませんけれども被保険者の
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犠牲で安定をさせていく。そうではなくて、やはり国が財政支援をしない限りは私はこ

の制度は財政安定化にもならないと思いますのでその辺どのようにお考えか。 

  それから、窓口で対応できる事務ですが、保険事業はやっていかなければならないと

言っておられますけれども、それが本当に今やっていることがどこまでできるのかと私

はちょっと疑問に思うんですね。後期高齢者医療の関係でも今そういう実態になってお

りますのでその辺懸念がないかどうか再度お聞きします。 

  子どもの権利条約に関しましてですが、子どもたちに響くその周知の仕方、これには

ぜひ子どもを私は加えていただきたいというふうに、それこそが意見表明権を保障する

ことだと思います。ぜひ子どもたちのもろもろの環境なんかについても聞き取る機会を

設けていただきましてこの周知に当たっていただきたい。じんわり、その広報に掲載さ

れたこともありましてじんわりとはいっているかもしれませんけど、さっき教育長がお

っしゃった子どもの権利条約の子ども観ですね、私も全く同感ですけれども、この子ど

も観がなかなか広がっていないんですね。そういう立場で周知につきまして子どもたち

もぜひ入れてということでしていただけるかどうか見解を求めまして私の質問を終わり

ます。ありがとうございました。 

○議長（西村 成君）   市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）   大岸議員の３回目の質問に、たくさんのご質問をいただいて

おりますが私の考えなりトータル的なお話をさせていただきたいと思います。 

  まず、鳥獣被害対策についてでございますが、大変深刻な問題となっております。こ

れはもう議員がおっしゃられましたとおりのたくさんの問題を含んでおるわけでござい

まして、特にこの被害状況というものをどう市民の皆さん方にも共有をしていただくの

かということが大変大事なわけでございます。 

  特にＮＰＯの三嶺の森をみんなで守る会の依光先生が先頭となっていただきまして、

三嶺周辺に向けてのネットによる保護さく、あるいはラス巻き等をやっていただいてお

ります。年に２回か３回ぐらい行っていただきまして、市の関係者あるいはまた議会の

関係者の方々も参加をしていただいて、その作業をしていただくことによってやはりそ

の被害の状況というものを広く皆さん方に知っていただくという、深刻さを知っていた

だくという大変ありがたい。先般も依光先生に来ていただきましてまた来年ですか、春

早々にシンポジウムも開くということもお聞きをしております。また連絡をさせていた

だきますのでご参加もお願いしたいと思います。 

  特に三嶺周辺もそうでありますが、全体的にそうした被害によりまして先ほど議員が

言われましたように山の機能が失われていくところまでいっておるのが現実でございま

して、今後やはりさまざまな方法によってシカの対策をせにゃあいかんというふうに思

います。先日、前議員の、市会議員、町会議員をしておりました笹岡君が見えられまし

てシカの捕獲の新しい技術といいましょうか、そうしたものを高知工科大学の竹田先生

が発案をされたようなことですが、それを持ってレクチャーに来てくれました。それは
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まだ技術的なことがございますのでそれが全部広まるとはまだわかりませんけれども、

三嶺周辺、三嶺を中心としますところの他町村との連携も深めながらそうしたものへの

研究も取り組んでいく必要があるのではないかということをお互いに確認をしたところ

でございます。 

  シカの被害につきましては、大変今後も課題となりますのでまた議員の皆さん方にも

手伝いもいただきたいと思います。私も今年わなの免許を私が取りましてみずからかけ

ております。なかなかとれません。 

  それと、水のことにつきましては私の隣の部落の実態だと思います。なかなか私も長

い間議員をやらさせていただきまして、そうしたことへもよう取り組めませんでした。

我田引水もえいしないままに終わっておりますが、そうした問題は大変方々にあるわけ

でございます。今、企画課のほうでさまざまな取り組み、仕組みづくりをしようという

ことでやってきておりますし、また、元気な集落づくり支援事業につきましても、やは

り地域のコミュニティーづくりから立ち上げていくということが大事だという意味から

も、こうした制度も利用しながら少しでも安心して安全な水が飲めれるような対策を進

めていかなければならないと思います。 

  また、次の後期高齢者医療制度の改革、あるいはまたこの国保の広域化についてもご

意見をいただいておりますが、県の市長会あるいは国の全国市長会を通じまして、この

改正につきまして国のやはり責任、そうしたものにつきまして強く意見書を議決をして

出しております。高知県からも何点か出しておりますし、またそれを集約しまして全国

から、全国の市長会から国に上げてきております。特に全国の国保運営委員会言うかね、

岡﨑さんが会長やりゆう、高知市の岡﨑市長が会長をしておりますので、そうした面か

ら地方の実態というものをきちっとつないでくれておりますのでその方向を見出してい

きたいと思います。 

  また、地域活性化交付金の住民生活に光をそそぐ交付金につきましては、商工観光課、

また教育次長からそれぞれ要望等についての答弁もしてくれておりますが、これにつき

ましても限定２,７００万円余りでございます。今のところ具体的にどういうものに活

用するかにつきまして、現在各課に対して要件に対する要望を出してもらうような依頼

をしておる、その中で今言いましたような教育次長、あるいはまた商工観光課から出ま

した、そういう要望が出ております。それを今後財政当局等々、また当事者の課との折

衝をしながら本当にいわゆるこの適正な使い方といいましょうか、この交付金の要件に

合ったやはり支出をしていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    大岸議員さんの３回目のご質問にお答えをいたします。 

  子どもには子どもの権利条約があることを子ども自身に知ってもらうことはとても大

切だと思っています。子どもの権利条約があるということについては、子どもに伝える
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形で再度校長会のほうで、十分浸透していなければそのあたりは浸透していくようにし

ないといけないというふうに思っています。 

  もう１つ、私が思っているのは、大人に子どものとらえ方とか向き合い方に問題があ

る場合があるのでですね、学校の教育活動や家庭生活のさまざまな内容とか場面におい

て、子どもの権利を守る方向で子どもの意見も聞きながら取り組んでいかなければなら

ないというふうに思っています。 

○議長（西村 成君）   大岸眞弓君の質問が終わりました。 

  次に、１番、有元和哉君。 

○１番（有元和哉君）   １番、有元和哉です。通告に従いまして一般質問を行います。 

  本日は１２月１６日、今年としては３５０日目、本年も残り１５日、しかも１５番目

の一般質問で今年の大取でございます。しっかりと先輩議員の方々、そしてこの議場に

こもる非常に焦った空気を読み取りながら簡潔に質問をしたいと思いますのでぜひとも

よろしくお願いいたします。 

  本日この１２月１６日は、１２０年さかのぼること東京と横浜に日本で初の電話が開

通した日に由来し電話創業の日とされております。電話の誕生は現在のＩＴ社会のスタ

ートでもあり、同じ時間帯で長距離をつなぐことが経済の活性、世界の距離を縮めるこ

とになりました。この電話創業の日に伴いふと思ったのが現在私たち政治にかかわる者

は何をするべきなのか、それは場と場をつなぐこと、それは道路であったりさまざまな

インフラ整備でございます。それとまた、私のように若い議員、そして先輩の議員たち

もやらなければいけないのが文化の継承、そしてまた世代を越えた環境問題、もちろん

国家の赤字財政、政治的責任も含む時をつなぐ、そういった役割が必要のように感じま

す。先の一般質問の答弁において市長は、可能な限りの行動の中で市民により近く、そ

して市民の思いを重視しながら行政運営に努めてきたとありました。市民と行政をしっ

かりとつなげることに専念されていることに、市民の代表、議員として感謝申し上げる

とともにその政治姿勢を支持いたします。また、先ほど一般質問を行われました大岸議

員とともに地元で数回市政報告を行ったり街頭で演説をさせていただいておりますが、

広域である香美市はそれだけの多くの課題を有しており、他町村に比べその課題の複雑

さははかり知れない。それに対し市長、そして行政職員の皆さんは、実に真摯に職務を

こなしてくださっていると説明させていただいております。住民の方が窓口に来た際に

頑張ってくださいと言う声がふえるように努力したいと思っております。市民に説明が

必要と考えるのであればまず我々議員が説明をすること、そう思って日々活動させてい

ただいております。しかしながら、あと一歩市民と行政が歩み寄れば何かが生まれる、

その予感をいまだに感じております。市長の思いが、また市民の思いがこの電話創業の

日に始まった電話のようにつながっていけばと思い、このたびの質問は場所と場所、時

と時、つなぐという思いを込めまして質問をさせていただきます。 

  まず、初めに、図書館についてでございます。これは先の１０月議会において利根議
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員より質問があった図書館の休館日、そして利用時間についての進捗状況ですが、先ほ

どの大岸議員の質問の中でのご答弁を聞いておりましたら何となくつかめましたので、

これに補足する答弁がございましたらご答弁をお願いいたします。 

  次に、あいさつの指導についてでございます。 

  先日１０月３０日に行われました議会改革推進特別委員会、私は委員ではなかったた

め傍聴に訪れた際に総合案内の職員さんがあいさつをしてくださいました。もちろんほ

とんどの職員がしてくださるので特別なことではございません。しかし、その後に続く

来庁者全員、一人一人に「いらっしゃいませ。」と声をかけているわけでございます。

そのことだけでももはや新庁舎ができてしまったのか、非常にすがすがしい庁舎のよう

に感じました。あいさつ一つで変わることが多くあります。私もこの職員さんを見習っ

て日ごろのあいさつを心がけようと反省するとともに決意した次第でございます。 

  さて、市内の保育、幼稚園、小・中学校では、恐らくあいさつの重要性を認識し指導

されてると思います。しかし、大人になればこれが実行できるのはなかなか難しいこと

です。あいさつが実行できることは、できない人と比べるとほんの一歩先を行く、社会

で活躍できる能力を有することになります。現在あいさつについてどのような指導方法、

または香美市独自の工夫をされているのかお伺いしますとともに、また、先日利根議員

が絶賛しておりました、住民課の対応が非常にすばらしいと、昨日利根議員がおっしゃ

っておりました。それを含めましてぜひとも住民課長にこのあいさつの指導について答

弁をお願いいたします。 

（笑い声あり） 

○１番（有元和哉君）    次に、シチズンリテラシーの必要性についてでございます。 

  このシチズンリテラシーのシチズンという意味は一体何なのか、これは市民という意

味でございまして、決して香美市市民の市民ではなく市民活動や市民革命の市民という

意味で、みずから社会に関心を持ち取り組もうという意思ある住民のことを指します。

そして、シチズンリテラシー、シチズンシップ教育は、目まぐるしく変化し続ける現代

社会にあって子どもたちが将来市民として十分な役割を果たし得るよう知識、態度、ス

キルを体得させるための教育として近年欧米諸国で関心を集めているものです。とりわ

け８０年代以降、深刻な不況によって若年失業者が増加し、将来への展望を失った若者

たちの暴力、社会的無関心が重大な問題として認識されるようになると、将来を担う世

代に社会的責任、法の遵守、地域やより広い社会とかかわることの重要性を教えなくて

は民主主義社会の将来はないという危機感が広がったことにも背景があります。まさに

今の日本のことのように感じる背景でございます。これからはまず、私たちの身近なと

ころから始める社会全体をとらえた施策を考えていかなければなりません。自分の立場

や主張のもと自分が社会や公共の中で何ができるのかを考え、自分がどういう社会にし

たいのかというビジョンを構築し、自分の社会的な役割を確立し、それに基づき行動し

ようとするために身につけるべきものの総体、それがシチズンリテラシーです。さて、
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このシチズンリテラシー、シチズンシップ教育をわかりやすく説明しますと、例えば税

金にしても自分たちが払っている税、それがどれぐらいでどのようなことに使われてい

るのか、それによって自分たちにはどのような恩恵があり、さらにはどんな福祉に使わ

れているのかを身近な事例を示しながら学び、さらに、このように変えてはどうか、こ

ういう場合はどうかと追求し関心を深めるものです。これにより、社会人になったとき

社会に順応しやすくなるとともに法の遵守、納税の義務などを基本とした自分形成が可

能になります。さらに、学校で学んだ子どもは自宅に戻り親の仕事や社会の仕組みにつ

いて話をすることで両親との円満な家庭環境の形成、そしてまた両親は責任の再認識、

社会へのかかわりの重要性を学ぶことになります。先の竹平議員の質問でもありました

が、現在香美市の市税徴収率は９０％を切っているということですが、シチズンリテラ

シーを導入することで小・中学生から大人へと成長していく上で勉学の必要性、社会参

加や国民の義務を学ぶことにつながり、それはいずれ未来の地域活力、発展へとつなが

ります。今の学生が数年後、数十年後、しっかりと社会への関心と責任を持つ市民とな

れば数十年後には納税率は１００％に近づき、地域は自立の力を身につけ、活性化、発

展し、数十年後これは門 市政の政策のおかげであると人々は思うことになるでしょう。 

  そこで税務課長にお尋ねいたします。税の観点からこのシチズンシップ教育、シチズ

ンリテラシーの必要についてどのようにお考えがあるかお聞きいたします。 

  次に、観光協会と雇用創造協議会の今後についてでございます。これは山﨑眞幹議員

が行いました質問と同様でございますが、それを踏まえまして質問をさせていただきま

す。 

  観光協会については、数年前から独立した機関としての話が上がっており、香南市観

光協会に聞くと香美市観光協会より毎年のように資料請求があったそうです。それでも

独立に踏み切れなかったのは一体どうしてなのか。また、商工観光課長の答弁には、平

成２３年度の雇用創造協議会の終了に伴い検討することが考えられるとありましたが、

そもそもこの雇用創造協議会と観光協会を同じように考えることはいかがなものかと私

は思います。その趣旨を問います。 

  次に、知的財産の確保についてでございます。 

  旧物部村より多くの地域産品が生み出されている物部町、また、大栃高校でも学生に

よるレシピがつくられておりましたが、これらの知的財産、著作権を守ることも地域振

興の必要な要素であると考えます。優秀な産品ができたとしてもそれがほかの地域にと

られてしまってはいけません。これらのアイデアを保護し香美市独自のものとして大い

に利用することが地域活力の創造につながります。現在香美市での取り組み、今後の検

討について物部支所地域振興課長にお尋ねをいたします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村 成君）   教育次長、鍵山仁志君。 

○教育次長（鍵山仁志君）   有元議員の図書館について、平成２２年１０月議会にお
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いて利根議員、有元議員からいただいた図書館の土日、祝祭日の開館及び利用時間につ

いての一般質問後の進捗状況についてお答えをいたします。 

  １０月議会のその後、土佐山田の本館、物部分館、これは物部支所と教育間で協議を

した結果、土佐山田本館につきましては、現在の職員体制で祝祭日の臨時職員を入れる

とローテーションが組めるということでございます。それから、物部分館につきまして

は、１６日勤務の今非常勤職員が入っておりますが、これに非常勤の図書館司書を１名

雇用して２名体制になれば物部支所の職員、物部教育班の職員も含めたローテーション

により土日、祝祭日の開館は可能であるというふうな現場からの意見でございました。

ただ、現在の図書館全体の蔵書というのは非常に古く、調べ学習への対応とかあるいは

乳幼児向けの本や分類別の図書の整理の必要もあり、現在の蔵書環境で土日、祝祭日に

開館しても利用者に魅力ある図書館となるか、そこらあたりはちょっと疑問が残るとい

うことで、新しい図書購入も含めまして総合的な検討も必要であると。というところで

ですね、平成２３年度の当初予算に対して増額要求を１２月１日にしております。また、

開館時間のこの延長、夏時間などでございますが、他の文化施設との関係もありますの

でまずこの土日、祝祭日の開館を行って、それからまた住民の要望もいただいた中で検

討していきたいというふうには考えております。 

  以上のことにつきましては現場を含めた教育委員会の内部の調整段階でありまして、

土日、祝祭日の開館に係る非常勤職員、臨時職員の費用と図書購入費の増額につきまし

ては平成２３年度の当初予算要求をしておりますので、この議会終了後に予算査定が行

われるということでございます。なお、図書館協議会の意見につきましては、委員の報

酬、費用弁償をこの１２月議会の補正予算のほうに予算要求をして提案をしております

ので、予算が通れば直ちに協議会を開催をしてご意見をいただきたいというふうに考え

ております。 

  それで、先ほど大岸議員にちょっとご説明をした件につきましては、１２月９日に財

政課のほうから要望があればということで上がってきておりましたので、見積書も含め

て１２月１５日に再度それまでに検討して提出をしたということで、これもあくまでも

要望でございますので、今後の予算査定に基づいて判断がされるということでございま

すので、よろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    有元和哉議員さんのご質問にお答えをします。 

  あいさつの指導についてということでございますが、あいさつの重要性は議員の言わ

れるとおりで、市内の保育園、幼稚園、小・中学校では指導の重点の１つに位置づけて

おります。保育園、幼稚園では園内外の生活や遊びの具体的な場面で、小・中学校では

道徳や学校活動の授業を中心に学校生活のあらゆる場面で発達段階に応じた指導を行っ

ています。小・中学校では児童会や生徒会の取り組みも活発で、中学校では生徒会が毎

朝校門であいさつ運動を行っている学校もあります。香美市では、「あいさつは人の心
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の橋渡し」という標語をずっと使ってあいさつの大切さを呼びかけています。本年度香

美市青少年育成市民会議の事業の１つとして香美市のあいさつ標語の横断幕作成と掲示

をすることが承認をされまして、９月に横断幕を納品してくださいました。各校が横断

幕を使って呼びかけをしていますので、それが古くなってきました山田小学校と鏡野中

学校につきましては新しいものと取りかえることができました。あいさつについては、

ＰＴＡ、交通安全指導員、そして子どもを見守ってくださっているやまびこ会など地域

の方も積極的に指導してくださっています。今後も力を入れて取り組んでまいりたいと

思います。 

○議長（西村 成君）   住民課長、山﨑綾子君。 

○住民課長（山﨑綾子君）   有元議員の身に余るお褒めの言葉をいただきまして本当

にありがとうございました。住民課といたしまして特別指導ということではないんです

けれども、お客様に対応する方針といたしまして、どうしても一番お客様に接する機会

が多い課でございますので必ず来たお客様にはあいさつ、そして丁寧な聞き取りと、そ

して書類をお出しするときの説明、この３点を心がけております。お客様に、やはり私

もほかの市役所と官公署に行ったときになかなかあいさつをされないとかいう嫌な思い

を自分もした経験もありますので、来たお客様にはおはようございますであったり、い

らっしゃいませであったり、こんにちはであったり、なかなか職員の中にはいらっしゃ

いませという言葉をかけづらい方もいますので自分のかけやすい言葉でいいというふう

に申しております。それと、高齢の方もいらっしゃいますので、来たお客様がどういう

ものが欲しいのかということの聞き取りを非常に大事にしております。そして、聞き取

ったものをお客様にお渡しするときに必ず確認と説明、この３点を徹底してやっており

まして、非常に住民課の職員優秀でございますのでそのあたりは徹底してできているも

のと思っております。今後もきょうのお褒めの言葉を糧といたしまして、より一層努め

ていきたいと思います。どうもありがとうございました。 

○議長（西村 成君）   税務課長、髙橋 功君。 

○税務課長（髙橋 功君）   有元議員のシチズンリテラシーの必要性についてという

ご質問にお答えをいたします。 

  まず、税務課といたしましても住民課に負けないように親しまれる課になりたいとい

うふうに努力をしていきたいと思います。 

  それでは、シチズンリテラシーという概念でございますけれども、シチズンシップ教

育というのは個性を発揮し、自己実現を行い、個人としての権利と義務を行使し、より

よい社会づくりに参加、貢献するために必要な能力を身につけることを目標とした教育

というふうに認識をしております。シチズンシップを発揮するためには必要な能力、意

識、知識、スキル等を育成することが必要であります。ただ、このシチズンシップにつ

きましては、市民参加という考え方にまずＮＰＯという活動がございます。これは１９

６０年代にアメリカから始まっております。もともとアメリカは小さいところで市民が
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自発的に社会を形成しなければいけないというような環境にあったためにＮＰＯという

ことが１９６０年代で始まっております。このように欧米については、個人と国の関係

というのが非常に近いというか市民参加という概念が前からあったということでござい

ますけれども、日本においては、市民運動というのは反対に個人が国と対峙するイメー

ジというのが強い、イメージがありました。ただ、現在といいますか阪神・淡路大地震

の災害時のボランティアとか、そういうボランティアについても参加している人が多々

おいでます。そういう意味ではシチズンシップという概念が徐々に日本社会には根づい

てきているという状況にあろうかと思います。この与えられたリテラシー、与えられた

材料から必要な情報を引き出し活用する能力、応用力、この必要性については、現在非

常に大量の情報がはんらんし、その中から酌み取っていかなければならないということ

で、我々が今現在耳にするのは、耳にする言葉としてはメディアリテラシー、情報リテ

ラシーというような言葉がよく聞かれるようになっております。 

  この税についての観点からということでございますけれども、将来を担う小学生の

方々が税の仕組みについて学ぶ場についての必要性というのは十分に認識をしておりま

す。この小・中学生については、現在国税と連携をとりまして、この１２月１３日に舟

入小６年生を対象にいたしまして税務課の職員２名が講師になって租税教室を開催いた

しました。２０日には楠目小６年生を対象に同じく２名が講師となって租税教室を開催

予定であります。税務署についても数カ所やるような予定になっておりましてもう既に

やったところもあります。このように租税教室の中で税の仕組みとか、使われ方とかい

うことを講師になってわかりやすく教えるといいますか、そういうことを伝えて、今後

の将来を担う子どもたちにとってそれが役に立てればと、幸いであるというふうに考え

ております。今後もこういう税務署との連携によって小・中学生の租税教室に取り組ん

でいきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   商工観光課長、髙橋千恵君。 

○商工観光課長（髙橋千恵君）   有元議員の観光協会と雇用創造協議会の今後につい

てのご質問にお答えいたします。 

  観光協会においては、初日の一般質問でお答えしましたように商工観光課職員が事務

局を兼務しているため、事業推進には時間的にも動きにも制限がかかり民間レベルでの

活動ができていないことが課題点であり、かねてより独立機関として自立の方向を模索

をしておりますけれども自立しておりません。自立に踏み切れていないっていう理由は

自主財源確保が確立されていない点です。例として香南市が挙げられまして、香南市の

観光協会はのいち駅の指定管理を受けておりまして、また別に香美市（後に「香南市」

と訂正あり）から補助金も６００万円だったと思うんですけれどももらっており、自主

財源が香美市の場合はないっていうところで自立ができていない点でありました。 

  商工観光課としましては、観光協会を自立させていんふぉめーしょんの管理を現在緊
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急雇用創出臨時特例基金事業で活用しておりますけれども、平成２３年度末で終了とな

るため観光協会に施設管理を委託したいと考えております。 

  また、香美市地域雇用創造協議会は、平成２１年度から平成２３年度までの３年間、

実質は２年９カ月ですけれども厚生労働省の直轄事業です。ご存じのように人材育成、

雇用創出事業、いわゆる推進事業と「柚子香る里から」をテーマにしました農作業受託

作業と観光まちづくり事業の実現事業を実施しております。実現事業は、香美市の特産

品開発や特産品の掘り起こし、県都や都市圏などへの販路拡大を図りましてネットサー

ビスを立ち上げております。また、観光面では、観光客のニーズを踏まえ、既存の観光

施設と連携しながら滞在、体験型観光に向けてモニターツアーを実施するなど精力的に

事業を行っております。 

  この雇用創造協議会が平成２３年度末で終了するために、その後の組織の形態や事業

の推進について、また観光協会も含めてですけれども協議会の組織メンバーを中心に検

討することとしております。観光協会は構成員ですけれども事業が重複するところがご

ざいますので、観光協会の自立にも若干影響があるのではないかと思います。検討する

会は１月に開催することになっております。 

  以上です。 

  済みません。先ほど香南市の指定管理の補助金なんですけれども、「香南市」と言う

べきところの６００万円ですね、「香美市」と言ってしまいました。訂正しておわびし

ます。 

○議長（西村 成君）   物部支所地域振興課長、西村博之君。 

○物部支所地域振興課長（西村博之君）    有元議員の知的財産の確保についての質問

にお答えします。 

  知的財産の確保については、現在香美市での取り組みは行われてないと思われます。

物部支所では、最近高知県産業振興計画に基づく地域アクションプラン、物部川地域の

中の１１番、香美市ブランドの確立、特産品づくりの円滑な推進を支援する目的で物部

支所産業振興推進プロジェクトチームを発足させました。まだ県産業振興計画の中で物

部地区の進捗状況、課題を含めた学習会を始めたばかりですが、県の緊急雇用創出臨時

特例基金事業を活用しまして有権者、関係機関、関係団体と連携し、物部町地域の商品

資源の調査、加工食品の開発研究、市場調査、販売開拓拡大に関する調査、企画立案等

によるサポートを主とした活動を計画しております。 

  ご質問の知的財産を守ることは地域振興に必要な要素であると思いますので、この支

援活動の協議会の中でどこまで対応できるかわかりませんが検討課題としていきたいと

思います。 

○議長（西村 成君）   １番、有元和哉君。 

○１番（有元和哉君）    １番、有元です。お昼も間もなく迫っておりますのでなるべ

く手短に質問をいたします。２回目の質問をさせていただきます。 
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  あいさつの指導についてですが、教育長とそれから幼保支援課長、それとあと住民課

長にお尋ねをする形となっておりました。これ双方の答弁を聞いていただいてわかった

かと思いますが、やはり学校で教えるあいさつというのは非常に何と言うんですか、理

想的なことであり、また非常に心温まる話なんですが、住民課の指導のほうはかなり実

務的であり必要性を本当に感じる内容となっております。こういった点で今回の質問の

要旨はつなぐということをテーマにしておりましたので、シチズンリテラシーに合わせ

て説明をさせていただきますと、やはり学校の教育の中にその住民の現場で対応する接

客対応をする方々がかかわることによってあいさつの重要性というのはなお一層教育の

現場、特に学生には伝わりやすいかと思います。先の議会での答弁でもございました香

北の支所長のご答弁の内容、非常に接客に対してわかりやすい内容でございました。そ

ういった話を子どもたちが聞くことによりさらにあいさつの指導というのは充実するの

ではないのか。そして、まさにこれからの社会を支えていく子どもたちが社会に責任を

持つというときに、税務課長のように税務に携わる方々が地域に出て子どもと接する機

会を持つ。そして、ここにおられる課長の皆様は、この社会のスペシャリストでござい

ます。行政に携わるというそのスペシャリストがここには多くございますので、そうい

った方々を講師として招いてシチズンリテラシーを香美市の独自教育につなげていく考

えはないか教育長にお尋ねをいたします。 

  それとまた、知的財産の確保についてですが、学習会等さまざまなことを今後進めて

いくということがあります。そういったことでいろいろとお調べをされたかと思います

が、その点で条例等で制定しております自治体がございます。全国初では鳥取県、鳥取

県では地域の自立と再生に向けた県政の主要施策として鳥取発の技術を生かした産業集

積を図るために産学官連携の強化を行うなど、知を大切にした地域づくりを積極的に進

めているというようなことで条例化をしているところもございます。この条例について

の検討はすることはあるのかどうか、それについてご質問いたしまして、これで私の質

問を終わらさせていただきます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   教育長、時久惠子君。 

○教育長（時久惠子君）    有元議員さんの２回目のご質問にお答えをいたします。 

  シチズンリテラシーの観点からというふうなことでございますけれども、現在学校、

保育園もそうですが、保育園、小・中学校におきましては地域の方々とつながるという

ことをとても大事にした保育だったり教育だったりを行っています。これは園や学校の

中だけで行って先生とだけのかかわりではなくて、実際場面をふやすというふうな観点

があったり、地域を愛する子どもを育てるというふうな観点もあったりして行っていま

すが、子どもたちは地域の方々と直接出会ってという場面で本当にこのあいさつの大切

さだったり、それから子どもたちが呼んだ地域の方だったりすると自然にあいさつが沸

き起こるという、そういう現実場面をたくさんつくりながら教育を進めているところで
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す。 

  先ほど、税のこともありましたが、租税教育も市のほうの職員においでていただく分

とか、それから県のほうから来ていただいたりして数校がそういう教育をしています。

それは、学校の教員との関係だけではなくて、やはり専門の方から実際現実の話を聞く

ことなどを通して本当に自分たちの生き方はどうかというふうなことを考える教育です

のでとても大事にして行っているところです。あいさつも同じで、実際そのあいさつが

直接なぜ必要かというふうなことを教員が話すだけでなくて、本当に働いている方とか

地域の方がお話をしてくださることが子どもたちの心を打ちますのでぜひそういう場面

を多く取り入れていきたいと思いますし、そうですね、あいさつだけで地域の方とか実

際場面で働いている方を呼んだ授業というふうなことでは、今まで多分それだけに限っ

てはできていなかったと思いますので、その要素もとても大事だと思ってお聞きをした

ところです。また、こう組み合わせながらになるかもしれませんが視点をしっかり持っ

てやっていけるようにまた呼びかけていきたいというふうに思っています。ありがとう

ございます。 

○議長（西村 成君）   物部支所地域振興課長、西村博之君。 

○物部支所地域振興課長（西村博之君）    有元和哉議員の２回目のご質問にお答えし

ます。 

  物部支所だけで判断をするわけにはいきませんので、関係課等と協議をいたしまして

検討するようにいたしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   有元和哉君の質問が終わりました。 

  以上で一般質問を終わります。 

  これで本日の日程はすべて終わりました。 

  本日はこれで散会します。 

（午前１１時４９分 散会） 
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議事の経過 

（午前 ９時００分 開会） 

○議長（ 君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２２人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりであります。 

  これから議案質疑を行います。 

  各案件は議案質疑の後、各常任委員会へ付託となりますので、議員各位は所属の委員

会に付託されていない議案についての質疑行うようにお願いしておきます。 

  日程第１、議案第８３号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）、本案に

ついて質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２、議案第８４号、平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３、議案第８５号、平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第

３号）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第４、議案第８７号、平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補

正予算（第２号）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第５、議案第８８号、平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補

正予算（第３号）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第６、議案第８９号、平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

２号）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第７、議案第９０号、奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第８、議案第９１号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正
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する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第９、議案第９２号、香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１０、議案第９３号、香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１１、議案第９４号、香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありま

せんか。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１２、議案第９５号、香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありません

か。 

「進行」という声あり 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１３、議案第９６号、香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定につ

いて、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１４、議案第９８号、香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定につい

て、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    ちょっとお伺いしますけれども、この旧物部地区ですよね、

これが残された経過というのは、過疎法、合併、なぜ５年間というその期限が切られた

かというのは過疎法が５年までと、もともとこれ過疎法の対応であったということであ

ったと認識をしていますけれども、過疎法が延長をされたんでひょっとそこら辺のこと

は考慮に入れて、そして、もしかしたらこれ地域審議会か何かでやることじゃないのか

なということも含めまして、その辺の対応についてお伺いをしたいと思います。 

○議長（ 君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   山﨑眞幹議員のご質問にお答えいたします。 

  この事業につきましては、もともとその合併前の物部で施行されておりました事業で

ございますけども、合併協議会の中でこのことについては議されて、当面その激変緩和

ということも含めて一定期間残すと。じゃあその残す期間についてはいかばかりかとい
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うところの議論としては、当時の現行過疎法の存続期間の中でという、そこが期限とい

うことで。ただ、４年とか５年とかいう合併の時期によって、合併の月日によって切る

と年度の途中になりますから現行過疎法の終了までという、すなわち年度でくくるとい

うがで括弧書きでされたというふうに認識をしております。現在その新しい過疎法が制

定されておりますけども、これは単純延長という言い方ではございませんで改正過疎法

と言っておりますから、やはり現行過疎法ではないという認識のもと合併協定に基づい

て期限を迎えましたので事業を終了したいと、こういうことです。 

  以上です。  

○議長（ 君）   ほかに。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）   合併協定に基づく、基づいてということで若者定住化、こ

の支援が今回その５年が経過したということで廃止となっておりますが、これまで物部

のほうでずっとやられておりました若者定住策として保育料の支援ですとか、それから

また在宅介護手当などももう軒並みに終了しましたが、やっぱり地域の特性というもの

もあろうかと思いますのでこういうふうに機械的に全部を平準化するというのは、これ

からの香美市のその地域づくりにとってどうかというふうな疑問があるんですがその辺

はいかがでしょうか。 

○議長（ 君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   お答えいたします。 

  ご指摘のところもひとつあろうかと思いますけども、一定その激変緩和措置として合

併後に残された制度でございますので、これはこれとして一たん整理をしておいて、香

美市としてですね新しい町のあり方の中でどういった支援をつくっていくかということ

は今後の作業だろうというふうに思っております。 

○議長（ 君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）   そしたら、これからのまちづくりの中で若者定住というも

のを考えていくと、そのときには当然香美市一円というか若者定住策については、そう

いうものも構想にあるということですか。 

○議長（ 君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   当然新しいその町としてこの町にふさわしい若者定住、

あるいは若者に限りませんけども人口増政策含めて考えていかなければならないという

ことはもう当然でございますので、そういった視点に立って今後の制度創設含めて作業

はしなければならないというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（ 君）   ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）   ちょっと答弁漏れがあったと思うんですけれども、これ調整

方針としては終わった後で新市で調整するということになってまして、その件に関連し
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て私地域審議会のマターではないのかということをちょっとお尋ねしたと思うんですけ

れどもその点について。 

○議長（ 君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   行政内部で調整をしてですね、これは一たん整理をしよ

うということを結果として今回こういう形で議案を出さしていただいております。で、

その後について大岸議員からもご質問がございましたような筋で今後は香美市として新

しいものを考えていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（ 君）   ほかには。 

○議長（ 君）   これで質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１５、議案第９９号、辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について、

本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１６、議案第１００号、香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する

条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１７、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定について、本案につ

いて質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）   １点だけお尋ねします。 

  この第３条に「林業事務所に分掌させる事務は、市長がこれを定める。」とあります

が、この事務の内容をご説明いただけないでしょうか。それで、議案第１００号との関

係で昨日自分が一般質問しました鳥獣被害対策などの事務は、この議案第１００号の産

業振興課の林業政策に関することのほうに移るのでしょうか。その辺のどういうふうに

なるのかご説明をお願いしたいですが。 

○議長（ 君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   お答えいたします。 

林業事務所におけます分掌事務については、現場事務に限定をして規則のほうで定め

ていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（ 君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（ 君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  以上で日程第１、議案第８３号から日程第１７、議案第１０１号までの質疑はすべて

終わりました。各案件は、お手元にお配りました議案付託表のとおり、それぞれ所管の

委員会に付託します。 

  お諮りします。付託しました各案件は１２月２０日までに審査を終えるよう期限をつ
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けることにしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（ 君）   異議なしと認めます。よって、付託の案件は、１２月２０日

までに審査を終えるよう期限をつけることに決定いたしました。 

  以上で本日の日程はすべて終わりました。 

  本日はこれで散会します。 

（午前 ９時１３分 散会） 
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議事の経過 

（午前 ９時０３分 開会） 

○議長（西村 成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２２人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりであります。 

  初めに、本日議会運営委員会が開催されましたので、議会運営委員会委員長から報告

を求めます。議会運営委員会委員長、前田泰祐君。 

  暫時休憩します。 

（午前 ９時０３分 休憩） 

（午前 ９時０４分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

○議会運営委員会委員長（前田泰祐君）   どうもお待たせしました。おはようござい

ます。本日議会運営委員会を開催しましたので、委員会の協議結果についてご報告をい

たします。 

  まず、追加案件については、本日委員会付託を省略し、本議会方式で議題とし採決す

ることに決定をいたしました。 

  次に、本日閉会後に議員協議会を開催することに決定をいたしました。 

  以上で議会運営委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 成君）   議会運営委員会委員長の報告を終わります。 

  日程第１、諸般の報告を行います。 

  市長から地方自治法第１８０条第１項の規定により、報告第２２号の専決処分事項に

ついて報告書のとおり報告がありました。 

  これから報告第２２号、専決処分事項の報告についての質疑を行います。質疑はあり

ませんか。 

  １１番、竹平豊久君。 

○１１番（竹平豊久君）   はい。報告第２２号について１点お聞きしたいと思います。 

  この件は、前々からこれは私も注目しながら見ておりましたが、いわゆるこのＢ保育

園はですね、いわゆる姉妹園という、なかよし保育園との姉妹園というようなことで、

それをベースに同等の規模の園設置でございますのでそこでまずかったところ、あるい

はよかったところ、総合的にふるい出してこのＢ園をやるというような認識でおりまし

た。そうした中でまた今回こうして追加報告で、またこれも「等」というような表現で

出ておりますが、そういったいわゆるこの同僚議員なんかもそういったことでいろいろ

質疑をしておりましたが、そういった経過はどういうふうな検証、検討をしながらやっ

てきたのか、そしてまた、これ今後ともまたこういったことが発生するんではないか、

そこのところをお聞きしたいと思います。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 
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○幼保支援課長（山﨑泰広君）   それでは、竹平議員のご質問にお答えをいたします。 

  確かになかよし保育園に続いてあけぼの保育園というのを建築をするということで、

なかよし保育園のときに建設中にあった大きい課題とかそういったことにつきましては

非常に精査をしもってやったところでございますが、ただ、新しい園をやるにつきまし

てですね、大きいところでいくと外の廊下側の出窓のひさしを長くとるとか、それから

グラウンドの位置とか、そういったものにつきましては反省の上に立ってやったところ

でございます。ただ、建設を進めていく中で常に使う側の保育士とか、それから保護者

との意見等も聞きまして、細かいところの調整がどうしても必要になりまして今回の補

正に至ったところですのでその辺のご理解をいただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １１番、竹平豊久君。 

○１１番（竹平豊久君）   はい。大体の説明はわかりましたが、そういった、いわゆ

るこの件につきましては当然今言われたような保護者の方々のご意見も酌んでやってい

かないかんと。これは我々から言わせれば当然それは準備の段階、そして設計段階、建

設段階、想定をされる問題ではなかろうかというふうに思います。できつつある現在進

行形の中で保護者の方々と再度協議じゃということは、まず特別な場合を除いてはない

というふうに私は感じるわけです。事前に当然こういったことは想定内のいわゆる中で

処理をしていくべきではなかったかというふうに思います。そういうことを自分思うに

つけて、また今後、今現在進行中で計画中ですが、またぞろ後から出てくるんでないか

というような心配もありますがそこのあたりは？再度確認をしておきます。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 

○幼保支援課長（山﨑泰広君）   はい。確かに大きい部分といいますかベースの部分

については最初のときの協議の中で反映しておりますけれども、建築をしていくと細部

の小さい部分については保育士の意見とかでより安全面を考慮した部分であるとかそう

いったこと、それから通気性の問題とかいうことを考慮いたしましてそういった変更が

今回出てきたわけです。今後、諸般の報告でもご報告させていただきましたように内装

の工事であるとか、電気設備とかいうことを進めていく中で、細かい点で例えば施工の

段階でここに電源をとっちょったほうがよりのうがえいというようなことがありました

らその部分はやっぱり変更でやっていくような形にならんといかんと思っております。

またほんで、もう少し細かい部分の変更は出てくる可能性はありますが、前にもご指摘

をいただいたような大きい変更につきましては十分精査をしておりますのでそういう心

配はないかというふうに思っております。よろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番、山﨑です。 

  だんだんでき上がってきてる中でですよね、丁寧な説明会等も開いて地元説明もして
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きた中ですが、やはり実際建物ができてきますとですわね、一番気にかかるのはやっぱ

り隣地との関係、一番身近な隣地等から保育が始まっていくとまたいろいろな要望が出

てくる可能性もありますけれども、実際現在のところ建築中に対しましてそういうご意

見、騒音の問題、騒音は工事がありますので当然でしょうけれども実際圧迫感があると

か、やっぱりもう少し塀を高くとか、そういうことは今のところはございませんか。そ

の点についてお尋ねだけしておきます。 

○議長（西村 成君）   幼保支援課長、山﨑泰広君。 

○幼保支援課長（山﨑泰広君）   はい。それでは、山﨑龍太郎議員のご質問にお答え

いたします。 

  現在そういった苦情とかいうものは１件も入っておりません。建築する前に一番隣接

する方については何回かご訪問もさせていただいて、目隠しのフェンスなんかも設置を

しておりまして、その高さについても時間をかけて協議をしてきたわけでございますの

で、現在のところそういった問い合わせとかいうことはあっておりません。 

○議長（西村 成君）   ほかに。 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで報告第２２号の質疑を終わりま

す。 

  日程第２、議案第８３号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）から日程

第１８、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定について、以上１７件を一

括議題とします。 

  これから各常任委員会の委員長の報告を求めます。総務常任委員会委員長、島岡信彦

君。 

○総務常任委員会委員長（島岡信彦君）   おはようございます。総務常任委員会委員

長、島岡です。今回正確な審査と経過報告をするために若干時間をとりますのでよろし

ゅうお願いします。 

  今期第９回定例会におきまして総務常任委員会が付託を受けました案件につきまして、

審査の経過と結果をご報告申し上げます。 

  総務常任委員会が付託を受けました案件は、議案第８３号、議案第９０号、議案第９

１号、議案第９２号、議案第９６号、議案第９８号、議案第９９号、議案第１００号、

議案第１０１号、請願第１号であります。 

  まず、議案第８３号であります。平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）に

つきましては、既に連合審査会で質疑が終わっていますので、採決の結果（後に「慎重

審査の結果」と訂正あり）、全員賛成により議案第８３号は、原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。 

  次に、議案第９０号、奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について、まず、執行部からの提案理由の補足説明を受けた後、質疑

に入り、「現在の指定管理者は。」との質疑に、「香美市商工会会長、寺村 勉氏で
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す。」「施設の欄で新たに香美市立物部歯科診療所が入るということですが、今までの

指定管理業務の中で支障はなかったか。」という質疑に、「夜間管理人を雇って管理を

してもらっている。修繕等は市のほうで対応をしているので問題はない。」との答弁。

「新たに物部歯科診療所が入るということによって今後指定管理者の変更の可能性もあ

るという認識でよいか。」という質疑に、「商工会とは協議はしている。前回は５年間

の指定管理であったが、話の中で３年間の管理委託ということで承諾をもらってい

る。」「物部歯科診療所はＪＲの跡地だったと思うが、賃借している跡地はどうなるの

か。」との質疑に、「跡地は市有地である。建物は取り壊し、跡地については未定であ

る。」 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成によ

り議案第９０号は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９１号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について、まず、執行部から提案理由の説明を受けた後、質疑に入り、「勤

務条件の多様化が含まれるということであるが、どういった状況が含まれるのか。」と

いう質疑に、「現在行政改革を進めており、職員数のスリム化等が行われている。一方、

臨時職員や非常勤職員の数がふえている。５年後はさまざまな分野に非常勤職員の方で

補ってもらう状況が生まれるかと思う。そうした際に労働条件等がきめ細かに定められ

ていることが必要になってくると思われる。現在の状況は、非常勤職員については条例

にあるとおりすべてが特別職扱いである。したがって、地公法の適用除外であるので身

分的には民間企業労働者と同一扱いである。今後そうした職員がたくさんふえるので身

分的にもしっかり文言を定めておく必要がある。」との答弁。「第２２条で「職務の性

質等を考慮して、任命権者が別に定める。」とあるが、これは本例等で定めるというこ

とか。」との質疑に、「条例が可決した後、規則を定めたいというふうに考えてい

る。」との答弁。 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成によ

り議案第９１号は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９２号、香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定について、まず、執行部からの提案理由の補足説明を受けたましたが、特段の質

疑もなく、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成により議案第

９２号は、原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

  次に、議案第９６号、香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について、

まず、執行部から提案理由の説明を受けた後、質疑に入り、「現在のところ市内に対象

物はどれくらいあるのか。また、大きさとか埋める場所によって違うみたいに書かれて

いるが、そういう状況も踏まえて説明を。」という質疑に対し、「今回改正する箇所に

ついては市内の対象箇所はない。市内で一番大きい貯蔵所は、佐岡にあるＪＡの屋外の

貯蔵所が１００キロリットルである。今回改正する箇所については、準特定屋外タンク



－9－ 

と特定屋外タンクと岩盤タンクとなっている。準屋外特定タンクは容量が５０立方から

１,０００立方、特定屋外タンクは１,０００以上となっている。ちなみに岩盤タンクと

は液体の危険物、重油などを貯蔵するので、規模が大きく億単位になるので今回市内に

対象物はない。」との答弁。 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成によ

り議案第９６号は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９８号、香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定についてを、

まず、執行部からの提案理由の補足説明を受けた後、質疑に入り、「今回も補正を組ま

れているということは条例に基づいて需要もある。合併協定には意見するものではない

が、もう少し延長させて、その経過によって新たな香美市全体で人口増施策を図ってい

くということであれば順序は逆でないか。また、現状でも使われている若者定住という

有意な施策、平成２１年度の決算でも１００万円くらい使われているという、そういう

結果を見るときこれを継続させ市の部分で発展させていくという、そういう発想は話に

出なかったのか。」という質疑に、「これは合併協定時の約束事である。一定期限をし

て激変緩和を図る策を講じてきたわけだが、この中山間での定住対策の必要性について

は物部エリアだけではなく全市的に必要である。合併協定時の期限を超して継続すると

なると新市における新たな展開を含めての調整となる。やるならばその地域審議会の中

で諮って広げていくことも含めて延長と考えなければならないかと思う。一定合併協議

でくくられている約束事を順守して今回廃止するということにいたした。定住対策ある

いは人口増対策というものについては急がれる施策を立てなければいけないが、このこ

ととそのことについては直接リンクするものではないという見解を持っている。新しい

香美市としてのスタイルとして定住対策、人口増加対策については、今後しっかり考え

ていかなければならない。こちらを先に決めてから廃止すべきではないかという見解は

それなりに受けとめたいと思っている。」という答弁。「一たんはこういった決め事で

この条例を廃止すると、そのかわり全市的な意味合いを持った対策につなげていくとい

う意味合いであろうかと感じたが、いわゆるかわりのもの、こうなったけれども香美市

としてはこういう姿勢で若者定住策の施策をとっていくということである。例えば高知

中央広域定住自立圈共生ビジョン、こうしたものを取り組んでこの定住策はまさに共生

ビジョンどおりの思惑で動いていくと思われるが、そういった方向に政策を向けていく

べきであろうと思うが、その点については。」という質疑に、「定住自立圏の過程も周

辺地域の振興についてはしっかり囲い込んでいるので、これから具体的な施策展開を充

実させなくてはならない。現段階では今持っている具体的な事業を掲載をしているけれ

ども新たな発想を持って新たな施策も取り込まなくてはならないと十分考えている。定

住自立圏については、これまでも説明してきたように現段階では新しい事業展開は考え

ていない。中心の高知市を含めて必要な施策展開をお互いに事業を起こして取り入れて

いくと想定している。これにかわるものをどう考えているかという質問があったが、例
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えば定住対策への支援や保育対策についても拡充をしている。浄化槽については、香美

市の浄化槽の助成があるのでその活用が考えられる。これまで議会の中でこんなことで

定住対策をすべきでないかという提案をいただいた。例えば家賃助成というものについ

ては前議会で話があったが、それよりむしろ家を建てることに対して一定の施策をする

ほうが定住対策につながるのではないかと思われる。そういったことも含め施策展開に

つなげるかどうか十分に検討していきたい。現段階はそんな考え方である。」との答弁。 

  その質疑の後、討論があるので、まず、初めに原案に反対の意見の討論がありますと

いったことから８番、山崎晃子議員より議案第９８号に対しての討論がございました。

原文をそのまま、「今議会に廃止が提案された「定住化推進事業」は、少子高齢化が進

んだ旧物部村で、仕事が少ないなどの理由から、若い世代の人口流出が続くことに歯止

めをかけるため、重要な取り組みとして実施されてきた事業です。５年前の町村合併に

際し、旧物部村で実施されていた取り組みは、「土佐山田町に制度が存在しない」とい

う理由で、在宅手当が廃止されていったのを皮切りに、若者定住化推進のための多くの

事業も、削減あるいは廃止を余儀なくされてきました。今回の条例廃止により、縮小さ

れながらも、かろうじて残っていた若者定住化事業の「結婚助成金・定住助成金・合併

浄化槽設置助成金・家賃助成金」などの全てが廃止されることになります。「平準化」

という聞こえのよい言葉のもと、地域の現状も考慮せず、廃止していく行政の取り組み

姿勢に、私は、大きな疑問と不安を感じます。「合併後５年で廃止するという協定」が

あったとはいえ、先の議会で紹介した「アンケート調査」でも明らかにした通り、山間

地域の実情を考えない取り組みに、物部の住民の多くが強い不満を持っているのは事実

です。そして、今や、少子・高齢化現象は物部だけの問題ではありません。現実に、香

美市全域に少子・高齢化の波が押し寄せ、若者の人口減が毎年のように進んできており、

物部の人口は２,４００人台、香美市全体でも約２万８,０００人に激減しています。こ

のまま、若い人の減少状態が続けば、これからの香美市の「まちづくり」や「地域活性

化」の取り組みに、深刻な状況を及ぼすことは確実です。このような時にこそ、「若者

定住化推進事業」を更に強化するべきであり、「合併協定だから」と短絡的に廃止すべ

きでないと考えます。以上の理由から、今後は、物部を「モデル地区」として、この事

業を継続し、更に、香美市全域に拡大していくことを提案しまして、「議案第９８号」

への反対の討論といたします。」。 

  次に、賛成の討論についてはございませんでした。 

  採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、賛成多数により議案第９８号は、

原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９９号、辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について、まず、

執行部からの提案理由の補足説明を求め、質疑。 

  「この路線はたびたび落石があって非常に危険な箇所であると認識している。できる

だけ早急に対応していただきたいがどういった工事内容か。」という質疑に、「延長が
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１１０メートルでその内容については土質等の調査もあるが、今の時点での計画につい

ては１１０メートルの延長のうち８０メートルが１０センチのモルタルの吹きつけを考

えている。平均の高さが１５メートルなので１,２００立米になる。土質の悪いところ

については１０メートルあり、平均の高さが３２メートルで９６０立米の法枠工法で治

山を補強するようにしている。」「事業費の予算は５,２００万円ですが、今回の補正

で工事費が４,０００万円の委託料が８００万円とありますが、当初予算に４００万円

あった。」という質疑に対し、「辺地債については基本的に充当は１００％という原則

であるが、総枠の関係で満額借りれない場合がある。そこで、その数字については、借

り入れのぐあいを考えて予算計画を立てている。」との答弁。 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成をも

って議案第９９号は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第１００号、香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する条例の

制定についてを、執行部から提案理由の補足説明を受けた後、質疑。 

  「現行においても課と課の連絡が機能していない部分もあるという、あわせて組織は

生き物であるので常に見直していくという答弁もあった。背景には物部の住民から署名

等もあったと伺っている。その署名が林政課を存続させるような要望であったと聞いて

いる。実際のところ行政として受けとめてどのような動きをしたのか。そして、質問等

で気になったのは、産業振興課というのはどのような見解なのか。」という質疑に、

「誤解を生じてはいけないので断っておくが、連携が機能していないという部分につい

ては、まず基本はくくられたそれぞれの課の業務として十分に執行している。ただ、今

回の時流の中で横の連携がどうしても求められる。行政の連携だけでなくそれに関わる

団体との連携、調整が必要である。スピードアップと機能向上、この２つの側面から今

回産業振興課としてくくることにした。作業の過程で物部町の住民の方々１,２１７名

が林政課を残してほしいと要望が出されたわけだが、行政全体として見たとき林政課と

いう形で残すということが組織運営上いいのか、これからの行政の目標を達成していく

上でいいのかということも含め議論した。やはり林政課の持っている業務を１つの産業

という部分の位置づけをしたならば、政策の中で織り込んでいく部分として政策部門の

集合によってしっかり位置づけしていく必要があるだろう。独立していればいるだけの

メリットもあるかもしれないが、今回はそのメリットを超して一緒にすることによって

その中で政策を織り込んでいくというメリットも大きいということに位置づけた。地域

の皆さんの思いは思いとして受けとめながら組織再編をさせてもらった。」との答弁。

「先ほど聞いた中でそういう思い入れがあってやったというのが十分にわかる。実際大

きな課になったときは機能するのかと考えたときに、課長がマネジャー的役割をすると

いう部分が発生したときに、見直しとかいうことも踏まえて今後一定の期間を置いて常

に諮っていく気持ちがあるのか。」という質疑に、「指摘にあるように問題を持ってい

ないというわけではないので、あえて私のほうからは組織は生き物であるということと、
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もう１つは、この組織再編が１００点満点である認識ではない。現段階でこういう形を

もって香美市の市政施行と考えていきたいとの再編である。一般質問でも特に産業振興

課の再編は危惧されるものがあるという話があったが、一つは、組織的な対応でこの危

惧に対応すべきだ。これは今話にあったように人事面からの対応からも考えられる。職

制を含めた体制の面からもこのことへの対応を考える必要もあるだろうというふうに思

っている。常に組織はそういったことで人事というものがありますから、その反面での

配慮が当然されるべきであろうという認識である。次に、属人的な考え方でいいますと、

課長はマネジャーなのでこのマネジメントはどうするかということをしっかりとくくれ

ば、事務量が多くなろうが余りこれに影響を受けるものではないだろうと考えてい

る。」「組織再編をしてうまくいかなければすぐ見直すかいうことは。」と問われると、

「仕事をする部分でどうしてもうまく機能できなければそこは考える必要はあろうと思

われる。組織は人なりというぐらいのものであるから、そこに仕える身としてしっかり

やるべきであろうと思っている。なせばなるなさねばならぬとの思いで仕事に向かって

いきたいと、いくべきであろうという判断である。そのことも踏まえてうまく機能しな

い部分があるとするならば柔軟な姿勢で組織を見直すべきだろうし、そうすることが市

政の運用を円滑にしていく道だろうという認識は常に持っている。」と答弁。「今から

重要になってくるのは、これを統括する管理職が大事だと思う。これのいかんによって

この機能がうまくいくかということになってくるのではないかと思う。マネジメントと

プレーヤーという言い方をしたが、字のとおり管理する職員が管理職である。管理職は

事務方の細々としたことをやっているのではなく総括して指示をしていく。もう１つの

役割は、市長、副市長の思いや施策をよく課員に周知、伝達して動かすように持ってい

くべきではないかと、そうしないとせっかくつくった機能がうまく回っていかないので

はないか。」という質疑に、「指摘のとおりである。今回大幅な組織再編をするわけで

ありますが、管理職の動きが一番問われるものである。そうした部分については、人事

も含めて十分考えていかなくてはならない。同時に香美市となって５年が経過するわけ

だが、そうした中で香美市特有の持っているものがあるので、そうしたものを含んで推

進していくことが必要だと思っている。器はできても中身が伴わなければそれこそ何も

ならないので十分に検討しながら進めていきたい。」との答弁。「地域交通のことを重

点的にやっているということだが、それはどこに入るのか。まちづくり推進課に「その

他まちづくりに関する」という１項は要らないのか。上下水道課は、水道のほうは香美

市水道事業及び工業用水道事業の条例でくくられているが、表現的には上下水道課の中

に下水道に関することと浄化槽に関することだけでいいのか。工業用水や水道のことは

記載していなくていいのか。」という質疑に、「地域公共交通のことは、これはまちづ

くり推進課のまちづくり推進班の公共交通係に位置づけている。まちづくりについては、

その他まちづくりは要らないのかということであるが、この条例に沿って今度細かく事

務規定を作成することになっている。そのときに細かい事務については入れることにな
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る。その他まちづくりというとすべての課にまたがっている。逆に「その他」という入

れ方をすることで全部そこでしなければならなくなるというふうに解釈されると困るの

でそういう入れ方は避けたい。上下水道課の件は、上水道あるいは工業用水について別

途に規定してあるので、市庁部局に属する下水道部分は位置づけておいて、ここから上

水道部分の管理者については事務委任をするという格好になる。ここには上水道や工業

用水のくくりは出てこないが、この組織再編については下水道をそういう位置づけに持

っていくためにこういうくくりにしている。」との答弁。「産業振興課の林業政策に関

する林政係のことだが、現場以外の林政政策に関することについては。」という質疑に、

「林業事務所では現場に係る部分だけ、例えば林道とか治山とか現場事務を考えている。

産業振興課の中で林政事務を持つことについては、これまで鳥獣飼養の登録は本庁が持

っていた。有害鳥獣対策に係ることについても鳥獣飼養のことと一緒にすべきだという

ことで産業振興課の総務班に位置づけることにしている。林政係については、林業の振

興、企画及び調整に関すること、林業団体の育成、連絡調整、林業総合センターの支援、

施設の管理、造林施策、基幹生活道に関すること、そういった政策的な部分に重きを持

って産業振興課の農政班のほうに取り組むようにしている。明確に作業を分担してい

る。」との答弁。 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成によ

り議案第１００号は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定について、執行部からの提

案理由の説明を受けた後、質疑に入り、「高知県には森林管理署が安芸、中部、嶺北、

四万十とあるわけだが、その四万十市の中にも西土佐があり、香美市と似たような林業

事務所があって機能しているのか。」という質疑に、「独立した林業事務所を持つのは

香美市だけだと思っている。例えば四万十市における森林管理署は中村にある、中山間

の中心にあるという状況ではない。したがって、片側に置く必要があるかないかは四万

十市の判断であろう。香美市の場合では大栃に森林管理署がある。常にリンクして事業

が行われているわけではないが、何かの折には関連を想定して事務遂行機能を持ったほ

うがよいという判断で物部のほうに置きたいと提案している。」との答弁。「主な森林

管理署が物部にあるという状況の中で事務所長と森林管理署といろんな話をするのか。

それとも林政係が本庁にあるが、そういった政策的な部分が見えない。それと、鳥獣の

部分で実際現場事務をと言われたときにどういうふうになるのかわからない。」という

質疑に、「国との関連でいうと、香美市が明確な縦割りで対応するということは言い切

りはできないが、感覚的に四国の営林という政策的なものを持っているのは高知市にあ

る。あくまで物部地域という現場を支える部分として国の機関を置いている。政策機能

的な部分としては産業振興になるので高知とのイメージ、現場については物部と関係の

イメージを持っている。一概に縦割りで高知、産業振興課、物部森林管理署と林業事務

所とではくくり切れない。やはり現場重視でそこにあるということからすると、どうし
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ても重きはそこにあるという認識である。それから、鳥獣対策であるが、林政課の事務

として持っていたが実際各支所や係がやっているのでさほど不自由は感じないという認

識である。鳥獣対策は、政策的には大きな部分を占めているので産業振興課に位置づけ

てくくっていくべきだろうという観点からこちらに分掌をさせることにしている。」と

の答弁。「住民サイドではわかったが、職員サイドについて鳥獣対策の職員がさまざま

な作業的な現地のことを踏まえると常にどこにいるのか。」という質疑に、「現在そこ

の職員はこちらに移ると認識している。」「そこにロスは生まれないか。」という質疑

に、「支所との関係を強くするとロスというものが生まれてくるとは思わない。支所の

中でしっかりと業務は扱っていこうということができれば、現場の事務は鳥獣害に限っ

て言えば対応ができると思う。現場と政策は表裏一体と言われればそうかもしれないが、

今は横の連携を重視して政策課題に向き合いたいという思いを持っている。１００点満

点ではないが、そういう思いを持って今回の組織再編をしている。」との答弁。「条例

で林業事務所を設置するに当たり指揮命令系統が大事になってくるがどうか。」という

質疑に、「政策と現場を分けての組織再編ということからすると、産業振興課長と林業

事務所長とは常に不離一体の関係で行政執行に当たってもらうことになる。臨機応変に

対応しなければならない部分についてはしっかり双方で連携し、通常の指揮命令系統で

動くものだろうと思っている。」との答弁。「現在の林政課の存続を地域住民が署名を

やった経過もある。そういったことを踏まえ別立てに条例で設置をつづったのは、地域

の住民の思い、課題というものを反映したということでいいのか。」という質疑に、

「地域の思いと行政の姿勢を明確にするということで、こうした独立した条例を立てて

事務所の設置ということになるのでご理解いただきたい。」との答弁。 

  以上、質疑の後、採決の結果（後に「慎重審査の結果」と訂正あり）、全員賛成によ

り議案第１０１号は、原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

  済みません。すべての議案の報告で「質疑の後、採決の結果」と発言いたしましたが

「慎重審査の結果」と訂正いたします。 

○議長（西村 成君）   次に、産業建設常任委員会委員長、千頭洋一君。 

○産業建設常任委員会委員長（千頭洋一君）   おはようございます。６番、千頭でご

ざいます。１２月１７日、出席委員７名で定足数に達しておりましたので産業建設常任

委員会を開催いたしました。 

  付託をされました審査案件は、議案第８４号、議案第８５号、議案第９４号、議案第

９５号と陳情第１３号の議案４件と陳情１件で審査を慎重審議で行いましたので経過と

結果についてご報告いたします。 

  議案第８４号、平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）を議題

とし、審査を行いました。まず、執行部からの提案理由の補足説明を受けた後、質疑に

入りました。 

  別に質疑もなく、採決の結果、議案第８４号は、全員賛成をもって原案のとおり可決
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すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第８５号、平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第３

号）を議題とし、審査を行いました。まず、執行部から提案理由の補足説明を受けた後、

質疑に入りました。 

  質疑として、「起債対象事業と国庫対象事業となった場合の行政のコストについて

は。」との質問に対し、「工事自体は全く同じである。国庫事業については、１０分の

４は国庫補助金で残りの１０分の６のうち９５％が起債対象、５％については一般財源

になる。起債事業については頭から９５％が起債対象で国庫補助は除かれるということ

で、可能な限り国交補助を入れていきたいが、末端の取りつけ管の場所等により起債対

象事業になることもある。末端で１個しかない場合となれば準単独事業となる場合もあ

りケース・バイ・ケースである。」と答弁。「単独事業は市の一般財源による事業であ

るか。」の問いに対し、「そのとおりである。」と答弁。 

  ほかに質疑もなく、採決の結果、議案第８５号は、全員賛成をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９４号、香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定についてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部から提

案理由の補足説明を受けた後、質疑に入りました。 

  質疑として、「利用料金は、指定管理者に委託された場合、これを使用料としている

と別に納めなければいけないかと読めるから利用料金としての収入になり、使用料とし

ての管理者への、市の収入にするのか。」との問いに対し、「１０月の改正時点では

「使用料」を「利用料金」と読みかえるとなっていたが、「利用料金」と読みかえてし

まえば現状香美市は「使用料」として収入になっている。「利用料金」となってしまえ

ば指定管理者の収入になり香美市の収入にはならなくなるので平成２２年度の予算とし

ては現状に合わなくなる。「使用料」を「利用料金」と読みかえない、削除することに

より「使用料」、「利用料金」どちらも選択することができる。」と答弁。 

  ほかに質疑もなしと認め、採決の結果、議案第９４号は、全員賛成をもって原案のと

おり可決すべきものと決定いたしました。 

  次に、議案第９５号、香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定についてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部から提案理

由の補足説明を受けた後、質疑に入りました。 

  別段質疑もなく質疑なしと認め、採決の結果、議案第９５号は、全員賛成をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

  以上で産業建設常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 成君）   次に、教育厚生常任委員会委員長、依光美代子君。 

○教育厚生常任委員会委員長（依光美代子君）    おはようございます。１３番、依光

美代子でございます。教育厚生常任委員会の報告を行います。 
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  今期定例会に教育厚生常任委員会が付託をされた審査案件は、議案第８７号、議案第

８８号、議案第８９号、議案第９３号の４件であります。以下、審査の経過と結果を順

次ご報告いたします。 

  最初に、議案第８７号、平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正

予算（第２号）を議題とし、執行部より提案理由の補足説明を受け、質疑に入りました。

「今回の主な補正は、保険給付費の１０月末までの動向を見て３月末までの予算を修正

するものです。」とのことでした。 

  最初に、「出産一時金について。」の問いに、「当初予算では３０人分を予定をして

いたが、１０月末で２８人となり１０月だけでも６人と相当ふえている。後半期を少し

多目に４０人として４２万円掛ける４０人で１,６８０万円を補正するものです。」次

に、「医療費が年々増加している。高齢化と比例して増加するのはやむなしと考えるの

か。また、健康づくりについてどう考えるのか。」との問いに、「医療費は毎年数％上

がっている。被保険者数はほぼ変わらないが、医療費の増加は高齢化が進んでいるから

である。また、高額医療の最大の要因は透析患者であり医療費は年間約６００万円必要

である。早期発見に努めることで医療費の抑制ができるので、今年はここに力を入れク

レアチニン検査を追加している。医療費の抑制はなかなか難しく特効薬はないのではな

いかと考える。」次に、「香南市では、医療費の増加の要因は医療の高度化による高額

医療が多いと言われ、安芸市では、肺炎で亡くなる方が多いので肺炎を予防するため肺

炎球菌ワクチン接種に取り組んでいる。重症化しないうちに早目に治療を受けることや

予防医療の徹底、手元に保険証があること。そして、疾病別の分析を行い、それに合っ

た手当をすることが必要ではないか。」の問いに、「病気に対し早期発見、早期予防が

必要であるので検診の勧奨に努めていく。健康づくりについても原課にはスタッフがい

ないので健康づくり推進課にお願いをして事業を行うことを検討していかなければなら

ない。」「国保の被保険者数はどのぐらいか。また、若いうちの手だてが必要ではない

か。」の問いに、「約８,０００人である。若い年代４０歳代から５０歳代をターゲッ

トにした健康づくりに取り組めば効果は上がると考えている。」。 

  以上で質疑を終え、審査の結果、全員賛成をもって議案第８７号は、可決すべきもの

と決定しました。 

  議案第８８号、平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算（第

３号）を議題とし、執行部より提案理由の説明を受け、質疑に入りました。「今回の主

な補正は、１０月末までの給付費動向を見て３月末に向けた上限の抑制予算である。」

と補足説明がありました。 

  最初に、「介護サービス給付費の負担割合について聞く。県支出金は４分の１ぐらい

か。」の問いに、「事業によって違う。介護サービス給付費の負担割合は、国が２５％、

県が１２.５％、市が１２.５％、そして第１号被保険者が２０％、第２号被保険者が３

０％です。また、地域支援事業２事業については、負担割合が少し違っており国が４
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１％、県が２０.５％、市が２０.５％、そして第１号被保険者が２０％である。」次に、

「議案８８－１９ページの特定入居者介護サービス費の県と市の金額が違うが負担割合

の率が違うのか。」の問いに、「基本的には率は一緒ですので県と市の負担割合は同じ

である。しかし、国が調整交付金として多くくれるときは市の負担分で調整をするので

一般会計からの額は少なくなる。調整交付金は年度によって若干違ってくる。そのとき

は市の負担分で調整をする。」。 

  以上で質疑を終え、審査の結果、全員賛成をもって議案第８８号は、可決すべきもの

と決定しました。 

  次に、議案第８９号、平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算(第２

号）を議題とし、執行部より提案理由の説明を受け、質疑に入りました。 

  最初に、「新高齢者医療制度の骨格が決まったと新聞報道がありましたが、新医療制

度になると会計はどこが行うのか、県ですか、または広域連合組合か。」との問いに、

「まだはっきりしていない。実施は２年先ですのでそれまでには具体的に決まると思う。

保険料の徴収事務は市の窓口と思います。」。 

  以上で質疑を終え、審査の結果、全員賛成をもって議案第８９号は、可決すべきもの

と決定しました。 

  議案第９３号、香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定についてを議題とし、執行部より提案理由の説明を受け、質疑に入りました。 

  格段の質疑もなく、審査の結果、全員賛成をもって可決すべきものと決定しました。 

  以上で審査を終え、教育厚生常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村 成君）   これで常任委員会委員長の報告を終わります。 

  これから常任委員会委員長に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから議案第８３号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号）を採決をい

たします。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長の報告のとおり決定す

ることに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８３号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  これから議案第８４号、平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 
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（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８４号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  これから議案第８５号、平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第３

号）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８５号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８７号、平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予

算（第２号）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８７号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８８号、平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予

算（第３号）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８９号、平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８９号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９０号、奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 



－19－ 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９０号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９１号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９１号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９２号、香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９２号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９３号、香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９３号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９４号、香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９４号は、委員長の報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９５号、香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ
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て、議案第９５号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９６号、香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定についてを

採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９６号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９８号、香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定についてを採

決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。賛成多数であります。よっ

て、議案第９８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第９９号、辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定についてを採決し

ます。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第９９号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第１００号、香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する条例の

制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第１００号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第１０１号、香美市林業事務所設置条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第１０１号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  お諮りをします。日程第１９、議案第１０２号、香美市交通安全対策会議条例の一部
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を改正する条例の制定についてから日程第２５、意見書案第１９号、中山間地域の衰退

防止と獣害対策を求める意見書の提出については追加案件であります。会議規則第３７

条第３項の規定により委員会の付託を省略したいと思います。これにご異議ありません

か。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 成君）   異議なしと認めます。よって、日程第１９、議案第１０２号

から日程第２５、意見書案第１９号までの案件は、委員会の付託を省略することに決定

しました。 

  日程第１９、議案第１０２号、香美市交通安全対策会議条例の一部を改正する条例の

制定についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    議案第１０２号を提案させていただきます。 

  香美市交通安全対策会議条例の一部を改正する条例の制定について 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市長 門 槇夫 

  香美市交通安全対策会議条例の一部を改正する条例 

  香美市交通安全対策会議条例（平成１８年香美市条例第２４号）の一部を次のように

改正する。 

  第３条第５項第２号中「南国」を「中央東」に改める。 

  附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 

  提案理由 

  高知県南国土木事務所は、高知県中央東土木事務所に名称変更しているため、条例を

改正するものです。 

  １２月議会に入ってからこの条例を見ておりまして気がつきまして、気がついた段階

で正そうということになりまして、申しわけないですが今回追加で割り入れらさせてい

ただきました。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから議案第１０２号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第１０２号は、原案のとおり可決されました。 
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  日程第２０、議案第１０３号、香美市暴力団排除条例の制定についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    提案させていただきます。 

  議案第１０３号、香美市暴力団排除条例の制定について 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市長 門 槇夫 

  香美市暴力団排除条例 

  内容は省かせていただきます。 

  提案理由でございます。 

  暴力団の排除に関し、県と市町村が連携し、及び協力して推進するために、本条例を

制定するものでございます。 

  どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    ２点お尋ねをいたします。 

  １点は、暴力団排除条例ということですが、暴力団をどういうふうにだれが規定づけ

をするのかということです、１点は。この第２条の（２）の中に暴力団員は「法第２条

第６号に規定する暴力団員をいう。」とありますが、この法第２条第６号の内容はどん

なものなのか、これに暴力団の規定も入っているのかどうか、それが１点と、次の（次

の）ページの第１０条、青少年に対する教育等のための措置等の中で、「適切な措置を

講ずるものとする。」、この「適切な措置」というのはどのようなものを想定してます

でしょうか。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）   暴力団につきましては、今、議員のほうから説明をさ

れた内容によるわけですけれども、現在暴力団対策法に基づく指定暴力団ということで

これを対象にいたしております。現在暴力団につきましては、約８万人ほどの者がいる

ようでございまして、構成をする者、準構成をする者合わせて８万人程度ということで

平成１２年以降余り上下がなく進んでおりまして、反社会的な存在として市民の生活を

脅かしておるところでございます。 

  また、子どものことにつきましては、これはあくまでも啓蒙的な立場から取り組みを

進めていこうというものでございます。 

  以上でございます。 

○議長（西村 成君）   ほかに。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    指定暴力団であるということなのですが、それであればこ

の「香美市指定暴力団排除条例」の制定についてとかいうふうに「指定」を入れる必要
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性はないのかどうか、その辺はどうでしょうか。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    本条例につきましては、県がこの９月に制定しました

暴力団排除の条例と連携してやるものでございまして、県のほうにつきましてはそのよ

うな説明をされておりまして、我々といたしましては広く暴力の排除ということにかか

わって行うものだというふうに考えております。 

○議長（西村 成君）   ほかに質疑ありませんか。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番。 

  今、総務課長が説明されたように県が９月に条例制定されたということですが、県の

条例でですわね１点、事務所の開設が学校等から２００メーター以内にはつくらせない

みたいなことが書いてたというふうに思いますけど暴力団事務所の開設についてですね、

実際はそういう事務所が２００メーター範囲以外にできても香美市は困りますわね。そ

ういうところは、厳しいくくりというものは暴力団事務所の開設等について、暴力団事

務所のね、開設等についてはくくりは考えなかったのか、その点を少し確認をさせても

らいます。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    今言われましたように県のほうでも９月に条例を制定

されております。この条例の中には罰則規定がございますので相当厳しく規定をしてお

るわけです。罰則を適用する以上は条例の中に細かなことを加えておく必要があるとい

うことで詳しく載っておりますが、私どもの、この種の条例につきましては県との連携

ということで、そうした市民との機運を高め、そして市ができる取り組みを進めていこ

うということでございますので、非常に罰則規定までは定めてない、市民の義務を余り

強化をしてはいないということでございます。 

○議長（西村 成君）   ほかに。 

  ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    文章の第１１条と、ここは「市民」となってますが「市民

等」ではないでしょうか。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    議員のご質問の内容が十分よくわかりません。「市民

等」でなければならないという理由につきまして教えていただけたら答弁したいと思い

ます。 

○議長（西村 成君）   ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    はい。山﨑です。この条文を読みますと、「暴力団の威力を

利用する目的で、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対し、金品その他の財産上の利

益の供与をしてはならない。」利益の供与をしてはならないのが市民だけと読みます。
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「市民等」ということは事業者も入っておりますから、この条文から見ると事業者はそ

のような利用をしないのか。そして、その下ですけれども、両方とも利益の供与ですね、

暴力団もしくは暴力団員に対して利益を供与すると、するかもしれないと予定されてい

る、認識されている者が市民だけでしょうかということでございます。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    議員が想定されているのは、企業等が団体を利用して、

する場合があるのではないかと、企業などが暴力団に便利供与を図るような場合がある

のではないかというご指摘だというふうに思いますが、ご承知のとおり団体あるいは企

業等につきましては暴力団の介入を防止するための暴力団排除条項というものが定めら

れることになっておりまして、それぞれが契約等の中にそれをうたい込むような取り組

みをいたしております。また、本県におきましては、みかじめ料の防止などそういった

取り組みがされておりまして、ここに指定をしておりますところは「市民」ということ

に限定をさせていただいておるところでございます。 

○議長（西村 成君）   はい。ほかに。 

  ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    ということは、ここにわざわざ書き込む必要がないというご

認識でしょうか。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    お答えします。 

  確かに第５条のところにおきましては、「市民等の責務」というふうにうたわれてお

ります。そこにつきましては、それぞれ詳しくそこのところにつきましては第３項まで

定めまして市民等というふうな解説をいたしておりまして、この中に含まれておるとい

うふうに理解をしております。 

○議長（西村 成君）   ほかには。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番。 

  一定、なぜ追加議案という形になったのかと。何か９月に県ができてて、それと調整

するにしても期間的にいったら議会の頭のときに出ておいても不思議じゃなかったんで

すが、何かその中身で懸案事項とかあられたのか、その点少し確認しておきます。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    この時期に提案したことにつきましては、本市としま

しては県と連携をして取り組みを進めるということで近隣の自治体とも足並みを合わせ

て取り組みをしようと、県下が一斉に立ち上がるのがいいんじゃないかということで私

どもとしては足並みをそろえようということでいったわけですけども、南国市が３月、

そして香南市が本会議へ１２月にかけるというふうな、少しずれましたけれどもやはり

内容からいたしましても１日も早く条例を制定したいということでこの時期になったわ
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けでございます。特に意図はございません。 

○議長（西村 成君）   ほかに。 

  １６番、片岡守春君。 

○１６番（片岡守春君）    １６番、片岡です。 

  香美市には暴力団員という方はいるとの認識がどうかお尋ねする。 

○議長（西村 成君）   総務課長、法光院晶一君。 

○総務課長（法光院晶一君）    認識のお話でございますので、警察のほうで聞かなけ

ればわからないというふうに思います。 

○議長（西村 成君）   ほかには。 

「進行」と言う声あり 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」と言う声あり 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから議案第１０３号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。 

  全員賛成であります。よって、議案第１０３号は、原案のとおり可決されました。 

  １０分間休憩します。 

（午前１０時２３分 休憩） 

（午前１０時３３分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  日程第２１、議案第１０４号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第４号）を議

題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。財政課長、後藤博明君。 

○財政課長（後藤博明君）    それでは、私のほうから議案第１０４号について提案さ

せていただきます。 

  議案第１０４号、平成２２年度香美市一般会計補正予算（第４号） 

  平成２２年度香美市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

  第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８９４万７,０００円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６９億３,８１４万８,０００円とする。 

  第２条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正｣による。 
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  平成２２年１２月２１日提出、香美市長 門 槇夫 

  提案理由 

  国の補正予算に伴う木造住宅耐震改修費補助金の追加等により変更が生じたため、補

正予算を調製したので、地方自治法第２１８条第１項の規定により提案する。 

  第１表の歳入歳出予算補正、歳入歳出予算事項別明細につきましては、議案１０４－

１３ページの提案説明書を朗読させていただきまして提案とさせていただきます。 

  今回の補正予算の規模は、歳入歳出予算の総額に８９４万７,０００円を追加し、歳

入歳出予算それぞれ１６９億３,８１４万８,０００円としました。 

  概要は、歳入では社会資本整備総合交付金の追加、歳出では、木造住宅耐震改修費補

助金の追加が主なものとなっています。 

  今回の補正につきましては、主に防災、耐震関係の分が国の補正予算で成立されまし

て、それが先に可決いただきました第３号の調製期間に間に合わなかったために今回の

提案とさせていただきました。よろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番、山﨑です。 

  実際国で決まって今回の補正ということですが、年度末までにこの木造の耐震の改修

を実際市民にどういうふうにお知らせして行っていけるのかなと。期間も限られていま

す、そこのところが大変気になるところですがその点をお尋ねします。 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    山﨑龍太郎議員のご質問にお答えいたします。 

  本当に期間的に年度が迫っておりまして、本当はこんなせっぱ詰まった補正をしても

らいたくないところなんでございますが、そういうふうに国のほうで決まって通知が来

ましたので、住民のプラスになることですので実施をいたします。その期間ですが、県

のほうから来た通知によりますと具体的に１月４日から１月３１日の間に募集をしなさ

いと。その後いろいろ手続がありまして、採択した通知書を出すとか、年度内に耐震診

断をしていただくことを条件にするとか、そして、これは繰り越しが可能でありまして、

当然期間的に改修をするような期間がございませんので採択をした後この上積みの分、

通常６０万円が補助でいっておりますがプラス３０万円の上積み分、それを平成２３年

度へ繰り越して平成２３年度で改修工事をすることができると、そういうようにちょっ

と変則的な補助金になっております。 

  それで、住民の方へのお知らせは１月４日発行の広報時に回覧で各自治会へ回すこと

と、それからインターネット、ホームページでお知らせをする。 

  ちょっと待ってください。なかなかわかりにくい、自分たちも理解するのになかなか

時間かかったんですが、改修に６０万円、プラスして３０万円、計９０万円で改修がで
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きるわけですが、その平成２２年度で国の補正予算がついたその３０万円で、まだ本体

の母体分の６０万円につきましては平成２３年度予算で計上しなさいと。ほんで、平成

２２年度から持っていった、繰り越しした３０万円と、平成２３年度で採択されておれ

ば確約されるわけですが平成２３年度で６０万円がつくと、合計９０万円で平成２３年

度に実施すると、そういうふうになっています。 

  実際この事業は通年、例年やってるのは１２月に締め切っております、残り３カ月で

工事を済ませていただかないかんので。しかし、この経済対策はこういうふうな状況で

来ましたので、１月中に募集して、採択をして、繰り越しをして、平成２３年度にその

採択された方は３０万円をプラスして工事をしていただくと、そのようになっています。 

○議長（西村 成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    関連して伺います。 

  丁寧な説明と言いたいところですがわかりません。 

（笑い声あり） 

○１４番（山﨑龍太郎君）    繰り越しが可能ということをまず確認。 

  ほんで、もう１点は、１月４日から１月３１日に募集がなかったときどうなのか。 

  それから、基礎の部分の６０万円は平成２３年度の予算で対応するということを言わ

れましたかね、今、その点も少し意味がわかりません。今年は満額、その６０万円の分

は耐震改修は使ったわけですか、そうしたら。今年の部分の６０万円とこの補正で決ま

った３０万円の９０万円で耐震改修ができると、その補助に基づき耐震改修ができると

いうことなのか、その点、再度確認させてください。 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    済みません。本当に自分たちもこの２日間ばあでば

たばたして、県と連絡を取り合うてその理解に努めたわけですが、ちょっとご質問の、

順不同になるかと思いますが、１つは、１月３１日までに申し込みがなかった場合とい

うことですが、その３月末までにいろいろ手続を踏まないかんとことがありまして、ま

ず１月末までにこの上積み分の申請を、上積み分の受けたら当然本体分もくっついてく

るわけですが、この３０万円分の上積み分の申請を、改修工事をするということで申請

を受けたらそれの採択決定通知を出しまして、その後耐震診断をしていただいて、その

診断がこのお家は弱いと、補助の対象になるということが今年度中に証明されないかん

わけですけど、１月末で締め切って採択通知を出します。そして、その繰り越しを決定

せんといかんのは、３月議会へ繰越明許が出せるようにするわけですが、県のほうから

文書として１月４日から１月３１日までの募集期間とするということで来ております。 

  それから、繰り越しが可能かどうかということですが、今年度中に採択を受けて診断

をしていれば繰り越しができると、そのように通知が来ております。 

  済みません。もう１回、不十分なところをご質問をお願いします。 
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（笑い声あり） 

○議長（西村 成君）   １４番、山﨑龍太郎君。 

○１４番（山﨑龍太郎君）    １４番。 

  私が聞きたいのは、まず基本はやっぱり不用額を生まないようにということが基本線

にあって聞いているわけですよね。実際、今、課長の話では、診断を１月３１日までに

手続したらそれからまた診断にかかるというふうなこと、そういう観点であるんやった

らもう耐震診断はしてるけれども補修改修していないところってありますよね、かなり

市内にも、耐震診断はしているけれども改修工事はしていないという方に直接案内をか

けるとかね、そういうことをしたほうが事務的にはいいんじゃないだろうかというふう

に思います。この３０万円を上乗せした部分で新たに耐震診断をして、それからまた耐

震改修をという手続ももちろんできるということは今伺ったんですが、現在までに耐震

診断はなされたけれども耐震改修はなされてないという方にこういう制度ができたので

今回のチャンスを見逃さなくて耐震改修工事をやりませんかと、９０万円まで出ますの

でね。そういう案内をしたほうが予算が消化できる方向になるというふうには私は考え

ますが、もちろん何ぼ期間が短くても国として予算措置したわけですので、それが要望

のある方に使われるということを望んでの私の質問であります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    お答えいたします。 

  耐震診断をしてまだ工事に踏み切られてない方、そういう方も含めまして市内全域に

お知らせして、耐震診断はしていないけれど、６０万円ではちょっと二の足を踏んだけ

んど９０万円の補助があればやってみようかという人もおるかと思いますので、１月４

日には回覧を回してお知らせしたいと思います。そして、その中でもピックアップして

その耐震診断をされた方に個々に通知をするということについては、ちょっと協議をし

てみたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    ちょっとお聞きしたいですが、耐震診断に係る補助という

のは別にありますよね。これは耐震改修工事に係る補助、補正ですよね。そうすると、

何これを受け付けて応募があって耐震診断をしてというふうに聞いたんですが、ちょっ

と逆じゃないですか。通常耐震診断をした結果、耐震工事が必要ということになればこ

の枠を使って工事に申し込みますわね。その今まで従来６０万円やったのが今度９０万

円に上積みされたということですけども、そのこと自体はとてもいいことだと思うんで

すけれど、ちょっととらえ方が逆なんじゃないかと思うんですけど、そのごっちゃにな

っているんじゃないです？ 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 
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○防災対策課長（吉村泰典君）    通常であれば全く大岸議員さんの言うとおりでござ

います。今回その国のほうが１月末までに採択しなさいと、それは改修についてです。

工事のほうです。通常ならその順番でいけば診断をして、その診断の結果この弱い、こ

の補助の対象になるということになれば次に設計をいたしまして設計費のほうでも補助

金が出ます。そして、その設計に基づいて工事をする、そしたら６０万円の工事の補助

金が出る。そういうことでして、今回最後の６０万円へ３０万円上積みするという、こ

の分についてのみ国の補正がついているわけでして、ほんで、その１月中に募集をしま

して、それで２月に入ったら採択通知書を出さないかんということになってます、その

３０万円について。ほんで、耐震診断は通常の形でない、後に行ってよいと、３月末ま

でに耐震診断を行ってよいと、先採択しちょいて。耐震診断の結果、対象にならんとい

う場合も出てきます。今までそういう例はないわけですけど、大抵弱いお家が申請され

ますので。今回そういうふうな耐震診断におきましても診断士を派遣するわけですけど、

その診断士、建築事務所協会というのがあってそこから派遣してもらうんですけど月に

２回しかその診断士を派遣する、どういう診断士、だれの診断士を派遣するという、そ

ういう事務をとっておられませんので先に診断をしてそれから採択という期間が全くあ

りません。今回そういうふうになっております。 

○議長（西村 成君）   ほかに。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    そしたら、これを応募されようという方はうちは耐震性が

弱いかもしれないと思って応募するわけになると思うんですが、妙に診断の後というこ

とになりますと。さっき山﨑龍太郎議員が言われたように多分耐震診断を行って工事に

着手されていない家がたくさんあると思うんです、実はうちもそうなんですけれど、そ

ういう方にピンポイントで本当にお知らせして広げていったほうがより確実なこの補正

予算の使い方、実のある使い方になるんじゃないでしょうか、その点をお聞きしてこれ

で終わりますが。 

○議長（西村 成君）   防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    弱いと言いました、具体的には昭和５６年５月３１

日以前に建てられた、その建築基準法改正前の基準で建てられたお家が診断の対象にな

っておりまして、その場合、今までに強度が１.０未満が対象になるんですけど１.０以

上は今まであったことはないです。 

  それから、今、大岸議員が最後に言われました、山﨑龍太郎議員も言われました、今

まで耐震診断を受けて改修に踏み切っていない方の優先的に通知、連絡したらどうかと

いうことですが、これも考えてみます。住民の皆様にも通知いたしますし、これはちょ

っと協議してみます。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ほかには。 
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  ちょっと休憩します。 

（午前１０時５４分 休憩） 

（午前１０時５５分 再開） 

○議長（西村 成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  防災対策課長、吉村泰典君。 

○防災対策課長（吉村泰典君）    １つ、ちょっとご質問の趣旨にお答えしていなかっ

たのがあるのかもしれませんので、２９件これから対象、その３０万円上積み分ができ

るというふうに香美市で割り当てが来ておりますが、そのうちで現在その６０万円の交

付決定を受けて通常のペースで改築に入っているお家もございますが、現在工事中、交

付決定を受けてまだ完成していない、そういうところも３０万円上積みの対象になって

おります。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ほかにありませんか。 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから議案第１０４号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第１０４号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第２２、意見書案第１６号、トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書

の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から、提案理由の説明を求めます。１２番、島岡信彦君。 

○１２番（島岡信彦君）    １２番、島岡信彦、案文を朗読して提案理由とさせていた

だきます。 

  意見書案第１６号、トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書の提出につい

て 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市議会議長 西村芳成殿、提出者 香美市議会議

員 島岡信彦、賛成者 同 依光美代子、 賛成者 同 千頭洋一 

  トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書（案） 

  じん肺については、予防対策、健康管理の充実等、国においても各種対策が講じられ
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てきたところですが、トンネル建設工事におけるじん肺の発生は、今なお大きな社会問

題になっています。 

  こうしたなか、全国１１地方裁判所で審理が進められてきたトンネルじん肺訴訟のう

ち、東京・熊本・仙台・徳島・松山の５地裁において、国の規制権限の不行使を違法と

する判断が示されました。 

  これらの判決を受けて、２００７年（平成１９年）６月１８日、訴訟原告団と国の間

で、じん肺政策の抜本的転換を図ることを主な内容とする「合意書」が調印されました。

その合意内容に基づき、係争中であった４高裁１１地裁のすべてにおいて、和解が図ら

れたところです。 

  トンネルじん肺は、その多くが公共工事によって発生することも十分に踏まえ、根絶

にむけた抜本的な解決が早急に図らなければなりません。 

  よって、政府においては、発注者および施工者に対する適切な指導を行うとともに、

次の事項を含めたトンネルじん肺の抜本的な対策を早急に講じられるよう強く要求しま

す。 

記 

  １、国は、２００７年６月に調印した「トンネルじん肺防止対策に関する合意書」に

基づき、トンネルじん肺根絶のための対策を速やかに実行すること。 

  ２、公共工事によって発生するトンネルじん肺被害者の早期救済を図るため、「トン

ネルじん肺補償基金制度」を早急に創設すること。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日、衆議院議長 横路孝弘殿、参議院議長 西岡武夫殿、内閣

総理大臣 菅 直人殿、総務大臣 片山善博殿、法務大臣 仙石由人殿、厚生労働大臣 

細川律夫殿、農林水産大臣 鹿野道彦殿、経済産業大臣 大畠章宏殿、国土交通大臣 

馬渕澄夫殿、防衛大臣 北澤俊美殿。 

  高知県香美市議会議長 西村 成 

【意見書案第１６号 巻末に掲載】 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから意見書案第１６号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、意見書案第１６号は、原案のとおり可決されました。 
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  挙手をするときはすっと真っすぐ上へ上げてください。 

  日程第２３、意見書案第１７号、女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書

の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。１５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）   意見書案第１７号、女性差別撤廃条約選択議定書の批准を

求める意見書の提出について 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市議会議長 西村 成殿、提出者 香美市議会議

員 大岸眞弓、賛成者 同 濱田百合子、賛成者 同 山崎晃子 

  案文を朗読して提案理由にかえさせていただきます。 

  女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書（案） 

  あらゆる分野における女性差別の撤廃をうたった「女性差別撤廃条約（以下「本条

約」という）」が１９８５年にわが国で批准されて以来、四半世紀近くを経た現在も、

女性に対する差別は今なお社会、結婚、地域、雇用等に根深く存在しています。 

  本条約の実効性を高めるため、個人通報制度と国連女性差別撤廃委員会（以下「委員

会」という）の調査制度を定めた「女性差別撤廃条約選択議定書（以下「選択議定書」

という）」は１９９９年の国連総会で採択され２０００年１２月に発行されました。現

在までに世界で９８カ国が批准していますが、日本はいまだに批准していません。ＯＥ

ＣＤ加盟国で未批准国はアメリカと日本の２カ国のみになっています。 

  昨年８月委員会が公表した日本政府に対する「総括所見」は女性差別是正の取組みの

遅れを厳しく指摘し、雇用、教育、女性の参加、民法、女性への暴力など多岐にわたっ

て改善を勧告しました。実行を急がせる重点課題として民法の差別的規定（男女で異な

る結婚最低年齢・女性のみに課している離婚後の再婚禁止期間・夫婦同姓の強制）など

について廃止を求め、女性の雇用や意思決定への参加などを促進するため暫定的な特別

措置を設けることを強く勧告しています。同時にこの「選択議定書」の批准も焦眉の課

題であると強調しています。 

  日本の男女格差の指数は「世界経済フォーラム」の「世界男女格差報告」２００８年

版の報告によれば、１３０カ国中９８位と前年の９１位よりさらに後退しており、女性

差別の是正が国際的に見ても極めて遅れていることを示しています。 

  政府は男女共同参画社会基本法の実現を「２１世紀の最重要課題」と位置づけました。

男女共同参画審議会答申においても「選択議定書」について積極的な対応を図っていく

必要があるとしています。 

  よって政府におかれては、本条約が真の実効性をもち、男女の人権がともに保障され

る社会実現のため、速やかに「選択議定書」を批准するよう強く要望します。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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  平成２２年１２月２１日、衆議院議長 横路孝弘殿、参議院議長 西岡武夫殿、内閣

総理大臣 菅 直人殿、総務大臣 片山善博殿、財務大臣 野田佳彦殿、男女共同参画

担当大臣 岡崎トミ子殿。 

  高知県香美市議会議長 西村 成 

  なお、昨年９月県議会では、全会一致で採択をされていることを申し添えます。 

  以上よろしくお願いいたします。 

【意見書案第１７号 巻末に掲載】 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    済みません。補足説明が本文の中に入って読み上げてしま

いましたので、さっき本文の中で申しました「なお昨年９月県議会では」というところ

を補足説明といたしますので「各担当大臣殿」の後で「香美市議会議長 西村 成殿」

の後にこの補足説明を加えていただきますようによろしくお願いします。 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ２番、矢野公昭君。 

○２番（矢野公昭君）    ２番。提出者にお聞きをいたします。 

  この国連女性差別撤廃委員会が日本政府に対して改善を勧告をしておると、こういう

ことでございます。その中で実行を急がせる重点課題といたしまして民法の差別的規定、

３つございます。男女で異なる結婚最低年齢、女性のみに課しておりますところの離婚

後の再婚禁止期間、そして夫婦同姓の強制、この３つを実行を急がせる重点課題といた

しております。 

  そしてまず、この男女で異なる結婚最低年齢でありますけれども、これは明治民法に

おきまして男女では１５歳、１７歳、そして昭和２２年に１６歳、１８歳となっており

ます。これはもちろん皆様方ご承知のとおり女性のほうが男性よりも心身ともに成長が

早いと、こういうことであると私は認識をいたしております。 

  そして、２点目の女性のみに課しておりますところの離婚後の再婚禁止期間、これは

明治３１年、民法で６カ月と定められております。これは、このことにつきましては、

これもご承知のとおり摘出子、いわゆる正式な夫婦間の子であるのかどうかということ

の問題であり、このように女性に課しておられるところの禁止期間でございます。この

２つにつきましては、これは男性、女性はともに生まれましたときから体の構造が違い

ます。これは私は差別とはとらえておりません。 

  そして、夫婦同姓の強制、これにつきましては明治３年に国民に姓を名乗ること、い

わゆる名字を名乗ることが認められておりまして、そして明治３１年には戸主制度が制

定をされ、そして結婚をすれば戸主の姓にということになっております。それで、昭和

２２年にはどちらか一方の姓を名乗ればそれでよろしいと、このようになって今まで来
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ております。このことは、これをもし仮に夫婦同姓を撤廃をし、そして夫婦が別姓にな

った場合には今でこそ崩壊をしかけておりますところの家族の和というものが、夫婦が

別の姓あるいはまた子どもがということになりますと家族が壊れはしないか、和が保た

れないようになりはしないか、非常に私は危惧をしておるところでございますけれども、

この３点につきましてどのような見解であるのかお聞かせをいただきます。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    １５番、大岸です。 

  たくさんのご質問でしたのでまた抜かったらご指摘をいただいたらいいと思いますが、

婚姻最低年齢の見直しは矢野議員おっしゃったように女性が１６歳、男性が１８歳とい

うふうに確かになっております。ただ、もう当時の栄養状態といいますか、随分今、環

境が変わっておりまして、女性のみこういうふうに１６歳、男性が１８歳というのは現

状に合わないのではないかというふうに私は思っております。それと、同時に１８歳で

いいんじゃないかと思うんです。 

  それと、婚外子の、離婚後３００日規定のことですが、これは婚外子の相続差別の禁

止、それから離婚後３００日以内に出生されました子どもを前の夫の子と推定する民法

第７３３条、これが問題になっているのでありまして、これの改定をしなさいと言われ

ております。私もこれは女性にとって非常に不都合な民法規定だと思っております。 

  それから、どちらかの姓を、一方の姓を名乗るようにというふうに取り決めがあった

ということで、今現在も事実婚という形でどちらか一方の姓を名乗ってやっております

が、事実婚で旧姓を使っている、どちらかというと女性側が男性側の名字に合わすわけ

ですけれども、事実婚で今社会的に仕事をしている、社会生活を送っておられる方の中

には事実婚で何が不都合かというと、例えば税金の配偶者控除とか、それから養子縁組、

不妊治療が認められないなどのこういう不都合がありまして、夫婦同姓の強制はやめな

さい、別姓を選択できるようにしなさい、それは同姓がいいと思う人は同姓にすればい

いわけで、同姓を強要するのはやめなさい、別姓を選択したいときには選択をできるよ

うにしなさいということがこの国連の勧告であると考えています。 

  それから、家族の崩壊についてでありますけれども、今本当に家族の崩壊ということ

が言われています。例えば１００歳を超した行方のわからない高齢者でありますとか、

親子間で殺人が起こったりとかいろいろあるわけですけども、それらが夫婦別姓、事実

婚の家でたくさん起こっているかといったらそんなことではないと思います。夫婦同姓

の家にやはり多いと思います。家族崩壊の原因はそんなところにあるのでは私はないと

思っております。さっき申しましたいろいろな不都合から世界的に見ても別姓を名乗っ

ている、別姓のために家庭が崩壊しているという報告は世界的に見てもありません。そ

れと、別姓を望む女性が多くなったということ、これは例えば２００９年の１０月に朝

日新聞が行った選択的夫婦別姓についての世論調査では、賛成が４８％、反対が４１％

となっています。こういうふうに世論も変わってきておりますので、全員に適用するの
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ではなく希望する人は婚姻の際、夫婦同姓か夫婦別姓か好きなほうを選択できるという

ふうに民法を改正をしてくださいというものでございます。説明になってますでしょう

か。 

  以上です。 

○議長（西村 成君）   ほかには。 

  １１番、竹平豊久君。 

○１１番（竹平豊久君）    済みません。１１番、竹平です。 

  先ほどの矢野議員の質問とそれから答弁に対する、また関連のお聞きしますが、まず、

法律とかいうことでなくしていわゆる経済、それから倫理観、こういった面からの見解

をお聞きしたいわけですが、確かに婚姻の規定は民法で定められております。ただ、こ

れは、それを１８歳しろとか１６歳にしろとか、そういう観念では自分はとってないわ

けです。いわゆる皆さんそうですが、結婚をして家庭を営んでいくということについて

は当然これは経済が絡んできます。もっと言えばこの経済が破綻することによっていろ

いろ今の問題が多々起きてきております。そういった面から考えますと、そこのところ

を男女同格に１８歳、１８歳という、そこだけをとって言うのはいかがかなと、こうい

った結婚する条件には経済が伴って初めて順調に結婚生活、そして家庭生活、地域生活

ができていくんではないかと。 

  それから、２点目の３００日規定ですね、これと選択制の別姓ついてですが、私はこ

れは人間として、人としてのモラルの問題、倫理の関係であろうかと思いますが、そこ

なあたりを提出者はどうお考えでしょうか。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    済みません。私、先ほどちょっと矢野議員の質疑に対しま

して間違った説明をしました。女性１６歳、男性１８歳という婚姻最低年齢の見直し、

同時に１８歳にしなさいというふうに多分説明したと思うんですが、そうではありませ

ん。男女で年齢が違うことの、その婚姻最低年齢を見直しなさい、男女が違いがないよ

うにしなさいということの勧告であるととらえております。間違って説明しましたので、

１８歳とか特にそんなに具体的に年齢の指定があるわけではありません。１８歳になれ

ば結婚ができるよというふうに、そういう年齢、１８歳からしなさいということではな

くて１８歳になればということですので、竹平議員のご質問には１８歳になればという

ことです。そして、経済問題が確かにあるのはもちろん間違いがありませんので、１８

歳からということではありませんので訂正をします。 

  それから、３００日以内の出生子、３００日規定ですが、モラルについてというふう

におっしゃいましたけどなぜ女性だけにモラルが求められるのか、そこを国連は言って

いるのではないかと思います。 

  以上です。ほかにありましたら。 

○議長（西村 成君）   １１番、竹平豊久君。 
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○１１番（竹平豊久君）    はい。ありがとうございます。ご丁寧なご答弁でした。 

  ２点目として、そのモラルというのは人としてです、男性も女性も含めてです。そこ

のところを提出者の方は女性だけにというようなことを言われておりますが、これは当

然男女とありますのでこれを含めたもので、こうしたことに対する倫理観をどうお持ち

でしょうかというところです。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    この３００日規定は女性だけに課せられておりますのでそ

れの改善を求めるものです。モラルと言われましたけれども、多分婚姻中にまだ離婚が

成立していない段階で、夫婦関係は事実上は破綻して離婚が成立していない段階でのこ

とについて竹平議員は言われていると思いますけれども、それであれば女性だけにその

３００日規定があるのはいかがなものかというところです。 

○議長（西村 成君）   ほかにありませんか。 

  ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    はい。私もちょっといろいろと疑問点があるがですが、結局

その女性差別撤廃条約というものは、いわゆるこの地球の上でいろんな国がある中で総

論としていろんな差別というものがあればそれは撤廃していきましょうということじゃ

なかろうかというふうに私は思います。その中でこの実効性を高めるために、いわゆる

国連女性差別撤廃委員会というものがどのような構成でされているのかよくわかりませ

んけれども、その人たちによって調査をすることによって、委員会がある程度の評価を

してそのグローバルなスタンダードに合わせていくというやり方が果たしていいもので

あるかどうか。当然それぞれの民族、国というのは成立から何からしてそれぞれの歴史

を背負い、違う経過がありますので、その中で先ほどお二人の議員からも議論がありま

したように民法１つをとりましても背景が違っているわけですね。そういう非常にセン

シティブなところがあってこのことについては多分国のほうでも、国というのは私たち

の代表であります国会議員の方々を含めて十分な検討が必要であるからゆえにいまだに

批准がされていないというふうにも受けとめるわけです。 

  だから、一々の個々の問題、いわゆるローカルな問題について、それをすべて何かこ

れを読みますと、ある種のグローバルなスタンダードにおいて判断をしていくというこ

とのようにも受け取れますけれども、そのようなことなのでしょうか。そして、民法の

差別規定とありますけれども、これは一体だれが差別的規定と言ってるんでしょうか。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    まず、それぞれの国には個々の事情があるじゃないかとい

うことで、そのとおりなんですけれども、そうではなくて、発端は国連のその女性差別

撤廃条約を批准して、これを守って女性の地位向上とか貧困をなくそうじゃないかとい

うことでこの条約が提案されて各国が批准をしているわけです。日本もそれを批准をし

たわけです。ですので、この批准した差別撤廃条約、この３項、今質疑になっておりま
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す３項だけではありません。女性の差別がこんなところもあんなところも直らなくて差

別をなくすことが進んでいないじゃないかというたくさんの勧告を、この３００日規定

とか選択的夫婦別姓とか、それだけではなくて雇用の面におきましてとかですね、たく

さんの差別があって日本は女性差別をなくすることに熱心でないよということで今回、

前回の２倍以上の４８項目の勧告、意見が国連からされたわけです。これを批准します

と報告がいって、国連が世界的に見て、日本はこれこれがおくれていますというのがこ

の勧告です。だれがというよりは国連みんなで集まって決めた、世界の各国が集まって

決めたその批准した条約をきちんと守られていないじゃないかというのが今回の勧告な

わけです。それぞれの事情があるじゃないかというわけなんですけれども、そういう状

況が国際的に見ておくれていますよという勧告であると私はとらえております。それで

お答えになっていますかどうか。 

○議長（西村 成君）   ３番、山﨑眞幹君。 

○３番（山﨑眞幹君）    はい。ちょっと私の多分説明の仕方がわかりづらいのかもし

れません。いわゆる全体、国、それぞれの違う国が１つのものをつくるわけですから、

それなりにここまではじゃあ共通認識として認識できるよというところの部分、中身は

よくわかりませんけれどもそれが１つの国連決議、条約ですよね、これ差別撤廃条約と

いうことで、これを結局批准するということは、いわゆる憲法におけます国際社会にお

いて名誉ある地位を得ようとする日本としてはそれは正しい。ところが、それぞれの国

はそれぞれの事情があるわけですから、そこのそれぞれの事情があることを判断するこ

とまでもそのグローバルなものが規定した、そういうものの尺度ではかっていっていい

ですかということをお聞きをしています。ローカルルールはローカルルールとして尊重

しなければいけないんじゃないか、それがいわゆる国体のもとをなすものであるという

ふうに私は考えますので、そのことでそういうセンシティブなところがあるからいまだ

にこのことについては日本の政府も慎重に検討をしているというふうに私はとらえてい

ますということが１点、そのことについてどう思うかということと、それから、ここに

書かれてます民法について差別的規定といっておられますけれども、これはだれが一体

差別的規定とここで言ったのか、この委員会なんですか、これは。国連女性差別撤廃委

員会がこの民法の規定が非常に差別的であると言ったのかって、そのことをちょっとお

聞きしたい。 

○議長（西村 成君）   １５番、大岸眞弓君。 

○１５番（大岸眞弓君）    これは国際条約でありますので、日本が世界に向かってこ

の女性差別撤廃条約を守ってやりますということを批准したということは約束をしたと

同じなんです。ですから、その約束が守られていないからこんなたくさんの改善勧告を

受けたんです。 

  それから、差別的規定というのは、それは国連が規定をしております。個々のローカ

ルな事情はありますでしょうが、早くこれを克服をして国際水準に追いつきなさいよと
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いう今回の勧告でないはないかと思っております。なお、今回の意見書はですね、書い

てありますように選択議定書の批准を求める意見書であります。この選択議定書という

のは個人通報性とか国連の撤廃委員会に、例えば子どもの権利条約でも批准をした国か

ら、いろんな団体などから何年に一遍か国連に報告が行って、その条約が進んでいるか

どうかという検討が行われて改善勧告なんかがあるんですけれども、その団体ではなく

て個人の通報制度なども選択議定書にはうたっておりますのでそれの批准を求める意見

書でございます。直接に民法の改正とかそういうものとは、直接はうたっておりません

ので、ただ、その意義はこの意見書の内容に書いたとおりです。 

○議長（西村 成君）   ほかに質疑ありませんか。 

○議長（西村 成君）   これで質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから意見書案第１７号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   賛成少数であります。よって、意見書案第１７号は、否決さ

れました。 

  日程第２４、意見書案第１８号、生活保護の老齢加算の復活を求める意見書の提出に

ついてを議題とします。 

  まず、提出者から提案理由の説明を求めます。１３番、依光美代子君。 

○１３番（依光美代子君）    １３番、依光美代子でございます。 

  意見書案第１８号、生活保護の老齢加算の復活を求める意見書の提出について 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市議会議長 西村 成殿、提出者 香美市議会議

員 依光美代子、賛成者 香美市議会議員 島岡信彦、賛成者 香美市議会議員 千頭

洋一 

  案文を朗読して説明にかえさせていただきます。 

  生活保護の老齢加算の復活を求める意見書（案） 

  格差と貧困が広がりを見せる今日、最後のセーフティネットである生活保護制度が果

たすべき役割は一層増しています。 

  特に、高齢の被保護者は、老齢加算が削減されてからは、葬儀にも行けないなど、通

常の近所づきあいもはばかられる状況に追い込まれている状況があることから、弁護士

会や司法書士会なども老齢加算の復活を強く求めています。 

  ２０１０年（平成２２年）６月１４日、福岡高等裁判所は、生活保護受給者３９名が

原告となり老齢加算の段階的廃止を行った保護変更決定の取消を求めた裁判（福岡生存
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権裁判）において、原告らの請求を認め、被告である北九州市の保護変更決定を取り消

す旨の判決を言い渡しました。 

  この判決は、国が行った老齢加算廃止の決定は、高齢者の最低生活水準や激変緩和措

置についても十分検討しないなど、考慮すべき事項を十分考慮せずに行われたものであ

り妥当性を欠いたものであると判示したものです。 

  よって政府におかれては、この判決の判示内容を真摯に受け止め、生活保護の老齢加

算の復活を早期に実施されるよう強く要望します。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日、衆議院議長 横路孝弘殿、参議院議長 西岡武夫殿、内閣

総理大臣 菅 直人殿、法務大臣 仙石由人殿、総務大臣 片山善博殿、財務大臣 野

田佳彦殿、厚生労働大臣 細川律夫殿 

  高知県香美市議会議長 西村 成 

  以上です。 

【意見書案第１８号 巻末に掲載】 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

 これより質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから意見書案第１８号を採決いたします。 

 本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、意見書案第１８号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第２５、意見書案第１９号、中山間地域の衰退防止と獣害対策を求める意見書の

提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。６番、千頭洋一君。 

○６番（千頭洋一君）    意見書案第１９号、中山間地域の衰退防止と獣害対策を求め

る意見書の提出について 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日提出、香美市議会議長 西村 成殿、提出者 香美市議会議

員 千頭洋一、賛成者 同 島岡信彦、賛成者 同 依光美代子 

  案文を朗読して説明にかえさせていただきます。 
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  中山間地域の衰退防止と獣害対策を求める意見書（案） 

  我が国は戦後の工業化、貿易優先の国策による高度経済成長の代償として、農業産物

（後に「農林産物」と訂正あり）も次々自由化して、減反政策が始まり、国民の主食で

あり国土環境保全と食料安全保障とも不可分の米まで大量に輸入されるようになりまし

た。この結果、農山村は過疎高齢化が進み、日本を支えてきた「むら＝故郷」は衰退し

て、山間地域は荒廃から消滅する集落が続出して、猪、鹿などの獣害に拍車がかかる悪

循環が進みつつあります。 

  よって、国におかれましては、中山間地域の衰退防止と獣害対策を進めるよう、下記

の事項について強く要望します。 

記 

  １、米の生産費６０キロ（１俵）１.６万円の保障と、水田の多面的役割に対する所

得補償を加えて１.８万円の価格保障をすること。 

  ２、自国の食料は自国でまかなう「食料主義」（後に「食料主権」と訂正あり）を確

立するよう、ＷＴＯ農業協定を改めて、ミニマムアクセス米を中止し、食料自

給率の向上を図ること。 

  ３、消費者の理解を促して、世界最良の食品米の消費拡大を図ること。 

  ４、国土の保全・バイオマス燃料・木造建築・木工品などの産業化によって、経済や

雇用の創出を図ること。 

  ５、有害鳥獣被害は広域化、甚大化しており、市町村、県単位での解決は困難なため

国において主体的な対策を実施すること。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  平成２２年１２月２１日、衆議院議長 横路孝弘殿、参議院議長 西岡武夫殿、内閣

総理大臣 菅 直人殿、農林水産大臣 鹿野道彦殿、環境大臣 松本 龍殿 

  高知県香美市議会議長、西村 成 

  以上よろしくご審議のほどお願いいたします。 

○議長（西村 成君）   千頭さん。 

○６番（千頭洋一君）    はい。 

○議長（西村 成君）   これがね、「農林」を「農業」と言うたき訂正しちょいて、

農業。 

○６番（千頭洋一君）   済みません。意見書（案）の２行目の「農林産物」のところ

を「農業」と何か発言したようでございますので「農林産物」ということに訂正してお

きます。 

○議長（西村 成君）   これは「主義」と言うた。 

○６番（千頭洋一君）   済みません。２番目の「自国の食料は自国でまかなう「食料

主権」」と言うべきところを「食料主義」と言ったようでございますので訂正させてい

ただきます。申しわけございません。 
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【意見書案第１９号 巻末に掲載】 

○議長（西村 成君）   説明が終わりました。 

  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村 成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村 成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから意見書案第１９号を採決いたします。 

 本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村 成君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、意見書案第１９号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第２６、閉会中の所管事務の調査についてを議題とします。 

  お手元にお配りしました閉会中の所管事務調査の申出書及び別表のとおり、会議規則

第１０５条の規定によって、議会運営委員会及び各常任委員会並びに特別委員会から閉

会中の所管事務調査について申し出がありました。 

  お諮りをします。議会運営委員会、各常任委員会及び特別委員会からの申し出のとお

り、閉会中の所管事務調査を実施することにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村 成君）   異議なしと認めます。よって、議会運営委員会、各常任委員

会及び特別委員会からの申し出のとおり、閉会中の所管事務の調査を実施することに決

定いたしました。 

  以上で今期定例会に付されました事件はすべて終了しました。 

  閉会に当たり一言ごあいさつを申し上げます。 

  １２月８日開会をされました平成２２年第９回香美市議会定例会は本日までの１４日

間でありましたが、議員各位の慎重な審査と審議の結果、平成２２年度香美市一般会計

補正予算（第３号）を初め提出されました全議案等に対しましてそれぞれ適切な議決が

なされました。また、１０月議会の継続審査となっていました平成２１年度一般会計歳

入歳出決算の認定など１０件の歳入歳出決算の認定につきましてもすべて認定をされま

した。一般質問につきましては、１５名の議員が市行政全般にわたって真剣な質問をな

されました。執行部は、一般質問につきましてそれぞれ質問の内容をよく把握されまし

て行政に当たっていただきたいと思います。 

  さて、国政では、民主党政権が１８日に平成２３年度の子ども手当について不足する

財源５００億円について国と地方が分担する痛み分けの方式とすることで財政、財務、

総務、厚生労働の各省が合意したとしていましたが、昨日の２０日の夜には上積みに必
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要な財源は全額国庫負担にすることで関係閣僚が合意したとのことでありますが、しか

し、厚生労働省の事業見直しをし、さらに補足する分は地方と国の負担を見直し捻出す

るといたしております。このように政党が選挙のマニフェストで国民に公約しながら財

源が不足するので地方に分担をということは納得ができんところであります。先ほども

議案第１０４号でありましたように、年度末を控えての補正とはそういったように地方

行政にとっても非常に行政のやりにくいようなことが緊急に行われるようなことがあっ

ております。このように政策がころころ変わるようでは来年度以降の政治の動向が心配

されるところであります。 

  本日で第９回香美市市議会定例会を閉会しますが、議員各位には、議事運営に対しま

して格段のご協力を賜り、スムーズな議会が運営できましたことに感謝を申し上げます。

ありがとうございました。 

  今年も残すところあと１０日となってまいりましたが、寒さも一段と厳しくなってま

いりますので、議員各位並びに執行部の皆様におかれましては、健康に十分留意をせら

れ新しい年を迎えられますようご祈念申し上げまして閉会のごあいさつといたします。

ありがとうございました。 

  次に、市長から発言を求められておりますので、これを許します。市長、門 槇夫君。 

○市長（門 槇夫君）    閉会に当たり一言ごあいさつを申し上げます。 

  １２月８日に開会をいたしました平成２２年第９回香美市議会定例会も、議長の円滑

なる議会運営と議員各位のご協力によりまして、提案いたしておりました議案に対しま

して慎重なる審査を得て、ここに全議案、適切、妥当なご決定をいただきました。まこ

とにありがとうございました。 

  さて、先週５年に一度の国勢調査の結果発表がありましたが、人口調査では本市は前

回の平成１７年調査からの対比では４.９１％減となり、実に１,４８５名が減少となっ

ております。全人口が合併時の３万人を割るまことに残念な結果となりました。このこ

とに対し市長として大変申しわけない気持ちでいっぱいであります。高知県全体でも前

回調査からの減少率は４.０２％となっており人口自然減現象が続いています。このよ

うに人口の減少傾向がとまりませんけれども、香美市では今議会で可決いただきました

組織再編をてこに、これからの新しいまちづくりを進めていく上で少子化対策はもとよ

り在住者の定着、定住支援、そして在住者の人口の増加に向けての施策の推進に向けて、

積極的にかつ早急な展開を図っていかなければならないと考えておりますので今後とも

のご指導をよろしくお願いをいたします。 

  さて、２年目を迎える民主党政権の平成２３年度国の予算編成も大詰めになってまい

りました。国家財政の非常に厳しい折、編成作業も困難をきわめており、国と地方との

議論が食い違っていました子ども手当への財源内訳や地方交付税の配分額など一定の方

向性は見えてきた感はいたしますが、まだ地方自治体への影響がどのような形であらわ

れるのか不透明な部分が多く、地方にとって全く予断を許さない状況であります。これ
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から香美市の来年度予算の編成作業に本格的に着手する時期を迎えました。こうした目

まぐるしく変わる政府の一連の動きも大変気になるところでありますが、各課から要求

されております来年度予算につきましては、将来的な財政需要やそれに基づいた財政計

画も十分考慮しながら査定に臨みたいと考えております。 

  さて、早いもので今年もあと１０日となりました。議員の皆様方にはご健康にご留意

いただきまして、ご家族そろって輝かしき新年をお迎えになられますようご祈念いたし

まして閉会のごあいさつといたします。どうもありがとうございました。 

○議長（西村 成君）   これをもって平成２２年第９回香美市議会定例会を閉会をい

たします。 

（午前１１時４６分 閉会） 
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意 見 書 案 第 １ ６ 号  

 

 

ト ン ネ ル じ ん 肺 根 絶 の 抜 本 的 な 対 策 を 求 め る 意 見 書 の 提 出 に つ い て  

 

 

 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 、 衆 ・ 参 両 議 院 議 長 及 び 内 閣 総

理 大 臣 並 び に 関 係 各 大 臣 に 対 し 下 記 の 意 見 書 を 提 出 し ま す 。  

 

 

平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 ２ １ 日 提 出  

 

 

香 美 市 議 会 議 長   西  村    成  殿  

 

提 出 者   香 美 市 議 会 議 員   島  岡  信  彦  

 

賛 成 者      〃      依  光  美 代 子  

 

賛 成 者      〃      千  頭  洋  一  

 
 

ト ン ネ ル じ ん 肺 根 絶 の 抜 本 的 な 対 策 を 求 め る 意 見 書 （ 案 ）  
 
 
じ ん 肺 に つ い て は 、 予 防 対 策 、 健 康 管 理 の 充 実 等 、 国 に お い て も

各 種 対 策 が 講 じ ら れ て き た と こ ろ で す が 、 ト ン ネ ル 建 設 工 事 に お け

る じ ん 肺 の 発 生 は 、 今 な お 大 き な 社 会 問 題 に な っ て い ま す 。  
こ う し た な か 、 全 国 １ １ 地 方 裁 判 所 で 審 理 が 進 め ら れ て き た ト ン

ネ ル じ ん 肺 訴 訟 の う ち 、 東 京 ・ 熊 本 ・ 仙 台 ・ 徳 島 ・ 松 山 の ５ 地 裁 に

お い て 、 国 の 規 制 権 限 の 不 行 使 を 違 法 と す る 判 断 が 示 さ れ ま し た 。  
こ れ ら の 判 決 を 受 け て 、 ２ ０ ０ ７ 年 （ 平 成 １ ９ 年 ） ６ 月 １ ８ 日 、

訴 訟 原 告 団 と 国 の 間 で 、 じ ん 肺 政 策 の 抜 本 的 転 換 を 図 る こ と を 主 な

内 容 と す る 「 合 意 書 」 が 調 印 さ れ ま し た 。 そ の 合 意 内 容 に 基 づ き 、

係 争 中 で あ っ た ４ 高 裁 １ １ 地 裁 の す べ て に お い て 、 和 解 が 図 ら れ た

と こ ろ で す 。  
ト ン ネ ル じ ん 肺 は 、 そ の 多 く が 公 共 工 事 に よ っ て 発 生 す る こ と も



十 分 に 踏 ま え 、 根 絶 に む け た 抜 本 的 な 解 決 が 早 急 に 図 ら な け れ ば な

り ま せ ん 。  
よ っ て 、 政 府 に お い て は 、 発 注 者 お よ び 施 工 者 に 対 す る 適 切 な 指

導 を 行 う と と も に 、 次 の 事 項 を 含 め た ト ン ネ ル じ ん 肺 の 抜 本 的 な 対

策 を 早 急 に 講 じ ら れ る よ う 強 く 要 求 し ま す 。  
 

記  
 
１  国 は 、 ２ ０ ０ ７ 年 ６ 月 に 調 印 し た 「 ト ン ネ ル じ ん 肺 防 止 対 策 に

関 す る 合 意 書 」 に 基 づ き 、 ト ン ネ ル じ ん 肺 根 絶 の た め の 対 策 を

速 や か に 実 行 す る こ と 。  
 
２  公 共 工 事 に よ っ て 発 生 す る ト ン ネ ル じ ん 肺 被 害 者 の 早 期 救 済 を

図 る た め 、「 ト ン ネ ル じ ん 肺 補 償 基 金 制 度 」 を 早 急 に 創 設 す る

こ と 。  
 
  以 上 、 地 方 自 治 法 第 ９ ９ 条 の 規 定 に よ り 意 見 書 を 提 出 し ま す 。  
 
平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 ２ １ 日  

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘 殿 

参 議 院 議 長  西 岡 武 夫 殿 

内 閣 総 理 大 臣  菅  直 人 殿 

総 務 大 臣  片 山 善 博 殿  

法 務 大 臣  仙 石 由 人 殿 

厚 生 労 働 大 臣  細 川 律 夫 殿 

農 林 水 産 大 臣  鹿 野 道 彦 殿 

経 済 産 業 大 臣  大 畠 章 宏 殿 

国 土 交 通 大 臣  馬 淵 澄 夫 殿 

防 衛 大 臣  北 澤 俊 美 殿 

 

 

高 知 県 香 美 市 議 会 議 長   西  村  芳  成  



意見書案第１７号 

 

 

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書の提出について 

 
 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並

びに関係各大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

 

平成２２年１２月２１日提出 

 

香美市議会議長  西 村   成 殿 

 

提出者  香美市議会議員  大 岸 眞 弓 

 

賛成者     〃     濱 田 百合子 

 

賛成者     〃     山 崎 晃 子 

 

 

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書（案）  
 
 あらゆる分野における女性差別の撤廃をうたった「女性差別撤廃条約（以

下「本条約」という）」が１９８５年にわが国で批准されて以来、四半世紀近

くを経た現在も、女性に対する差別は今なお社会、結婚、地域、雇用等に根

深く存在しています。  
 本条約の実効性を高めるため、個人通報制度と国連女性差別撤廃委員会（以

下「委員会」という）の調査制度を定めた「女性差別撤廃条約選択議定書（以

下「選択議定書」という）は１９９９年の国連総会で採択され２０００年

１２月に発行されました。現在までに世界で９８カ国が批准していますが、

日本はいまだに批准していません。ＯＥＣＤ加盟国で未批准国はアメリカと

日本の２カ国のみになっています。  
 昨年８月委員会が公表した日本政府に対する「総括所見」は女性差別是正

の取組みの遅れを厳しく指摘し、雇用、教育、女性の参加、民法、女性への



暴力など多岐にわたって改善を勧告しました。実行を急がせる重点課題とし

て民法の差別的規定（男女で異なる結婚最低年齢・女性のみに課している離

婚後の再婚禁止期間・夫婦同姓の強制）などについて廃止を求め、女性の雇

用や意思決定への参加などを促進するため暫定的な特別措置を設けることを

強く勧告しています。同時にこの「選択議定書」の批准も焦眉の課題である

と強調しています。  
 日本の男女格差の指数は「世界経済フォーラム」の「世界男女格差報告」

２００８年版の報告によれば、１３０カ国中９８位と前年の９１位よりさら

に後退しており、女性差別の是正が国際的に見ても極めて遅れていることを

示しています。  
 政府は男女共同参画社会基本法の実現を「２１世紀の最重要課題」と位置

づけました。男女共同参画審議会答申においても「選択議定書」について積

極的な対応を図っていく必要があるとしています。  
 よって政府におかれては、本条約が真の実効性をもち、男女の人権がとも

に保障される社会実現のため、速やかに「選択議定書」を批准するよう強く

要望します。  
 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  

 

平成２２年１２月２１日 

 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘 殿 

参 議 院 議 長  西 岡 武 夫 殿 

内 閣 総 理 大 臣  菅   直 人 殿 

総 務 大 臣  片 山 善 博 殿 

財 務 大 臣  野 田 佳 彦 殿 

男女共同参画担当大臣  岡 崎 トミ子 殿 

 

高知県香美市議会議長  西 村   成 



意見書案第１８号 

 

生活保護の老齢加算の復活を求める意見書の提出について 

 

 地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに 

関係各大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

 

平成２２年１２月２１日提出 

 

 

香美市議会議長  西 村   成 殿 

 

 

提出者  香美市議会議員  依 光 美代子 

 

賛成者     〃     島 岡 信 彦 

 

賛成者     〃     千 頭 洋 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 生活保護の老齢加算の復活を求める意見書（案） 

 

 格差と貧困が広がりを見せる今日、最後のセーフティネットである生活保護制

度が果たすべき役割は一層増しています。 
特に、高齢の被保護者は、老齢加算が削減されてからは、葬儀にも行けないな

ど、通常の近所づきあいもはばかられる状況に追い込まれている状況があること

から、弁護士会や司法書士会なども老齢加算の復活を強く求めています。 

 ２０１０年（平成２２年）６月１４日、福岡高等裁判所は、生活保護受給者３

９名が原告となり老齢加算の段階的廃止を行った保護変更決定の取消を求めた裁

判（福岡生存権裁判）において、原告らの請求を認め、被告である北九州市の保

護変更決定を取り消す旨の判決を言い渡しました。 
 この判決は、国が行った老齢加算廃止の決定は、高齢者の最低生活水準や激変

緩和措置についても十分検討しないなど、考慮すべき事項を十分考慮せずに行わ

れたものであり妥当性を欠いたものであると判示したものです。  
 よって政府におかれては、この判決の判示内容を真摯に受け止め、生活保護の

老齢加算の復活を早期に実施されるよう強く要望します。 
 

  以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

  平成２２年１２月２１日 

 
 
衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘 殿 

参 議 院 議 長  西 岡 武 夫 殿 

内 閣 総 理 大 臣  菅 直 人 殿 

法 務 大 臣  仙 石 由 人 殿 

総 務 大 臣  片 山 善 博 殿 

財 務 大 臣  野 田 佳 彦 殿 

厚 生 労 働 大 臣  細 川 律 夫 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  西 村   成 



意見書案第１９号 

 

 

中山間地域の衰退防止と獣害対策を求める意見書の提出について  
 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並

びに関係各大臣に対し、下記の意見書を提出します。 

 

平成２２年１２月２１日提出 

 

香美市議会議長  西 村   成 殿 

 

提出者  香美市議会議員  千 頭 洋 一 

 

賛成者     〃     島 岡 信 彦 

 

賛成者     〃     依 光 美代子 

 

 

中山間地域の衰退防止と獣害対策を求める意見書（案）  
 
 我が国は戦後の工業化、貿易優先の国策による高度経済成長の代償として、

農林産物も次々自由化して、減反政策が始まり、国民の主食であり国土環境

保全と食料安全保障とも不可分の米まで大量に輸入されるようになりました。

この結果、農山村は過疎高齢化が進み、日本を支えてきた「むら＝故郷」は

衰退して、山間地域は荒廃から消滅する集落が続出して、猪、鹿などの獣害

に拍車がかかる悪循環が進みつつあります。  
よって、国におかれましては、中山間地域の衰退防止と獣害対策を進める

よう、下記の事項について強く要望します。  
 
記  

 

１．米の生産費６０キロ（１俵）１.６万円の保障と、水田の多面的役割に対

する所得補償を加えて１.８万円の価格保障をすること。 



２．自国の食料は自国でまかなう「食料主権」を確立するよう、ＷＴＯ農業

協定を改めて、ミニマムアクセス米を中止し、食料自給率の向上を図る

こと。 

３．消費者の理解を促して、世界最良の食品米の消費拡大を図ること。 

４． 国土の保全・バイオマス燃料・木造建築・木工品などの産業化によって、

経済や雇用の創出を図ること。 

５．有害鳥獣被害は広域化、甚大化しており、市町村、県単位での解決は困

難なため国において主体的な対策を実施すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。  
 

平成２２年１２月２１日 

 

 

衆 議 院 議 長  横 路 孝 弘 殿 

参 議 院 議 長  西 岡 武 夫 殿 

内 閣 総 理 大 臣  菅   直 人 殿 

農 林 水 産 大 臣  鹿 野 道 彦 殿 

環 境 大 臣  松 本   龍 殿 

 

 

 

高知県香美市議会議長  西 村   成 



　１．議　案　関　係

事 件 の

番 号

件　　　　　　　　　　　　　　　名 議決結果

議　決

年月日

 第 83 号 平成２２年度香美市一般会計補正予算（第３号） 原案可決 22.12.21

 第 84 号

平成２２年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算（第２

号）

〃 〃

 第 85 号

平成２２年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算（第３

号）

〃 〃

 第 86 号

平成２２年度香美市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

２号）

〃 22.12. 8

 第 87 号

平成２２年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正

予算（第２号）

〃 22.12.21

 第 88 号

平成２２年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正

予算（第３号）

〃 〃

 第 89 号

平成２２年度香美市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号）

〃 〃

 第 90 号

奥物部ふれあいプラザの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

〃 〃

 第 91 号

香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

〃 〃

 第 92 号

香美市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例の制定について

〃 〃

 第 93 号

香美市立診療所の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

〃 〃

 第 94 号

香美市別府森林総合利用施設の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について

〃 〃

香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一部

平成22年12月香美市議会定例会議決一覧表

 第 95 号

香美市別府峡キャンプ場の設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

〃 〃

 第 96 号 香美市消防手数料条例の一部を改正する条例の制定について 〃 〃

 第 98 号 香美市若者定住化推進条例を廃止する条例の制定について 〃 〃

 第 99 号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について 〃 〃

 第 100 号

香美市課等の組織編成に伴う関係条例の整備に関する条例の

制定について

〃 〃

 第 101 号 香美市林業事務所設置条例の制定について 〃 〃

 第 102 号

香美市交通安全対策会議条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

〃 〃

 第 103 号 香美市暴力団排除条例の制定について 〃 〃

 第 104 号 平成２２年度香美市一般会計補正予算（第４号） 〃 〃

 認定

 第 １ 号

平成２１年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 22.12. 8

 認定

 第 ２ 号

平成２１年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認

定について

〃 〃

 認定

 第 ３ 号

平成２１年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について

〃 〃

 認定

 第 ４ 号

平成２１年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳

入歳出決算の認定について

〃 〃



事 件 の

番 号

件　　　　　　　　　　　　　　　名 議決結果

議　決

年月日

 認定

 第 ５ 号

平成２１年度香美市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算

の認定について

認　　定 22.12. 8

 認定

 第 ６ 号

平成２１年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて

〃 〃

 認定

 第 ７ 号

平成２１年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入

歳出決算の認定について

〃 〃

 認定

 第 ８ 号

平成２１年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入

歳出決算の認定について

〃 〃

 認定

 第 ９ 号

平成２１年度香美市介護保険特別会計（介護サービス事業勘

定）歳入歳出決算の認定について

〃 〃

 認定

 第 10 号

平成２１年度香美市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の

認定について

〃 〃

 意見書案

 第 16 号

トンネルじん肺根絶の抜本的な対策を求める意見書の提出に

ついて

原案可決 22.12.21

 意見書案

 第 17 号

女性差別撤廃条約選択議定書の批准を求める意見書の提出に

ついて

否　　決 〃

 意見書案

 第 18 号

生活保護の老齢加算の復活を求める意見書の提出について 原案可決 〃

 意見書案

 第 19 号

中山間地域の衰退防止と獣害対策を求める意見書の提出につ

いて

〃 〃

　2．請　願　関　係

事 件 の

番 号

件　　　　　　　　　　　　　　　名 議決結果

議　決

年月日

 請願

 第 1  号

土木工事における入札参加資格の見直しを求める請願 継続審査 22.12.21

 陳情 陳情

 第 13 号

県道・林道・道路整備について 〃 〃


